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第１章 調査研究の背景・目的及び対象 
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（１）背景・目的 

 
日本の経済成長のためには海外の成長力の取り込みが欠かせないものとなっており、

「日本再興戦略 2016」においても、「鍵となる施策」として中堅・中小企業の海外進出支

援及びインフラシステム輸出の拡大が掲げられている。 
 

一方、土木・建築インフラ分野の日本企業（以下「日本インフラ産業」という。）が海

外進出を判断する際には、需要（開発計画等）の有無に加えて、ビジネス環境（進出先に

立地している企業、インフラ整備状況、規制等）、国勢（人口、所得水準、経済成長率等）、

生活環境（治安、衛生等）等の幅広い情報が必要であるが、発展途上国を中心に、情報の

未整備や言語の壁等の障壁が存在する場合が少なくない。 
 

このような問題意識の下、本調査業務は、日本インフラ産業の進出が期待される国・地

域について、日本インフラ産業が進出するか否かの判断材料にしていると考えられる公開

情報を選定・収集・整理するものであり、もって、中堅・中小企業も含めた今後の日本イ

ンフラ産業の海外進出に資することを目的とするものである。 
 
 

（２）対象 

 
これまでも、海外進出を検討する中堅中小企業向けに有用な支援制度、投資環境情報・

事例集、ガイドラインが数多く提供されているが、その情報量は国・地域によって多寡が

ある。そこで、新たに提供する情報源として広く世界全地域の調査対象国につき、横並び

比較が容易にできる情報源の作成を目指した。 
 

具体的には、50 の調査対象国・地域を選定し、各々、投資環境（2 ページ）とお助け情

報源（1 ページ）を整理した。また、南アジア、東南アジア、東アジア、中央アジア・コ

ーカサス、中東、アフリカ、中南米、欧州の 8 地域に分類し、域内諸国の経済・投資・ビ

ジネス環境を比較するとともに、地域単位の投資環境情報（自由貿易協定・地域インフラ

開発計画等）を整理した。 
 

調査対象国・地域の選定は、以下の 7 指標に基づき行った。 
①新興市場国（主要国際投資関連機関の定義に基づく） 
②市場規模・成長性（人口および人口増加率） 
③経済成長性（実質経済成長率） 
④日本政府支援地域・国 
⑤日本インフラ産業の進出実績 
⑥インフラ投資民間企業受注実績 
⑦投資環境指標（カントリーリスク、法令整備状況など民間投資環境を示す指標） 
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その上で、各国の投資判断に有用と判断される以下の 4 分野の情報を収集・整理した。 
①投資環境（基礎情報） 

1)マクロ経済 
2)業種規制 
3)税制 
4)労働コスト 

②土木・建築業界事情 
1)建設投資額 
2)外資規制 
3)国内建設企業 
4)本邦建設企業の進出 

③インフラ需要 
1)政府インフラ開発計画（マスタープラン） 
2)PPP 等外資導入方針 

④お助け情報源（リンク集） 
1)公共発注者 
2)業界団体 
3)本邦中堅中小企業支援機関 
4)日本インフラ産業進出企業・事例 
5)建設業界調査               等 

 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 資料集 
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掲載国・地域一覧 

                                （以下、「国」と総称する） 

東アジア、東南アジア、南アジア、中央アジア・コーカサス、欧州、中東 

 
 

東アジア 東南アジア 南アジア 欧州 

韓国 インドネシア インド ウクライナ 

台湾 カンボジア スリランカ チェコ 

中国 シンガポール パキスタン ハンガリー 

モンゴル タイ バングラデシュ ブルガリア 

中央アジア・コーカ

サス 

フィリピン 中東 ポーランド 

ベトナム アラブ首長国連邦 ルーマニア 

アゼルバイジャン マレーシア イラン ロシア 

ウズベキスタン ミャンマー カタール  

カザフスタン ラオス サウジアラビア  

  トルコ  
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中南米 

  
中南米 

アルゼンチン ブラジル 

キューバ ベネズエラ 

コロンビア ペルー 

チリ メキシコ 

ドミニカ共和国  

 

アフリカ 

 

アフリカ 

アルジェリア タンザニア 

エジプト ナイジェリア 

エチオピア 南アフリカ 

ケニア モロッコ 

コンゴ民主共和国  
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東アジア 

韓国 

台湾 

中国 

モンゴル 
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東アジア地域の投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 
（出所） 図表 2：世界銀行 Doing Business 

Ranking 2016、図表 3：JETRO 投資コスト比較 

 

 

 

総合順位 事業立上 建設許可 電力供給 不動産登録 与信取得 投資家保護 税金支払 国際交易 契約履行 破産手続
韓国 5 11 31 1 39 44 13 23 32 1 4
台湾 11 19 3 2 17 62 22 30 68 14 22
モンゴル 64 36 29 137 46 62 26 35 103 85 91
中国 78 127 177 97 42 62 123 131 96 5 53

（単位：米ドル） ウランバートル ソウル 台北 上海 北京
製造業ワー
カー月額

273～358 1,823 985 465 563

法定最低賃金 96/月 1,061/月 601/月 310/月 264/月
社会保険負担
率（事業主負
担率）

11～13％ 9.26～43.16％ 12.10% 42% 44～46.8％

 
（出所） 基礎情報は IMF、JETRO 国・地域情報、 

成長率は IMF WEO 2016/10（予測値 2016-20） 
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台湾
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東アジア（日本、韓国、北朝鮮、

中国、台湾、モンゴル）には地域

共同体は存在せず、単一通貨・市

場を目指す東アジア共同体（EAC）

構想の進捗も見られない。一方、

ASEAN10+6 カ国による広域 FTA

である RCEP は、交渉の最終段階

に入っている。RCEP が発効すれ

ば、人口・GDP・貿易総額で世界

最大の広域経済圏が出現すること

になる。RCEP に台湾・モンゴル

は含まれないものの、加盟国との

二国間 FTA（中台/日蒙）を通じて

間接的に裨益する見込み。 

東アジア 4 国総人口：約 14 億 8 千万人 

同 総 GDP：11.779 兆米ドル（2015） 

広域 FTA/EPA：ASEAN10+日・中・韓・

豪・新西蘭・印 6 か国間で東アジア地

域包括的経済連携（RCEP）交渉中。中

台間に海峡両岸経済協力枠組協定

（ECFA） 

「アジア・スーパー・グリッド」構想：

モンゴルの自然発電と日・中・露・韓へ

の送電網連結プロジェクト 

【図表 2】 域内諸国の「事業のしやすさ」ランキング 

【図表 3】 域内諸国の労働コスト比較 

【図表 1】 域内諸国の今後の経済成長率見通し 

【図表 4】 アジアスパーグリッド（ASG）構想 （2012～） 

（出所）The Asia-Pacific Journal (June 29, 2016) 

 

 

 

http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.doingbusiness.org/rankings
https://www.jetro.go.jp/world/search/cost.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
https://www.jetro.go.jp/world/
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/
http://apjjf.org/-John_A_-Mathews/3858
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韓国の投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●日韓間においては日韓投資協定により、両国間の投資および事業活動に関して、内

国民待遇および最恵国待遇などが付与される。 

●日韓投資協定には例外措置（規制）が認められており、原子力発電業は外国人に

は未開放、それ以外の発電業（外国人が韓国電力公社から仕入れる発電設備の合計

は、国内全体発電設備の 30％ まで許容）と送配電業および航空運輸業（いずれも

外国人投資比率が 50％ 未満の場合に許容）等は部分開放となっている。 

●建設業は投資規制対象になっていない。 

●外国人投資開放業種に対しては外国人投資比率 100％が認められている。部分開放

業種については各業種によって指定される許容比率を上限とする。 

●外国人投資の株式会社の最低資本金：1 億ウォン ※1 ウォン＝約 0.1 円（参考） 

●国産化率、現地調達義務、輸出義務、国内販売規定などに関する特別な規定はな

い。 （出所）JETRO 国・地域情報（韓国）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率国税：10～22％、地方税：1～2.2％）、個人所得税（6～38％

の累進課税）、付加価値税（標準税率 10％）、日本への利子・配当送金課税（最高税

率各々10％、15％）、二国間租税条約締結済み。EPA 非締結。 

（出所）JETRO 国・地域情報（韓国）「税制」 

人口： 5,062 万人（2015 年）   首都：ソウル（2,358 万人、全人口の 47%） 

面積：約 10 万平方キロメートル（朝鮮半島全体の 45％，日本の約 4 分の 1） 

宗教：仏教、キリスト教（プロテスタント、カトリック） 政治体制：民主共和国 

GDP：1 兆 4,170 億米ドル（2014 年） 一人当たり GDP：27,222 米ドル（2015 年） 

公用語：韓国語   ODA： 対象外   インフラ水準：7 点満点中 5.6（電力 6.2/ 道路 5.6）、

安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 98％、100％） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 韓国の GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 韓国の業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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韓国の投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

529(2011 年)、532 (2012 年)、587(2013 年)、636 (2014 年) 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

 
（出所） 

韓国証券取引所 

現代建設（Hyundai Engineering & Construction）、現代産業開発（Hyundai 

Development Co.）、デーリム産業(Daelim Industrial Co. Ltd)、 

韓国電力公社 KPS（KEPCO Plant Service & Engineering Co. Ltd） 

大宇建設（Daewo Engineering & Construction Co.)、GS 建設 (GS 

Engineering & Construction)、テヨン建設（Taeyoung Engineering & 

Construction)、韓進重工業(Hanjin Heavy Industries & Construction Co. 

Ltd.)、クモ産業（KUMHO INDUSTRIAL Co. Ltd.） 

進出日系建設

企業 

岩田地崎建設(株) TSUCHIYA(株) (株)日立製作所 日立造船（株）

(株)フジタ  （出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」 （第 27 回、第 28 回） 

11 フィリピン 10.0% マレーシア 6.2% マレーシア 6.8%

12 マレーシア 9.2% ロシア 5.5% シンガポール 4.8%

13 トルコ 5.2% シンガポール 4.6% 台湾 4.6%

14 シンガポール 5.0% トルコ 3.9% ドイツ 4.1%

15 カンボジア 4.0% 韓国 3.9% ロシア 3.5%

16 韓国 4.0% 台湾 3.7% 韓国 3.1%

17 台湾 3.8% カンボジア 3.2% トルコ 2.5%

18 ドイツ 1.8% ドイツ 3.2% カンボジア 2.5%

19 フランス 1.4% サウジアラビア 1.6% オーストラリア 2.3%

20 サウジアラビア 1.4% バングラデシュ 1.4% イラン 1.7%

20 南アフリカ 1.4% ラオス 1.4%

*順位が低いほど課題あり

2014年度 2015年度 2016年度

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)

0

10

20

30

40

50

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

韓国

総合順位（5位/190か国）

国家再生可能エネルギー計画（2009-2030） 

 2007 年 2015 年 2020 年 2030年 

RE の 

割合 

2.4% 

(実績) 

4.3% 

（目標） 

6.1％ 

（目標） 

11％ 

（目標） 

総費用 111.5 兆ウォン (858 億米ドル)* 

*内、1/3 は政府資金、2/3 は民間資金で

実施予定 

（出所）Ministry of Knowledge Economy 

第四次国土総合計画修正計画（2011～2020

年） 

●成長軸として、東海岸圏、西海岸圏、南

海岸圏を超広域開発圏としてベルト化 

●広域経済圏毎の拠点港湾の特化、北東ア

ジア・ポート・アライアンスの強化、航空

自由化の拡大、仁川国際空港のハブ機能の

強化等）他  （出所）国土交通省国土政策局 

 

 

【図表 3】 韓国の建設業界事情 

海外在留邦人：36,708 人（2014 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
6 

1%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
435 
65%

運輸通信
61 
9%

卸小売業
64 

10%

その他
103 
15%

総数：669社

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としての韓国：有望理由と課題 （参考） 

【図表 5】 韓国政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://global.krx.co.kr/contents/GLB/05/0503/0503030300/GLB0503030300.jsp
https://eng.hec.co.kr/
https://www.hyundai-dvp.com/en/index.jsp
https://www.hyundai-dvp.com/en/index.jsp
https://www.daelim.co.kr/eng/main.do
http://home.kepco.co.kr/kepco/EN/main.do
http://www.daewooenc.com/eng/
http://www.gsglobal.co.jp/GSgroup/outline.html
http://www.gsglobal.co.jp/GSgroup/outline.html
http://www.taeyoung.com/index.asp
http://www.taeyoung.com/index.asp
http://www.hanjinsc.com/eng/
http://www.hanjinsc.com/eng/
http://www.kumhoenc.com/main/index.asp
http://www.iwata-gr.co.jp/
http://www.tsuchiya-corp.com/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.korea.net/NewsFocus/policies/view?articleId=74027
http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/international/spw/general/korea/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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韓国：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（韓国） 

許 認 可 建設業を営む者は、建設産業基本法 FRAMEWORK ACT ON THE CONSTRUCTION 

INDUSTRY （2010 年 6 月 30 日施行）の登録基準を満たした上で、国土海洋部長官(現在

の国土インフラ交通部長官)に登録しなければならない(法第 9 条)。 

（出所）建設産業基本法（邦訳）、国土インフラ交通部(Ministry of Land, Infrastructure and 

Transportaion/MOLIT) (Archives⇒Laws⇒Construction/Housing) 

公共発注者 ●国土インフラ交通部（MOLIT） 

●韓国開発研究院公共投資管理センター（Public and Private Infrastructure Investment 

Management Center/PIMAC） 

●公共調達サービス（Public Procurement Service/PPS)（韓国語） 

団 体 ●大韓建設協会（Construction Association of Korea/CAK) 

●韓国エンジニアリング＆コンサルティング協会（Korea Engineering & Consulting 

Association/KENCA) 

●韓国建設エンジニア協会（Korea Construction Engineers Association/KOCEA) 

その他多数 

本邦企業支

援 機 関 

●在大韓民国日本国大使館 日本企業支援窓口   

TEL: (02)-2170-5233、FAX: (02)-738-9748  E-mail : kigyoshien-korea@so.mofa.go.jp 

●JETRO ソウル事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL： 82-2-739-8657 FAX： 82-2-739-4658 

問い合わせは：最寄りのジェトロ国内事務所 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 TEL: 03-5253-8315  

●ソールジャパンクラブ(SJC) 

TEL: (02) 739-6962  FAX: (02) 739- 6961  E-mail: shchp@sjchp.co.kr 

進 出 ・ 

進 出 支 援 

事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（韓国 5 社） 

●経産省「中小企業の海外事業再編事例集」（韓国１事例） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（韓国進出事例複数） 

● JBIC 日系企業進出支援事例（韓国含む） 

● 韓国進出日系企業実態調査（2015 年度） 

業 界 調 査 ●JETRO 2013 年度海外制度調査「建設・工事に関する制度」（韓国） 

●韓国調達庁「国家を当事者とする契約に関する法律」、同 施行令を参照のこと。 

●「韓国の建設下請問題（上）」RICE 研究所だより No.280 2012.6、「同 （下）」 

そ の 他 ●韓国統計情報サービス（KOSIS）建設業界統計各種（Statistical Database⇒Construction） 

●ソールジャパンクラブ本邦企業会員一覧 

●ニュース：Korea Herald、Seoul Times、Yonhap News 

 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_003.html
http://www.lij.jp/info/hourei/kankoku/ken/ken001.pdf
http://english.molit.go.kr/USR/BORD0201/m_33276/LST.jsp
http://english.molit.go.kr/USR/BORD0201/m_33276/LST.jsp
http://english.molit.go.kr/USR/WPGE0201/m_28266/LST.jsp
http://pimac.kdi.re.kr/eng/about/message.jsp
http://pimac.kdi.re.kr/eng/about/message.jsp
https://www.pps.go.kr/kor/index.do
http://www.cak.or.kr/english/info.do?type=eng_info&dataId=660&menuId=216
http://www.kenca.org/about01.jsp
http://www.kenca.org/about01.jsp
http://www.kocea.or.kr/
http://www.kr.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
http://www.kr.emb-japan.go.jp/people/ryouzibu/consulate_kigyoshien.html
mailto:kigyoshien-korea@so.mofa.go.jp
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/kr_seoul/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.sjchp.co.kr/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.meti.go.jp/press/2015/06/20150616001/20150616001c.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2010/0831-4277
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/1051c8bedaac8e38/20160043.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001767/construction_southkorea.pdf
http://www.lij.jp/info/hourei/kankoku/sha/sha_004.pdf
http://www.lij.jp/info/hourei/kankoku/sha/sha_005.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/monthly/Month280.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/monthly/Month281.pdf
http://kosis.kr/eng/
http://www.sjchp.co.kr/
http://www.koreaherald.com/
http://www.theseoultimes.com/ST/index.html
http://www.yonhapnews.co.kr/
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台湾の投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●「日台民間投資取決め（2011）により、投資活動や投資財産の保護に関して、「内

国民待遇」および「最恵国待遇」に相当する無差別待遇が与えられるようにする

こと等が定められている。（出所）日本台湾交流協会 

●外国人による投資は「外国人投資条例」に基づく許可を要する。 

●華僑・外国人投資の業種は原則自由である（台湾における投資項目の 95％以上を

開放）「華僑・外国人投資ネガティブリスト」に属するものは例外的に禁止また

は制限されている。 

●会社法および外国人投資条例による出資比率、出資額、投資家の国内住所保有な

どの制限はない（出資比率は 100％に達することも可能）。ラジオ・テレビ経営

業および第 1 類電気通信業等、一部業種による規制がある。 

●会社の最低払込資本金規定はないが、原則として会社登記の際に公認会計士の監

査報告が必要である。 

●工事受注に当たっての現地法人設立の義務付けはなく、支店、工事事務所でも請

負うことが可能。     （出所） JETRO 国・地域情報（台湾）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 12 万元超 17％、12 万元以下 0%）、個人所得税（5～45％の

累進課税。）、付加価値税（標準税率 5％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率

各々20％）、日台租税条約締結済み（2017/1/1 適用）、日本・台湾 EPA 未締結。 

（出所）JETRO 国・地域情報（台湾）「税制」 

人口：2,349 万人（2016 年 4 月）  首都：台北（850 万人、全人口の 36%）  

面積：3 万 6 千平方キロメートル（九州よりやや小さい）宗教：仏教、道教、キリスト教 

GDP：2,925 億米ドル（2015 年）  一人当たり GDP：22,294 米ドル（2015 年） 

公用語：中国語、台湾語、客家語等 ODA： 対象外 

政治体制：三民主義（民族独立，民権伸長，民生安定）に基づく民主共和制。五権分立（行

政，立法，監察，司法，考試）  インフラ水準：7 点満点中 5.4（電力 5.9/ 道路 5.7） 

（出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum 

  

【図表 1】 台湾の GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 台湾の業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.koryu.or.jp/taipei/ez3_contents.nsf/0/71e59c965688691a492579130013296e?OpenDocument
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/country/tw/invest_02/pdfs/tw7A010_negativelist.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/asia/tw/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/tw/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
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台湾の投資環境 
 

 

 
 
 

建設投資額 

（百万台湾ドル） 

24,109（2011 年）、24,545（2012 年）、25,381（2013 年）、26,268（2014

年） ※1 台湾ドル＝約 3.6 円（参考） （出所）台湾 National Statistics (13-1. Gross Fixed Capital 

Formation (GFCF) by Kind of Activity (At current prices)   

主な国内建設

企業 

台湾証券取引所 

HUA YU LIEN DEVELOPMENT、YU FOONG INTERNATIONAL 

CORPORATION、ADVANCETEK ENTERPRISE、KPT INDUSTRIES、

RUN LONG CONSTRUCTION ほか 

進出日系建設

企業 

(出所) OCAJI 

岩田地崎建設(株) (株)大林組 (株)奥村組 鹿島建設(株) (株)熊谷

組 清水建設(株) (株)大気社 大成建設(株) 大豊建設(株) 鉄建建

設(株) (株)NIPPO (株)日立製作所 日立造船（株） (株)フジタ 前

田建設工業(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」、世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

11 フィリピン 10.0% マレーシア 6.2% マレーシア 6.8%

12 マレーシア 9.2% ロシア 5.5% シンガポール 4.8%

13 トルコ 5.2% シンガポール 4.6% 台湾 4.6%

14 シンガポール 5.0% トルコ 3.9% ドイツ 4.1%

15 カンボジア 4.0% 韓国 3.9% ロシア 3.5%

16 韓国 4.0% 台湾 3.7% 韓国 3.1%

17 台湾 3.8% カンボジア 3.2% トルコ 2.5%

18 ドイツ 1.8% ドイツ 3.2% カンボジア 2.5%

19 フランス 1.4% サウジアラビア 1.6% オーストラリア 2.3%

20 サウジアラビア 1.4% バングラデシュ 1.4% イラン 1.7%

20 南アフリカ 1.4% ラオス 1.4%

*順位が低いほど課題あり

2014年度 2015年度 2016年度

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)

0

20

40

60

80

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

台湾

総合順位（11位/190か国）

【図表 3】 台湾の建設業界事情 

●国土開発ガイドライン Policy Guidelines 

for National Spacial Development（2010）

が掲げる４つの理想実現のため、スピーデ

ィーな交通ネットワーク、桃園国際空港シ

ティー等 12 件の公共インフラ事業「Love 

Taiwan 12 Projects（愛台 12 建設）」（総額

3.99 兆元、内 1.2 兆元は民間資金）が実施

され（2009-2016 年）、概ね終了。 

●次期インフラ開発マスタープランは、

2017 年 3 月頃に新内閣から発表される予

定。 （出所）Bloomberg/December 31, 2016 

海外在留邦人：20,162 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
49 
4%

農林水産業
4 

0%

鉱工業
524 
47%

運輸通信
66 
6%

卸小売業
356 
32%

その他
126 
11%

総数：1,125社

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先としての台湾：有望理由と課題（参考） 

【図表 5】 台湾政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://eng.stat.gov.tw/ct.asp?xItem=33339&ctNode=3570&mp=5
http://www.twse.com.tw/en/listed/listing_profile.php
http://huakai.com.tw/
http://www.yufoong.com.tw/
http://www.yufoong.com.tw/
http://www.advancetek.com.tw/
http://www.kpt.com.tw/
http://www.runlong.com.tw/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.iwata-gr.co.jp/
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.okumuragumi.co.jp/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.kumagaigumi.co.jp/
http://www.kumagaigumi.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.daiho.co.jp/
http://www.tekken.co.jp/
http://www.tekken.co.jp/
http://www.nippo-c.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.ndc.gov.tw/en/cp.aspx?n=7A0D833D43CE09CB&s=7CD14EF812D1B557
http://www.ndc.gov.tw/en/cp.aspx?n=7A0D833D43CE09CB&s=7CD14EF812D1B557
https://www.bloomberg.com/news/articles/2016-12-31/taiwan-to-stimulate-economy-with-infrastructure-plan-in-2017
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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台湾：お助け情報源 
 

 

 

治 安 外務省危険情報（台湾） 

許 認 可 営造業法（Construction Industry Act）に基づき、建設業は総合建設業、専門工事業、土

木工事業に区分され、総合建設業許可は、甲、乙、丙の 3 つのランクに分かれている。 

●所管省庁：内政部営建署 (Construction and Planning Agency, Ministry of Interior)  

公共発注者 ●「交通部」が郵政、電信、運輸、気象及び観光に関する業務全般（公路総局、電信総局、

民用航空局、国道高速公路局、台湾鉄路管理局、桃園国際空港公司）を所管している。 

●「経済部」が経済全般を所管しており、付属機関に水利署（水源・上下水道機関）、事業

機構に台湾電力公司（電力公社）などが含まれる。 

●台北市政府捷運局（高速交通システム局） 

●公共調達手法に関しては、政府調達法（政府採購法/Government Procurement Act)の「第

II 章入札」に基本的な事項が規定されている。 

団 体 ●臺灣區綜合營造業同業公會(Taiwan Regional Engineering Contractors Association/ 

TRECA) 

本邦企業支

援 機 関 

●財団法人日本台湾交流協会 駐台湾事務所  

TEL: +886-2-2713-8000  FAX:  +886-2-2713-8787 

●公益財団法人日本台湾交流協会 台北事務所 日本企業支援窓口  

TEL: (886-2）2713-8000  FAX:（886-2）2713-8787 E-mail: info@mail.japan-taipei.org.tw  

●公益財団法人日本台湾交流協会 高雄事務所 日本企業支援窓口 

TEL:（886-7）771-4008 FAX:（886-7）771-2734  E-mail: kigyousoudan@koryutk.org.tw 

● JETRO 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム 

ビジネス展開支援課プラットフォーム担当 

E-mail: platform-bda@jetro.go.jp  TEL: 03-3582-5017 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 

TEL: 03-5253-8315 FAX: 03-5253-1562 

● 台北市日本工商会 

TEL: 02-2361-0052   FAX: 02-2382-0062   E-mail: koushoukai@japan.org.tw 

進 出 ・ 

進 出 支 援 

事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（台湾進出 15 社）  

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（台湾進出事例多数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

業 界 調 査 ●（財）建設経済研究所「平成 18 年度 建設情報収集等管理調査 報告書 台湾法令等」 

そ の 他 ●JETRO アジア経済研究所「台湾」のページ 

●JETRO「大型建設工事での労働者雇用における留意点：台湾」 

●ニュース：Asia Today、The Taipei Times、Taiwan Today 

 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_008.html
http://www.cpami.gov.tw/english/index.php?option=com_content&view=article&id=10788&Itemid=15
http://www.wra.gov.tw/
http://www.taipower.com.tw/
http://www.dorts.gov.taipei/
http://lawweb.pcc.gov.tw/LawChapterShow.aspx?LawID=FL000659&LawNo=&Range=19|47
http://lawweb.pcc.gov.tw/LawChapterShow.aspx?LawID=FL000659&LawNo=&Range=19|47
http://www.treca.org.tw/
http://www.treca.org.tw/
https://www.koryu.or.jp/
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.japan.org.tw/newsite/2010/koushoukai/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/inter/datalink/kaigaikennsetu/twn/report/twn_report.pdf
http://www.ide.go.jp/Japanese/Research/Region/Asia/Taiwan/index.html
https://www.jetro.go.jp/world/qa/04A-001065.html
http://www.asiatoday.com/
http://www.taipeitimes.com/News
http://www.taiwantoday.tw/
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中国の投資環境 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database, October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国資本の参入が制限されている分野：「外国投資産業指導目録」（2015年4月10

日施行・改正）により、制限（外資100%は認められない）38分野、禁止（外資の

参入禁止）36分野を指定（制限：不動産、金融ほか、禁止：農業、採鉱、出版ほ

か） 。禁止・規制分野に建設業は含まれていない。 

●外国資本の出資比率の制限：外国資本25%以上で「合弁会社」とみなされる。 

●その他：外国企業が中国国内で設計業務を行う場合は、中国の設計会社最低1社

と組み、中国側の会社が受けている許可の範囲内で設計する。 

（出所）JETRO 国・地域別情報（中国）「外資に関する規制」 同「制限業種・禁止業種」 

税制 

 

法人税（25％）、個人所得税（給与所得：5～45％、生産所得：5～35％の超過累進

税率）、増値税（物品販売や修繕等の役務提供、物品の輸入の際 13～17％課税。建

築サービスは 11％）、消費税など。二国間租税条約：締結。日中租税条約で不動産

所得、役務提供などを規定（源泉税率は親子会社間の配当が10％、一般配当が10％、

利子が 10％、使用料が 10％） 

 （出所）JETRO 国・地域情報（中国）「税制」 同「その他税制」 

 

 

人口：13 億 7,349 万人（2013 年）  首都：北京（2,039 万人、全人口の 1.5%） 

面積：約 960 万平方キロメートル  宗教：仏教、イスラム教、キリスト教等 

GDP：11 兆 1826 億米ドル(2015 年) 一人当たり GDP：8,141 米ドル（2015 年） 

公用語：漢語（中国語）      ODA： 有償資金対象国 

政治体制：人民民主共和制     インフラ水準：7 点満点中 4.5 点（電力 5.3 点/道

路 4.8 点）、安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 96%、77%） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

 

【図表 1】 中国の GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】中国の業種規制・税制 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/country/cn/invest_02/pdfs/cn7B010_toushikiseikanwa.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/country/cn/invest_02/pdfs/cn7A010_kisei_gyousyu.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/asia/cn/invest_04.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/country/cn/invest_04/pdfs/cn9C010_sonotazeisei.pdf
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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中国の投資環境 
 

 
 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

5,082 (2011 年)、5,831 (2012 年)、6,586 (2013 年)、7,291 (2014 年) 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

（出所）2015 年建築業

発展統計分析 

中国交通建設股份有限公司（中国交建） 

中国電力建設集団有限公司 

進出日系建設企業 

(出所) OCAJI 

鹿島建設(株) 佐藤工業(株) JFE エンジニアリング(株) 清水

建設(株) (株)大気社 大成建設(株) 高砂熱学工業(株) (株)竹

中工務店 (株)NIPPO (株)日立製作所 日立造船（株） (株)

フジタ 前田建設工業(株) 三井住友建設(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」 （第 27 回、第 28 回） 

 

現地マーケットの今後の成長性 67.0%

1 インド 45.9% インド 40.4% インド 47.6% 現地マーケットの現状規模 62.4%

2 インドネシア 45.7% インドネシア 38.8% 中国 42.0% 組み立てメーカーへの供給拠点として 22.8%

3 中国 43.7% 中国 38.8% インドネシア 35.8% 産業集積がある 18.3%

4 タイ 35.3% タイ 30.7% ベトナム 32.7% 安価な労働力 12.7%

5 ベトナム 31.1% ベトナム 27.5% タイ 29.4% 第三国輸出去痰として 12.7%

6 メキシコ 20.2% メキシコ 23.6% メキシコ 25.9%

7 ブラジル 16.6% 米国 16.6% 米国 19.3% 労働コストの上昇 66.3%

8 米国 13.2% フィリピン 11.5% フィリピン 10.6% 他社との激しい競争 55.1%

9 ロシア 12.0% ブラジル 11.1% ミャンマー 10.1% 法制の運用が不透明 50.8%

10 ミャンマー 11.0% ミャンマー 7.9% ブラジル 7.2% 知的財産権の保護が不十分 45.5%

為替規制・送金規制 31.0%

課題（2016年度）

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%) 有望理由（2016年度）

2014年度 2015年度 2016年度

【図表 3】 中国の建設業界事情 

【図表 5】 中国政府のインフラ開発計画 

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としての中国：有望理由と課題 （参考） 

【図表 4】 本邦企業進出状況 

海外在留邦人：131,161 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
52 
0%

農林水産業
98 
0%

鉱工業
1,816 

6%

運輸通信
248 
1%

卸小売業
342 
1%

その他
30,834 

92%

総数：33,390社

第十三次五か年計画（2016-2020） 

●インフラ関連（都市化に伴う発展） 

・投資額：鉄道建設 8,000 億元超、道路建

設 1 兆 6,500 億元 ※1 元＝約 16 円（参考） 

・高速鉄道網を 3 万 km まで拡大し、主要

都市の 80%をつなぐ 

・高速道路網 3 万 km を敷設・改修する 

●スマートシティの建設（環境に配慮した

建築および建材利用の推奨） 

●その他プロジェクトの推進（水力・原子

力発電建設プロジェクトなど） 

（出所）中央人民政府ウェブサイト 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.zgjzy.org/NewsShow.aspx?id=7150
http://www.zgjzy.org/NewsShow.aspx?id=7150
http://en.ccccltd.cn/ccccltd/
http://www.powerchina.cn/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.kajima.co.jp/
http://www.satokogyo.co.jp/
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.shimz.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.tte-net.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.nippo-c.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.smcon.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
http://www.gov.cn/zhengce/index.htm
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中国：お助け情報源 
 

 

 

  

治 安 外務省危険情報（中国） 

許 認 可 ●外国の建設企業が中国国内で受注、施工を行うには現地法人を設立する必要がある。具体

的には、中華人民共和国住宅・都市農村建設部が公布する「建設業企業資格」を取得する

必要あり。 

●所管機関は、住宅・都市農村建設部（住宅許可制度） 

公共発注者 ●国土資源部 

●政府調達ネット（入札情報） 

団 体 ●中国建築業協会 

●中国対外承包工程協会(CHINCA:China International Contractors Association) 

本邦企業支

援 機 関 

●在中国日本国大使館 日本企業支援窓口 

TEL: (86) 10-8531-9800 （内線 3026 または 3028）E-mail: keizai@pk.mofa.go.jp  

●JETRO 北京事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL：(86) 10-6513-7077  FAX：(86) 10-6513-7079 

（中国国内事務所は北京のほか、広州、上海、成都、大連、青島、武漢、香港にあり。） 

●JETRO 中国進出企業支援センター 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 

TEL: 03-5253-8315  FAX: 03-5253-1562 

●中国日本商会 

TEL: (6513) 0829 6513-0839   FAX: 6513-9859   E-mail: cjcci@postbj.net 

●大連日本商工会 TEL: 83695639/ 83706513 E-mail: shoko@jcci-dalian.org 

●上海日本商工クラブ TEL: (021) 6275-2001  FAX (021) 6270-1579 

進出・進出

支 援 事 例 

●JETRO 中小企業海外展開現地支援 中国北部地域・プラットフォーム（北京／天津） 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（中国進出 14 社）  

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（中国進出事例多数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 本邦企業進出支援事例（中国） 

業 界 調 査 ●JETRO「建設・工事に関する制度（中国）」（2014 年 3 月） 

●建設経済研究所「香港の建設市場の現状と展望」（「建設経済レポート 64 号」2015 年 4

月号、P282） 

そ の 他 ●第 13 年次 5 か年計画関連レポート 

・中国国務院通知「近代統合交通システム開発計画」（中国語） 

・BTMU 経済週報臨時号「第 13 年次 5 か年計画が採択～改革と確信が鍵～」（三菱東京

UFJ 銀行、2016 年 4 月 8 日） 

・中国の『第 13 年次 5 か年計画』：中国及び世界への影響（REITI、2016 年 3 月 18 日） 

●ニュース：中国通信社（日本語）、新華通信社（日本語）、中国交通新聞 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_009.html
http://www.mohurd.gov.cn/
http://www.mlr.gov.cn/
http://www.ccgp.gov.cn/
http://www.zgjzy.org/Default.aspx
http://www.chinca.org/
http://www.cn.emb-japan.go.jp/index_j.htm
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_beijing/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_guangzhou/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_shanghai/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_chengdu/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_dalian/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_qingdao/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_wuhan/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_hongkong/
https://www.jetro.go.jp/services/cn-support.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.cjcci.biz/public_html/index.html
mailto:cjcci@postbj.net
http://www.jcci-dalian.org/
mailto:shoko@jcci-dalian.org
https://www.jpcic-sh.org/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cn_beijing/platform.html
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://search.jbic.go.jp/bizsearch_asp/search?q=%E4%B8%AD%E5%9B%BD&p=1&not=&n1_2l=&n1_2h=&corpId=atc130020&sg=1&sgNum=20&layout=1&hits=20&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4&t%5B%5D=1
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2014/07001810.html
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/No.64/No.64-4.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/No.64/No.64-4.pdf
http://www.gov.cn/zhengce/content/2017-02/28/content_5171345.htm
https://reports.btmuc.com/File/pdf_file/info002/info002_20160411_001.pdf
https://reports.btmuc.com/File/pdf_file/info002/info002_20160411_001.pdf
http://www.rieti.go.jp/jp/events/bbl/16031801.html
http://china-news.co.jp/
http://jp.xinhuanet.com/zg/index.htm
http://www.zgjtb.com/
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モンゴルの投資環境 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 （*失業率は 2007 年から 2016 年まで） 

 
 
 

規制 

 

 

●外国政府が株式の 33%以上を所有する法人が、鉱業、銀行・金融業、マスコミ・

通信の分野で投資を行う場合（既存企業の 33％以上の株式取得を含む）は許可が必

要。 

●民間企業が鉱山、金融、マスコミ・通信分野などの戦略的業種で外国投資企業を

設立する際には、他のモンゴル法人と同様に登記が必要。 

●工事受注にあたって現地法人設立の義務付けは無く、支店での受注も可能。 

●モンゴル経済の発展に寄与し、自然環境への負荷が低く、新技術を導入し雇用を

創出するプロジェクトと認められれば、各種の税率を変更しない税環境安定化証明

書が発行される（10-12 条）。証明書の有効期間中は税率の引き上げや新税の導入が

行われても従来の税率に変更はない（13 条）。証明書の有効期間は、投資額、投資

期間、投資する地域に応じて設定されている（16 条）。 

●許可申請先は、経済開発省内、投資・ビジネス開発庁 

（出所）「投資法」（2013 年 11 月 1 日発効）（JETRO 邦訳) 「投資法施行細則」 「投資契約締結規則」（2014

年 2 月 21 日施行） 

税制 

 

法人所得税（表面税率(1) 30 億トゥグルクまでの利益に 10％、(2) 30 億トゥグルク

を超えた場合は 25％）、個人所得税（5～32％の累進課税。）、付加価値税（標準税率

10％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々20％）、二国間租税条約（モン

ゴルでは二重租税協定と呼ぶ）未締結、日モンゴル EPA 締結済み  

※1 トゥグルク（MNT）＝約 0.05 円（参考）  （出所）JETRO 国・地域情報（モンゴル） 

人口：297 万人（2015 年）   首都：ウランバートル（128 万人、全人口の 43%） 

面積：156 万 4,100 平方キロメートル（日本の約 4 倍）  宗教：チベット仏教等      

GDP：12,015.9 百万米ドル（2014 年）  一人当たり GDP：4,320 米ドル（2015 年） 

公用語：モンゴル語（国家公用語）、カザフ語       ODA: 無償資金対象国      

政治体制：共和制（大統領制と議院内閣制の併用） 

インフラ水準：7 点満点中 3.2（電力 3.8/道路 3.0/空港 3.1）、安全飲料水・トイレ普及

（各々人口の 64%、60%） （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 モンゴルの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 モンゴルの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001974/07001974_tousihou.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001974/07001974_saisoku.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001974/07001974_teiketu.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001974/07001974_teiketu.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/asia/mn/
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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モンゴルの投資環境 
 

 
 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

3 (2011 年)、6 (2012 年)、6 (2013 年)、6 (2014 年) 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

（出所）モンゴル

証券取引所 

2017 年 1 月 13 日時点で、二部上場建設会社は 3 社：Moninjbar（MIB）、 

Tushig Uul（TUS）、UB BUK（BUK）、三部上場建設会社は Barilga 

Corporation（BRC）、Bayalag Nalaikh（BNB）など 17 社ある。 

進出日系建設

企業 
岩田地崎建設(株) (株)鴻池組 JFE エンジニアリング(株)     

大日本土木(株) (株)NIPPO   (出所) OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

 

DTF*

1 シンガポール → シンガポール → シンガポール → 85.1%

2 香港 → 韓国 ↑ 韓国 → 84.1%

3 韓国 → 香港 ↓ 香港 → 84.2%

4 マレーシア → 台湾 ↑ 台湾 → 81.1%

5 台湾 → マレーシア ↓ マレーシア → 78.1%

6 日本 ↑ 日本 → 日本 → 75.5%

7 タイ ↓ タイ → タイ → 72.5%

8 ブルネイ ↑ モンゴル ↑ モンゴル → 68.2%

9 モンゴル ↑ ブータン ↑ ブータン → 65.4%

10 モルディブ ↓ 中国 ↑ 中国 → 64.3%

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　アジア　順位（25か国）

2014年 2015年 2016年

0

50

100

150

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

モンゴル

総合順位（64位/190か国）

【図表 3】 モンゴルの建設業界事情 

マスタープラン 2030  ※1MNT=0.05 円（参考） 

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ 3 

2014-2017 2018-2021 2022-2030 

12.0 兆 MNT 13.4 兆 MNT 28.9 兆 MNT 

・ウランバートル市からナライハまで新高速道路敷

設 

・物流センターの建設：ウランバートル西

(Emeelt-Argalant)、東(Nalaikh)、南西

(Bagakhangai)、南(Aerocity) 

・新国際空港ターミナル建設（Tolgoit） 

・9 垂直道路、6 水平道路、4 環状道路の建設（道

路総延長 3000km） 

・高速バスシステム・ライトレールトランジットシ

ステム(LTR)の強化と地下鉄への発展 

・火力発電所の建設（1,101 kcal/h×1 基、1.7 また

は 99 kcal/h×29 基、400 kcal/h 熱供給用×1 基） 

（出所）Capital City Master Planning Agency 

 

海外在留邦人：468 人（2016 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
11 
3%

農林水産業
2 

0%

鉱工業
7 

2% 運輸通信
2 

1%

卸小売業
6 

2%

その他
335 
92%

総数：363社

【図表 6】 有望展開先国としてのモンゴル：有望理由と課題 

【図表 5】 モンゴル政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://mse.mn/
http://mse.mn/
http://www.iwata-gr.co.jp/
http://www.konoike.co.jp/
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.dnc.co.jp/
http://www.nippo-c.co.jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
https://asiafoundation.org/resources/pdfs/UBMasterPlanTechnicalSummary.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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モンゴル：お助け情報源 
 

 

 

 

治 安 外務省危険情報（モンゴル） 

許 認 可 ●建設業許可は 3 年ごとに更新。建設業許可の種類は 1 から 9 まで 9 種類あり、設備や土木

は別の許可取得となる。 

●許可申請元は、モンゴル建設・都市開発省(Ministry of Construction and Urban 

Development/ MCUD) 

公共発注者 ●公共調達庁（Government Procurement Agency） 

●建設・都市開発省（Ministry of Construction and Urban Development/MCUD） 

●道路・交通省（Ministry of Road and Transport) 

団 体 ●モンゴル土木学会 

●日本土木学会(JSCE)モンゴル分会 President: Mr. Enkhtur Shoovdor 

Contact Person: Mr. Enkhtur Shoovdor 

Affiliation: Himon Construction LLC  

TEL: 99111704, 315266  

E-mail: turuu8557@yahoo.com 

●モンゴル建設業協会（Mongolian National Construction Association） 

本邦企業支

援 機 関 

●在モンゴル日本国大使館 日本企業支援窓口  TEL:(976) 11-320-777   

FAX: (976) 11-313-332   E-mail:economy.ec-section3@ul.mofa.go.jp  

●JICA モンゴル事務所 

TEL: 電話：(976-11) 325939  FAX：(976-11) 310845 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 

TEL: 03-5253-8315 FAX: 03-5253-1562 

進 出 ・ 

進 出 支 援 

事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例(モンゴル進出 5 社)  

●環境省・経産省・NEDO 二国間クレジット制度（JCM） （モンゴル多数） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」モンゴル出事例複数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 本邦企業進出支援（モンゴル） 

業 界 調 査 ●JICA モンゴル事務所ニュースレター2015 年 7 月号 

●JICA「モンゴル国寒冷地における建設工事の安全施工管理技術の向上プロジェクト」 

（2013-2015）:モンゴル建設業協会への技術協力（専門家派遣） 

そ の 他 ●モンゴル企業検索サイト、モンゴル ビジネス データベース 

●JICA 「国別事業一覧」、「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」、「日本の ODA プロ

ジェクト（無償）」(モンゴル) 

●ニュース：Unuudur、UB Post、Montsame 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_019.html
http://mcud.gov.mn/
http://mcud.gov.mn/
http://www.e-tender.mn/en
http://zasag.mn/en/m/mcud
http://zasag.mn/en/m/mrt
http://www.mace.org.mn/homes/index
mailto:turuu8557@yahoo.com
http://www.mn.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jica.go.jp/mongolia/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mmechanisms.org/support/adoption.html
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2011/0901-4202
https://www.jica.go.jp/mongolia/office/others/ku57pq00000ryrvg-att/newsletter_201507.pdf
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/4f3700b697729bb649256bf300087d02/b7f50f9d9eab345c49257c120079da5f?OpenDocument
http://www.go4construction.com/location-73.html
http://www.mongolianbusinessdatabase.com/base/welcome/
https://www.jica.go.jp/partner/kusanone/country/mongolia.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou/odaproject/asia/mongolia/index_01.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou/odaproject/asia/mongolia/index_01.html
http://www.unuudur.com/
http://ubpost.mongolnews.mn/
http://en.montsame.mn/
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東南アジア地域の投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

（出所） 図表 2：世界銀行 Doing Business 

Ranking 2016、図表 3：JETRO 投資コスト比較 

 

 

 

総合順位 創業 建設許可 電力 不動産登録 資金調達少数株主保護 納税 貿易 契約順守 清算

マレーシア 23 11 4 3 3 4 2 6 5 5 5

タイ 46 8 9 7 12 19 6 11 3 6 2

ベトナム 82 13 6 14 8 7 10 25 9 8 15

インドネシア 91 20 18 8 15 11 9 21 16 20 10

フィリピン 99 24 14 6 14 20 20 16 11 18 7

カンボジア 131 25 25 20 17 1 16 14 14 22 9

ラオス 139 22 10 24 11 15 21 22 17 11 25

ミャンマー 170 19 12 23 19 25 23 17 23 24 20

(単位：米ドル） ジャカルタ プノンペン バンコク マニラ ホーチミン ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ ヤンゴン ビエンチャン
製造業ワー
カー月額

255 162 344 312 193 311 127 179

法定最低賃
金

223/月 140/月 8.30/日 9.42～10/日 160/月
207/月 （半島）

184/月 （他）
2.76/日 110/月

社会保険負
担率(事業主

負担率）

10.24～

11.74％
0.8％

（労働災害拠出）
5% 10.62% 22%

13％ （半島）

12％ （他）

60歳以下 7％

61歳以上 7.5％
6%

 
（出所） 基礎情報は IMF、JETRO 国・地域情報、 

成長率は IMF WEO 2016/10（予測値 2016-20） 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

ミャンマー

ラオス

フィリピン

カンボジア

ベトナム

インドネシア

マレーシア

タイ

%

ASEAN 経済共同体の発足によ

り、域内、特にメコン川流域諸国

(GMS)の経済統合が加速。GMS

プログラムにより国境を越えた

ハードインフラ整備および物

流・貿易・投資の簡素化・円滑化

が進む。メコン地域が生産・輸出

拠点、および、消費市場として伸

張し、中国、インド、ASEAN 諸

国市場のバリューチェーンの中

核を担うようになると期待。 

ASEAN10 総人口: 約 6 億 7770 万人 

同 総 GDP：68.321 兆米ドル（2015） 

FTA：アセアン経済共同体（AEC）、

AFTA（ASEAN 自由貿易協定）、

GMS-CBTA（大メコン圏越境交通協定） 

域内インフラプロジェクト： 

・大メコン圏経済プログラム（GMS） 

・南北、東西、南部経済回廊 

・ASEAN パワーグリッド構想 

【図表 2】 域内諸国の「事業のしやすさ」ランキング 

【図表 3】 域内諸国の労働コスト比較 

【図表 1】 域内諸国の今後の経済成長率見通し 

【図表 4】 大メコン圏(GMS)経済協力プログラム(1992-2020) 

（出所）日経研月報 2014.6 

 

http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.doingbusiness.org/rankings
https://www.jetro.go.jp/world/search/cost.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
https://www.jetro.go.jp/world/
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/
http://www.jeri.or.jp/membership/pdf/research/research_1406_01.pdf
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インドネシアの投資環境 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 
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規制 

 

 

●インドネシア人が担うことができない特定の役職に限り、特定の期間、外国人を

雇用することができ、外国人雇用計画書（RPTKA）の策定と承認、外国人労働許

可（IMTA）の取得等が義務付けられている。 

●内資の中小企業や協同組合のために留保されている或いはパートナーシップが

条件付けられている事業分野に「公共事業」のうち『簡素及び中度の技術を利用

した及び/或いは低/中リスク及び/或いは工事金額が 500 億ルピア以下の建設実施

サービス』および『同 工事金額が 100 億ルピア未満の建設コンサルティングサー

ビス』が含まれる。（出所）JETRO 国・地域情報（インドネシア）「外資に関する規制」 

●『高度な技術を利用した及び/或いは高リスク及び/或いは工事金額が 500 億ルピ

ア超の建設サービス』及び『同工事金額が 100 億ルピア超の建設コンサルティン

グサービス』に対する投資は、外資出資比率 67％まで(アセアン諸国は 70％まで)

を条件として開放されている。 

●エネルギー・鉱物・資源セクターは外資に開放されているものの、発電(特に1MM

未満の小規模発電)や石油ガス建設サービスは、内資100％や外資出資規制の特別

条件が付与されている。（出所）インドネシア 2016年ネガティブリスト(JETRO邦訳版） 

税制 

 

法人所得税（表面税率 25％）、個人所得税（5～30％の累進課税）、付加価値税（標

準税率 10％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％、但し、出資比

率 25％未満は 15%）、二国間租税条約締結済み、日インドネシア EPA 及び日本アセ

アン EPA 締結済み (出所) JETRO 国・地域情報（インドネシア）「税制」 

人口：2 億 5,546 万人（2015 年） 首都：ジャカルタ（3,132 万人、全人口の 12%） 

面積：189 万平方キロメートル（日本の約 5 倍）宗教： イスラム教、キリスト教等 

GDP：8,590 億米ドル(2015 年) 一人当たり GDP：3,400 米ドル（2015 年） 

公用語：インドネシア語  ODA： 有償資金対象国    政治体制：大統領制 

インフラ水準：7 点満点中 4.2（電力 4.2/道路 3.9/空港 4.5）、安全飲料水・トイレ普及（人

口の 87%、61%）（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  
【図表 1】 インドネシアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 インドネシアの業種規制・税制            

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/idn/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/country/idn/invest_02/pdfs/idn7A020_negativelist.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/asia/idn/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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（出所）JBIC「我が国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」 

現地マーケットの今後の成長性 80.5%

1 インド 45.9% インド 40.4% インド 47.6% 現地マーケットの現状規模 43.3%

2 インドネシア 45.7% インドネシア 38.8% 中国 42.0% 安価な労働力 30.5%

3 中国 43.7% 中国 38.8% インドネシア 35.8% 組み立てメーカーへの供給拠点として 20.1%

4 タイ 35.3% タイ 30.7% ベトナム 32.7% 産業集積がある 12.2%

5 ベトナム 31.1% ベトナム 27.5% タイ 29.4% 第三国輸出拠点として 12.2%

6 メキシコ 20.2% メキシコ 23.6% メキシコ 25.9%

7 ブラジル 16.6% 米国 16.6% 米国 19.3% 他社との激しい競争 39.5%

8 米国 13.2% フィリピン 11.5% フィリピン 10.6% 法制の運用が不透明 36.8%

9 ロシア 12.0% ブラジル 11.1% ミャンマー 10.1% 労働コストの上昇 34.9%

10 ミャンマー 11.0% ミャンマー 7.9% ブラジル 7.2% 治安・社会情勢が不安 31.6%

インフラが未整備 28.3%

課題（2016年度）

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%) 有望理由（2016年度）

2014年度 2015年度 2016年度

建設投資額 

（億米ドル） 

812 (2011 年)、858 (2012 年)、866 (2013 年)、878 (2014 年) 
（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

 

WIJAYA KARYA  WASKITA KARYA  

PP(Pembangunan Perumahan) 

ADHI KARYA TOTAL BANGUN PERSADA    （出所）インドネシア証券取引所 

進出日系建設

企業 

(出所) OCAJI 

㈱安藤・間 ㈱大林組 鹿島建設㈱ ㈱きんでん 五洋建設㈱ JFE エンジニア

リング㈱ 清水建設㈱ ㈱錢高組 大気社㈱ 大成建設㈱ ㈱竹中工務店 ㈱竹

中土木 鉄建建設㈱ 東亜建設工業㈱ 東急建設㈱ 東洋建設㈱ 徳倉建設㈱ 

戸田建設㈱ 日特建設㈱ ㈱NIPPO ㈱ピーエス三菱  ㈱日立製作所 ㈱フジ

タ 前田建設工業㈱ 三井住友建設㈱ ㈱横河ブリッジホールディングス り

んかい日産建設㈱ 若築建設㈱ 

【図表 3】 インドネシアの建設業界事情 

インドネシア中期開発計画（2015-2019） 

●電力、港湾・海運、道路、住宅を重点とし

たインフラ整備は5年間 で約5,519兆ルピ

ア。うち、約 2 割を PPP で調達予定。 

（出所）インドネシア中期開発計画 2014-2019（現地語） 

※1 ルピア＝0.01 円（参考） 

●5 年間に計 24 港の改修・近代化:  

・旅客の横断輸送改善のため 11 港の近代化 

・貨物輸送強化のため 13 港の改修 

（所管：国営港湾会社 Pelindo） 

●35GW 発電計画: 発電容量を今 後 5 年間

で約 35GW増強（電化率：81.5％→96.6％）、

内、24.6 GW   IPP および PPP で実施予

定。 

海外在留邦人：18,463（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

 

建設
97 
6%

農林水産業
27 
1%

鉱工業
874 
51%

運輸通信
114 
7%

卸小売業
197 
12%

その他
388 
23%

総数：1,697社

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのインドネシア：有望理由と課題 （参考） 

【図表 5】 インドネシア政府のインフラ開発計画 【図表 4】  本邦企業進出状況   

http://www.jbic.go.jp/ja/information/press/press-2014/1128-32466
http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.wika.co.id/
http://www.waskita.co.id/
http://www.pt-pp.com/
http://www.adhi.co.id/
http://www.totalbp.com/
http://www.indonesia-investments.com/business/indonesian-companies/item74
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.kinden.co.jp/
http://www.penta-ocean.co.jp/
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.shimz.co.jp/
http://www.zenitaka.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.takenaka-doboku.co.jp/
http://www.takenaka-doboku.co.jp/
http://www.tekken.co.jp/
http://www.toa-const.co.jp/
http://www.tokyu-cnst.co.jp/
http://www.toyo-const.co.jp/
http://www.tokura.co.jp/
http://www.toda.co.jp/
http://www.nittoc.co.jp/
http://www.nippo-c.co.jp/
http://www.psmic.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.fujita.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.smcon.co.jp/
http://www.ybhd.co.jp/
http://www.rncc.co.jp/
http://www.rncc.co.jp/
http://www.wakachiku.co.jp/
http://www8.bkpm.go.id/en/investment-opportunities/opportunities-by-sector/s-infrastructure
http://www3.bkpm.go.id/en/investment-opportunities/opportunities-by-sector/s-infrastructure
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html


 

 

23 
 

インドネシア：お助け情報源 
 

 

 

  

治 安 外務省危険情報（インドネシア） 

許 認 可 建設許可（IMB）：県・市の公共事業担当局に申請。IMB は、県知事/市長（ジャカルタの

場合は特別州知事）により各地域が定めた地域配置詳細計画（RDTRK）、建物・環境配置

計画（RTBL）あるいは地域技術計画（RTRK）に基づき発行される（2010 年 4 月 30 日

付内務大臣規定 2010 年第 32 号）。建築物及び非建築物の新築、改修、保存のための修復

の際に必要とされるのに加え、電気、水道、下水道、電話等の公共サービスを受けるため

の条件にもなる。 （出所）JETRO 「インドネシア：外国企業の会社設立手続き・必要書類」 

公共発注者 公共事業の主発注者（省庁）： 

●インドネシア公共事業省（Ministry of Public Works) 

団 体 ●インドネシア建設業者協会（AKI/Indonesian Contractors Association） 

AKI ホームページ 

本邦企業支

援 機 関 

●インドネシア日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL: （62-21）3192-4308  FAX: （62-21）315-7152   

E-mail: support-japan100@dj.mofa.go.jp  

● スラバヤ日本国総領事館 日本企業支援窓口 

TEL: （62-31）503-0008   E-mail:  business-support@sb.mofa.go.jp 

●JETRO 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム（ジャカルタ・スラバヤ） 

問い合わせは：最寄りのジェトロ国内事務所、または、ジェトロ ビジネス展開支援課プラ

ットフォーム担当（E-mail: platform-bda@jetro.go.jp  TEL: 03-3582-5017） 

●バンクネガラインドネシア（インドネシア大手銀行、通称 BNI）と日本の地域金融機関

33 行を通じた中堅・中小企業の現地進出支援あり。（BNI 銀行東京支店あり） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●ジャパンジャカルタクラブ TEL: +62 (21)315-0418  

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（インドネシア 29 社） 

●経産省「中小企業の海外事業再編事例集」(インドネシア 2 事例） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（インドネシア進出事例） 

●JETRO（海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 本邦企業インフラ投資支援事例（インドネシア） 

●JBIC 中堅中小企業進出支援事例（インドネシア） 

業 界 調 査 「建設・工事に関する制度(インドネシア）」（JETRO 2014 年度海外制度調査) 

「インドネシア建設市場の現状と展望」（建設経済研究所「建設経済レポート 62 号」2014.4） 

●OCAJI 「インドネシア進出の手引き」（平成 24 年 3 月） 

そ の 他 ●第 3 次中期開発計画 RPJMN（2015-2019） ジェトロセンサー2015 年 9 月号 

●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「ODA プロジェクト（無償資金協力）」 

●ニュース：Jakarta Post、Indonesia-investments 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_002.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/country/idn/invest_09/pdfs/idn12A010_kaisyasetsuritsu.pdf
http://www.pu.go.id/
file://Fs_kokusai/共有フォルダ/国際本部/国際第二部/3.省庁/国交省/H28%20日本インフラ産業の海外進出に係る基礎的情報に関する調査業務/08.最終報告書/WORD統合ファイル(20170309納品）/ＷＯＲＤ統合ファイル+修正項目(20170227以降)/インドネシア建設業者協会（AKI/Indonesian%20Contractors%20Association）
http://aki.or.id/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/idn_jakarta/platform.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
mailto:platform-bda@jetro.go.jp
https://www.jbic.go.jp/wp-content/uploads/page/2013/08/534/kikan2.pdf
http://www.ptbni.co.jp/bni/company/?lang=ja
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://jjc.or.id/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.meti.go.jp/press/2015/06/20150616001/20150616001c.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2014/1001-46659
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2011/0901-4247
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/reports/2014/665068ca49ff101f/indonesia_construction.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/レポート全文/No.62/Section3.pdf
http://www.ocaji.or.jp/publication/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/397e3ecdc85d54bd/20150062.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.thejakartapost.com/
http://www.indonesia-investments.com/news/todays-headlines/item26
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カンボジアの投資環境 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設分野で外国投資に関する規制はない。外国法人は土地所有を除き内国法人と差

別なく取り扱われている。 

●商業省に会社登録を行い、関連する業務上の許可を取得すれば自由に投資活動を実

施することができる。 

●プロジェクト毎に「適格投資プロジェクト（Qualified Investment Project：QIP」

を所管機関から取得すれば、自動的に投資優遇措置を受けられる。（所管省庁） カ

ンボジア開発評議会（CDC）または州・特別市投資小委員会（PMIS） 

●QIPは、当該資格や専門性がカンボジア国内で得られない場合には、管理者、技術

者、熟練作業者として外国人を雇用するためのビザや労働許可を認めている。       
（出所）ASEAN-JAPAN CENTRE「カンボジアの投資ガイド」、カンボジア投資委員会(CIB) 

税制 

 

法人所得税（表面税率 20％）、個人所得税（0～20％の 5 段階累進課税、非居住者

は一律 20％）、付加価値税（標準税率 10％）、日本への利子・配当送金課税（最高

税率各々14％）、二国間租税条約は未締結。日本カンボジア投資協定及び日本アセア

ン EPA(AJCEP)締結済み。 （出所）JETRO 通商広報 2015 年 7 月 29 日付 同 2015 年 7 月 31 日付 
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【図表 1】 カンボジアの GDP 成長率、消費者物価上昇率の推移 

【図表 2】  カンボジアの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

人口：1,554 万人（2015 年） 首都：プノンペン（186 万人、全人口の 12%） 

面積：18.1 万平方キロメートル（日本の約 2 分の 1 弱） 宗教：仏教 

GDP：177.9 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：1,144 米ドル（2015 年） 

公用語：カンボジア語  ODA: 無償・有償資金対象国 

政治体制：立憲君主制  インフラ水準：7 点満点中 3.2（電力 3.3/ 道路 3.4）、

安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 76%、42%） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum 

  

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://www.asean.or.jp/ja/invest/about/country_info/cambodia/invest_info/guide.html
http://www.cambodiainvestment.gov.kh/index.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/shomei_29.pdf
https://www.jetro.go.jp/biznews/2015/07/32f064089a064283.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2015/07/7e8fc9c341b43d19.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
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建設投資額 

（億米ドル） 

7（2011 年）、9（2012 年）、11（2013 年）、14（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

カンボジア証券取

引所(CSX) 

上場建設会社はない。カンボジア建設協会(CCA)の幹部企業は以下を含む。 

Overseas Cambodian Investment Company (OCIC)、 

Ly Chhuong Construction、Muhibbah Engineering Company、Mong 

Reththy Group (MRG)、Seng Enterprises Co.Ltd. 

進出日系建設

企業 

（出所） OCAJI 

(株)淺沼組 (株)安藤・間 (株)クボタ工建 (株)鴻池組 佐藤工業(株) 

(株)大気社 大成建設(株) 大豊建設(株) 東洋建設(株) 飛島建設(株) 前

田建設工業(株) 三井住友建設(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」、世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

11 フィリピン 10.0% マレーシア 6.2% マレーシア 6.8%

12 マレーシア 9.2% ロシア 5.5% シンガポール 4.8%

13 トルコ 5.2% シンガポール 4.6% 台湾 4.6%

14 シンガポール 5.0% トルコ 3.9% ドイツ 4.1%

15 カンボジア 4.0% 韓国 3.9% ロシア 3.5%

16 韓国 4.0% 台湾 3.7% 韓国 3.1%

17 台湾 3.8% カンボジア 3.2% トルコ 2.5%

18 ドイツ 1.8% ドイツ 3.2% カンボジア 2.5%

19 フランス 1.4% サウジアラビア 1.6% オーストラリア 2.3%

20 サウジアラビア 1.4% バングラデシュ 1.4% イラン 1.7%

20 南アフリカ 1.4% ラオス 1.4%

*順位が低いほど課題あり

2014年度 2015年度 2016年度

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)

0

50

100
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事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

カンボジア

総合順位（131位/190か国）

【図表 3】 カンボジアの建設業界事情 

カ ン ボ ジ ア 国 家 戦 略 開 発 計 画

(NSDP)2014-2018 

●投資総額 109 兆リエル/268 億米ドル。内、

70％強を民間調達 ※1 リエル＝0.03 円（参考） 

●政府投資予算（31 兆リエル/ 76 億米ドル)

のうち、インフラ整備投資予算は 6.5 兆リ

エル。内訳は以下の通り： 

1) 57%：交通、都市インフラの開発（舗装

道路を 5 年間に 3,500 Km 以上延長、バ

ス・鉄道網整備含む）（PPP により整備） 

2) 19%：水資源と灌漑システムの管理 

3) 19%：電力開発 

4) 5%：情報通信技術開発 

海外在留邦人： 2,492 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
25 

11%

農林水産業
2 

1%

鉱工業
60 

27%

運輸通信
16 
7%

卸小売業
12 
5%

その他
109 
49%

総数：224社

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのカンボジア：有望理由と課題 （参考） 

【図表 5】 カンボジア政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://csx.com.kh/en/about/chairman.jsp?MNCD=1000
http://csx.com.kh/en/about/chairman.jsp?MNCD=1000
http://ocic.com.kh/en/galleries.html
http://www.lcc.com.kh/
http://www.muhibbah.com/contact-us.php
http://www.mongreththy.com/
http://www.mongreththy.com/
http://seng-enterprise.com.kh/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.asanuma.co.jp/
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.kubota-const.co.jp/
http://www.konoike.co.jp/
http://www.satokogyo.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.daiho.co.jp/
http://www.toyo-const.co.jp/
http://www.tobishima.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.smcon.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.mop.gov.kh/Home/NSDP/NSDP20142018/tabid/216/Default.aspx
http://www.mop.gov.kh/Home/NSDP/NSDP20142018/tabid/216/Default.aspx
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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カンボジア：お助け情報源 
 

 

 

治 安 外務省海外危険情報（カンボジア） 

許 認 可 ●カンボジア人、外国人、法人が建設関連事業を運営するためには、まず商業省で商業登記

証を得るために登記する。加えて、「国土整備・都市化・建設省」省令の定めるところによ

り、「建設事業運営許可証」を得るために同省に事業運営を登録しなければならない。 

●参考：JETRO「カンボジア王国 公的サービスに関する情報大要(仮役）」（P87） 

公共発注者 ●公共事業・運輸省（Ministry of Public Works and Transport） 

●Electricity Authority of Cambodia (EAC) 

●プノンペン水道公社 （PPWSA） 

●プノンペン自治港 （PPAP） 

●カンボジアテレコム、 

団 体 ●Cambodia Constructors Association(CCA) 

本邦企業支

援 機 関 

●在カンボジア日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL: (855-23) 217161  FAX: (855-23) 214330  E-mail: eco.jpn@pp.mofa.go.jp  

●JETRO 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム（プノンペン） 

その他、問い合わせは：最寄りのジェトロ国内事務所、または、ジェトロ ビジネス展開支

援課プラットフォーム担当（E-mail: platform-bda@jetro.go.jp TEL: 03-3582-5017） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315 

●カンボジア日本人商工会 TEL: (855)-12-725-503 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設業界 会員海外進出事例（カンボジア進出 12 社） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（カンボジア進出事例複数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 本邦企業進出支援事例（カンボジア） 

業 界 調 査 ●JETRO「カンボジアのおけるサービス産業基礎調査」第 6 章：建設サービス業 

●OCAJI「カンボジア進出の手引き」（平成 27 年 4 月）  

そ の 他 ●建設関連会社（CCA 会員）一覧 

●JICA/ODA 国別開発協力方針・事業展開計画（カンボジア） 

●JICA 「日本の ODA プロジェクト」（無償資金協力）（カンボジア） 

●JETRO「カンボジア会社設立マニュアル」（2015 年 3 月） 

●ニュース：Phnompenh Post、Cambodian Times 

●カンボジア日本人商工会会員企業一覧 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_004.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kh/law/pdf/publicservice_jp.pdf
http://www.mpwt.gov.kh/
http://eac.gov.kh/
http://www.ppwsa.com.kh/
http://www.ppap.com.kh/
http://www.tc.com.kh/
http://www.cca.org.kh/
http://www.kh.emb-japan.go.jp/
mailto:eco.jpn@pp.mofa.go.jp
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/kh_phnompenh/platform.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.jbac.info/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2010/0831-4277
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07000731/kh_service.pdf
http://www.ocaji.or.jp/publication/
http://www.cca.org.kh/en/membership/cca-registration-members-list.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou/odaproject/asia/cambodia/index_01.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/63002fd4d79b85bc/kh_company_manual201503.pdf
http://www.phnompenhpost.com/
http://www.cambodiantimes.com/
http://www.jbac.info/member.html
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シンガポールの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 

 

規制 

 

 

●労働力に占める外国人の割合は全体の 3 分の 1 を超えないようにすべきという基

本政策に基づき、2011 年より外国人労働者の抑制を狙いとする外国人雇用のルー

ル厳格化が進められている。就業規制の管理当局は人材省（MOM）。外国人労働

者（外国人家事労働者を含む）の人数を管理するために外国人雇用税が導入され

ているが、建設業に関しては、高技能労働者を対象に 2015 年 7 月から雇用税が

引き下げられることとなった。 

●内外資を問わず、事前に一定のライセンスを取得することが必要な事業として、

建設業における国家資格を有する専門家サービスの提供（License to Supply 

Professional Engineering Services by a Corporation）がある。監督官庁は専門

技術者局（Professional Engineers Board：PEB） 

●シンガポールでは国家の安全にかかわる特定の部門を除き、外国資本による全額

出資が原則認められている。外国資本による資本金に関するその他の規制はない。

シンガポールで設立された企業の最低授権資本に関する法定要件もない。 

（出所） JETRO 国・地域情報（シンガポール）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 17％）、個人所得税（2～20％の累進課税。）、付加価値税（標

準税率 7％）、日本への利子送金課税（最高税率 10％）、配当送金課税 0％、二国間

租税条約締結済み、日シンガポール EPA(JSEPA)及び日本アセアン EPA(AJCEP)締結

済み （出所）JETRO 国・地域情報（シンガポール）「税制」 

人口：554 万人（2015 年） 首都：シンガポール（全人口の 100%）  

面積：約 719 平方キロメートル（東京 23 区と同等） 宗教：仏教、イスラム教等 

GDP：2,927 億米ドル(2015 年) 一人当たり GDP：52,900 米ドル（2015 年） 

公用語：英語、中国語等  ODA: 非対象国 

インフラ水準：7 点満点中 6.5（電力 6.8/道路 6.3/空港 6.9）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 100%）（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 シンガポールの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 シンガポールの業種規制・税制             

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/sg/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/sg/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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シンガポールの投資環境 
 

 

 
 
 

建設投資額 

（億米ドル） 

118 (2011 年)、132 (2012 年)、141 (2013 年)、150 (2014 年) 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

United Engineers Ltd   Low Keng Huat (Singapore) Ltd Lian Beng 

Group Ltd Chip Eng Seng Corporation Ltd   KSH Holdings Ltd （出所）シ

ンガポール証券取引所 

進出日系建設

企業 

（出所）OCAJI 

㈱安藤・間 ㈱大林組 ㈱奥村組 鹿島建設㈱  ㈱きんでん  五洋建設㈱ 

佐藤工業㈱ JFE エンジニアリング㈱  清水建設㈱ 大気社㈱  大成建設

㈱ 高砂熱学工業㈱  ㈱竹中工務店  TSUCHIYA㈱ 東亜建設工業㈱ 東

急建設㈱ 戸田建設㈱ 西松建設㈱ ㈱日立製作所 日立造船㈱ ㈱フジ

タ 三井住友建設㈱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」、世界銀行 Doing Business Ranking 2016

11 フィリピン 10.0% マレーシア 6.2% マレーシア 6.8%

12 マレーシア 9.2% ロシア 5.5% シンガポール 4.8%

13 トルコ 5.2% シンガポール 4.6% 台湾 4.6%

14 シンガポール 5.0% トルコ 3.9% ドイツ 4.1%

15 カンボジア 4.0% 韓国 3.9% ロシア 3.5%

16 韓国 4.0% 台湾 3.7% 韓国 3.1%

17 台湾 3.8% カンボジア 3.2% トルコ 2.5%

18 ドイツ 1.8% ドイツ 3.2% カンボジア 2.5%

19 フランス 1.4% サウジアラビア 1.6% オーストラリア 2.3%

20 サウジアラビア 1.4% バングラデシュ 1.4% イラン 1.7%

20 南アフリカ 1.4% ラオス 1.4%

*順位が低いほど課題あり

2014年度 2015年度 2016年度

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)

0

10

20

30

40

50

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

シンガポール

総合順位（2位/190か国）

分

野 

国土利用計画マスタープラン 2014 

主要プロジェクト（抜粋） 

住

宅 

Bidadari、Tampines North、Tengah の新規開発、

Punggol、Dawson、Bedok の拡張強化 

交

通 

「陸交通マスタープラン 2013」 

・鉄道総延長倍増（2030 年までに 360km） 

・バス交通ハブの開発（Bedok, Bukit Panjang, 

Hougang Central, Joo Koon, Jurong East, 

Marina South, Yishun, Bidadari, Punggol, 

Woodlands North,Tampines） 

経

済 

・北部新経済回廊の開発（Woodlands Regional 

Centre―Seletar Regional Centre―Sembawang 

Shipyard ― Punggol Creative Cluster） 

・産業/ビジネスクラスター開発・強化 

（出所）都市再開発庁（URA） 

【図表 4】 本邦企業進出状況 

海外在留邦人：36,963 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
41 
4%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
259 
23%

運輸通信
81 
7%

卸小売業
117 
11%

その他
618 
55%

総数：1,116社

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのシンガポール：有望理由と課題 （参考） 

【図表 5】 シンガポール政府のインフラ開発計画 

【図表 3】 シンガポールの建設業界事情 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.uel.com.sg/
http://www.lkhs.com.sg/
http://www.lianbeng.com.sg/
http://www.lianbeng.com.sg/
http://www.chipengseng.com.sg/
http://www.kimsengheng.com/
http://www.sgx.com/wps/portal/sgxweb/home/company_disclosure/stockfacts
http://www.sgx.com/wps/portal/sgxweb/home/company_disclosure/stockfacts
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.okumuragumi.co.jp/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.kinden.co.jp/
http://www.penta-ocean.co.jp/
http://www.satokogyo.co.jp/
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.shimz.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.tte-net.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.tsuchiya-corp.com/
http://www.toa-const.co.jp/
http://www.tokyu-cnst.co.jp/
http://www.tokyu-cnst.co.jp/
http://www.toda.co.jp/
http://www.nishimatsu.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.smcon.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.doingbusiness.org/rankings
https://www.lta.gov.sg/content/ltaweb/en/about-lta/what-we-do/ltmp2013.html
https://www.ura.gov.sg/uol/master-plan/view-master-plan/master-plan-2014/master-plan/Key-focuses
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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シンガポール：お助け情報源 
 

 

 

 

 

治 安 外務省危険情報（シンガポール） 

許 認 可 ●建設業許認可： 

2009 年 6 月 16 日以降、建築管理法（Building Control Act）に定める建築工事を請負う

業者は、建設業免許の資格が必要。サブコントラクターについては特定 6 業種（杭打ち、

地盤補強・安定化工事、サイト調査、構造用鉄骨工事、コンクリートのプレキャスト工法

やポストテンション工法）を除いて資格は不要。 

●所管省庁は建築建設庁(BCA/Building and Construction Authority) 

公共発注者 公共事業の主発注者（省庁）： 

●陸上交通庁（LTA/Land Transport Authority) 軌道・交通に係る公共インフラの計画、

発注、整備及び公共交通(バス、タクシー等) の営業許認可制度、車両登録等。 

●公益事業庁（PUB/Public Utilities Board) シンガポール国内の給水、排水(汚水雑排水、

雨水) にかかる公共インフラの計画、設計、発注、整備 

●ジュロン・タウン・コーポレーション（JTC） 埋立工事、工業団地等にかかる公共の計

画、設計、発注、整備 

団 体 ●The Singapore Contractors Association Ltd. (SCAL) 

●Association of Consulting Engineers Singapore(ACES) 

●Real Estate Developers’ Association of Singapore (REDAS) 

その他多数の業界団体が存在する。 

本邦企業支

援 機 関 

●在シンガポール日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL: (65) 62358855   FAX: (65) 67331039   E-mail: nihonkigyoushien@sn.mofa.go.jp 

●JETRO シンガポール事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL：(65) 6221-8174 FAX：(65) 6224-1169 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315 

●シンガポール日本商工会議所（JCCI） 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（シンガポール進出 17 社）  

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（進出事例多数） 

●経産省「中小企業の海外事業再編事例集」（シンガポール事例 1 件） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 中堅中小企業進出支援事例（シンガポール） 

業 界 調 査 ●RICE「建設経済レポート 64 号」(2015/4) P320「4.2.3 シンガポール」、RICE Monthly 

No. 322 (2015/12)「ｲﾝﾌﾗ・都市開発分野におけるｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙとの戦略的な連携に向けて」 

●International Construction Market Survey 2016, P58 (Turner & Townsend） 

そ の 他 ●SCAL 会員企業一覧、JCCI JCCO 役員（本邦企業）リスト 

●ニュース： The Business Times、 Asia Today、 Asian Correspondent 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_005.html
https://www.bca.gov.sg/
http://www.lta.gov.sg/
http://www.pub.gov.sg/
http://www.jtc.gov.sg/Pages/contact-us.aspx
http://www.scal.com.sg/
http://www.aces.org.sg/
http://www.redas.com/gov-announcements.html
http://www.sg.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.jcci.org.sg/index.php/jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://www.meti.go.jp/press/2015/06/20150616001/20150616001c.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2012/0901-4143
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/No.64/No.64-4.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/monthly/Month322.pdf
http://www.turnerandtownsend.com/media/1518/international-construction-market-survey-2016.pdf
http://www.scal.com.sg/directory/scal
http://www.jcci.org.sg/index.php/jp/aboutjcci/admin-list
http://www.businesstimes.com.sg/
http://www.asiatoday.com/
http://asiancorrespondent.com/section/singapore/
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タイの投資環境 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 

 
 

規制 

 

 

●タイでは国内産業の保護の観点から、外国人事業法 (Foreign Business Act 

B.E.2542(1999 年改正、2000 年 3 月施行)第 8 条により建設業は規制対象業種と

し、外国企業（外国資本 50％以上）の参入を規制している。 

●外国人に対して競争力が不十分な業種(同法 List Three)には、建築設計サービス、

エンジニアリングサービス、建設業が含まれる。ただし、外国人事業委員会の承認

により局長が許可した場合は可能。また、外国人投資が 5 億バーツ以上で特殊な

技能を要する建設（インフラ、通信等）、その他省令で規定された建設業を除く。 

●同法 2007 年法案が可決されると外国企業の定義が「議決権 50％以上保有」に変

更されるので要注意。 （出所）JETRO 国・地域情報（タイ）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 20％）、個人所得税（5～35％の累進課税）、付加価値税（標

準税率 7％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々15％、10％）、二国間

租税条約締結済み、日タイ EPA 及び日本アセアン EPA 締結済み  

（出所）JETRO 国・地域情報（タイ）「税制」 

【図表 1】 タイの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 タイの業種規制・税制 

人口：6,884 万人（2015 年） 面積：513,115 平方キロメートル（日本の約 1.4 倍） 

首都：バンコク（1,531.5 万人、全人口の 22%)  宗教：仏教（上座部仏教） 

GDP：3,953 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：5,742 米ドル（2015 年） 

公用語：タイ語         ODA: 有償資金対象国 

政治体制：立憲君主制  インフラ水準：7 点満点中 4.4（電力 5.1/道路 4.2/空

港 5.0）、安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 98%、93%） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

 

 

 

 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/th/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/th/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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タイの投資環境 
 

 
 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

101(2011 年)、109(2012 年)、113(2013 年)、103（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

(出所)タイ証券取引所 

Italian-Thai Development Public Co. Ltd.  、Ch Karnchang Public 

Company Ltd、Syntec Construction Public Co. Ltd.、Nawarat 

Patanakarn Public Co. Ltd.   

主な外国建設企業 

（出所） OCAJI 

(株)安藤・間 (株)大林組 鹿島建設(株) (株)きんでん (株)鴻池組 

五洋建設(株) 佐藤工業(株) 清水建設(株) (株)大気社 大成建設(株) 

大日本土木(株) 大豊建設(株) 高砂熱学工業(株) (株)竹中工務店 

鉄建建設(株)東亜建設工業(株) 東急建設(株) 徳倉建設(株) 戸田建

設(株) 西松建設(株) (株)NIPPO (株)日立製作所 日立造船（株） 

前田建設工業(株) 三井住友建設(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」 （第 27 回、第 28 回） 

現地マーケットの今後の成長性 56.5%

1 インド 45.9% インド 40.4% インド 47.6% 現地マーケットの現状規模 37.7%

2 インドネシア 45.7% インドネシア 38.8% 中国 42.0% 第三国輸出拠点として 27.5%

3 中国 43.7% 中国 38.8% インドネシア 35.8% 安価な労働力 26.1%

4 タイ 35.3% タイ 30.7% ベトナム 32.7% 組み立てメーカーへの供給拠点として 23.9%

5 ベトナム 31.1% ベトナム 27.5% タイ 29.4% 産業集積がある 23.9%

6 メキシコ 20.2% メキシコ 23.6% メキシコ 25.9%

7 ブラジル 16.6% 米国 16.6% 米国 19.3% 労働コストの上昇 46.3%

8 米国 13.2% フィリピン 11.5% フィリピン 10.6% 他社との激しい競争 43.8%

9 ロシア 12.0% ブラジル 11.1% ミャンマー 10.1% 技術系人材の確保が困難 28.1%

10 ミャンマー 11.0% ミャンマー 7.9% ブラジル 7.2% 管理職クラスの人材確保が困難 28.1%

治安・社会情勢が不安 24.0%

課題（2016年度）

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)

2014年度 2015年度 2016年度

有望理由（2016年度）

【図表 3】 タイの建設業界事情 

【図表 5】 タイ政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

海外在留邦人：67,424 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
80 
5%

農林水産業
2 

0%

鉱工業
841 
49%

運輸通信
110 
6%

卸小売業
162 
9%

その他
530 
31%

総数：1,725社

インフラ開発マスタープラン 2015-2022 

【強化項目】 
①都市間の鉄道ネットワークの発展 

②近隣諸国との高速道路ネットワークの発
展 

③首都圏における公共交通機関の発展 

④空港能力の拡大 

【総予算】   ※1 バーツ＝約 3 円（参考） 
3.38 兆バーツ（内、2016 年 1.8 兆バーツ） 

【予算内訳】 

鉄道（66％）、公共交通機関（22％）、道路
（9％）、空港（3％） 

【資金内訳】 

国営会社（73％）、政府予算（14％）、融資
（7％）、政府歳入（6％） 

（出所）Enhancing Infrastructure Development for 

Thailand’s Future Growth (2015/12/17)/NESDB 

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのタイ：有望理由と課題 （参考） 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://marketdata.set.or.th/mkt/topten.do?language=en&country=US
http://www.itd.co.th/
http://www.ch-karnchang.co.th/en/
http://www.ch-karnchang.co.th/en/
http://synteccon.com/en/
http://www.nawarat.co.th/web/index.php
http://www.nawarat.co.th/web/index.php
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.kinden.co.jp/
http://www.konoike.co.jp/
http://www.penta-ocean.co.jp/
http://www.satokogyo.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.dnc.co.jp/
http://www.daiho.co.jp/
http://www.tte-net.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.tekken.co.jp/
http://www.tekken.co.jp/
http://www.tokyu-cnst.co.jp/
http://www.tokura.co.jp/
http://www.toda.co.jp/
http://www.toda.co.jp/
http://www.nishimatsu.co.jp/
http://www.nippo-c.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.smcon.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html


 

 

32 
 

タイ：お助け情報源 
 

 

 

 

治 安 外務省危険情報（タイ） 

許 認 可 ●外国人事業法（Foreign Business Act B.E.2542/1999）第 8 条により建設業は規制対象業

種とされており、外国企業の参入が規制されている。 

●国内法人であれば、通常の政府調達工事を受注できるものの、2007 年改訂法が発効され

ると、外国企業の定義が、「株式 50％以上保有」から「議決権 50％以上保有」となり、こ

れまでタイ資本とみなされていた企業が外国企業に再定義される可能性がある。表 1～3 業

種で外国企業と再定義された企業は、商務省に申請し、認可を受ける必要がある。その上

で、List One/Two の業種は、同法案が法律化されて発効されてから 2 年間は営業可能。List 

Three の業種は、認可が得られれば、その後も営業可能。 

公共発注者 ● タイ運輸省（Ministry of Transport） 

●タイ電力公社（Electric Generating Authority of Thailand/EGAT) 

●バンコク都庁（Bangkok Metropolitan Administration） 

●タイ高速度交通公社 (Mass Rapid Transit Authority of Thailand/MRTA） 

●タイ空港公社（Aiports of Thailand Public Co. Ltd./AOT） 

団 体 ● 王立支援機関傘下のシャム建築家協会（Association of Siamese Architects Under Royal 

Patronage/ASA） 

●タイ建設業協会  （Thai Contractors Association/TCA） 

●タイエンジニアリング協会 （Engineering Institute of Thailand/ EIT） 

本邦企業支

援 機 関 

●在タイ日本国大使館 日本企業支援窓口   

TEL: (66-2) 696-3000  FAX: (66-2) 207-8517  E-mail: business-support@bg.mofa.go.jp 

●JETRO 中小企業ビジネス・サポートセンター タイ（ジェトロ・バンコク事務所内） 

TEL：66-2-651-8680/66-2-254-5914～5  FAX：66-2-651-8684 

● JETRO 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム （バンコク） 

問い合わせは：最寄りのジェトロ国内事務所、または、ジェトロ ビジネス展開支援課プラ

ットフォーム担当（E-mail: platform-bda@jetro.go.jp  TEL: 03-3582-5017） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●バンコク日本人商工会議所 TEL: 02-250-0700  FAX: 02-250-0705 

進 出 ・ 

進 出 支 援 

事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例(タイ進出 25 社)  

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（タイ進出事例多数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 本邦起業インフラ投資・中堅中小企業進出支援事例（タイ） 

業 界 調 査 ●「建設工事に関する制度（タイ）」（ジェトロ、2014 年 2 月) 

●「現地技術者・技能労働者の育成を通じた事業展開」RICE「建設経済レポート№65」2015 

そ の 他 ●タイ建設企業一覧（Thailand Construciton News）   ●ニュース：Bangkok Post 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_007.html
http://www.thailawforum.com/database1/foreign.html
http://www.thailawforum.com/foreignbusinessactamendments.html
https://www.moc.go.th/index.php/moc-english.html
http://www.mot.go.th/about.html?dsfm_lang=EN
http://biddingeng.egat.co.th/
http://www.bangkok.go.th/main/index.php?&l=en
http://aot.listedcompany.com/
http://www.asa.or.th/
http://www.asa.or.th/
http://www.tca.or.th/tca_website/
http://eit.or.th/StaticPages.aspx?PageId=13
http://www.th.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/services/bsc/bsct.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/th_bangkok/platform.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.jcc.or.th/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://search.jbic.go.jp/bizasp/index.php?q=%E3%82%BF%E3%82%A4&corpId=atc130020&en=&layout=1&hits=20&sg=1&ds=1&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001772/construction_thailand.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/NO.65/No65-5.pdf
http://www.thailand-construction.com/
http://www.bangkokpost.com/
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（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国資本の参入や外国人の就業が認められない分野（リスト A） 

専門職：エンジニア（土木、電気、電気通信、測量、機械）、建築士、環境設計、

地質調査、内装設計、景観設計、配管業 

●外国資本が 25％以下に制限されている分野:（リスト A） 

  国内で資金供与される公共事業の建設、修理契約。ただし、以下を除く。  

・ BOT 法（共和国法第 7718 号）に基づくインフラ開発プロジェクト  

・外国の資金供与・援助を受け、国際競争入札を条件とするプロジェクト 

●外国資本が 40％以下に制限されている分野：（リスト A&B） 

・公益事業免許を必要とする BOT プロジェクトの提案、施設運営 

・払込資本金額 20 万米ドル未満の国内市場向け企業 

（注）一般建設業許可発給の条件が外資40％以下とされているので、建設業は事実上40%以下で

ないと参入できない。 

（出所） JETRO 国・地域情報（フィリピン）「外資に関する規制」 同フィリピン規制業種一覧(第 10 次ネ

ガティブリスト)  

税制 

 

法人所得税（表面税率 30％）、個人所得税（5～32％の累進課税）、付加価値税（標

準税率 12％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％、15％）、二国間租

税条約締結済み、日フィリピン EPA 及び日本アセアン EPA 締結済み 

（出所）JETRO 国・地域情報（タイ）「税制」 

【図表 1】 フィリピンの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 フィリピンの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

人口：1 億 215 万人（2015 年） 首都：マニラ（2,293 万人、全人口の 22%）  

面積：299,404 平方キロメートル（日本の約 8 割）宗教：キリスト教（カトリック） 

GDP：2,925 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：2,863 米ドル（2015 年） 

公用語：フィリピノ語及び英語 ODA: 有償資金対象国 

政治体制：立憲共和制  インフラ水準：7 点満点中 3.4（電力 4.0/ 道路 3.1）、

安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 92%、74%） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum 

  

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/ph/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/country/ph/invest_02/pdfs/ph7A010_negativelist.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/country/ph/invest_02/pdfs/ph7A010_negativelist.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/asia/ph/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
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建設投資額 

（億米ドル） 

120（2011 年）、146（2012 年）、170（2013 年）、183（2014 年） 
（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ証券取引所 

Megawide Construction Corporation 

Da Vinci Capital Holdings, Inc. 

EEI Corporation 

進出日系建設

企業 

(出所) OCAJI 

岩田地崎建設㈱   鹿島建設㈱   ㈱きんでん   JFE エンジニアリング㈱      

清水建設㈱  ㈱錢高組   大気社㈱   大成建設㈱   ㈱竹中工務店   ㈱竹中土木    

東亜建設工業㈱ 東洋建設㈱  ㈱日立製作所  ㈱フジタ  三井住友建設㈱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」 （第 27 回、第 28 回）

 

現地マーケットの今後の成長性 77.1%

1 インド 45.9% インド 40.4% インド 47.6% 安価な労働力 41.7%

2 インドネシア 45.7% インドネシア 38.8% 中国 42.0% 現地マーケットの現状規模 22.9%

3 中国 43.7% 中国 38.8% インドネシア 35.8% 組み立てメーカーへの供給拠点として 20.8%

4 タイ 35.3% タイ 30.7% ベトナム 32.7% 第三国輸出拠点として 18.8%

5 ベトナム 31.1% ベトナム 27.5% タイ 29.4%

6 メキシコ 20.2% メキシコ 23.6% メキシコ 25.9%

7 ブラジル 16.6% 米国 16.6% 米国 19.3% インフラが未整備 35.7%

8 米国 13.2% フィリピン 11.5% フィリピン 10.6% 管理職クラスの人材確保が困難 33.3%

9 ロシア 12.0% ブラジル 11.1% ミャンマー 10.1% 法制の運用が不透明 28.6%

10 ミャンマー 11.0% ミャンマー 7.9% ブラジル 7.2% 治安・社会情勢が不安 26.2%

11 フィリピン 10.0% 地場裾野産業が未発達 26.2%

課題（2016年度）

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%) 有望理由（2016年度）

2014年度 2015年度 2016年度

【図表 3】 フィリピンの建設業界事情 

フィリピン開発計画（2011-2016） 

●政府によるインフラ支出計画（GDP 比） 

2012* 2013 2014 2015 2016 

2.2％ 2.5％ 3.5％ 4.0％ 5.1％ 

*2012 年は実績 （出所）フィリピン開発計画 2011-2016 

●投資目標（2013-2016）：20,603 億ペソ 

 （20 機関計、うち公共事業道路省による

実施事業が 47％） 

●投資割合： 

民間  3,997 億ペソ（19％） 

※1 ペソ＝約 2 円（参考） 

海外在留邦人：12,731 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
60 
4%

農林水産業
11 
1%

鉱工業
675 
47%

運輸通信
139 
9%

卸小売業
156 
11%

その他
407 
28%

総数：1,448社

【図表 6】 有望展開先国としてのフィリピン：有望理由と課題（参考） 

【図表 5】 フィリピン政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.pse.com.ph/
http://megawide.com.ph/
http://davincicapital.com.ph/
https://eei.com.ph/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.iwata-gr.co.jp/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.kinden.co.jp/
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.shimz.co.jp/
http://www.zenitaka.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.takenaka-doboku.co.jp/
http://www.toa-const.co.jp/
http://www.toyo-const.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.fujita.co.jp/
http://www.smcon.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html


 

 

35 
 

フィリピン：お助け情報源 
 

 

 

 

 

 

治 安 外務省危険情報（フィリピン） 

許 認 可 ●建設業免許法（共和国法第 4566 号）に基づき、フィリピン建設業許可委員会からの建設

業許可の取得が必要。通常ライセンス（外資 40％以下）と特別ライセンス（JV 等外資 40％

超、事業ごとに取得）の 2 種類があり、毎年更新が必要。 

●フィリピン建設業許可委員会（Philippine Contractors Accreditation Board） 

公共発注者 ●公共事業道路省（Department of Public Works and Highway） 

●運輸省（Department of Transport） 

●マニラ首都圏開発庁（Metro Manila Development Authority） 

団 体 ●フィリピン建設業者協会 (Philippine Constructors Association) 

●住宅建築業者・建設業者協会(Associated Builders and Contractors) 

本邦企業支

援 機 関 

●在フィリピン日本国大使館 日本企業支援窓口 

TEL: （63-2）551-5710  FAX: （63-2）551-5783  

E-mail: nikkeikigyo.phil@ma.mofa.go.jp 

●JETRO ビジネス・サポートセンター フィリピン 

ADD: 44th Floor Philamlife Tower, 8767 Paseo de Roxas, Makati City 1226 

Metro Manila, PHILIPPINES（ジェトロ・マニラ・事務所内） 

TEL: 63-2-892-4373 FAX: 63-2-818-7490 

● JETRO 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム 

問い合わせは：最寄りのジェトロ国内事務所、または、ジェトロ ビジネス展開支援課プラ

ットフォーム担当（E-mail: platform-bda@jetro.go.jp Tel: 03-3582-5017） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●フィリピン日本人商工会議所 TEL: (63-2) 816-6877  E-mail: jccipi@jccipi.com.ph 

進 出 ・ 

進 出 支 援 

事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（フィリピン進出 15 社）  

●経産省「中小企業の海外事業再編事例集」（フィリピン 4 事例） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（フィリピン進出事例多数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 中堅中小企業進出支援事例（フィリピン） 

業 界 調 査 ●「フィリピンにおける建設工事の制度」（ジェトロ、2014 年） 

●「マレーシア・フィリピンの建設市場の現状と展望」（建設経済研究所、「建設経済レポー

ト」2012 年 10 月号）P257 

そ の 他 ●建設企業便覧 Philippines Construction Contractor Directory 

●JICA 「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「ODA プロジェクト（無償資金協力）」 

●ニュース： Philippine Daily Inquirer、 Philippine Times 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_013.html
http://www.ciap.dti.gov.ph/content/philippine-contractors-accreditation-board
http://www.dpwh.gov.ph/
http://www.dotc.gov.ph/
http://www.mmda.gov.ph/
http://www.philconstruct.com/
http://www.abc.org/
http://www.ph.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
mailto:nikkeikigyo.phil@ma.mofa.go.jp
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
mailto:platform-bda@jetro.go.jp
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.jccipi.com.ph/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.meti.go.jp/press/2015/06/20150616001/20150616001c.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2015/1001-51186
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001760/construction_philippines.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/%E2%84%9659_201210.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/%E2%84%9659_201210.pdf
http://www.philippinesconstruction.com/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.inquirer.net/
http://www.philippinetimes.com/
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（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 

 

 

規制 

 

 

●条件付き経営投資分野に、以下を含め多数の建設関連分野が含まれる。詳細は、

2015年7月1日から有効となっているベトナム2014年投資法に明記されている。 

・建設詳細調査サービス事業 

・建設設計，建設設計審査サービス事業 

・大工事建設施行監察コンサルタントサービス事業 

・大工事建設施行サービス事業 

・建設投資プロジェクト立案，審査サービス事業 

・外国投資家の建設活動 

●建設業は外国資本家による資本出資規制分野ではない。 

（出所）JETRO国・地域情報（ベトナム）「外資に関する規制」 JICA法・司法制度改革支援プロジェクト

フェーズ2「ベトナムj2014年投資法（仮訳）」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 20％）、個人所得税（5～35％の累進課税）、付加価値税（品

目により 0％、5％、10％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率 5％、非課税）、

二国間租税条約締結済み、日ベトナム EPA 及び日本アセアン EPA 締結済み 

（出所）JETRO 国・地域情報（ベトナム）「税制」 

人口：9,168 万人（2015 年）      面積：329,241 平方キロメートル  

首都：ハノイ（最大都市：ホーチミン市 1,008 万人、全人口の 11％） 

宗教：仏教、キリスト教（カトリック）、カオダイ教等  

GDP：1,915 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：2,088 米ドル（2015 年） 

公用語：ベトナム語     ODA： 有償資金対象国 

政治体制：社会主義共和国 インフラ水準：7 点満点中 3.9（電力 4.4/ 道路 3.5）、 

安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 98%、78%） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 ベトナムの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ベトナムの業種規制・税制              

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jica.go.jp/project/vietnam/021/legal/ku57pq00001j1wzj-att/legal_48_20150428.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/asia/vn/invest_02.html
https://www.jica.go.jp/project/vietnam/021/legal/ku57pq00001j1wzj-att/legal_48_20150428.pdf
https://www.jica.go.jp/project/vietnam/021/legal/ku57pq00001j1wzj-att/legal_48_20150428.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/asia/vn/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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ベトナムの投資環境 
 

 
 
 
 

建設投資額 

（億米ドル） 

80（2011 年）、87（2012 年）、92（2013 年）、99（2014 年） 
（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

Vinaconex Corporation（VINACONEX） 

Hoa Binh Construction & Real Estate Corporation 

COTECCONS Construction Joint Stock Company  
（出所）ホーチミン証券取引所 

進出日系建設

企業 

（出所）OCAJI 

(株)IHI インフラシステム (株)安藤・間 (株)大林組 鹿島建設(株) (株)きんで

ん (株)鴻池組 五洋建設(株) JFEエンジニアリング(株) 清水建設(株) (株)錢

高組 (株)大気社 大成建設(株) 高砂熱学工業(株) TSUCHIYA(株) 鉄建建設

(株) 東亜建設工業(株) 東急建設(株) 東洋建設(株) 徳倉建設(株) 戸田建設

(株) 西松建設(株) (株)NIPPO (株)ピーエス三菱 (株)日立製作所 日立造船

（株） (株)フジタ (株)不動テトラ 前田建設工業(株) 三井住友建設(株) (株)

横河ブリッジホ－ルディングス りんかい日産建設(株) 若築建設(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」 （第 27 回、第 28 回） 

現地マーケットの今後の成長性 74.7%

1 インド 45.9% インド 40.4% インド 47.6% 安価な労働力 42.2%

2 インドネシア 45.7% インドネシア 38.8% 中国 42.0% 現地マーケットの現状規模 19.5%

3 中国 43.7% 中国 38.8% インドネシア 35.8% 優秀な人材 17.5%

4 タイ 35.3% タイ 30.7% ベトナム 32.7% 政治・社会情勢が安定している 16.9%

5 ベトナム 31.1% ベトナム 27.5% タイ 29.4%

6 メキシコ 20.2% メキシコ 23.6% メキシコ 25.9%

7 ブラジル 16.6% 米国 16.6% 米国 19.3% 法制の運用が不透明 35.6%

8 米国 13.2% フィリピン 11.5% フィリピン 10.6% 管理職クラスの人材確保が困難 31.1%

9 ロシア 12.0% ブラジル 11.1% ミャンマー 10.1% インフラが未整備 31.1%

10 ミャンマー 11.0% ミャンマー 7.9% ブラジル 7.2% 労働コストの上昇 27.3%

他社との激しい競争 27.3%

課題（2016年度）

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%) 有望理由（2016年度）

2014年度 2015年度 2016年度

【図表 3】 ベトナムの建設業界事情 

社会経済開発 5 カ年計画（2016-2020） 

●運輸、水道、電力ネットワーク等、社会経済

インフラ開発の計画品質向上 

●南北道路、高速道路、鉄道システムの開発、

及び既存の鉄道、内陸・沿岸間水路の改良

継続 

●不利な条件の地域における運輸インフラ開

発への優先的投資の継続 

●ハノイ・ホーチミン市の交通渋滞解消 等 

ベトナムインフラ投資（計画投資省試算） 

●投資需要（2011-2020）：1,670 億米ドル 

●投資割合（予定）： 

民間    650 億米ドル（39％） 

（出所）ADB「PPP（官民連携)業務計画 2012-2020」 

海外在留邦人：14,695 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
88 
5%

農林水産業
10 
1%

鉱工業
723 
46%

運輸通信
138 
9%

卸小売業
133 
8%

その他
486 
31%

総数：1,578社

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのベトナム：有望理由と課題 （参考） 

【図表 5】 ベトナム政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.vinaconex.com.vn/?setlang=e
http://hbcr.vn/site/index.php?route=common/home
http://www.coteccons.vn/
https://www.hsx.vn/Modules/StockMember/Web/Index/123?fid=c68dc6385ef349e1a096e680d4d9c739
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.ihi.co.jp/iis/
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.kinden.co.jp/
http://www.kinden.co.jp/
http://www.konoike.co.jp/
http://www.penta-ocean.co.jp/
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.shimz.co.jp/
http://www.zenitaka.co.jp/
http://www.zenitaka.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.tte-net.co.jp/
http://www.tsuchiya-corp.com/
http://www.tekken.co.jp/
http://www.tekken.co.jp/
http://www.toa-const.co.jp/
http://www.tokyu-cnst.co.jp/
http://www.toyo-const.co.jp/
http://www.tokura.co.jp/
http://www.toda.co.jp/
http://www.toda.co.jp/
http://www.nishimatsu.co.jp/
http://www.nippo-c.co.jp/
http://www.psmic.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.fudotetra.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.smcon.co.jp/
http://www.ybhd.co.jp/
http://www.ybhd.co.jp/
http://www.rncc.co.jp/
http://www.wakachiku.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
https://www.adb.org/ja/documents/public-private-partnership-operational-plan-2012-2020
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html


 

 

38 
 

ベトナム：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省海外危険情報(ベトナム）  

許 認 可 建設業許認可： 

建設業の許認可制度はないが、首相決定 87/2004/QD-TTg 号に基づき、外国建設企業は個

別案件ごとに建設省等から契約許可を取得する必要がある。競争入札で落札した場合も請

負業者として選定された場合も、地場建設会社と提携、又は、地場企業を下請企業として

採用することが条件となっている。 

（出所）国土交通省海外建設・不動産市場データベース（ベトナムの建設業に関する外資

規制等）、建設省（Ministry of Construction） 

公共発注者 建設省（Ministry of Construction）運輸省（Ministry of Transport) 

団 体 ●ベトナム建設業者協会（Vietnam Association of Construction Contractors/VACC)（越語） 

●ベトナムエンジニアリングコンサルタント協会 

●Vietnam Concrete Association(VCA) その他多数。 

本邦企業支

援 機 関 

●在ベトナム日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL: （84-4）-3846-3000 FAX: （84-4）-3846-3043 E-mail: keizaihan@ha.mofa.go.jp 

●ホーチミン日本国総領事館 日本企業支援窓口  

TEL: (84-8）3933-3510 FAX: (84-8）3933-3523 E-mail: hcm-keizaikeikyo@hc.mofa.go.jp 

●JETRO 中小企業ビジネス・サポートセンター ハノイ 

●JETRO 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム（ハノイ）、（ホーチミン） 

その他、問い合わせは：最寄りのジェトロ国内事務所、または、ジェトロ ビジネス展開支

援課プラットフォーム担当（E-mail: platform-bda@jetro.go.jp Tel: 03-3582-5017） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●ベトナム日本商工会 TEL:(84-4) 2220-9907/8   E-mail: jbav-info@jbav.vn 

●ホーチミン日本商工会 TEL: (84-8) 3821-9369  E-mail : info@jbahvn.org 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例(ベトナム進出 32 社)  

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（ベトナム進出事例多数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 中堅中小企業進出支援事例（ベトナム） 

業 界 調 査 ●「ベトナム社会主義共和国への県内建設企業の将来的な進出可能性調査結果報告書」（一

般社団法人静岡県建設業協会、2014 年 1 月） 

●「ベトナムの建設市場の現状と展望」（RICE「建設経済レポート」No.61 号、2013 年） 

●「ベトナム建設市場の視点から見た日本と韓国」（国土交通政策研究所、平成 27 年） 

●在外公館提供情報ベトナム 土地・建設産業（国土交通省） 

●OCAJI「ベトナム進出の手引き」（2011 年 3 月） 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」、「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ニュース：VN Express、Vietnam News 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_015.html
http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/kokusai/kensetsu_database/vietnam/page4.html
http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/kokusai/kensetsu_database/vietnam/page4.html
http://www.xaydung.gov.vn/web/guest/news-detail/-/tin-chi-tiet/F4aS/128016/128018/conditions-and-requirements.html
http://www.xaydung.gov.vn/web/guest/english
http://www.xaydung.gov.vn/web/guest/english
http://www.vacc.vn/
http://vecas.org.vn/en/
http://www.vca.vn/web/default.aspx
http://www.vn.emb-japan.go.jp/index_jp.html
mailto:keizaihan@ha.mofa.go.jp
https://www.jetro.go.jp/services/bsc/bsch.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/vn_hanoi/platform.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/vn_hochiminh/platform.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
mailto:platform-bda@jetro.go.jp
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://jbav.vn/ja/
http://www.jbah.info.vn/jp/index.php
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2014/1001-46336
http://www.sizkk-net.or.jp/asso/as140311c.pdf
http://www.sizkk-net.or.jp/asso/as140311c.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/No.61/5.pdf
http://www.mlit.go.jp/pri/kouenkai/syousai/pdf/research-p150520/06.pdf
http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_mn1_000062.html
http://www.ocaji.or.jp/publication/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou/odaproject/asia/vietnam/index_01.html
http://vnexpress.net/
http://www.vietnamnews.net/
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マレーシアの投資環境 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database, October 2016 より作成 

 

 

規制 

 

 

●出資比率に関する規制は以下の通り。 

・一般：国家権益に関わる事業（水、エネルギー・電力供給、放送、防衛、保安等）

に関して、政府は外資出資比率（上限）を30％または49％に制限。 

・建設・エンジニアリングサービス：出資上限は30%。TPP協定における外資参入

自由化対象となっており、2016年10月現在、関連法の改正待ち。 

●政府調達に関する規制は以下の通り。 

・ブミプトラ（マレー系と先住民族の総称）優先とし、外資への開放を極めて限定

してきたが、TPP協定で政府調達条項が設けられたことでマレーシアでの政府調達

参入の期待が高まっている。ただし、外国企業はすべての政府調達に参加できると

いうことではなく、基準額以上の政府調達にのみ参入を許される形式となる模様。 

・建設の場合：基準額を当初の6,300万SDR（特別引き出し権、約105億円）から

1,400万SDRに引き下げるまで、20年の移行期間が設定される。 

（出所）JETRO 国・地域情報（マレーシア）「外資に関する規制」 / JETRO通商広報（2016年1月29日） 

税制 

 

法人所得税（24％）、個人所得税（居住者対象、1～28％の累進課税）、源泉徴収税

（非居住者対象、10～15％）、印紙税、不動産譲渡益税など。2015 年 4 月から、

売上税、サービス税が廃止され、消費税にあたる物品・サービス税（Goods and 

Service Tax：GST）が導入された。二国間租税条約は 2016 年 9 月時点、75 カ国

と二重課税を回避するため締結・批准し、発効。  

（出所）JETRO 国・地域情報（マレーシア）「税制」  

 

人口：3,119 万人（2015 年） 首都：クアラルンプール（736.5 万人、全人口の 24%） 

面積：33 万平方キロメートル 宗教：イスラム教（連邦の宗教）（61％）、その他 

GDP：2,963 億米ドル(2015 年) 一人当たり GDP：9,500 米ドル（2015 年） 

公用語：マレー語（国語）、中国語、タミール語、英語  ODA：有償資金対象国 

政治体制：立憲君主制（議会制民主主義） インフラ水準：7 点満点中 5.4 点（電力 5.8/ 

道路 5.5/空港 5.7）、安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 98%、96%） 

（出所）IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

【図表 1】 マレーシアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】マレーシアの業種規制・税制 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/my/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2016/01/58648679f9d20508.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/my/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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マレーシアの投資環境 

  
 

建設投資額 

（億米ドル） 

97 (2011 年)、118 (2012 年)、131 (2013 年)、143 (2014 年) 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

 

GAMUDA Bhd. 、IJM Corporation Bhd.、WCT Holdings 

Sunway Construction Group Bhd.  （出所）マレーシア証券取引所 

進出日系建設企業 

（出所）OCAJI 

(株)安藤・間 (株)大林組 鹿島建設(株) 五洋建設(株) 佐藤工業

(株) JFE エンジニアリング(株) 清水建設(株) (株)大気社 大成

建設 (株 ) 大豊建設 (株 ) 高砂熱学工業 (株 ) (株 )竹中工務店 

TSUCHIYA(株) 東亜建設工業(株) 西松建設(株) (株)日立製作所 

(株)フジタ 三井住友建設(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」、世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

 

 

11 フィリピン 10.0% マレーシア 6.2% マレーシア 6.8%

12 マレーシア 9.2% ロシア 5.5% シンガポール 4.8%

13 トルコ 5.2% シンガポール 4.6% 台湾 4.6%

14 シンガポール 5.0% トルコ 3.9% ドイツ 4.1%

15 カンボジア 4.0% 韓国 3.9% ロシア 3.5%

16 韓国 4.0% 台湾 3.7% 韓国 3.1%

17 台湾 3.8% カンボジア 3.2% トルコ 2.5%

18 ドイツ 1.8% ドイツ 3.2% カンボジア 2.5%

19 フランス 1.4% サウジアラビア 1.6% オーストラリア 2.3%

20 サウジアラビア 1.4% バングラデシュ 1.4% イラン 1.7%

20 南アフリカ 1.4% ラオス 1.4% *順位が低いほど課題あり

2014年度 2015年度 2016年度

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)

0
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【図表 3】 マレーシアの建設業界事情 

【図表 5】 マレーシア政府のインフラ開発計画 

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのマレーシア：有望理由と課題 （参考） 

【図表 4】 本邦企業進出状況 

海外在留邦人：22,000 人（2014 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
75 
5%

農林水産業
6 

0%

鉱工業
723 
52%運輸通信

77 
6%

卸小売業
258 
19%

その他
244 
18%

総数：1,383社

マレーシア第 11 次 5 か年計画（2016-2020） 

●政府による建設事業費推移（GDP 比） 

2010年 2015年 2020年 

3.4％ 4.5％ 5.5％ 

*2010 年は実績値、2015 年は推計値、2020 年は目標値。 

●インフラ事業計画の例：交通・エネルギー

分野の基盤整備（道路の新規舗装 3,000km

による農村部のアクセス改善、高速道路の

改修、地方の電化および上水道整備促進な

ど） 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://gamuda.com.my/
http://www.wct.com.my/default.aspx
http://www.sunwayconstruction.com.my/
http://www.bursamalaysia.com/market/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.penta-ocean.co.jp/
http://www.satokogyo.co.jp/
http://www.satokogyo.co.jp/
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.shimz.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.daiho.co.jp/
http://www.tte-net.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.tsuchiya-corp.com/
http://www.toa-const.co.jp/
http://www.nishimatsu.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.fujita.co.jp/
http://www.smcon.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
http://rmk11.epu.gov.my/index.php/en/
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治 安 外務省危険情報（マレーシア） 

許 認 可 ●国際入札において円借款工事の場合、JICA(国際協力機構)の入札ガイドラインの条件を満

たせば入札参加資格があるが、CCM (Companies Commission of Malaysia) および

Construction Industry Development Board Malaysia (CIDB)の建設業登録が必要。 

●現地民間工事の場合、受注活動において制約条件は無いが、この場合も CCM への会社登

録及び CIDB の建設業登録が必要である。 

●現地政府調達工事の場合は、CCM への会社登録と CIDB への建設業登録に加え、現地資

本及び土着マレー人(ブミプトラ)の出資割合に応じて取得する建設サービスセンター

(PKK: Pusat Khidmat Kontraktor)ライセンスの取得が条件となる。 

●詳細は、CIDB「建設業登録要件および手順ハンドブック」(2016 年 1 月、英語）を参照 

公共発注者 公共事業庁(Public Works Deparment/PWD) 建設省(Kementerian Kerja Raya/KKR) 

交通省（Kementerian Pengangkutan） 

団 体 ●マレーシア建設業者協会（Master Builders Association Malaysia/MBAM) 

●The Institution of Engineers, Malaysia 

●Architect Association of Malaysia 

●Royal Institution of Surveyors Malaysia 

●Board of Quantity Surveyors Malaysia 

本邦企業支

援 機 関 

●在マレーシア日本国大使館 日本企業支援窓口   

TEL:（60-3）2177-2719  FAX:（60-3）2142-6570  E-mail: business@kl.mofa.go.jp 

●JETRO 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム（クアラルンプール） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 

TEL: 03-5253-8315 FAX: 03-5253-1562 

● マレーシア日本人商工会議所 TEL (03)2142-7106 E-mail jactim@jcci.com.my 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例(マレーシア進出 8 社)  

●経産省「中小企業の海外事業再編事例集」（マレーシア１事例） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（マレーシア進出事例多数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 中堅中小企業進出支援事例（マレーシア） 

業 界 調 査 ●「建設・工事に関する制度（マレーシア）」（ジェトロ、2014 年 3 月） 

●「マレーシア・フィリピンの建設市場の現状と展望」（建設経済研究所、「建設経済レポー

ト」2012 年 10 月号）P257 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」（マレーシア） 

●JICA 「日本の ODA プロジェクト」（無償資金協力）（マレーシア） 

●ニュース：Harakah Daily、Malaysia Today 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_017.html
http://www.cidb.gov.my/cidbv5/images/content/Kontraktor/CRL-TRANSLATION-14112016.pdf
https://www.jkr.gov.my/en
http://www.kkr.gov.my/ms
http://www.mot.gov.my/my
http://mbam.org.my/
http://www.myiem.org.my/
http://www.pam.org.my/
http://www.rism.org.my/
https://www.bqsm.gov.my/index.php/en/
http://www.my.emb-japan.go.jp/Japanese/ryoji/visa.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/my_kualalumpur/platform.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.jactim.org.my/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.meti.go.jp/press/2015/06/20150616001/20150616001c.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2015/1001-51586
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001765/construction_malaysia.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/%E2%84%9659_201210.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/%E2%84%9659_201210.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou/odaproject/asia/malaysia/index_01.html
http://www.harakahdaily.net/
http://www.malaysia-today.net/
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（出所）IMF World Economic Outlook Database, October 2016 より作成 

 

 

規制 

 

 

●外国資本の参入や外国人の就業が認められない建設分野： 

禁止 12 分野に建設関連は含まれていない。 

※外国資本が 1 株でも入っていると「外国企業」に分類される。 

●外国資本が制限されている建設分野（ミャンマー合弁が条件）：ミャンマー投資

委員会（MIC）通知 49 号において、外国資本の参入は、ミャンマー国民との合

弁事業の形態においてのみ認められる分野のリストの 24〜28 番に、建設業に関

連する事業が記載されている。  

24. 国際規格ゴルフコース及びリゾート地の建設  

25. 集合住宅及び分譲住宅の建設、販売及び賃貸  

26. 事業所及び商業建築物の建設及び販売  

27. 工業地帯に隣接する住宅地における共同住宅の建設、販売及び賃貸  

28. アフォーダブル住宅の建設 

●MIC 通達により、関税および商業税の減免措置を受けない経済活動に「建物の建

築」が含まれている。（出所）JETRO 国・地域情報（ミャンマー）「外資に関する規制」 

※2016年10月に新投資法が成立。細則は2017年4月に公表予定。上記内容は今後変更可能性あり。 

税制 

 

法人所得税（居住法人、非居住法人（外国企業の支店等）のいずれも 25％が適用）、

個人所得税（0～25％の累進課税。183 日以上滞在する外国人も対象）、商業税（「付

加価値税（VAT）に相当。基本税率 5％）、二国間租税条約：日本との締結なし 

（出所）JETRO 国・地域別情報（ミャンマー）「税制」 

 

【図表 1】 ミャンマーの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】ミャンマーの業種規制・税制 

人口：5,185 万人（2015 年） 面積：68 万平方キロメートル（日本の約 1.8 倍） 

首都：ネーピードー（最大都市：ヤンゴン市 532 万人、全人口の 10%） 

宗教：仏教（90％）、キリスト教、イスラム教等  GDP：629 億米ドル（2015 年） 

一人当たり GDP：1,213 米ドル（2015 年）公用語：ミャンマー語 

ODA: 無償資金対象国 政治体制：大統領制・共和制 インフラ水準：安全飲料水・ト

イレ普及（各々人口の 81%、80%） （出所）IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/世銀 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/mm/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/mm/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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建設投資額 

（億米ドル） 

27 (2011 年)、30 (2012 年)、33 (2013 年)、38 (2014 年) 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建

設企業 

Shwe Taung Group 

Max Myanmar Construction Co., Ltd. 

主な外国建

設企業 

（出所）OCAJI 

(株)安藤・間 (株)大林組 鹿島建設(株) (株)きんでん (株)鴻池組 五洋建設(株) JFE

エンジニアリング(株) 清水建設(株) (株)大気社 大成建設(株) 大豊建設(株) (株)竹

中工務店 鉄建建設(株) 東亜建設工業(株) 東急建設(株) 東洋建設(株) 戸田建設(株) 

飛島建設(株) 西松建設(株) (株)NIPPO (株)日立製作所 日立造船（株） (株)フジタ 

前田建設工業(株) 三井住友建設(株) (株)横河ブリッジホ－ルディングス りんかい日

産建設(株) 「全国運輸交通マスタープラン」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」（2014/2015） 

現地マーケットの今後の成長性 83.7%

1 インド 45.9% インド 40.4% インド 47.6% 安価な労働力 44.9%

2 インドネシア 45.7% インドネシア 38.8% 中国 42.0% 現地マーケットの現状規模 16.3%

3 中国 43.7% 中国 38.8% インドネシア 35.8% 優秀な人材 10.2%

4 タイ 35.3% タイ 30.7% ベトナム 32.7% 他国のリスク分散の受け皿として 6.1%

5 ベトナム 31.1% ベトナム 27.5% タイ 29.4% 第三国輸出拠点として/投資優遇税制がある6.1%

6 メキシコ 20.2% メキシコ 23.6% メキシコ 25.9% 課題（2016年度）

7 ブラジル 16.6% 米国 16.6% 米国 19.3% インフラが未整備 59.6%

8 米国 13.2% フィリピン 11.5% フィリピン 10.6% 法制が未整備 55.3%

9 ロシア 12.0% ブラジル 11.1% ミャンマー 10.1% 法制の運用が不透明 38.3%

10 ミャンマー 11.0% ミャンマー 7.9% ブラジル 7.2% 投資先国の情報不足 31.9%

外資規制/地場裾野産業が未発達 27.7%

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%) 有望理由（2016年度）

2014年度 2015年度 2016年度

【図表 3】 ミャンマーの建設業界事情 

【図表 4】 本邦企業進出状況 

海外在留邦人：1,367 人（2014 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
53 

15%

農林水産業
1 

0%

鉱工業
49 

14%

運輸通信
51 

15%卸小売業
24 
7%

その他
168 
49%

総数：346社

ミャンマー国家総合開発計画（2011-2030）

および 5 か年計画（計画財務省）※ 

●ガス火力発電施設（14 施設）の更新（コ

ンバインドサイクル発電への転換）、ヤンゴ

ン国際空港の拡張工事、バゴー新空港建設、

マンダレー空港の改装が挙げられている。

空港工事についてはいずれもすでに契約締

結済みまたは工事が開始されている。 

（出所）OECD, “Policy Challenges in Implementing 

National Development Plans” （2015 年）ほか 

※開発計画は英語版を含め公表されていない模様 

●JICA 支援による全国運輸交通マスタープラ

ン（2014-2030）では 2030 年までに約 27 兆チ

ャットの投資が必要と試算されている。 

※1 チャット＝0.08 円（参考） 

 

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのミャンマー：有望理由と課題 （参考） 

【図表 5】 ミャンマー政府のインフラ開発計画 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.shwetaunggroup.com/
http://www.maxmyanmargroup.com/index.php/our-companies/max-myanmar-construction-co-ltd
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.kinden.co.jp/
http://www.konoike.co.jp/
http://www.penta-ocean.co.jp/
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.shimz.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.daiho.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.tekken.co.jp/
http://www.toa-const.co.jp/
http://www.tokyu-cnst.co.jp/
http://www.toyo-const.co.jp/
http://www.toda.co.jp/
http://www.tobishima.co.jp/
http://www.nishimatsu.co.jp/
http://www.nippo-c.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.smcon.co.jp/
http://www.ybhd.co.jp/
http://www.rncc.co.jp/
http://www.rncc.co.jp/
https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/press-2015/1203-44372
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
http://www.oecd.org/dev/asia-pacific/Myanmar.pdf
http://www.oecd.org/dev/asia-pacific/Myanmar.pdf
https://www.jica.go.jp/information/seminar/2014/ku57pq00001nep1r-att/kf20140813_01_01.pdf
https://www.jica.go.jp/information/seminar/2014/ku57pq00001nep1r-att/kf20140813_01_01.pdf
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 治 安 外務省危険情報（ミャンマー） 

許 認 可 ●工事受注に当たっての現地法人設立義務付けはなく、計画財務省の投資企業管理局

（Directorate of Investment and Company Administration/DICA）から営業許可を受け

ていれば、支店でも受注は可能である。 

●工事許認可は、ミャンマー投資委員会（Myanmar Investment Commission/MIC）が発

効するが、DICA が事務局となっている。詳細は、DICA ウェブサイトを参照。 

住所： No. 1, Thitsar Road, Yankin Township, Yangon Region 

TEL: (95-1) 657892（投資窓口）、657891（企業登記窓口） 

FAX: (95-1) 657825（投資および企業登記窓口） 

E-mail: DICA.NPED@mptmail.net.mm、dica.ygn@gmail.com 

なお、DICA 内、局長室そばに「ジャパンデスク（Japan Desk）」がある。 

公共発注者 国家計画・経済開発省（Ministry of National Planning and Economic 

Development） 建設省（Ministry of Construction） 運輸省（Ministry of Transport） 

鉄道省（Ministry of Rail Transportation） 

団 体 ●ミャンマー建設業協会（Myanmar Construction Entrepreneurs Association/MCEA） 

●ミャンマーエンジニアリング協会(Myanmar Engineering Society/MES)  

●ミャンマー建築家協会(Association of Myanmar Architects/MCEA/AMA)  

本邦企業支

援 機 関 

●在ミャンマー日本国大使館 日本企業支援窓口   

TEL:（95-1）549644～8  FAX:（95-1）-549643  E-mail: nihonkigyo-shien@yn.mofa.go.jp 

●JETRO ビジネス・サポートセンター （ヤンゴン・ミャンマー進出支援） 

●JETRO 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム（ヤンゴン） 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所、または、ジェトロ ビジネス展開支援課プラッ

トフォーム担当（E-mail: platform-bda@jetro.go.jp  TEL: 03-3582-5017） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 TEL: 03-5253-8315 

● ミャンマー日本商工会議所  E-mail: jccygn@gmail.com 

進 出 ・ 

進 出 支 援 

事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例(ミャンマー進出 27 社)  

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（ミャンマー進出事例複数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索）、●JBIC 本邦起業進出支援事例 

業 界 調 査 ●「ミャンマーの建設市場の現状と展望」（RICE「建設経済レポート 63 号」2014 年） 

●「ミャンマー市場への取り組み」（OCAJI、2014 年 10 月・11 月） 

●海外建設協会 OCAJI 「ミャンマー進出の手引き」平成 26 年 4 月 

そ の 他 ●MCEA 会員一覧（建設関連会社の名簿）  

●ニュース：New Light of Myanmar、Myanmar Business Network 

●JETRO 「ヤンゴンとその他地域の生活実態に関わるアンケート調査」 (2016 年 9 月) 

●JICA 「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」、「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_018.html
http://www.dica.gov.mm/
http://www.dica.gov.mm/
https://www.mnped.gov.mm/
https://www.mnped.gov.mm/
https://www.facebook.com/MinistryofConstruction
http://www.mot.gov.mm/
http://www.ministryofrailtransportation.com/index.php?option=com_content&view=article&id=18&Itemid=63&lang=en
http://mceamyanmar.com/mceamyanmar/
http://www.mes.org.mm/
http://www.ama.org.mm/
http://www.mm.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/services/bsc/bscy.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/mm_yangon/platform.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
mailto:platform-bda@jetro.go.jp
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://jccim.org/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://search.jbic.go.jp/bizasp/index.php?q=%E3%83%9F%E3%83%A3%E3%83%B3%E3%83%9E%E3%83%BC&corpId=atc130020&en=&layout=1&hits=20&sg=1&ds=1&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/No.63/5.pdf
http://www.ocaji.or.jp/pdf/OCAJI141011.pdf
http://www.ocaji.or.jp/publication/
http://mceamyanmar.com/mceamyanmar/index.php/members
http://www.myanmar.com/
http://www.myanmar-business.org/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/a8613d1717d82d57/20160057.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou/odaproject/asia/myanmar/index_01.html
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ラオスの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●条件付きで外資参入可能な事業および条件（建設関連） 

・建設：道路・鉄道の建設は 100％出資が可能（資本金 2,400 億キープ以上の場合。
以下は 49％まで） 

 建物の建設、内装・外装、整地・埋め立ては 49％まで 

・エンジニアリング：資本金 40 億キープ以上で 49％まで 

・大型商業施設建設（ショッピングセンター、百貨店）： 

資本金 1,600 億キープ以上は 100％出資が可能 

資本金 800 億～1,600 億キープ：70％まで 

資本金 80～800 億キープ：51％まで 

資本金 80 億キープ以下：不可 

●建物内の電気工事、水道管・エアコンの設置はラオス国籍者へ保全されている 

●ラオスでの外国企業による投資には、100％出資、現地企業との合弁、法人設立を
伴わない現地企業との事業協力、の 3 つの形態がある。現地企業との合弁の場合、
外国企業の最低出資比率は資本金総額の 10％以上。 

（出所） JETRO 国・地域情報（ラオス）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 24％）、個人所得税（一律 24％、外国人は一律 10％）、付加
価値税（標準税率 10％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％）、日本

とは二国間租税条約を未締結。日本アセアン EPA 締結しているが、本協定においては

租税に係る課税措置については適用なし（第 6 条）（出所）JETRO 国・地域情報（ラオス）「税

制」 

人口：703 万人（2015）     首都：ビエンチャン（103 万人、全人口の 15%） 

面積：24 万平方キロメートル（日本の 6 割強） 宗教：仏教 

GDP：125.6 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：1787 米ドル（2015 年） 

公用語：ラオス語  ODA： 無償・有償資金供与対象国 

政治体制：人民民主共和制 インフラ水準：7 点満点中 3.1（電力 4.7/ 道路 3.4）、

安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 76%、71%） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 ラオスの GDP 成長率、消費者物価上昇率の推移 

【図表 2】 ラオスの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/la/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/la/invest_04.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/la/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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ラオスの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億ドル） 

5（2011 年）、6（2012 年）、7（2013 年）、8（2014 年）  
（出所）国連統計局 

主な国内建設

企業 

（出所） 

ラオス証券取引所 

ラオス株式市場ニ

ュース 

●上場企業は 5 社（建設会社はない）。その内、時価総額トップのラオス発
電公社（EDL-GEN）は、ラオス電力公社（EDL）の発電子会社で、株式
の 25％を上場。 
●上場検討中の企業：同国セメント会社大手のラオセメント工業（Lao 
Cement Industry Co. Ltd.）も 2017 年内に上場予定。 
●未上場企業：KHOUNXAY、Gaupa Lao Construction Co.などがある。 

進出日系建設

企業 

(株)安藤・間 (株)大林組 (株)クボタ工建 清水建設(株) 大成建設(株)  

西松建設(株)  （出所）OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」、世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

11 フィリピン 10.0% マレーシア 6.2% マレーシア 6.8%

12 マレーシア 9.2% ロシア 5.5% シンガポール 4.8%

13 トルコ 5.2% シンガポール 4.6% 台湾 4.6%

14 シンガポール 5.0% トルコ 3.9% ドイツ 4.1%

15 カンボジア 4.0% 韓国 3.9% ロシア 3.5%

16 韓国 4.0% 台湾 3.7% 韓国 3.1%

17 台湾 3.8% カンボジア 3.2% トルコ 2.5%

18 ドイツ 1.8% ドイツ 3.2% カンボジア 2.5%

19 フランス 1.4% サウジアラビア 1.6% オーストラリア 2.3%

20 サウジアラビア 1.4% バングラデシュ 1.4% イラン 1.7%

20 南アフリカ 1.4% ラオス 1.4%

32位 0.6%

＊順位が低いほど課題あり

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)

2014年度 2015年度 2016年度

0

50

100

150

200

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

ラオス

総合順位（139位/190か国）

【図表 3】 ラオスの建設業界事情 

●VISION 2030：上位中進国の仲間入り 

●社会経済開発 10 年計画 (2016–2025)： 

2020 年までに LDC 卒業 

●第 8 次 5 カ年計画（NSEDP/2016–2020)： 

・メコン川流域近隣諸国との道路連結改善

(GMS 回廊、アジアハイウェイ、東西回廊、

南北経済回廊) 

・ 11 トンの貨物輸送を支える道路建設 

・ ビエンチャン・ボテン鉄道プロジェクト 

・ビエンチャン首都・サヤブリー・チャン

パサック３国際空港新設計画 

・国内送電網整備による電化率 90％達成 

・輸出用火力・水力発電所建設（計 3,428 

MW）を含む発電セクター年平均 32％成長 

・投資額224兆キップ（民間投資：54～57％） 

※1 キップ＝0.01 円（参考） 

 

海外在留邦人：743 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
7 

5%

農林水産業
15 

12%

鉱工業
44 

34%
運輸通信

11 
9%

卸小売業
18 

14%

その他
33 

26%

総数：128社

【図表 6】 製造業の有望展開先国としてのラオス：有望理由と課題 （参考） 

【図表 5】 ラオス政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.lsx.com.la/
file://Fs_kokusai/共有フォルダ/国際本部/国際第二部/3.省庁/国交省/H28%20日本インフラ産業の海外進出に係る基礎的情報に関する調査業務/08.最終報告書/WORD統合ファイル(20170309納品）/ＷＯＲＤ統合ファイル+修正項目(20170227以降)/ラオｋhttp:/lsx.blog.jp/
file://Fs_kokusai/共有フォルダ/国際本部/国際第二部/3.省庁/国交省/H28%20日本インフラ産業の海外進出に係る基礎的情報に関する調査業務/08.最終報告書/WORD統合ファイル(20170309納品）/ＷＯＲＤ統合ファイル+修正項目(20170227以降)/ラオｋhttp:/lsx.blog.jp/
http://www.edlgen.com.la/en/procurement.php
http://www.edlgen.com.la/en/procurement.php
http://edl.com.la/
http://kxnlaos.com/construction_laos.html
http://www.gaupalao.com/completed-projects/
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.kubota-const.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.nishimatsu.co.jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
https://www.jbic.go.jp/ja/information/press/press-2015/1203-44372
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
file:///C:/Users/UK24/Downloads/8th_NSEDP_2016-2020.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ラオス：お助け情報源 

：お助け情報源 

 

 

 

 

治 安 外務省危険情報（ラオス） 

許 認 可 ●建設業許認可：公共事業運輸省から建設業許可を取得する必要がある。建設業許可は、資

本金で等級分けされる。 

●会社設立申請は、商工省、計画投資省、国家経済特区委員会、各経済特区のワンストップ

サービスオフィスにて行う。ラオスで外国企業が投資を行なう場合には、一般事業、コン

セッション（開発権）事業、経済特区における事業の 3 形態があり、所管機関が異なる。 

（出所）計画投資省 

公共発注者 ●公共事業運輸省（“Procurement” 参照） 

●ラオス電力公社（EDL） 

・基本的にラオス国内で ODA 以外の建築事業を行う場合は、現地法人の設立が必要 

・入札は公開入札、指名競争入札、民間先行投資の 3 種類にて行われる。 

団 体 ●Association of LAo Archtects and Civil Engineers （ALACE） 

●Laos Union of Scientist and Engineers Associations, LAOS 

本邦企業支

援 機 関 

●在ラオス日本国大使館 日本企業支援窓口   

TEL:（856-21）41-4400  FAX:（856-21）41-4406  E-mail: oda@vt.mofa.go.jp 

●JICA ラオス事務所 

TEL: (856-21) 24-1100   FAX: (856-21) 24-1101-2 

●ラオス計画投資省投資促進局の日本事務所(在日本国ラオス大使館内)： 

Ms. Phouvone THAMMAVONG (Attaché) 

TEL: (81-3) 5411-2291-2   FAX: (81-3) 5411-2293  Email: phouvone@hotmail.com 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 

TEL: 03-5253-8315 FAX: 03-5253-1562 

● ビエンチャン日本人商工会議所   E-mail: jcciv2010@hotmail.co.jp 

進 出 ・ 

進 出 支 援 

事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（ラオス進出 6 社）  

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（ラオス進出事例 2 件） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

JBIC 本邦企業海外インフラ投資支援（ラオス） 

業 界 調 査 「ラオスにおける我が国建設企業の事業展開」（建設経済研究所、「建設経済レポート№67」

2016 年 10 月号、P368） 

そ の 他 ●JETRO アジア研究所「ラオス経済・社会・政治」 

●JICA 平成 12 年度客員研究員報告書「ラオス経済関連法制の現状と協力の焦点」 

●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」（ラオス） 

●JICA 「日本の ODA プロジェクト（無償資金協力）」（ラオス） 

●ニュース：Vientiane Times、Lao Times 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_020.html
http://www.investlaos.gov.la/index.php/step-by-step
http://www.mpwt.gov.la/en/
http://www.mpwt.gov.la/en/procurement-main-en/lrsp2-proc-sub-en/proc-sub-en
http://edl.com.la/
http://www.alaceexpo.com/
http://aer.afeo.org/contact/lusea/
http://www.la.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
mailto:oda@vt.mofa.go.jp
mailto:phouvone@hotmail.com
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.jcciv.org/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2014/1001-43392
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/No.67/%EF%BC%93.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/construction_economic_report/%E3%83%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%88%E5%85%A8%E6%96%87/No.67/%EF%BC%93.pdf
http://www.ide.go.jp/Japanese/Research/Region/Asia/Laos/
https://www.jica.go.jp/jica-ri/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/publication/archives/jica/kyakuin/pdf/200103_01.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou/odaproject/asia/laos/index_01.html
http://vientianetimes.org.la/
http://www.laotimes.com/
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南アジア地域の投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

（出所） 図表 2：世界銀行 Doing Business 

Ranking 2016、図表 3：JETRO 投資コスト比較 

 

 

 

総合順位 事業立上 建設許可 電力供給 不動産登録 与信取得 投資家保護 税金支払 国際交易 契約履行 破産手続
スリランカ 110 74 88 86 155 118 42 158 90 163 75
インド 130 155 185 26 138 44 13 172 143 172 136
パキスタン 144 141 150 170 169 82 27 156 172 157 85
ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ 176 122 138 187 185 157 70 151 173 189 151

(単位：米ドル） ニューデリー ムンバイ コロンボ カラチ ダッカ
製造業ワー
カー月額

239 306 141 186 99

法定最低賃金 熟練工（3）168/月
熟練工：（3）127/

月
熟練工グレード1

（4）79/月
124/月

EPZ内衣料等関連
分野の熟練工：

140/月
社会保険負担
率（事業主負

担率）
21.69% 21.69% 15% 11％+475ルピー 7～8％

送電線連結
容量

(MW)

想定投資額
（百万ドル）

インド・ブータン間 2,100 160

インド・ネパール間 1,000 186

インド・スリランカ間 500 600

インド・バングラデシュ間 500 250

」インド・パキスタン間 500 150

 
（出所） 基礎情報は IMF、JETRO 国・地域情報、 

成長率は IMF WEO 2016/10（予測値 2016-20） 
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パキスタン

バングラデシュ

スリランカ
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モルディブ

アフガニスタン

%

南アジアは、BRICs に続く巨大経済圏

MENASA の中でも最も人口が多く、成

長性の高い地域として注目される。南ア

ジア経済共同体 （SAEU）発足に向けて

関税撤廃、貿易自由化、物流自由化を推

進しているが、インドを含め南アジア諸

国の経済取引制度は未成熟であり、FDI

誘致の足かせとなっている。また、イン

ド以外の諸国は国境をインド以外と接し

ておらず、域内のﾋﾄ・ﾓﾉ・ｶﾈの流れを活

性化させるためには、道路・鉄道・空路・

送電網など主要インフラの統合が必須。 

南アジア地域協力連合（SAARC ）8 国

総人口： 17 億 2,500 万人（2015） 

総 GDP：48.522 兆米ドル（2015） 

広域 FTA：、南アジア自由貿易地域

（SAFTA）、多面的技術・経済協力のた

め の ベ ン ガ ル 湾 イ ニ シ ア テ ィ ブ

（BIMSTEC） 

広域インフラプロジェクト：南アジア地

域協力連合（SAARC）プロジェクト 

【図表 2】 域内諸国の「事業のしやすさ」ランキング 

【図表 3】 域内諸国の労働コスト比較 

【図表 1】 域内諸国の今後の経済成長率見通し 

【図表 4】 SAARC 電力市場(SAME)に必要なインフラ 

（出所）SAARC Energy Center, 2015; ADB, March 2013 

 

 

 

 

 

 

送電線連結
容量
(MW)

想定投資額
（百万米ドル）

インド・ブータン 2,100 160

インド・ネパール 1,000 186

インド・スリランカ 500 600

インド・バングラデシュ 500 250

インド・パキスタン 500 150

http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.doingbusiness.org/rankings
https://www.jetro.go.jp/world/search/cost.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
https://www.jetro.go.jp/world/
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/
http://www.saarcenergy.org/wp-content/uploads/2016/03/Medium%20Term%20Vision%20For%20Energy%20Connectivity%20in%20the%20SAARC%20Region%20by%20Mr.%20Salis%20Usman,%20SEC,%20Islamabad.pdf
http://slideplayer.com/slide/5972114/


 

 

50 
 

インドの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database, October 2016 より作成 

 

 

規制 

 

 

●外国資本の参入や外国人の就業が認められない分野 

外国直接投資が禁止・規制されている業種は「不動産」、「農場建設」、「民間に開

放されていない分野（原子力エネルギー、一部鉄道事業）」など。外国人の就業

が認められない分野は特になし。 

（出所）JETRO 国・地域別情報（インド）「外資に関する規制」 

●外国資本：商工省産業政策促進局が発行する2016年統合版FDI政策において、一

定規模以上の建設プロジェクト（都市開発、住宅、インフラ整備）や、工業団地、

鉄道インフラについては、政府ガイドラインに従う等の条件で100%の外国直接

投資が認められている。 

税制 

 

法人所得税（法人の種類および課税対象所得額に応じ決定、表面税率 30%）、個人

所得税（所得に応じて 0％、10％、20％、30％が課税）、付加価値税（州ごとに決

定。ニューデリーは標準税率 12.5～14.5%）、二国間租税条約：締結済み（適用し

た場合の源泉課税率は、利子所得、ロイヤルティーおよび技術役務提供報酬はすべ

て 10％） （出所）JETRO 国・地域情報（インド）「税制」 

人口：12 億 9,272 万人（2015 年） 首都：ニューデリー（2,573.5 万人、全人口の 2%） 

面積：328 万 7,469 平方キロメートル（係争地含む）  宗教：ヒンドゥ教（約 8 割） 

GDP：2,925 億米ドル(2015 年) 一人当たり GDP：1,581 米ドル（2015 年） 

公用語：ヒンディー語（連邦公用語）ほか 21 言語  ODA：有償資金対象国 

政治体制：立憲共和制  インフラ水準：7 点満点中 4.5 点（電力 4.3/道路 4.4）、

安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 94%、40%） 

（出所）IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

【図表 1】 インドの GDP 成長率、消費者物価上昇率の推移 

【図表 2】 インドの業種規制・税制 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/in/invest_02.html
http://dipp.nic.in/English/Investor/FDI_Policies/FDI_policy.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/in/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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インドの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

1,659 (2011 年)、1,501 (2012 年)、1,483 (2013 年)、1,521 (2014 年)  

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 ラーセン・アンド・トゥブロ（L&T）、DFL 

主な外国建設企業 

（出所）OCAJI 

鹿島建設(株) (株)きんでん (株)熊谷組 五洋建設(株) JFE

エンジニアリング(株) 清水建設(株) (株)大気社 大成建設

(株) 高砂熱学工業(株) (株)竹中工務店 (株)NIPPO   

(株)日立製作所 日立造船（株） (株)フジタ 前田建設工業(株)  

三井住友建設(株)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）JBIC「我が国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」（2014/2015） 

現地マーケットの今後の成長性 85.2%

1 インド 45.9% インド 40.4% インド 47.6% 現地マーケットの現状規模 30.9%

2 インドネシア 45.7% インドネシア 38.8% 中国 42.0% 安価な労働力 28.7%

3 中国 43.7% 中国 38.8% インドネシア 35.8% 組み立てメーカーへの供給拠点として 20.6%

4 タイ 35.3% タイ 30.7% ベトナム 32.7% 第三国輸出拠点として 12.1%

5 ベトナム 31.1% ベトナム 27.5% タイ 29.4%

6 メキシコ 20.2% メキシコ 23.6% メキシコ 25.9% インフラが未整備 51.4%

7 ブラジル 16.6% 米国 16.6% 米国 19.3% 法制の運用が不透明 35.4%

8 米国 13.2% フィリピン 11.5% フィリピン 10.6% 他社との厳しい競争 34.9%

9 ロシア 12.0% ブラジル 11.1% ミャンマー 10.1% 徴税システムが複雑 32.5%

10 ミャンマー 11.0% ミャンマー 7.9% ブラジル 7.2% 治安・社会情勢が不安 28.8%

課題（2016年度）

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%) 有望理由（2016年度）

2014年度 2015年度 2016年度

【図表 3】 インドの建設業界事情 

【図表 5】 インド政府のインフラ開発計画 

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのインド：有望理由と課題 （参考） 

【図表 4】 本邦企業進出状況 

海外在留邦人：8,655 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
81 
2%

農林水産業
7 

0%

鉱工業
1,409 
33%

運輸通信
390 
9%

卸小売業
568 
13%

その他
1,860 
43% 総数：4,315社

第 12 次 5 か年計画（2012 - 2017） 

・2014 年就任の新政権により 2015 年 1 月

に廃止。現在は各州が策定した州開発計

画をもとにインフラ開発を実施。（各州 5

か年計画、デリーマスタープラン 2021

など） 

・政府によるインフラ支出計画：第 12 次 5

か年計画ではインフラ事業に 5 年で 1 兆

米ドルかけることを表明。 

・投資目標（2012-2017）：1 兆米ドル 

 （第 12 次 5 か年計画より。現在は廃止。） 

・投資割合：記載なし 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.eei.com.ph/
http://www.dlf.in/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.kajima.co.jp/
http://www.kinden.co.jp/
http://www.kumagaigumi.co.jp/
http://www.penta-ocean.co.jp/
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.shimz.co.jp/
http://www.taikisha.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.tte-net.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.nippo-c.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.smcon.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/press/press-2014/1128-32466
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
http://planningcommission.gov.in/plans/planrel/12thplan/welcome.html
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インド：お助け情報源 
 

 治 安 外務省海外危険情報（インド） 

許 認 可 ●設置、補修工事に関する役務に対して個別の法律は存在せず、一般的な会社法、外国為替

法等が適用される。 新事業の許認可の問い合わせ先一覧（産業政策促進局/DIPP） 

公共発注者 Ministry of Road Transport & Highways (MORTH)、National Highways Authority of 

India (NHAI)、Ministry of Urban Development (MoUD) 、Central Water Commission、

Ministry of Housing and Urban Poverty Alleviation、Ministry of Railways (Indian 

Railways)、SAARC 加盟国公共調達情報（インド） 

団 体 ●Construction Industry Development Council (CIDC) 

● Builders' Association of India (BAI)  ●Cement Manufacturers’ Association 

●Building Materials & Tech. Promotion Council 

本邦企業支

援 機 関 

●在インド日本国大使館 日本企業支援窓口  TEL:（91-11）4610-4610   

FAX: 91-11）2611-0752  E-mail: jpemb-economic@nd.mofa.go.jp 

●ベンガルール領事事務所 日本企業支援窓口    

TEL:（91-80）4064-9999 FAX:（91-80）4166-0114 E-mail: blrcoj-economic@nd.mofa.go.jp  

●日本国総領事館 日本企業支援窓口     

TEL:（91-33）2421-1970 FAX:（91-33）2421-1971 E-mail: kigyo-shien@cc.mofa.go.jp  

●チェンナイ日本国総領事館  

TEL:（91-44）2432-3860～3 FAX:（91-44）2432-3859 E-mail: cgjpchen@ms.mofa.go.jp  

●ムンバイ日本国総領事館 日本企業支援窓口    

TEL:（91-22）2351-7101 FAX:（91-22）2351-7121 E-mail: cgojapan@by.mofa.go.jp 

●JETRO 中小企業ビジネス・サポートセンター（ニューデリー）（ムンバイ）（チェンナイ） 

●JETRO 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム （ムンバイ）（チェンナイ） 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所、または、ジェトロ ビジネス展開支援課プラッ

トフォーム担当（E-mail: platform-bda@jetro.go.jp  TEL: 03-3582-5017） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●インド日本商工会 TEL & FAX: (91-11) 4358-6321  E-mail: jccii@jccii.in 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例会員海外進出事例（インド進出 16 社）  

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（インド進出事例多数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 中堅中小企業進出支援事例（インド） 

業 界 調 査 ●「建設・設置・補修工事に関する制度（インド）」（ジェトロ 2014 年 2 月） 

●「インドの建設市場の動向 」（建設経済研究所「RICE monthly」No. 236（2008 年）P12） 

そ の 他 ●「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「ODA プロジェクト（無償資金協力）」（ｲﾝﾄﾞ） 

●建設会社一覧（CIDC 会員）  ●ニュース： India Times、Hindustan Times 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_001.html
http://dipp.nic.in/English/Investor/Investers_Gudlines/approval_clearances_required_for_new_projects.pdf
http://morth.nic.in/
http://www.nhai.org/
http://www.nhai.org/
http://moud.gov.in/
http://www.cwc.nic.in/
http://mhupa.gov.in/Default.aspx?ReturnUrl=%2f
http://www.indianrailways.gov.in/index_new.html
http://www.indianrailways.gov.in/index_new.html
http://www.saarctenders.com/india-tenders.htm
http://www.cidc.in/new/
http://www.baionline.in/
http://www.cmaindia.org/
http://www.bmtpc.org/
http://www.in.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/services/bsc/bscn.html
https://www.jetro.go.jp/services/bsc/bscn.html
https://www.jetro.go.jp/services/bsc/bscc.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/in_mumbai/platform.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/in_mumbai/platform.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
mailto:platform-bda@jetro.go.jp
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.jccii.in/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2012/0901-4192
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001764/construction_india.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/monthly/Month236.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.cidc.in/new/aboutus3.html
http://timesofindia.indiatimes.com/
http://www.hindustantimes.com/
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スリランカの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●規制業種・禁止業種：外国資本投資を禁ずる事業活動および政府機関の承認を必

要とする事業活動の一覧表を作成しているが、建設業は対象外。 

●出資比率の制限：スリランカで設立された企業の発行済株式資本への外国資本投

資は、基本的に制限がない。 

●資本金に関する規制：株式非公開企業、株式公開企業の株式資本金額に関する、

具体的な最低資本金の要件は存在しない。 

●現地調達比率：存在しない。 

●その他の規制（「海外支店」に関する規制）：海外支店が行ってはならない商業・

取引・産業活動は貸金業、質屋業、200 万ドル未満の資本金での小売業、茶・ゴム・

ココナッツ・米の栽培業など。建設業は海外支店の禁止産業に含まれていない。 

（出所）JETRO 国・地域情報（スリランカ）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 10 - 40％）、付加価値税（標準税率 15％）、国内企業による

配当に対する課税（合計配当額の 10％、株主への配当金から源泉徴収することがで

きる）、海外の利益送金に対する課税（10％、非居住者対象）、二国間租税条約締結

済み                                                  

（出所）JETRO 国・地域情報（スリランカ）「税制」 

人口：2,111 万人（2015）首都：スリ・ジャヤワルダナプラ・コッテ（最大都市コロン

ボ 220 万人、全人口の 10%） 面積：6 万 5,607 平方キロメートル（北海道の約 0.8 倍） 

宗教：仏教徒（70.0％）ヒンドゥ教、イスラム教 

GDP：812.5 億米ドル（2015 年）      一人当たり GDP：3,849 米ドル（2015 年） 

公用語：シンハラ語、タミル語      ODA：無償・有償資金供与対象国   

インフラ水準：7 点満点中 3.9（電力 4.4/道路 4.7/空港 4.6）、安全飲料水・トイレ普及

（各々人口の 96%、95%） （出所）IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

 

  【図表 1】 スリランカの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 スリランカの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/lk/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/lk/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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スリランカの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億ドル） 

46（2011 年）、56（2012 年）、69（2013 年）、88（2014 年）  

（出所）国連統計局 

主な国内建設

企業 

MTD Walkers CML 

Access Engineering Limited  （出所）コロンボ証券取引所 

進出日系建設

企業 

（出所）OCAJI 

北野建設(株) (株)熊谷組 五洋建設(株) JFEエンジニアリング(株) 大成建

設(株) 大豊建設(株) 東亜建設工業(株) 戸田建設(株) 前田建設工業(株) 

若築建設(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）WB Doing Business ranking, historical data、世界銀行 Doing Business Ranking 2016  

DTF*

1 シンガポール → シンガポール → シンガポール → 85.1%

2 香港 → 韓国 ↑ 韓国 → 84.1%

3 韓国 → 香港 ↓ 香港 → 84.2%

4 マレーシア → 台湾 ↑ 台湾 → 81.1%

5 台湾 → マレーシア ↓ マレーシア → 78.1%

6 日本 ↑ 日本 → 日本 → 75.5%

7 タイ ↓ タイ → タイ → 72.5%

8 ブルネイ ↑ モンゴル ↑ モンゴル → 68.2%

9 モンゴル ↑ ブータン ↑ ブータン → 65.4%

10 モルディブ ↓ 中国 ↑ 中国 → 64.3%

11位 ↑ 15位 ↓ 16位 ↓ ＊順位が低いほど課題あり

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

「ビジネスのしやすさ」　アジア　順位（25か国）

2014年度 2015年度 2016年度

0

50

100

150

200

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

スリランカ

総合順位（110位/190か国）

【図表 3】 スリランカの建設業界事情 

西部メガロポリスマスタープラン（2030） 

●スリランカの GDP のおよそ 4 割を占める

首都コロンボを中心とした西部地域におけ

る、2030 年までの地域開発計画（2016 年 1

月策定）。都市開発を進めることにより雇用

の創出とさらなる経済発展を目指す。 

●バンダラナイケ空港拡張や幹線道路拡張

などのインフラ整備やスマートシティ、テ

クノシティなどの都市開発など 150 案件が

指定された。投資額は 4 兆円規模を見込む。 

（出所）WRMPP Master Plan 

海外在留邦人：1,015 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
22 

31%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
22 

31%

運輸通信
4 

5%

卸小売業
5 

7%

その他
19 

26%

総数：72社

【図表 6】 有望展開先国としてのスリランカ： ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 スリランカ政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.walkerscml.com/
http://www.accessengsl.com/
http://lk.duinvest.com/portal/LKCSE/homePage.html
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.kitano.co.jp/
http://www.kumagaigumi.co.jp/
http://www.penta-ocean.co.jp/
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.taisei.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.daiho.co.jp/
http://www.toa-const.co.jp/
http://www.toda.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://www.wakachiku.co.jp/
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
https://www.megapolis.gov.lk/downloads.php
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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スリランカ：お助け情報源 
 

 治 安 外務省海外危険情報（スリランカ） 

許 認 可 ●建設業の許可制度はないが、地元の建設業者は CIDA（Construction Industry 

Development Authority）（旧 ICTAD）へ登録する必要がある。  

●公共建設市場に参入できるのはCIDA に登録し格付け承認を受けた請負業者に限られる。 

●建設関連のガイドライン一覧（登録、入札等）（CIDA) 

●外資の国内での開発事業、海外直接投資とも投資庁（Board of Investment/BOI）が窓

口となっている。外資奨励事業は BOI 認定を受けると優遇税制（BOI 法 17 条）が適用さ

れる。申請は所定の様式で BOI の各セクター担当官まで提出する。 

公共発注者 Road Development Authority Sri Lanka Ports Authority 

Ministry of Higher Education & Highways Ministry of Power and Renewable Energy 

Ceylon Electricity Board (CEB)   

●公共調達ガイドラインとマニュアル、公共調達の公示と結果は財務省ウェブサイトを参照 

●SAARC 加盟国公共公達情報（スリランカ） 

団 体 ●スリランカ技術者協会（Institution of Engineers, Sri Lanka/IESL） 

●スリランカ建築家協会（Sri Lanka Institute of Architects/SLIA） 

●スリランカ技術法人協会(Institution of Incorporated Engineers Sri Lanka/ IIESL) 

●建設技術者協会(Society of Structural Engineers Sri Lanka/ SSESL） 

●スリランカ全国建設組合(National Construction Association of Sri Lanka/NCASL) 

●建設業会議所(Chamber of Construction Industry, Sri Lanka/ CCI) 

本邦企業支

援 機 関 

●在スリランカ日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL: (94-11）2693831  FAX:（94-11）2698629  E-mail: econjpn@co.mofa.go.jp  

●JETRO コロンボ事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL: (94-11) 2323354   FAX: (94-11) 2541221 

問い合わせは：最寄りのジェトロ国内事務所、または、ジェトロ ビジネス展開支援課プラ

ットフォーム担当（E-mail: platform-bda@jetro.go.jp TEl: 03-3582-5017） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 TEL: 03-5253-8315  

● スリランカ日本人会  TEL: (94-011) 243-5784  Email: nihonjinkai.koho@gmail.com 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設業界 会員海外進出事例（スリランカ進出 10 社） 

●経産省「中小企業の海外事業再編事例集」（スリランカ１事例） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（スリランカ進出事例複数） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 中堅中小企業進出支援事例（スリランカ） 

業 界 調 査 「スリランカにおける運輸インフラ開発事業と計画」（財）運輸調査局（2011 年 6 月） 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「ODA プロジェクト（無償資金協力）」 

●ニュース： Daily Mirror、Daily News  

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_006.html
http://www.ictad.lk/index_en.html
http://www.ictad.lk/index_en.html
http://www.ictad.lk/sub_pgs/publications.html
http://www.investsrilanka.com/images/publications/pdf/Structured_Projects_Proposals.pdf
http://www.investsrilanka.com/investor_relation_center
http://www.rda.gov.lk/index.htm
http://www.slpa.lk/
http://www.mohsl.gov.lk/web/
http://powermin.gov.lk/english/
http://www.ceb.lk/
http://www.treasury.gov.lk/web/guest/procurement
http://www.saarctenders.com/sri-lanka-tenders.htm
http://www.iesl.lk/
http://www.slia.lk/
http://www.iie.lk/
http://www.ssesl.lk/
http://www.ncasl.lk/
http://www.buildsrilanka.com/ccisl/Index.htm
http://www.lk.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/lk_colombo/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
mailto:platform-bda@jetro.go.jp
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://srilanka-nihonjinkai.r-cms.biz/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.meti.go.jp/press/2015/06/20150616001/20150616001c.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://search.jbic.go.jp/bizasp/index.php?q=%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%82%AB&corpId=atc130020&en=&layout=1&hits=20&sg=1&ds=1&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.dailymirror.lk/
http://www.dailynews.lk/
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パキスタンの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 

 

規制 

 

 

●規制業種・禁止業種：ほぼすべてのビジネスセクターは、外国直接投資に開放さ

れているが、一部の産業（製造業・工業部門、非製造業部門、禁止される工業部門）

についてはパキスタン政府による認可が必要である。 

●出資比率：すべてのセクターにおいて外資 100％での企業設立が可能で、建設業に

ついても出資の制限はない。小売業などのサービス業も 100％外資での参入が可能。

ただし、農業分野は、会社法に基づいて設立された農業経営法人の場合にのみ 100％

が認められ、それ以外の農業分野に対する投資は 60％が上限である。 

●その他の規制： 

・土地の所有：外国人の土地の購入は、パキスタン政府の許可が必要。 リースの場

合は 50 年間が限度（さらに 49 年間の延長可能）。 

・現地調達規制：国産化規制、現地生産部品の利用制度は廃止されたが、国産可能

な現地生産が可能な部品を輸入する場合は追加関税が適用されている。 

（出所） JETRO 国・地域情報（パキスタン）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率：32％）、個人所得税（累進課税、最高税率 35％）、付加価値

税（標準税率 17％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％）、二国間租

税条約締結済み、二重課税防止条約締結済み  

（出所）JETRO 国・地域情報（パキスタン）「税制」 

人口：1 億 8,987 万人（2015） 首都：イスラマバード（最大都市カラチ 2,283 万人、全

人口の 12%）面積：79.6 万平方キロメートル（日本の約 2 倍） 宗教：イスラム教（国教） 

GDP：2,710.5 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：1428 米ドル（2015 年） 

公用語：ウルドゥー語（国語），英語（公用語） ODA：無償・有償資金供与対象国 

政治体制：連邦共和制        インフラ水準：7 点満点中 2.7（電力 2.4/ 道路 3.8）、

安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 91％、64%） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 パキスタンの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 パキスタンの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/pk/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/pk/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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パキスタンの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億ドル） 

37（2011 年）、40（2012 年）、41（2013 年）、49（2014 年） 

（出所）国連統計局 

主な国内建設企業 

 

Brisk International (Pvd.) Ltd.、Al Baraka Construction Co., 

Ltd. (BCC)           （出所）パキスタン建設会社一覧 

進出日系建設企業 大成建設(株)、飛島建設(株)     (出所) OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

DTF*

1 シンガポール → シンガポール → シンガポール → 85.1%

2 香港 → 韓国 ↑ 韓国 → 84.1%

3 韓国 → 香港 ↓ 香港 → 84.2%

4 マレーシア → 台湾 ↑ 台湾 → 81.1%

5 台湾 → マレーシア ↓ マレーシア → 78.1%

6 日本 ↑ 日本 → 日本 → 75.5%

7 タイ ↓ タイ → タイ → 72.5%

8 ブルネイ ↑ モンゴル ↑ モンゴル → 68.2%

9 モンゴル ↑ ブータン ↑ ブータン → 65.4%

10 モルディブ ↓ 中国 ↑ 中国 → 64.3%

18位 ↓ 21位 ↓ 21位 → ＊順位が低いほど課題あり

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

「ビジネスのしやすさ」　アジア　順位（25か国）

2014年度 2015年度 2016年度

0

50
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200

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

パキスタン

総合順位（144位/190か国）

【図表 3】 パキスタンの建設業界事情 

第 11 次 5 か年計画（2013-2018） 

開発計画全体投資額の 48％にあたる合計 3

兆 3,740 億ルピーをインフラ開発に投資す

る。最も注力するのは交通分野で、中国か

ら経済協力を受けながら高速道路や港湾の

整備を進めるとしている。 

分野 投資予定額 

エネルギー 1 兆 1,280 億ルピー 

交通 1 兆 5,810 億ルピー 

上下水道 5,920 億ルピー 

施設計画（地方） 650 億ルピー 

燃料関連 80 億ルピー 

※1 パキスタンルピー＝約 1 円（参考） 

（出所）パキスタン第 11 次 5 か年計画（2013-2018） 

 

 

 

海外在留邦人：968 人（2015 年、外務省） 

 

 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
3 

4%

農林水産業
1 

1%

鉱工業
23 

28%

運輸通信
6 

7%卸小売業
1 

1%

その他
48 

59%

総数：82社

【図表 6】 有望展開先国としてのパキスタン：有望理由と課題 

【図表 5】 パキスタン政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.brisk.com.pk/index.html
http://www.albaraka-co.com/index.aspx
http://www.albaraka-co.com/index.aspx
http://pakistani.pk/category/construction/construction-services/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.tobishima.co.jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://pc.gov.pk/uploads/plans/Ch3a-PSDP.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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パキスタン：お助け情報源 
 

 治 安 外務省危険情報（パキスタン） 

許 認 可 ●パキスタン・エンジニアリング協会 (Pakistan Engineering Council)：建設業はエンジニ

アや請負業者を登録し、免許を取得する必要がある。 

公共発注者 ●Public Procurement Regulatory Authority（公的調達規制委員会） 

●SAARC 加盟国公共調達情報（パキスタン） 

●計画・開発省(PC)、運輸省、水利・電力省(MOWP)、鉄道省、住宅・公共事業省、 

港湾・船舶省(MOPS)、国道公団(NHA)、パキスタン民間航空局、水利電力開発公社(WAPDA) 

団 体 ●建築デベロッパー協会 (Association of Builders and Developers)：建設会社・開発会社の

事業団体 

本邦企業支

援 機 関 

●在パキスタン日本国大使館  

日本企業支援窓口（インフラプロジェクト専門官配置） 

TEL:（92-51）907-2216   FAX:（92-51）907-2355  E-mail: kigyoshien@ib.mofa.go.jp 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 

TEL: 03-5253-8315 FAX: 03-5253-1562 

●JETRO カラチ事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL: (92-21) 3563-0727  FAX: (92-21) 3563-0733 

●JICA パキスタン事務所 TEL:（92-51）9244-508～7  FAX:（92-51） 9244-508 

●イスラマバード日本商工会 (The Japanese Association of Commerce and Industry in 

Islamabad) 

ADD: 1st Floor, Plot No. 55-C, U-FONE TOWER, Jinnah Avenue, Islamabad 

●カラチ日本商工会 (The Japanese Association of Commerce and Industry in Karachi) 

ADD: Floor #14-A, The Harbour Front, Dolmen City, HC-3, Block-4, Scheme-5, Clifton, 

Karachi 75600 

●ラホール日本人会 

●在カラチ日本国領事館 

進出・進出

支 援 事 例 

●パキスタンへ進出（はじめて海外進出に取り組みたい） JETRO 

●ジェトロ活用事例：柔道着レンタルでビジネスモデルを構築 ※投資貿易相談を活用 

業 界 調 査 ●パキスタンの業種別関連法・関係機関ガイド（2015 年 5 月） JETRO 

そ の 他 ●JETRO「パキスタンの有力企業グループ」（2016 年 3 月） 

●「パキスタン 政治・経済・産業の手引き」（2014 年版）カラチ日本商工会・編著 

●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ニュース：Asian Correspondent、Daily Explorer 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_011.html
http://www.pec.org.pk/
http://www.ppra.org.pk/
http://www.saarctenders.com/pakistan-tenders.htm
http://www.pc.gov.pk/
http://www.communication.gov.pk/
http://www.mowp.gov.pk/
http://www.railways.gov.pk/
http://www.housing.gov.pk/
http://www.mops.gov.pk/
http://nha.gov.pk/
http://www.caapakistan.com.pk/
http://www.wapda.gov.pk/
http://abad.com.pk/
http://www.pk.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/pk_karachi/
https://www.jica.go.jp/pakistan/office/index.html
http://ameblo.jp/lahorenihonjin/
http://www.kr.pk.emb-japan.go.jp/j/
https://www.jetro.go.jp/worldtop/asia/pk/fdi/f-basic/
https://www.jetro.go.jp/case_study/azcom.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2015/02/fb6f9c0afbd7c45d.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2016/02/8a5340f9eebbef10.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001955/pk_economic.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://asiancorrespondent.com/section/pakistan/
http://dailyexplorer.net/
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バングラデシュの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●規制業種・禁止業種：禁止業種は 4 業種（武器・弾薬製造、貨幣製造など）、規制

業種は 17 業種。いずれの項目にも建設業は含まれていないが、港湾建設について

は政府による事業認可が必要。 

●出資比率：原則、外資の 100％出資可。業種によっては出資金額、出資比率につい

ての規制がある。外国資本の合弁は民間部門、公共部門とも可能。また、原則、金

融業以外の業種であれば最低払込資本金の規制はない。土地所有についても会社登

記されていれば外国企業でも所有は可能（個人は不可）。 

●その他の規制：国産化率や現地調達義務、輸出義務などに関する規制はない。 

（出所） JETRO 国・地域情報（バングラデシュ）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（株式上場企業 25％、非上場企業 35％※）、個人所得税（10～30％、年

収により 6 段階の課税）、付加価値税（標準税率 15％）、日本への利子・配当送金課

税（最高税率各々10％、30％）、二国間租税条約締結済み 

※2019 年 6 月までに開始されるインフラ事業（有料道路・地下鉄・港湾建設など）については実

施事業者の法人税を減免するとしている。 （出所）JETRO 国・地域情報（バングラデシュ）「税制」 

 

人口：1 億 5,986 万人（2015）  首都：ダッカ（1,624 万人、全人口の 10%） 

面積：14 万 7 千平方キロメートル（日本の約 4 割）宗教：仏教、道教、キリスト教 

GDP：2,065.3 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：1292.0 米ドル（2015 年） 

公用語：ベンガル語（国語） ODA： 無償・有償資金供与対象国 

政治体制：共和制      インフラ水準：7 点満点中 2.8（電力 3.2/ 道路 2.9）、

安全飲料水・トイレ普及（各々人口の 87%、61%） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 バングラデシュの GDP 成長率、消費者物価上昇率の推移 

【図表 2】 バングラデシュの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/asia/bd/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/asia/bd/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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バングラデシュの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億ドル） 

77（2011 年）、83（2012 年）、106（2013 年）、117（2014 年）  

（出所）国連統計局 

主な国内建設企業 

（出所）ダッカ証券取引所 

 

Bangladesh Building Systems、 

Confidence Cement、Eastern Housing 

非上場建設関連会社：MAX Group、Haider Construction (Pvt) 

Limited、 

GASMIN Limited、ASFER Group 

進出日系建設企業 

(出所) OCAJI 

(株)大林組 (株)クボタ工建 清水建設(株) 東急建設(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「我が国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」、世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

11 フィリピン 10.0% マレーシア 6.2% マレーシア 6.8%

12 マレーシア 9.2% ロシア 5.5% シンガポール 4.8%

13 トルコ 5.2% シンガポール 4.6% 台湾 4.6%

14 シンガポール 5.0% トルコ 3.9% ドイツ 4.1%

15 カンボジア 4.0% 韓国 3.9% ロシア 3.5%

16 韓国 4.0% 台湾 3.7% 韓国 3.1%

17 台湾 3.8% カンボジア 3.2% トルコ 2.5%

18 ドイツ 1.8% ドイツ 3.2% カンボジア 2.5%

19 フランス 1.4% サウジアラビア 1.6% オーストラリア 2.3%

20 サウジアラビア 1.4% バングラデシュ 1.4% イラン 1.7%

20 南アフリカ 1.4% ラオス 1.4%

25位 1.2% ＊順位が低いほど課題あり

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)
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【図表 3】 バングラデシュの建設業界事情 

第 7 次 5 か年計画（2016-2020） 

2015 年策定。PPP も活用しながら GDP 年

平均 3%程度をインフラ開発に投資する。 

●年間予算に占めるインフラ整備費の割合 

2011 2012 2013 2014 2015 

30.8％ 35.3％ 33.9％ 32.1％ 38.5％ 

*電力・エネルギー分野含む。 

●交通インフラ整備予算（2016-2020 年）：

年間 1 兆 5,518 億タカ（割合：橋梁 42.8%、

道路 23.8%、鉄道 22.2%、空港・港湾 7.3%、

船舶 4.0%） ※1 タカ = 約 1.5 円（参考）  

海外在留邦人：985 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
6 

3%

農林水産業
8 

3%

鉱工業
105 
43%

運輸通信
23 
9%

卸小売業
41 

17%

その他
60 

25%

総数：243社

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのバングラデシュ：順位と課題 （参考） 

【図表 5】 バングラデシュ政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.dsebd.org/company%20listing.php
http://www.bbspeb.com/
http://www.confidencecement.com/php_files/standard/user_home/user_home.php?home=yes&tm=main
http://www.easternhousing.com/
http://maxgroup-bd.com/
http://www.hclbd.com/
http://www.hclbd.com/
http://www.gasmin.com/index.html
http://www.afsergroup.com/index.php
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.kubota-const.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.tokyu-cnst.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/press/press-2014/1128-32466
http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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バングラデシュ：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（バングラデシュ） 

許 認 可 建設業の許可制度はない。 

 一般的な外国企業の会社設立においては、商業登記所、投資庁、中央銀行、国家歳入庁等

への登録が必要である。 

公共発注者 ●Central Procurement Technical Unit 

●e-GP（入札情報） 

●運輸省(Ministry of Communication/MOC)道路・橋、住宅・公共事業省(MOHPW)、 

船舶省(MOS)、鐡道省 

●SAARC 加盟国公共調達サイト（バングラデシュ） 

団 体 ● Bangladesh Association of Construction Industry (BACI) 

本邦企業支

援 機 関 

●在バングラデシュ日本大使館 日本企業支援窓口   

TEL:（880-2）881-0087 FAX:（880-2）881-6737 E-mail: nihonkigyoshien@dc.mofa.go.jp 

●JETRO 中小企業海外展開現地支援プラットフォーム（ダッカ） 

TEL: 03-3582-5017   E-mail: platform-bda@jetro.go.jp /   

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 

TEL: 03-5253-8315 FAX: 03-5253-1562 

● ダッカ日本商工会、バングラデシュ日本人会、ダッカ日本人会 

進出・進出

支 援 事 例 

●「バングラデシュ進出日系企業の最前線」（2015 年 5 月）JETRO 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（バングラデシュ進出 4 社）  

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（バングラデシュ進出事例） 

●JETRO （海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 本邦企業進出支援事例（バングラデシュ） 

業 界 調 査 ●諸外国の国土政策・地域政策にかかる動向分析及び支援方策等に関する調査国別報告書

【バングラデシュ】（2015 年 3 月）国土交通省国土政策局 

そ の 他 ●「バングラデシュで仕事をするために知っておきたい 10 のポイント」JETRO 

●「バングラデシュ 投資環境まるわかり」（2015 年 1 月 21 日）JETRO 

●「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ニュース：Bangladesh Business News、 Bangladesh Monitor 

●ダッカ日本商工会会員一覧  

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_012.html
http://www.cptu.gov.bd/
https://www.eprocure.gov.bd/
http://www.moc.gov.bd/
http://www.mohpw.gov.bd/
http://www.mos.gov.bd/
http://www.railway.gov.bd/
http://www.saarctenders.com/bangladesh-tenders.htm
http://www.baci-bd.org/
http://www.bd.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/bd_dhaka/platform.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.jciad.com/
http://www.e-jaban.com/page-235/
https://dhakanihonjinkai.jimdo.com/
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2015/02/e18c6e8a442398ab.html
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://search.jbic.go.jp/bizasp/index.php?q=%E3%83%90%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%87%E3%82%B7%E3%83%A5&corpId=atc130020&en=&layout=1&hits=20&sg=1&ds=1&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4
https://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/international/spw/report/1504_bangladesh.pdf
https://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/international/spw/report/1504_bangladesh.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/asia/bd/10points_inbd.html
https://www.jetro.go.jp/tv/internet/01/20150122163.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.businessnews-bd.com/
http://www.bangladeshmonitor.com/
http://www.jciad.com/%e4%bc%9a%e5%93%a1%e7%b4%b9%e4%bb%8b/
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中央アジア・コーカサス 

アゼルバイジャン 

ウズベキスタン 

カザフスタン 
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中央アジア・コーカサス地域の投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

（出所） 図表 2：世界銀行 Doing Business 

Ranking 2016、図表 3：JETRO 投資コスト比較 

 

 

 

総合順位 事業立上 建設許可 電力供給 不動産登録  与信取得 投資家保護 税金支払 国際交易 契約履行 破産手続
グルジア 16 8 8 39 3 7 7 22 54 16 106
ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ 35 45 22 75 18 75 3 60 119 9 37

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ 65 5 127 105 22 118 32 40 83 44 86
ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ 87 25 147 83 75 44 70 138 165 38 77

(単位：米ドル） キエフ タシケント アルマトイ ｳﾗｼﾞｵｽﾄｯｸ ｻﾝｸﾄﾍﾟﾃﾙｽﾌﾞﾙｸﾞ モスクワ

製造業ワーカー
（一般工職）

159～243/

月
430/月 591/月 502～872/月 648～937/月

661～

1,120/月

法定最低賃金 58/月 46/月 115/月 107/月 170/月 297/月

社会保険負担率
（事業者負担率）

36.76～

49.7％ *1
25% 10％　*2

30.2～38.5％

*1
30.2～38.5％ *1

30.2～

38.5％ *1
*1: 業種の危険度によって保険料率は異なる  *2: 別途、雇用者には社会税として11％が課される。

 
（出所） 基礎情報は IMF、JETRO 国・地域情報、 

成長率は IMF WEO 2016/10（予測値 2016-20） 
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カザフスタン・キルギスタンは、

ロシア・ベラルーシ・アルメニア

とユーラシア経済連合（EAEU）

の下、人口約 1 億 8 千万人、GDP 

1.56 兆米ドル(2015)の自由貿易

市場を形成している。EAEU 諸国

は世界最大の石油・天然ガス生産

地域であり、南アジア、中国、欧

州等への供給パイプラインの開

発が経済成長の鍵を握っている。

1992 年に開始された「新ユーラ

シア大陸橋」（中国・中央アジア・

欧州を連結する道路・鉄道・架橋

等）の整備は 2020 年頃に終了。 

中央ｱｼﾞｱ･ｺｰｶｻｽ 8 か国（ｱﾙﾒﾆｱ･ｱｾﾞﾙﾊﾞｲ

ｼﾞｬﾝ･ｸﾞﾙｼﾞｱ･ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ･ｷﾙｷﾞｽ･ﾀｼﾞｷｽﾀﾝ･ﾄ

ﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ･ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ）総人口：約 8,500

万人、総 GDP：3,790 億米ドル（2015） 

広域 FTA：ユーラシア経済連合（EAEU） 

広域インフラプロジェクト： 

・新ユーラシア大陸橋整備（1992-2020） 

・石油/天然ガス既存パイプライン連結 

・EAEU 電力市場の形成（-2019） 

【図表 2】 域内諸国の「事業のしやすさ」ランキング 

【図表 3】 域内関連諸国の労働コスト比較 

【図表 1】 域内諸国の今後の経済成長率見通し 

【図表 4】  新ユーラシア大陸橋の整備 （1992-2020) 

（出所）SINOTRANS, 2012 

 

 

http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.doingbusiness.org/rankings
https://www.jetro.go.jp/world/search/cost.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
https://www.jetro.go.jp/world/
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/
http://www.fiata.com/uploads/media/FIATA_World_Congress_2013_MTI_-_Presentation_The_status_and_trend_of_the_new_Eurasian_Land-bridge_by_Mr_Zhang_Zhao__GM_of_Land_Transport_Dept.__Sinotrans___CSC_Holdings_Co.__Ltd.pdf
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アゼルバイジャンの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設業を含め外国資本の参入や外国人の就業が認められない分野はない。（内国民

待遇） 

●外国資本の出資比率規制はない。 

●国内調達率要求(local content requirement)もない。 

●土地の所有に関しては、アゼルバイジャン国・地方自治体およびアゼルバイジャ

ン企業(外国資本参加があっても良い)およぶアゼルバイジャン人のみに許される。

（土地所有権・使用権・リース権の民間売買に規制はない） 

●建物の所有と建設に関しては外国企業への規制はない。 

（出所）AZPROMO, "Doing Business in Azerbaijan 2016" 

税制 

 

法人所得税（表面税率 20％）、個人所得税（14～25％の累進課税。）、付加価値税（標

準税率 18％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％）、二国間租税条約

締結済み。日アゼルバイジャン EPA 及びユーラシア経済連合（EAEU）EPA は未締結。 

（出所）AZPROMO, "Doing Business in Azerbaijan 2016" 

 

 

人口：942 万人（2015 年） 首都：バクー（272.5 万人、全人口の 29%）  

面積：8 万 6,600 平方キロメートル（日本の約 4 分の 1）宗教：イスラム教（シーア派） 

GDP：540 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：5,739 米ドル（2015 年） 

公用語：アゼルバイジャン語 ODA:有償資金対象国   政治体制：共和制  

インフラ水準：7 点満点中 4.3（電力 5.1/道路 4.4/空港 5.3）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 87%/89%）（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 アゼルバイジャンの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 アゼルバイジャンの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://www.azpromo.az/uploads/publications/dba2016/index.html
http://www.azpromo.az/uploads/publications/dba2016/index.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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アゼルバイジャンの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

52（2011 年）、70（2012 年）、86（2013 年）、94（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

（出所）バクー証券取引所 

Akkord_Industry_Construction_Investment_Corporation 

その他非上場建設関連会社：AF Holding、PASHA Holding 

進出日系建設企業 海外建設協会(OCAJI)会員企業の進出はない。   （出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

 

DTF*

11 ハンガリー ↓ アルメニア ↓ ハンガリー ↓ 73.1%

12 モンテネグロ ↑ ベラルーシ ↑ キプロス ↑ 72.7%

13 ロシア ↑ ロシア → アルメニア ↓ 73.6%

14 ルーマニア ↓ モルドバ ↑ モルドバ → 72.8%

15 アゼルバイジャン ↓ モンテネグロ ↓ モンテネグロ → 72.1%

16 コソボ ↑ トルコ ↓ ベラルーシ ↓ 74.1%

17 ベラルーシ ↑ カザフスタン ↑ カザフスタン → 75.1%

18 キルギス ↓ キプロス ↓ セルビア ↑ 72.3%

19 クロアチア ↓ コソボ ↓ アゼルバイジャン ↑ 68.0%

20 カザフスタン ↓ アゼルバイジャン ↓ トルコ ↓ 67.2% *順位が低いほど課題あり

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

2014年 2015年 2016年

「ビジネスのしやすさ」　ロシア・東欧・中央アジア　順位（28か国）
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【図表 3】 アゼルバイジャンの建設業界事情 

●海運：Alyat 新国際港のための土木・建築
工事 
●鉄道輸送：Baku–Alyat–Beyuk Kesik を
結ぶ鉄道（Alyat 新国際港とグルジア・アゼ
リ国境を結ぶ）の改修工事（10 億ユーロ） 
●道路と橋梁：バクー湾を通る 14km の高速
道路橋を建設する高速道路整備プロジェク
ト（BOT 方式の建設費は 1.5~18 億米ドル） 
● 航空：新しい航空経路の立ち上げ。航空
サービスの開発。空港内の店舗の開設。 
●物流施設： Alyat 新国際港に国際物流セ
ンター(100ha)を PPP で建設。（総投資額
2.1 億ユーロ） 
●アゼルバイジャンは、ヨーロッパ～コーカ
サ ス ～ ア ジ ア 輸 送 回 廊 TRACECA 
programme の重要な部分（カスピ海～黒
海）を担っており、上記のインフラ事業以
外にも、鉄道・高速道路等の改修・新設工
事が今後も継続的に出てくると見込まれ
る。（出所）East Invest（東欧地域投資貿易促進機関） 

※1 ユーロ＝約 121 円（参考） 

海外在留邦人：53 人（2015 年、外務省） 
 

 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
0 

0%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
3 

27%

運輸通信
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0%

卸小売業
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0%

その他
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73%

総数：11社

【図表 6】 有望展開先国としてのアゼルバイジャン：ビジネスのやりやすさと課題 

【図表 5】 アゼルバイジャン政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://bfb.az/eng/
http://akkord.az/
http://www.afholding.com/
http://www.pasha-holding.az/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=1&ved=0CCwQFjAA&url=http%3A%2F%2Fwww.traceca-org.org%2Ffileadmin%2Ffm-dam%2FInvestment_Forum%2FAZB1-Rehabilitation%2520of%2520Railway%2520Segment.ppt&ei=gxmRT6CtI8LQhAeS4-SSBA&usg=AFQjCNHmQDEo6xp
http://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=1&ved=0CCwQFjAA&url=http%3A%2F%2Fwww.traceca-org.org%2Ffileadmin%2Ffm-dam%2FInvestment_Forum%2FAZB1-Rehabilitation%2520of%2520Railway%2520Segment.ppt&ei=gxmRT6CtI8LQhAeS4-SSBA&usg=AFQjCNHmQDEo6xp
http://www.roadtraffic-technology.com/news/newsdong-sang-engineering-completes-baku-bay-bridge-feasibility-study-in-azerbaijan/
http://www.roadtraffic-technology.com/news/newsdong-sang-engineering-completes-baku-bay-bridge-feasibility-study-in-azerbaijan/
http://www.traceca-org.org/en/investments/investment-projects/detail/?tx_tracecainvprojectstable_pi3%5buid%5d=26&cHash=df173520e08bebef3fb1eea82ea0350d
http://www.traceca-org.org/en/investments/investment-projects/detail/?tx_tracecainvprojectstable_pi3%5buid%5d=26&cHash=df173520e08bebef3fb1eea82ea0350d
http://www.traceca-org.org/en/countries/azerbaijan/
http://www.traceca-org.org/en/countries/azerbaijan/
http://www.traceca-org.org/en/countries/azerbaijan/azerbaijan-in-traceca/
http://www.traceca-org.org/en/countries/azerbaijan/azerbaijan-in-traceca/
http://www.east-invest.eu/en/Investment-Promotion/Azerbaijan-2/AZ-transport-and-logistics
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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アゼルバイジャン：お助け情報源 
 

 治 安 外務省危険情報（アゼルバイジャン） 

許 認 可 ●外国企業が投資をする際には、税務省に商業法人登記をする。(準拠法 The Law on State 

Registration of Legal Entities and State Register に登記手続きに必要な書類と手順が記

載されている) 

●2016 年にアゼルバイジャン許認可検索ポータル：ICAZELER が開設され、87 種類の許

可と 25 種類のライセンスの概要につき検索できるようになった。 

●建設業（Tikinti）については、建物・施設の建設に関する設計、建設、そして、エンジニ

アリングについては、各々経済省から免許を取得する必要がある。加えて、緊急事態省

(Ministry of Emergency Situations) と厚生省(Ministry of Public Health)からも許可が必

要。（出所）ICAZELER, “Tikinti”検索結果  

●すべてのライセンスの発行は経済省が所管しており、ASAN Service Center または専用

e-portal でワンストップサービスが受けられる。 

公共発注者 ●経済省、教育省、交通省、通信・高度技術省、 干拓・水管理省 

●国家調達庁 （State Procurement Agency） 

団 体 ●アゼルバイジャン商工会議所（CCI/Azerbaijan Republic Chamber of Commerce and 

Industry） 

●Azerbaijan Export and Investment Promotion Foundation (Azpromo) 

●National Confederation of Entrepreneurs (ASK) 

本邦企業支

援 機 関 

●在アゼルバイジャン日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL:（994-12）490-7818～19  FAX:（994-12）490-7817～20   

E-mail: economic@bk.mofa.go.jp  

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●JETRO 本邦企業海外事業展開の支援事例（アゼルバイジャン） 

●日本アゼルバイジャン経済委員会 メンバー一覧 

●成功事例：都市鉄道輸送エンジニアリング会社大手、Systra (仏)は、MottMacDonald (チ

ェコ) および SAMAN (韓国)とコンソーシアムを組成し、バクー地下鉄の設計の国際競争

入札（2009 年）を落札している。 

業 界 調 査 ● East Invest（東欧地域投資貿易促進機関）"Azerbaijan Transport and Logistics: Sector 

Outlook" 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●中央アジア建築請負会社一覧（アゼルバイジャン企業複数含む）：Go4Construction  

●アゼルバイジャン商工会議所（CCI）会員企業一覧 

●ニュース：Azerbaijan、Metbuat、NEWS、Today 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_152.html
http://www.icazeler.gov.az/en/
http://www.icazeler.gov.az/az/licenses?header_search=Tikinti
http://asan.gov.az/
http://www.economy.gov.az/index.php?lang=en
http://www.edu.gov.az/
http://www.mot.gov.az/
http://www.mincom.gov.az/
http://www.mst.gov.az/
http://tender.gov.az/new/index.php?inc=tender
http://www.chamber.az/index_en.html
http://www.chamber.az/index_en.html
http://azpromo.az/
http://ask.org.az/
http://www.az.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://search.jbic.go.jp/bizsearch_asp/search?q=%E3%82%A2%E3%82%BC%E3%83%AB%E3%83%90%E3%82%A4%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%83%B3&p=1&not=&n1_2l=&n1_2h=&corpId=atc130020&sg=1&sgNum=20&layout=1&hits=20&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4&t%5B%5D=1
http://www.rotobo.or.jp/activities/committees/az/az.pdf
http://www.systra.com/SYSTRA-to-carry-out-feasibility-studies-for-extensions-to-the-Bakou-metro
http://www.mottmac.cz/?lang=en-GB
http://www.east-invest.eu/en/Investment-Promotion/Azerbaijan-2/AZ-transport-and-logistics
http://www.east-invest.eu/en/Investment-Promotion/Azerbaijan-2/AZ-transport-and-logistics
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.go4construction.com/jp/company_search.php?discipline=208&location=349
http://www.chamber.az/page.html?id_node=297
http://www.azerbaijan.az/portal/index_e.html?lang=en
http://metbuat.az/
http://news.az/
http://www.today.az/
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ウズベキスタンの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設業を含め外国資本の参入が認められない分野はない。ただし、公共の利益・

安全・健康にかかわる 74 種類の業務には所管省庁のライセンスが必要となる。そ

の中に、通信分野における設計・建築が含まれる。ライセンス期間は 5-15 年だが、

初回申請の場合は 5 年以下になる可能性が高い。詳細は UZINFOVEST（ウズベ

キスタン情報支援・外国投資促進庁）："Licensing"を確認すること。 

●外国人の就業が認められない分野はない。ただし、就業活動を行なうためにウズベキ

スタンに入国する外国人は、使用者が雇用許可証を有しており、その外国人の名

義で交付された労働活動の権利の確認書（労働許可証）がある場合に限って、ウ

ズベキスタン国内で就業することができる。 

●出資比率規制はない。外国投資家は企業を設立することができるほか、既に設立

された企業に資本参加し、また私有化される企業を買収することができる。 

（出所）JETRO国・地域別情報（ウズベキスタン）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 7.50％）、個人所得税（最高税率 23%*）、付加価値税（標準

税率 20％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％、15％）、二国間租税

条約締結済み、日ウズベキスタン EPA 及び日本と CIS 自由貿易圏(CISFTA)との EPA

は未締結。 

*法定最低賃金の 10 倍を超える場合、法定最低賃金の 5 倍に対し法定賃金 5 倍以下の税率（8.5％）

によって算出された額と、法定最低賃金の 5 倍を超える収入に対し税率 17％によって算出された

額と、法定最低賃金の 10 倍を超える収入に対し税率 23％によって算出された額の合計 

（出所）JETRO 国・地域別情報（ウズベキスタン）「税制」 
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GDP成長率（％） インフレ率（％）

人口：3,097 万人（2015 年） 首都：タシケント（278.5 万人、全人口の 9%） 

面積：44 万 7,400 平方キロメートル（日本の約 1.2 倍） 宗教：イスラム教（スンニ派） 

GDP：655 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：2,115 米ドル（2015 年） 

公用語：ウズベク語         ODA: 無償・有償資金対象国 

政治体制：共和制     インフラ水準：安全飲料水・トイレ・電力普及（各々

人口の 87%/100%/100%）   （出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/世銀 

  
【図表 1】 ウズベキスタンの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ウズベキスタンの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://www.uzinfoinvest.uz/eng/investment_guide/business_expenses/starting_a_new_business/licensing/
http://www.uzinfoinvest.uz/eng/investment_guide/business_expenses/starting_a_new_business/licensing/
https://www.jetro.go.jp/world/russia_cis/uz/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/russia_cis/uz/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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ウズベキスタンの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

28（2011 年）、33（2012 年）、34（2013 年）、39（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

ウズベキスタン証券取引

所 

QURILISH BIRLASHMASI. JSC O'zneftgazqazibchiqarish 
O'zbekgidroenergoqurilish Naqlgazmaxsusqurilish 
Qashqadaryo neft-gaz qurilish va ta''mirlash 
Toshneftegazqurilish 

非上場の建設会社：MURAD Buildings 

進出日系建設企業 清水建設(株)                                 （出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 ジョージア → マケドニア ↑ マケドニア → 81.7%

2 ラトビア → ラトビア → ラトビア → 80.6%

3 リトアニア → リトアニア → リトアニア → 78.8%

4 マケドニア ↑ ジョージア ↓ ジョージア → 80.2%

5 ポーランド ↓ チェコ共和国 ↑ ポーランド ↑ 77.8%

6 チェコ共和国 → ポーランド ↓ チェコ共和国 ↓ 76.7%

7 アルメニア ↑ ルーマニア ↑ ルーマニア → 74.3%

8 キプロス ↓ ブルガリア ↑ ロシア ↑ 73.2%

9 ブルガリア ↓ ハンガリー ↑ ブルガリア ↓ 73.5%

10 トルコ ↑ クロアチア ↑ クロアチア → 73.0%

27位 → 27位 → 26位 ↑ *順位が低いほど課題あり

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

「ビジネスのしやすさ」　ロシア・東欧・中央アジア　順位（28か国）

2014年 2015年 2016年

0

50

100

150

200

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

ウズベキスタン

総合順位（87位/190か国）

【図表 3】 ウズベキスタンの建設業界事情 

2015-2019 年インフラ開発近代化計画：以下含む 

・2015-2020 年: 光ファイバー通信網の建設。投資

額 4,830 万米ドル（所管：情報技術通信発展省） 

・2016 – 2020 年: Kandim - Gazly – Mysken 間

325.6 km の鉄道建設。総投資額 4 億米ドル 

（所管：ウズベキスタン鉄道公社 SJSRC） 

・2017 – 2020 年: Bukhara - Urgench 間 453 km

の鉄道電化工事。政府予算 2.5 憶米ドル 

（所管：SJSRC） 

・2015– 2019 年: Tashkent-Samarkand 間の高速

旅客鉄道のためのインフラ工事。総額 3.7 億米ドル 

・2019–2022 年: Kokand- Margilan – Andijan 間

141 km の電化工事。2.1 億ドル（所管：SJSRC） 

・2016 – 2018 年: タシケント国際空港第 4 ターミ

ナルの新設（毎時 1500 人規模）。3.1 億米ドル 

（所管：ウズベキスタン航空） 

 

海外在留邦人：126 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
1 

5%

農林水産業
0 

0%鉱工業
1 

6%

運輸通信
5 

28%

卸小売業
7 

39%

その他
4 

22%

総数：18社

【図表 6】 有望展開先国としてのウズベキスタン：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ウズベキスタン政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
https://uzse.uz/
https://uzse.uz/
http://www.goldenpages.uz/en/company/?Id=79298
http://www.ungd.uz/
http://uzbekgidroenergoqurilish.uz/?lang=en
http://www.naqlgazmaxsusqurilish.uz/
http://www.uzinfoinvest.uz/files/000010_Qashqadaryo.pdf
http://www.tngk.uz/index.php/ru/ustav-rus/169-ustav-14-08-14-rus
http://mbc.uz/en/projects
http://www.shimz.co.jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.uzinfoinvest.uz/files/Infrastructure%20projects.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ウズベキスタン：お助け情報源 
 

 

 

治 安 外務省危険情報（ウズベキスタン） 

許 認 可 ●外国企業の会社設立手続きは、法務省本省または地方当局で手続きを行う。 

●法務局への登記と同時に税務当局と統計当局への登録がワンストップサービスで実施。 

・タシケント市に登録される外資系企業の場合、法務省 

・カラカルパクスタン共和国や各州で登録される外資系企業の場合、同共和国法務省、各

州法務局 

・上記以外の場合、地区・市政府の企業登記監督署 

（出所）会社の設立手続き：JETRO ウズベキスタン外国企業の会社設立手続き、

UZINFOVEST（ウズベキスタン情報支援・外国投資促進庁）： "Starting a new business" 

公共発注者 ●ウズベキスタン航空 

●ウズベキスタン鉄道公社 SJSRC 

●ウズベキスタン商工会議所ウェブサイト “Tenders in Uzbekistan”に各省庁の調達情報が

掲載されている。 

団 体 ●ウズベキスタン商工会議所（CCI） 

本邦企業支

援 機 関 

●在ウズベキスタン日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL:（998-71）120-80-60～3  FAX: （998-71）120-80-77  E-mail: uzshien@ts.mofa.go.jp  

●JETRO タシケント事務所    TEL： 998-71-120-5591  FAX： 998-71-120-5590 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

●JICA ウズベキスタン事務所 

TEL: (998-71) 120 79 66/67,（998-71）238 59 16/17/18/19   FAX: (998-71) 120 79 68 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●タシケント日本人 OB 会 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（ウズベキスタン 1 社） 

●JETRO 本邦企業海外事業展開の支援事例（ウズベキスタン） 

●UZINFOINVEST: ウズベキスタン進出成功事例（本邦企業含む） 

業 界 調 査 ●JETRO 調査レポート「ウズベキスタン」関連 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●中央アジア建築請負会社一覧：Go4Construction （日本語） 

●ウズベキスタン建設・建築関連下請け会社 52 社： イエローページ 

●ウズベキスタン商工会議所（CCI）会員企業一覧 

●ニュース：Uzbekistan Daily、UZ Report、Review、Anons 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_183.html
https://www.jetro.go.jp/world/russia_cis/uz/invest_09.html
http://www.uzinfoinvest.uz/eng/investment_guide/business_expenses/starting_a_new_business/registering_a_company/
https://www.uzairways.com/en/tenders
http://www.railway.uz/uz/informatsionnaya_sluzhba/tendery/
http://www.chamber.uz/en/tenders/uzbekistan
http://www.chamber.uz/en
http://www.uz.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/uz_tashkent/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
https://www.jica.go.jp/uzbekistan/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.geocities.co.jp/SilkRoad/4405/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://search.jbic.go.jp/bizsearch_asp/search?q=%E3%82%A6%E3%82%BA%E3%83%99%E3%82%AD%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%B3&p=1&not=&n1_2l=&n1_2h=&corpId=atc130020&sg=1&sgNum=20&layout=1&hits=20&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4&t%5B%5D=1
http://www.uzinfoinvest.uz/eng/success_stories/
https://www.jetro.go.jp/reportstop/russia_cis/uz/reports/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.go4construction.com/jp/company_search.php?discipline=208&location=349
http://en.yellowpages.uz/rubric/construction-industrial-engineering?page=1&pagesize=10
http://www.chamber.uz/en/page/4903
http://www.uzdaily.com/
http://uzreport.uz/?lan=e
http://www.review.uz/
http://www.anons.uz/ru/
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カザフスタンの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設業を含め、外国資本の参入が認められない分野はない。外国人雇用に対する

許可は、建設期間中および投資事業開始から 1 年間は不要である。 

●外国資本参入規制には、メディア（上限は 20％）、内外の航空輸送サービス（49％）、

モバイル通信を除く電気通信（49％）などがある。（なお、同国の WTO 加盟と共に

電気通信分野の規制は解除される予定） 

●銀行や保険分野への外資参入には制限はないが、外国銀行や保険会社の支店はカ

ザフスタンでの営業は禁止されており、子会社を設立する必要がある。 

●農地の外国所有は禁止されている。 

（出所）KAZNEX INVEST: "Investor's Guide 2016"、米国商務省国際貿易局 

税制 

 

法人所得税（表面税率 20％）、個人所得税（居住者は一律 10%、非居住者は 5-20%

累進課税、付加価値税（標準税率 12％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率

各々10％、15％）、二国間租税条約締結済み。日・カザフスタン EPA 及び日本・ユー

ラシア経済連合（EAEU）EPA は未締結。 （出所）同上、みずほ銀行(2017/1/20)  

●道路・鉄道・通信・電力・架橋・トンネル等の建設分野（Civil Engineering）を

含む、優先分野（List-of-priority-kinds-of-activity）に含まれるプロジェクトに対

しては、法人所得税・土地税 10 年間・固定資産税 8 年間、輸入関税 5 年間免除な

ど優遇措置が適用される。なお優遇措置の享受には、新設企業であること、投資額

が一定額（国家予算法で指定された基準で 2 百万 MCI=約 1150 万ドル）を超える

ことが条件となる。  （出所）KAZNEX INVEST（JSC 輸出・投資国家庁） 

 

人口：1,768 万人（2015 年） 首都：アスタナ（最大都市：アルマティ 148.5 万人、

全人口の 8%） 面積：272 万 4900 平方キロメートル（日本の 7 倍） 宗教：イスラム教

（70％）、ロシア正教（26％）等 GDP：1,844 億米ドル（2015 年）  

一人当たり GDP：10,426 米ドル（2015 年）公用語：カザフ語 ODA: 有償資金対象国 

インフラ水準：7 点満点中 4.2（電力 4.5/道路 3.0/空港 4.0）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 93%/98%）（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  
【図表 1】 カザフスタンの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 カザフスタンの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://invest.gov.kz/uploads/files/2016/01/26/investors-guide-2016.pdf
https://www.export.gov/article?id=Kazakhstan-Openness-to-and-Restriction-on-Foreign-Investment
https://www.mizuhobank.com/service/custody/pdf/11.pdf
http://invest.gov.kz/uploads/files/2015/12/03/list-of-priority-kinds-of-activity-for-implementation-of-investment-projects.pdf
http://invest.gov.kz/uploads/files/2015/12/03/list-of-priority-kinds-of-activity-for-implementation-of-investment-projects.pdf
http://invest.gov.kz/pages/investicionnye-preferencii
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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カザフスタンの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

124（2011 年）、128（2012 年）、141（2013 年）、131（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

カザフスタン証券取引所 

Ecoton、KazTransOil、SAT & Company、 

その他非上場建設会社：BI Group Construction Holding 

進出日系建設企業 海外建設協会(OCAJI)会員企業の進出はない    (出所) OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

11 ハンガリー ↓ アルメニア ↓ ハンガリー ↓ 73.1%

12 モンテネグロ ↑ ベラルーシ ↑ キプロス ↑ 72.7%

13 ロシア ↑ ロシア → アルメニア ↓ 73.6%

14 ルーマニア ↓ モルドバ ↑ モルドバ → 72.8%

15 アゼルバイジャン ↓ モンテネグロ ↓ モンテネグロ → 72.1%

16 コソボ ↑ トルコ ↓ ベラルーシ ↓ 74.1%

17 ベラルーシ ↑ カザフスタン ↑ カザフスタン → 75.1%

18 キルギス ↓ キプロス ↓ セルビア ↑ 72.3%

19 クロアチア ↓ コソボ ↓ アゼルバイジャン ↑ 68.0%

20 カザフスタン ↓ アゼルバイジャン ↓ トルコ ↓ 67.2% *順位が低いほど課題あり

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

2014年 2015年 2016年

「ビジネスのしやすさ」　ロシア・東欧・中央アジア　順位（28か国）

0
20
40
60
80

100
120

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

カザフスタン

総合順位（35位/190か国）

【図表 3】 カザフスタンの建設業界事情 

●PPP によるインフラ開発案件に以下が含まれる。 

・Almaty 鉄道バイパス(BTO)事業(2017-2019)：

27km、13 鉄道橋、7 高架、投資額 2.97 億米ドル。 

・Shymkent 市バイパス高速道路 (BTMO)事業

（2017-2020）：48km、投資額 9500 万米ドル。 

・Mangyshlak-Bautino 間、鉄道建設・運営(BTO)

事業(2017-2018)、投資額 2.56 億米ドル。 

●交通インフラ分野では以下が含まれる。 

・農産物貯蔵・加工のための輸送・物流センターの

建設事業（2017-2020）投資額 3600 万米ドル（内、

約 8 割は民間資金） 

●エネルギー分野では以下が含まれる。 

・風力発電(計 300MW)の建設・運営事業（2017-18）

投資総額 4.2 億米ドル（内、50％は民間資金） 

・150MW 太陽光発電所の建設事業（2017-2019)

投資額 1.1 億米ドル（西カザフ工業区向け給電） 

（出所）カザフスタン政府投資促進機関 

海外在留邦人：153 人（2015 年、外務省） 
 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
2 

5%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
10 

22%

運輸通信
6 

13%

卸小売業
9 

20%

その他
18 

40%
総数：45社

【図表 6】 有望展開先国としてのカザフスタン：ビジネスのやりやすさと課題 

【図表 5】 カザフスタン政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.kase.kz/en
http://www.ecoton.kz/
http://www.kaztransoil.kz/en/?675593979
http://www.sat.kz/
http://construction.bi-group.kz/en/about/us/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://invest.gov.kz/pages/projects
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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カザフスタン：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（カザフスタン） 

許 認 可 ●建築（architecture）、都市計画、建設にはライセンスの取得が必要。 

●建設関連ライセンスは Electronic Government （Construction）から申請・取得できる。 

（出所）KAZNEX INVEST（JSC 輸出・投資国家庁）:  Investor's Guide 2016 

●会社設立する場合は、事業登録を Electronic Government から実施する。 

●主要都市・地域に外国投資向けワンストップショップが設置されている。 

●また、政府のオンラインワンストップショップにおいて、登録すれば、必要情報の入手、

すべての許認可の申請・取得ができる。 

公共発注者 ●投資開発省（Ministry of Investment and Development）「公共調達計画 (Public 

procurement plan)」、エネルギー省、情報通信省、 厚生省、教育省 

●Kaz Munai Gas（国営ガス会社）、SAMRUK(国営鉱業会社）、カザフスタン鉄道(KTZ)、 

カザフスタン電力網運営会社（KEGOG) 

●公共入札情報サイトへのリンク（有料） 

団 体 国家実業家協会（ATAMEKEN)内、商業会議所 

本邦企業支

援 機 関 

●在カザフスタン日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL:（7-7172）97-78-43  FAX: (7-7172）97-78-42  E-mail: info@aq.mofa.go.jp  

●JETRO カザフスタン担当窓口：海外調査部ロシア NIS 課 TEL: 03-3582-1890  

●JICA キルギス共和国事務所（カザフスタンも所管している） 

TEL:（996-312）900270  FAX:（996-312） 900279 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●日本カザフスタン投資環境整備ネットワーク（日本側事務局：（財）ロシア NIS 貿易会） 

進出・進出

支 援 事 例 

●JETRO 本邦企業海外事業展開の支援事例（カザフスタン） 

●輸出・投資国家庁 KAZNEX INVEST：カザフスタン進出企業成功事例 

業 界 調 査 ●JETRO 調査レポート「カザフスタン」関連 

●EXPO 2017（アスタナ国際博覧会） 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●中央アジア建築請負会社一覧：Go4Construction （日本語） 

●ニュース： KAZInform（国営通信社）、Khabar 

●カザフスタン政府中央省庁へのリンク 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_187.html#ad-image-0
http://www.elicense.kz/LicensingContent/ActivityField?ActivityField.Id=37
http://invest.gov.kz/uploads/files/2016/01/26/investors-guide-2016.pdf
http://egov.kz/wps/portal/Content?contentPath=/egovcontent/bissness/bus_business/for_businessmen/passport/pass042_mu&lang=en
http://invest.gov.kz/pages/one-stop-shop-for-investors
http://www.baseinvest.kz/
http://www.mid.gov.kz/en/kategorii/plan-gosudarstvennyh-zakupok
http://www.mid.gov.kz/en/kategorii/plan-gosudarstvennyh-zakupok
http://www.government.kz/en/ministerstva/18709-ministry-of-energy.html
http://www.government.kz/en/ministerstva/47-ministry-of-emergency-situations.html
http://www.government.kz/en/ministerstva/33-ministry-of-health.html
http://www.government.kz/en/ministerstva/38-ministry-of-education-and-science.html
http://www.kmg.kz/en/
http://www.tks.kz/en/news/the-ministry-of-industry-and-new-technologies-of-the-republic-of-kazakhstan-and-tau-ken-samruk-jsc-signed-contract-
http://www.railways.kz/en
http://www.kegoc.kz/ru
http://www.mid.gov.kz/en/pages/links-electronic-tenders-review
http://palata.kz/en/pages/22-vneshnetorgovaya-palata-kazahstana
http://www.kz.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
tel:（7-7172）97-78-43
https://www.jica.go.jp/kyrgyz/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.jp-kz.org/kaznex/index.html
http://search.jbic.go.jp/bizsearch_asp/search?q=%E3%82%AB%E3%82%B6%E3%83%95%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%B3&p=1&not=&n1_2l=&n1_2h=&corpId=atc130020&sg=1&sgNum=20&layout=1&hits=20&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4&t%5B%5D=1
http://invest.gov.kz/albums/3
https://www.jetro.go.jp/reportstop/russia_cis/kz/reports/
https://expo2017astana.com/en/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.go4construction.com/jp/company_search.php?discipline=208&location=349
http://www.inform.kz/eng
http://khabar.kz/ru/
http://www.government.kz/en/go-ministerstva.html
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中南米地域の投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

（出所） 図表 2：世界銀行 Doing Business 

Ranking 2016、図表 3：JETRO 投資コスト比較 

 

 

 
（出所）IIRSA, "Border Integration and Facilitation" 

総合順位 事業立上 建設許可 電力供給 不動産登録  与信取得 投資家保護 税金支払 国際交易 契約履行 破産手続
メキシコ 47 93 83 98 101 5 53 114 61 40 30

ペルー 54 103 51 62 37 16 53 105 86 63 79

チリ 57 59 26 64 58 82 32 120 65 56 55

ドミニカ共和国 103 115 45 148 82 101 87 129 58 131 160

アルゼンチン 116 157 173 91 114 82 51 178 111 50 98

ブラジル 123 175 172 47 128 101 32 181 149 37 67

ベネズエラ 187 189 137 186 129 118 175 185 187 137 165

（単位：米ドル） ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ ハバナ メデジン サンティアゴ サンパウロ ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ カラカス リマ ﾒｷｼｺｼﾃｨ

製造業ワーカー
（一般工職）

938～1,241/月 598/月 471/月 608/月 769/月　*1 662/月　*1 94～160/月 459/月 323～334/月

法定最低賃金 444/月 9.79/月 215/月 348.7/月

連邦：219/月

サンパウロ州：
226-229/月

連邦：219/月

ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ州：
255.20/月(建設業

一般労働者等）

48.29/月 219/月 4.22/日

社会保険負担率
(事業主負担率)

23～27％ 14％　*2
24.848～

38.2％
4.45～6.95％ 39.45～46.05％ 39.45～46.05％ 15～17％ 9％～ 23.94%

*1: 社会保障等諸手当含む。 *2: 除く労災保険

地域統合のハブ（2015/10)
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

件数
投資総額

（億米ドル）

　　アマゾン 74 224

　　アンデス 67 286

　　カプリコン 82 163

　　ガイアナ・シールド 20 46

　　パラグアイ・パラナ水路 92 73

　　中央・大洋間 63 116
　　メルスコール・チリ 124 562
　　ペルー・ブラジル・ボリビア 24 314
　　南部アンデス 49 42

合計 593 1,824

 
（出所） 基礎情報は IMF、JETRO 国・地域情報、 

成長率は IMF WEO 2016/10（予測値 2016-2020） 
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南米諸国連合（UNASUR）は、運輸・エ

ネルギー・通信分野の IIRSA プロジェク

ト実施のための専門フォーラムとして南

米インフラ計画審議会（COSIPLAN）を

設け、2015 年 10 月現在 593 プロジェク

ト（1,824 億ドル）を推進している。輸送

分野 528 件（1,297 憶米ドル）、エネルギ

ー分野 56 件（527 憶米ドル）が最も多い。

インパクトの大きい優先プロジェクトア

ジ ェンダ（API）31 件（211 億米ドル）

を含む。アマゾン環境への配慮が複雑。 

ALADI 加盟 13 カ国 総人口： 約 5 億

49 百万人、総 GDP：4.879 兆米ドル

（Cuba 2014/他 2015） 

広域 FTA：ラテンアメリカ統合連合

ALADI、太平洋同盟、南米南部共同市

場Mercosur、北米自由貿易協定NAFTA

など多数 

広域インフラプロジェクト：南米地域イ

ンフラ統合イニシアティブ（IIRSA） 

【図表 2】 域内諸国の「事業のしやすさ」ランキング 

【図表 3】 域内諸国の労働コスト比較 

【図表 1】 域内諸国の今後の経済成長率見通し 

【図表 4】 南米地域インフラ統合イニシアティブ（IIRSA） 

http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.doingbusiness.org/rankings
https://www.jetro.go.jp/world/search/cost.html
http://iirsa.org/Page/Detail?menuItemId=78
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
https://www.jetro.go.jp/world/
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/
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アルゼンチンの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設業に関し、外国資本の参入や外国人の就業に対する規制はない。法律 21382

号（外国投資法）により外資は内資と同等の権利・義務を有するとある。  

●経済活動の振興、または現存する経済活動の拡大などを目的とした資本をアルゼ

ンチン国内に投下する外国人投資家は、本法および特別法制度、ないしは振興制度

中に含まれる諸規定に服することを条件に、憲法および諸法律が国内投資家に与え

ているものと同一の権利および義務を有する。 

●出資比率制限や外資の最低資本金等の規制もない。 

●外国投資法では、現地人の雇用義務の規定はない。外国人も含め労働者の雇用に

関する規則は労働契約法（法律 20744 号）による。 

（出所）JETRO 国・地域情報（アルゼンチン）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 35％）、個人所得税（9～35％の累進課税。）、付加価値税（標

準税率 21％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々35％）、二国間租税条約

は未締結。日アルゼンチン EPA も締結なし。 

（出所）JETRO 国・地域情報（アルゼンチン）「税制」 

人口：4,313 万人（2015 年） 首都：ブエノスアイレス（1,428 万人、全人口の 33%） 

面積：278 万平方キロメートル（我が国の約 7.5 倍）宗教：キリスト教（カトリック） 

GDP：6,304 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：14,617 米ドル（2015 年） 

公用語：スペイン語   ODA： 非対象国    政治体制：立憲共和制 

インフラ水準：7 点満点中 3.7（電力 2.7/道路 3.1/空港 4.1）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 99%/96%）  （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 アルゼンチンの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 アルゼンチンの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/ar/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/ar/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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アルゼンチンの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

268（2011 年）、292（2012 年）、293（2013 年）、275（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

 

Inversiones y Representaciones SA (IRSA)、 

Sociedad Comercial del Plata、INVAP、Loma Negra 

（出所）ブエノスアイレス証券取引所(BCBA) 

進出日系建設

企業 

海外建設協会会員で進出している企業はない。 

（出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 ペルー → チリ ↑ メキシコ → 72.3%

2 プエルトリコ → メキシコ ↑ コロンビア ↑ 70.9%

3 チリ → ペルー ↓ ペルー ↓ 70.3%

4 コロンビア → コロンビア → チリ ↓ 69.6%

5 メキシコ → プエルトリコ ↓ プエルトリコ → 69.8%

6 パナマ ↓ パナマ → コスタリカ ↑ 68.5%

7 グアテマラ ↑ ジャマイカ ↑ ジャマイカ → 67.5%

8 セントルシア ↓ グアテマラ ↓ パナマ ↓ 66.2%

9 バハマ ↑ セントルシア ↓ セントルシア → 63.1%

10 ジャマイカ ↓ コスタリカ ↑ グアテマラ ↓ 62.9%

28位 ↑ 19位 ↑ 22位 ↓ *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　中南米　順位（33か国）

2014年度 2015年度 2016年度

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

0

50

100

150

200

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

アルゼンチン

総合順位（116位/190か国）

【図表 3】 アルゼンチンの建設業界事情 

●領土戦略計画（PET）2008-2016: 最新版

は未発表 

●水力発電国家プログラム 2025：2025 年ま

でに生産能力 29GW（216TWh/年）を達成 

●原子力発電 5 カ年計画 

●2020 年戦略産業計画(2010-2020)：10 年

間で工業 GDP 倍増、新規雇用 150 万人 

・建設分野：生産 97％増のため、建設資材

の生産を2020年までにセメント2千万 t、

鉄 930 万 t、アルミ 79 万 t を達成。 

・石油化学生産:2020 年までに 1400 万 t の

ため、255 億米ドルの投資が必要。 

（所管）アルゼンチン連邦計画公共投資サービス省 

海外在留邦人：11,726 人（2015 年、外務省） 

 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
0 

0%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
14 

27%

運輸通信
3 

6%
卸小売業

30 
59%

その他
4 

8%

総数：51社

【図表 6】 有望展開先国としてのアルゼンチン：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 アルゼンチン政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.altopalermo.com.ar/
http://www.scp.com.ar/
http://invap.com.ar/es/
http://argentina.intercement.com/
http://www.bcba.sba.com.ar/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.mininterior.gov.ar/planificacion/pdf/PET-Bicentenario.pdf
http://cdi.mecon.gov.ar/bases/docelec/fc1303.pdf
http://www.mininterior.gov.ar/planificacion/pdf/Plan-Estrategico-Industrial-2020.pdf
http://www.mininterior.gov.ar/planificacion/plan-nacional.php
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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アルゼンチン：お助け情報源 
 

 

 

治 安 外務省危険情報（アルゼンチン） 

許 認 可 ●建設投資の許可取得のためは、国内企業と同様の手続きを踏む。 

事例：ブエノスアイレス市の場合、所管機関は、事業・土地登録部（Dirección General de 

Registro de Obras y Catastro/DGROC） （出所）世銀 Doing Business 

●会社を設立する場合には、会社法（法律 19550 号）に基づき、外国企業も国内企業と同

様に設立手続きを行う。外国企業の新たな会社の設立、または既存の企業への出資の場合、

自国で法的に設立されている企業であることの事前証明が必要となる。また、商業公共登

記所にて、現地法人の定款などの登録が求められる。登録は会社を設立する所在地の商業

公共登記所で行う。ブエノスアイレス市の場合は司法総監察局（Inspección General de 

Justicia：IGJ）で行う。 

（出所）JETRO 「アルゼンチン：外国企業の会社設立手続き・必要書類」 

●所管省庁：外務・宗務省「投資ガイド」  info@inversiones.gov.ar 

公共発注者 エネルギー資源省、交通省、内務・公共投資・住宅省  

●外務・宗務省の外国投資専門家無料支援：TEL: (54 11) 4819-7000  Ext. 8476 / 8561 

団 体 ●アルゼンチン建設業協会（CAMARACO） 

●その他、建設関連団体の URL：外務・宗務省情報誌 

本邦企業支

援 機 関 

●アルゼンチン日本国大使館 日本企業支援窓口   

TEL:（54-11）4318-8200   FAX: （54-11）4318-8210   

E-mail: kigyo-shien-embajada@bn.mofa.go.jp 

●JETRO ブエノスアイレス事務所  

※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL: (54-11) 4001-3182 FAX: (54-11) 4001-3183 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

●JICA アルゼンチン事務所 

TEL:（54-11）4313-8901    FAX: （54-11）4313-5778 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●在亜日本商工会議所、会員（日本企業）リスト 

業 界 調 査 ●JETRO 調査レポート（アルゼンチン関連） 

●在アルゼンチン日本国大使館： アルゼンチン経済情報（月例） 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」（アルゼンチン） 

●建設関連下請け会社の検索サイト：Go4Construction Supply Chain（アルゼンチンを含

む南米企業一覧） 

●ニュース： ブエノスアイレスヘラルド紙、ラナシオン誌 

●アルゼンチン国家計画一覧（連邦計画公共投資サービス省） 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_241.html
http://www.doingbusiness.org/data/exploreeconomies/argentina/dealing-with-construction-permits
http://www.doingbusiness.org/data/exploreeconomies/argentina/dealing-with-construction-permits
http://www.jus.gob.ar/igj.aspx
http://www.jus.gob.ar/igj.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/ar/invest_09.html
http://www.inversiones.gov.ar/
https://www.minem.gob.ar/
https://www.argentina.gob.ar/transporte
http://www.mininterior.gov.ar/licitaciones/licitaciones.php?mes=01&anio=2017
http://www.inversiones.gov.ar/atencion-al-inversor
http://www.camarco.org.ar/
http://www.inversiones.gov.ar/userfiles/folleto_bienes_de_capital_-_espanol.pdf
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/ar_buenosaires/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
https://www.jica.go.jp/argentine/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.camarajaponesa.com.ar/home/socios
https://www.jetro.go.jp/reportstop/cs_america/ar/reports/
http://www.ar.emb-japan.go.jp/ContenidoJP/07.EconomiaJP.htm
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.go4construction.com/jp/company_search.php?discipline=0&location=2
http://www.go4construction.com/jp/company_search.php?discipline=0&location=2
http://www.buenosairesherald.com/
http://www.lanacion.com.ar/
http://www.mininterior.gov.ar/planificacion/plan-nacional.php
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キューバの投資環境 
 

  

 

 

 
 

 
（出所）National Office of Statistics , Republic of Cuba より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設で外国資本の参入や外国人の就業が認められない分野はない。（国民の健康・

教育・国防に関しては規制あり） 

●建設に関して、外国出資規制のある分野はない。外国資本 100％が可能。 

●雇用はキューバ在中の者に限られる。会社の役員と事務については例外。その場

合は、労働許可を取得すると共に、移民・外国人居住者法に準拠する。 

（出所）キューバ商工会議所：外国投資法 No.118（邦訳）など関連資料、「外資投資機会」（英語） 

税制 

 

法人所得税*（表面税率 35％、資源搾取の場合は最高 50％）、労働力使用税（5-15％）、

個人所得税（10～50％の累進課税）、付加価値税（卸売税 5％、小売税 10％、サー

ビス税 10％）、日本への利子・配当送金課税（0％）、二国間租税条約および日キュー

バ EPA は未締結。 

* 上記は 100％外資の場合。JV および国際経済提携契約（ホテル、生産・サービス管

理、専門サービス契約等）に関わる国内外企業は、優遇税率が適用（例：法人税：8 年

間 0%、それ以降 15％。輸入関税・個人所得税・労働力使用税の免除、卸売税・サービ

ス税の減免等） 

（出所）キューバ商工会議所：「外国投資機会」（税制概要含む） 
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【図表 1】 キューバの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

人口：約 1,126 万人（2014 年）  首都：ハバナ（203 万人、全人口の 18%） 

面積：109,884 平方キロメートル（本州の約半分） 宗教：国教はない。 

GDP：806.6 億米ドル（2014 年）  一人当たり GDP：6,157 米ドル（2014 年） 

公用語：スペイン語 ODA: 非対象国   政治体制：共和制（社会主義） 

インフラ水準：安全飲料水・トイレ・電力普及（各々人口の 95%/93%/100%） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/世銀 

  

【図表 2】 キューバの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

http://www.camaracuba.cu/index.php/en/business/foreign-investment
http://www.unido.or.jp/files/ea75e408cde52c8d46c81c4e0f296c72-1.pdf
http://www.unido.or.jp/files/ea75e408cde52c8d46c81c4e0f296c72-1.pdf
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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キューバの投資環境 
 

 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

37（2011 年）、39（2012 年）、42（2013 年）、45（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

 

Caribbean Drydock Company (CDC) S.A.  

*ハバナ証券取引所は 1959 年以降閉鎖されている。 

進出日系建設企業 海外建設協会(OCAJI)会員の進出はない。 （出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）WB Doing Business ranking, historical data 

DTF*

1 ペルー → チリ ↑ メキシコ → 72.3%

2 プエルトリコ → メキシコ ↑ コロンビア ↑ 70.9%

3 チリ → ペルー ↓ ペルー ↓ 70.3%

4 コロンビア → コロンビア → チリ ↓ 69.6%

5 メキシコ → プエルトリコ ↓ プエルトリコ → 69.8%

6 パナマ ↓ パナマ → コスタリカ ↑ 68.5%

7 グアテマラ ↑ ジャマイカ ↑ ジャマイカ → 67.5%

8 セントルシア ↓ グアテマラ ↓ パナマ ↓ 66.2%

9 バハマ ↑ セントルシア ↓ セントルシア → 63.1%

10 ジャマイカ ↓ コスタリカ ↑ グアテマラ ↓ 62.9%

データなし データなし データなし

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

「ビジネスのしやすさ」　中南米　順位（33か国）

2014年度 2015年度 2016年度

【図表 3】 キューバの建設業界事情 

2016/17 年外国投資需要 

・15 重点セクター、395 プロジェクト、総

額 95 億米ドル強。 

・その内、24 プロジェクトは、マリエル

特別経済開発区（政府によるハバナ経済

成長のフラッグシップ事業） 

・年 20 億米ドルの外国投資を誘致する方

針。 

 

（出所）キューバ商工会議所：「外国投資機会」 

海外在留邦人：85 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
0 

0%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
0 

0%

運輸通信
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22%

卸小売業
8 

57%

その他
3 

21%

総数：14社

【図表 6】 有望展開先国としてのキューバ：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 キューバタイ政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

●2015 年各種ランキング： 

・民主主義指数：129 位/167 国 

・経済的自由度指数：177 位/178 国 

・人間開発指数：67 位/166 国（高） 

・腐敗認識指数：56 位/168 国（低） 

・生活満足指数：83 位/178 国（高） 

 

（出所）Economist Intelligent Unit/  

The Heritage Foundation /  

国連開発計画/  

Transparency International/ 

University of Leicester 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.microsofttranslator.com/BV.aspx?ref=IE8Activity&a=http%3A%2F%2Fwww.cdchavana.co.cu%2F
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.unido.or.jp/files/ea75e408cde52c8d46c81c4e0f296c72-1.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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キューバ：お助け情報源 
 

 治 安 外務省危険情報 （キューバ） 

許 認 可 ●100％外資および JV は直接雇用ができない。政府雇用機関が代わりに雇用し、給料も支

払う。外資企業はそのサービス対価を支払う。投資家は政府に転換可能通貨（CUC）で支

払い、政府が支払う給与はキューバペソ（CUP）で支払う。 

●会社設立（JV/100%出資）の場合、事業登記(Business Register)および国内銀行口座の開

設が必要。詳細は、2014 年法律 118 号（外国投資法）邦訳を参照のこと。 

●Decree no. 327 Investment Process Regulation（西語）の規定（第 4 章 75 条-）に従い

所管省庁（国防省・環境省・建設省など）へ申請・承認を得る必要がある場合もある。 

●国内建築業、設計業、コンサル業については、Resolution 328/96 の規定により、登録制

度がある。 

公共発注者 ●外国貿易・投資省（MINCEX)が毎年度の外国投資機会を発表。キューバ商工会議所のウ

ェブサイトに 最新版（Opportunities Folder, 2016）が公開される。そこにない投資事業

でもキューバの国益に資する物であれば、MINCEX/ 観光省(MINTUR)/マリエル特別開発

地区（ZEDM）へ提案することが可能。 

●建設省（MICONS)、交通省 

団 体 ●キューバ商工会議所（CHAMBER OF COMMERCE OF THE REPUBLIC OF CUBA） 

●貿易投資促進センター(PROCUBA) 

本邦企業支

援 機 関 

●キューバ日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL:（53-7）204-8904   FAX:（53-7）204-8902  E-mail: politico@hv.mofa.go.jp 

●JICA メキシコ事務所キューバ担当 

TEL:（52-55） 5557-9995  FAX: ファックス：（52-55） 5395-0063 

進 出 事 例 ●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（キューバ事例） 

業 界 調 査 ●JICA 調査レポート：キューバ関連 

●JETRO センサー2016 年 12 月号「キューバ始動！ライバル企業」 

●在キューバ日本国大使館「キューバ情勢」（月例報告） 

●キューバ商工会議所 "Investment Opportunities in Cuba" 

●業界情報サイト: Cuba-Culture "Business" 

そ の 他 ●企業・業界団体・省庁一覧（建設関連会社含む）、The Cuba Business Report 

●JICA アジア経済研究所：キューバ関連 

●ジェトロセンサー2016 年 12 月号「キューバ始動！ライバル企業」 

●キューバビジネス投資ガイド（2016 年版）グローバルビジネス投資センター（英文） 

●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「ODA プロジェクト（無償資金協力）」 

●外務省：わかる！国政情勢「キューバの選択：カストロと社会主義」 

●ニュース:  GRANMA、GRANMA International、官報（Official Gazett） 

●コンクリート下請け業者リスト：イエローページ 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_245.html#ad-image-0
http://www.camaracuba.cu/index.php/en/business/foreign-investment
http://www.camaracuba.cu/index.php/en/business/foreign-investment
http://www.mincex.cu/
http://www.camaracuba.cu/index.php/en/business/foreign-investment
http://www.cubatravel.cu/
http://www.zedmariel.com/
http://www.zedmariel.com/
http://www.micons.cu/
http://www.transporte.cu/
http://www.camaracuba.cu/index.php/es/
http://www.cepec.cu/
https://www.jica.go.jp/mexico/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/reportstop/cs_america/cu/reports/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/ea4a94f5acdf9546/20160089.pdf
http://www.cu.emb-japan.go.jp/jp/jyousei.html
http://www.unido.or.jp/files/ea75e408cde52c8d46c81c4e0f296c72-1.pdf
http://www.cuba-culture.com/business/
http://www.cubabusinessreport.com/ProCuba.pdf
http://www.cubabusinessreport.com/resources/
http://www.ide.go.jp/Japanese/Research/Region/Latin/Cuba/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/ea4a94f5acdf9546/20160089.pdf
https://books.google.co.jp/books?id=s7mZCwAAQBAJ&pg=PA305&lpg=PA305&dq=%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%82%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%80%81%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%90%E3%80%81Doing+business&source=bl&ots=nSPZTWTXpz&sig=Fc-NAL_Jn_t_RDajTUjKlOaYgHI&hl=ja&sa=X&ved=0ahUKEwjNp46W7YHRAhWGebwKHcRzBOIQ6AEINjAE#v=onepage&q=%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%82%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%80%81%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%90%E3%80%81Doing%20business&f=false
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/pr/wakaru/topics/vol45/
http://www.granma.cubaweb.cu/
http://www.granma.cu/
http://www.gacetaoficial.cu/
http://www.yellowpages.com/cuba-mo/concrete-contractors
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コロンビアの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●防衛、治安、国外産出の有害物質・放射能物質の処理・廃棄を除いて、どの経済

分野への外国投資も認められている。 

●中央銀行(Banco de la República)への届け出は必要（届出の期限や条件は、投資の

種類や形態によって異なる。（詳細は 2000 年中央銀行令第 2080 号第 8 条参照） 

●環境ライセンスの取得を必要とする主なプロジェクト、工事、活動には、ダム、

貯水池の建設、原子力発電プロジェクト、インフラ建設、国内河川交通ネットワ

ークにかかる公共事業などが含まれる。 

●環境ライセンスは、予防、軽減、修正、工事や承認された活動による環境への影

響の補償と管理の措置を定めており、有効期間は、プロジェクト、工事または承

認された活動の期間と同一となる。環境ライセンスは、プロジェクト、工事また

は活動の開始に先立って取得しなければならない。 

●外国資本の投資はいかなる金額でも実施可能（外資 100％による企業設立も可能。 

（出所）JETRO 国・地域情報（コロンビア）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 25％）、個人所得税（0～33％の累進課税。）、付加価値税（標

準税率 16％）、日本への利子・配当送金課税（各々0％）、二国間租税条約未締結。

日・コロンビア EPA 交渉中。  （出所）JETRO 国・地域情報（コロンビア）「税制」 

 

人口：4,820 万人（2015 年）  首都：ボゴタ（952 万人、全人口の 20%） 

面積：1,139,000 平方キロメートル（日本の約 3 倍） 宗教：キリスト教（カトリック） 

GDP：2,921 億米ドル（2015 年）  一人当たり GDP：6,060 米ドル（2015 年） 

公用語：スペイン語 ODA：無償・有償資金対象国   政治体制：立憲共和制 

インフラ水準：7 点満点中 3.7（電力 4.8/道路 2.8/空港 4.2）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 91%、81%）  （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 コロンビアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 コロンビアの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://www.banrep.gov.co/sites/default/files/reglamentacion/archivos/decree_2080_2000.pdf
http://www.anla.gov.co/documentos/tramites_servicios/DECRETO_2820_de_2010.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/co/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/co/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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コロンビアの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

248（2011 年）、295（2012 年）、336（2013 年）、354（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

 

GRUPO ARGOS S.A.（建設最大手の Grupo Odinsa の 98.55％を所有）、

Construcciones El Condor   
（出所）コロンビア証券取引所(BVC) 

進出日系建設

企業 

海外建設協会（OCAJI）会員企業の進出はない。       

（出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

DTF*

1 ペルー → チリ ↑ メキシコ → 72.3%

2 プエルトリコ → メキシコ ↑ コロンビア ↑ 70.9%

3 チリ → ペルー ↓ ペルー ↓ 70.3%

4 コロンビア → コロンビア → チリ ↓ 69.6%

5 メキシコ → プエルトリコ ↓ プエルトリコ → 69.8%

6 パナマ ↓ パナマ → コスタリカ ↑ 68.5%

7 グアテマラ ↑ ジャマイカ ↑ ジャマイカ → 67.5%

8 セントルシア ↓ グアテマラ ↓ パナマ ↓ 66.2%

9 バハマ ↑ セントルシア ↓ セントルシア → 63.1%

10 ジャマイカ ↓ コスタリカ ↑ グアテマラ ↓ 62.9% ＊順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　中南米　順位（33か国）

2014年度 2015年度 2016年度

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

0

50

100

150

200

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

コロンビア

総合順位（53位/190か国）

【図表 3】 コロンビアの建設業界事情 

●第 4 世代道路網整備プロジェクト（4G）

（2014-2020 年）：40 事業（8,000km） 

総額 250 億米ドルの投資計画。 

●複合輸送マスタープラン（2015-2030 年）： 

輸送時間短縮・費用削減による貿易の促進、

地域開発の促進、国土統合の 3 大目標の達

成のため、 2035 年までに 700 億米ドルの

インフラ投資を計画。 

・101 の基本道路プロジェクト（12,500km

以上） 

・52 の鉄道・河川海上・空港・港湾（約 7,000

キロメートル）の統合プロジェクト 

 

●所管省庁：国家インフラ庁（ANI） 

海外在留邦人：1,336 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
0 

0%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
21 

26%

運輸通信
10 

13%

卸小売業
25 

31%

その他
24 

30%

総数：80社

【図表 6】 有望展開先国としてのコロンビア：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 コロンビア政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
https://www.grupoargos.com/en-us/
https://www.odinsa.com/es/
http://www.elcondor.com/
http://www.bvc.com.co/pps/tibco/portalbvc
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.ani.gov.co/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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コロンビア：お助け情報源 
 

 治 安 外務省危険情報（コロンビア） 

許 認 可 ●建設業許可についての制度はない。 

●すべての外国投資は、中央銀行(Banco de la República)への届け出が必要。詳細は 2000

年中央銀行令第 2080 号第 8 条を参照のこと。 

●建設工事は、国家環境ライセンス機関（ANLA） から環境ライセンスの取得が必要とな

る。詳細は、2010 年住宅・都市・国土省令 2820 号を参照。  

公共発注者 ●運輸省（道路、橋梁、河川整備、鉄道、空港、港湾） 

●住居・都市・国土省（都市・住宅） 

●運輸省インフラ庁（運輸省のコンセッション工事に係る発注機関） 

●公共事業入札情報 

団 体 インフラ商工会議所（Cámara Colombiana de Infraestructura）、 

建築業協会（Cámara Colombiana de la Construcción） 等 

本邦企業支

援 機 関 

●在コロンビア日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL:（57-1）317-5001   FAX: （57-1）317-4989  E-mail: economica@ba.mofa.go.jp  

●JETRO ボゴタ事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL: (57-1) 321-6385 FAX: (57-1) 317-9240 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

●JICA コロンビア支所 

TEL:（57-1） 742-7719  FAX: (57-1） 742-7717 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（コロンビア進出事例） 

●JBIC 本邦企業インフラ投資支援事例（コロンビア） 

業 界 調 査 ●在コロンビア日本国大使館「建設産業情報（最近の動向）」（2016/6） 

●JETRO 調査レポート「コロンビア」関連 

●在コロンビア日本国大使館「コロンビア経済情勢」（毎月更新） 

●JETRO 「2016 年度中南米進出日系企業実態調査結果」（2017 年 1 月） 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」（コロンビア） 

●ニュース： The Columbian、 El Mundo、 El Nuevo Siglo 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_248.html
http://www.banrep.gov.co/sites/default/files/reglamentacion/archivos/decree_2080_2000.pdf
http://www.banrep.gov.co/sites/default/files/reglamentacion/archivos/decree_2080_2000.pdf
http://www.anla.gov.co/licencia-ambiental-subdireccion-evaluacion-y-seguimiento
http://www.anla.gov.co/documentos/tramites_servicios/DECRETO_2820_de_2010.pdf
http://www.mintransporte.gov.co/
http://www.minvivienda.gov.co/
http://www.ani.gov.co/
http://www.contratos.gov.co/
http://www.infraestructura.org.co/
http://www.camacolantioquia.org.co/
http://www.colombia.emb-japan.go.jp/JPN/indexJP.htm
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/co_bogota/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
https://www.jica.go.jp/colombia/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://search.jbic.go.jp/bizsearch_asp/search?q=%E3%82%B3%E3%83%AD%E3%83%B3%E3%83%93%E3%82%A2&p=1&not=&n1_2l=&n1_2h=&corpId=atc130020&sg=1&sgNum=20&layout=1&hits=20&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4&t%5B%5D=1
http://www.mlit.go.jp/common/001136938.pdf
https://www.jetro.go.jp/reportstop/reports/cs_america/co/
http://www.colombia.emb-japan.go.jp/JPN/indexJP.htm
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/7ba87df581793876/20160120.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.columbian.com/
http://www.elmundo.com/
http://www.elnuevosiglo.com.co/
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チリの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●投資分野の外資参入制限はない。 

●建設業を含め外資の出資制限はなく、100％出資も可能。（例外としてチリ船籍の

輸送船、漁船の船主は出資比率 50％まで） 

●一般的に外国人あるいは外資系企業の土地所有に関する制限はないが、国境線か

ら 10 キロ以内と海岸線から 5 キロ以内の国有地については制限あり。 

●資本金に関する規制については、旧外資法（DL600 号、2016 年 1 月 1 日から 4

年間の移行期間中のみ有効）に則って投資する場合の最低投資額は 500 万ドル。中

銀外為規則 14 章に則って投資する場合の最低投資額は 1 万ドル。 

（出所）JETRO 国・地域情報（チリ）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率：インテグラド方式を選択した個人起業家、個人有限責任会

社、一部の簡易株式会社は 25％、セミ・インテグラド方式選択企業は 2017 年から

25.5％、2018 年以降 27％）、個人所得税（0～40％の累進課税。）、付加価値税（標

準税率 19％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々35％）、二国間租税条約

は未締結。日本・チリ EPA 締結済み   （出所）JETRO 国・地域情報（チリ）「税制」 

 

 

人口：1,801 万人（2015 年） 首都：サンティアゴ（262.5 万人、全人口の 15%） 

面積：756,000 平方キロメートル（日本の約 2 倍） 宗教：キリスト教（カトリック） 

GDP：2,402 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：13,342 米ドル（2015 年） 

公用語：スペイン語    ODA: 非対象国     政治体制：立憲共和制 

インフラ水準：7 点満点中 4.7（電力 5.9/道路 5.0/空港 4.9）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 99%、99%）   （出所）IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 チリの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 チリの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/cl/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/cl/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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チリの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

173（2011 年）、197（2012 年）、211（2013 年）、187（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

 Salfacorp、Socovesa    （出所）サンチャゴ証券取引所 

進出日系建設

企業 

海外建設協会（OCAJI）会員企業の進出はない。   (出所) OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

DTF*

1 ペルー → チリ ↑ メキシコ → 72.3%

2 プエルトリコ → メキシコ ↑ コロンビア ↑ 70.9%

3 チリ → ペルー ↓ ペルー ↓ 70.3%

4 コロンビア → コロンビア → チリ ↓ 69.6%

5 メキシコ → プエルトリコ ↓ プエルトリコ → 69.8%

6 パナマ ↓ パナマ → コスタリカ ↑ 68.5%

7 グアテマラ ↑ ジャマイカ ↑ ジャマイカ → 67.5%

8 セントルシア ↓ グアテマラ ↓ パナマ ↓ 66.2%

9 バハマ ↑ セントルシア ↓ セントルシア → 63.1%

10 ジャマイカ ↓ コスタリカ ↑ グアテマラ ↓ 62.9%

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　中南米　順位（33か国）

2014年度 2015年度 2016年度
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総合順位（57位/190か国）

【図表 3】 チリの建設業界事情 

●2016-2020 年需要予測総額約 783 億米ド

ル（100％）の内訳は以下の通り： 

・道路・都市交通インフラ：345 億（45％） 

・電気通信：127 億（17％） 

・都市間道路：106 億（14％） 

・水資源インフラ：63 億（8%） 

●2016-2025 年、需要予測：約 1,514 億米ド

ル（100％）の内訳は以下の通り： 

・道路・都市交通インフラ：540 億（36％） 

・電気通信：263 億（17％） 

・都市間道路：202 億（13％） 

・教育インフラ：104 億（7%） 

＊必要投資額の約半分は PPP 等により民

間資金を動員する計画である。 

（出所）チリ建設業会議所（CChC）（2016） 

●国家インフラ開発インクルージョン計画

(2014-221)：道路インフラのコンセッショ

ン（2014-2020）99 億米ドル、高速道路、

空港等（2014-2021）180 億米ドルを含む、

総額 280 億米ドル。 

 
海外在留邦人：1,622 人（2015 年、外務省） 

 

 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
3 

3%

農林水産業
16 

17%

鉱工業
25 

27%

運輸通信
6 

6%

卸小売業
22 

24%

その他
21 

23%

総数：93社

【図表 6】 有望展開先国としてのチリ：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 チリのインフラ開発需要 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.salfacorp.com/
http://www.socovesa.cl/
http://www.bolsadesantiago.com/Paginas/home.aspx
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://infraestructuraparachile.cl/requerimientos-de-inversion/
http://www.vialidad.cl/noticias/Paginas/DetalledeNoticias.aspx?item=506
http://www.vialidad.cl/noticias/Paginas/DetalledeNoticias.aspx?item=506
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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チリ：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（チリ） 

許 認 可 ●外国からチリに投資するためには、次のいずれかに準拠しなければならない。 

(1) 旧外資法（経済省法令 DL600 号）（2016 年 1 月 1 日から 4 年間の移行期間中のみ） 

(2) 対内直接投資法（財務省法 20848 号・2015 年 6 月 25 日官報掲載） 

(3) 中銀外国為替規則（C.N.C.I.）14 章 

●外国投資にあたって、健康・環境および地方自治体の許可が必要になる場合がある。それ

ら情報は InvestChile（外国投資促進庁）から入手できる。 

●申請先：チリ外国投資委員会（Chile Foreign Investment Committee） 

公共発注者 公共事業省(Ministry of Public Works/MOP) 、住宅・都市計画省(Ministerio deVivienda y 

Urbanismo)、運輸・通信省( Ministerio de Transportes y Telecomunicaciones) 

●公共事業一般の入札情報サイト：公共事業省(Ministerio de Obras Publicas) 

団 体 ●チリ建設会議所（Cámara Chilena de la Construcción/CChC） 

●Association of Concessionaries for Public Infrastructural Works (COPSA) 

●Maritime and Ports Chamber of Chile (CAMPORT) 

本邦企業支

援 機 関 

●在チリ日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL:（56-2）2232-1807  FAX:（56-2）2232-1812  E-mail: eco.japon@sg.mofa.go.jp  

●JETRO サンチャゴ事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL: (56-2) 2-2033406 FAX：(56-2) 2-2033140 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

●JICA チリ支所 TEL: (56-2) 2752 6720  FAX: （56-2）2953 9692 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」 TEL: 03-5253-8315  

● 日智商工会議所  TEL:  (56-2) 2373 8841, (56-2) 2361 1073  

FAX: (56-2) 2361 1073  E-mail : contacto@camarachilejapon.cl 

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（チリ進出事例） 

●JBIC 本邦企業インフラ投資支援事例（チリ） 

業 界 調 査 ●ジェトロセンサー2014 年 4 月号「ペルー：インフラ整備を起爆剤に」 

●JETRO 調査レポート：チリ関連 

●在チリ日本国大使館「現在の経済状況（月例報告）」 

●JETRO 「2016 年度中南米進出日系企業実態調査結果（2017 年 1 月）」 

そ の 他 ●JICA/ODA 国別開発協力方針・事業展開計画（チリ） 

●チリ建設会議所（CChC）：会員建設関連会社でサンティアゴに拠点のある企業一覧 

●ニュース： Chile Noticias、 El Mercurio、 Business Americas 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_251.html
http://www.investchile.gob.cl/en
http://www.foreigninvestment.cl/
http://www.mop.cl/Direccionesyareas/Paginas/Ingles.aspx
http://www.minvu.cl/
http://mtt.gob.cl/
http://servicios.vialidad.cl/licitaciones/search.asp
http://www.cchc.cl/
http://www.cl.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cl_santiago/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
https://www.jica.go.jp/chile/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.camarachilejapon.cl/
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://search.jbic.go.jp/bizasp/index.php?q=%E3%83%81%E3%83%AA&corpId=atc130020&en=&layout=1&hits=20&sg=1&ds=1&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001611/07001611.pdf
https://www.jetro.go.jp/reportstop/cs_america/cl/reports/
http://www.cl.emb-japan.go.jp/Chile.htm#6
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/7ba87df581793876/20160120.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.cchc.cl/nosotros/directorio-socios/santiago
http://www.chilenoticias.cl/
http://diario.elmercurio.com/2017/02/15/_portada/index.htm
http://www.bnamericas.com/
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ドミニカ共和国の投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設業を含め外資企業への規制はない（内国民待遇） 

●その他、外国投資法 16-95 等により、以下を含む優遇措置が付与されている。 

・投資に対する最小限の制限 

・利益の 100％の本国送還 

・資金の自由兌換 

・地元の銀行やドミニカ共和国中央銀行を通じた国際通貨への無制限のアクセス 

・簡素かつ迅速な登録手続き 

（出所）ドミニカ共和国輸出・投資センター（CEI-RD)： 外国投資に係る法律 Ley 16-95 等  

税制 

 

法人所得税*（表面税率 27％）、付加価値税（標準税率 18％）、個人所得税（0-25%

の累進課税）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％）。 

*ドミニカ源泉所得のみへの課税。日本との二国間租税条約は未締結。 

（出所）同上（CEI-RD）、HG.org Legal Resources 

 

 

 

人口：998 万人（2015 年） 首都：サントドミンゴ（363.5 万人、全人口の 36%） 

面積：48,442 平方キロメートル 宗教：キリスト教（カトリック） 

GDP：672 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：6,733 米ドル（2015 年） 

公用語：スペイン語 ODA: 有償資金対象国      政治体制：立憲共和制  

インフラ水準：7 点満点中 3.2（電力 2.4/道路 4.4/空港 4.8）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 85%/84%）（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

 

  【図表 1】 ドミニカ共和国の GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ドミニカ共和国の業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://cei-rd.gob.do/en/investment/invest-in-the-dr/
http://cei-rd.gob.do/es/inversion/leyes-e-incentivos/
https://www.hg.org/article.asp?id=4953
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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ドミニカ共和国の投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

58（2011 年）、57（2012 年）、54（2013 年）、57（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

ドミニカ共和国証

券取引所 

上場建設会社：Industrias Nacionales （INCA） 

非上場建設関連会社：Sunshine-Invest、Dominican Estate 

ドミニカ共和国建設協会（CADOCON）会員企業（Ing. Cristian Ciccone Y 

Asoc. S.A.、Mapek, S.A.、Construcctora Bisono C. x A.、Modesto 

Constructora, C.X.A. 、Construcciones Urbanas Y Rurales、Cadocon など多

数） 

進出日系建設

企業 

海外建設協会（OCAJI）会員企業の進出はない。（出所）OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 （注）ドミニカ国とドミニカ共和国は別の国である。

DTF*

11 ドミニカ国 ↓ トリニダード・トバゴ ↑ エルサルバドル ↑ 61.0%

12 トリニダード・トバゴ ↓ ウルグアイ ↑ ウルグアイ → 61.9%

13 ウルグアイ → ドミニカ国 ↓ トリニダード・トバゴ ↓ 61.0%

14 アンティグア・バーブーダ ↓ パラグアイ ↑ ドミニカ国 ↓ 60.3%

15 バルバドス ↓ エルサルバドル ↑ ホンジュラス ↑ 59.1%

16 セントビンセント ↓ ドミニカ共和国 ↑ パラグアイ ↓ 59.0%

17 コスタリカ ↑ アンティグア・バーブーダ ↓ ドミニカ共和国 ↓ 59.4%

18 ドミニカ共和国 ↓ ホンジュラス ↑ アンティグア・バーブーダ ↓ 58.0%

19 パラグアイ → アルゼンチン ↑ ベリーズ ↑ 58.1%

20 ベリーズ ↓ ブラジル ↑ エクアドル ↑ 58.0%

*DTF: Distance to frontier （最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

2014年 2015年 2016年

「ビジネスのしやすさ」　中南米　順位（33か国）
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事業立上
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不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

ドミニカ共和国

総合順位（103位/190か国）

【図表 3】 ドミニカ共和国の建設業界事情 

●商工省（MIC）は、2013-2017 年戦略計画の柱の

一つとして、再生可能エネルギー（RE）とエネル

ギー効率改善を重点に、以下の具体的目標に基づ

き、非在来型燃料の持続的な使用と生産が推進して

いる。 

・2017 年までに電源構成に占める RE 割合を 2.5％

へ拡大（2013 年 0.5％） 

・2017 年までに省エネ 16％を達成 

●国営電力公社（CDEEE）の 2013-2016 年戦略計

画で、以下の公共投資事業の実施を予定している。 

・当該期間内に電力需要 100％および予備電力

30％を確保するために 1500MW（投資総額 US 

$ 3,000 MM）を増設する。 

・石炭火力発電所 2 基、計 752MW（総額 US $ 2,000 

MM）を 2017 年までに稼働させる。 

・当該期間内に配電ロスを 35.6% から 25.2%まで

10.4％減少させる。 

海外在留邦人：793 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
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農林水産業
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鉱工業
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【図表 6】 有望展開先国としての ドミニカ共和国：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ドミニカ共和国政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.bolsard.com/
http://www.bolsard.com/
http://industriasnacionales.com/
http://www.sunshine-invest.com/index.php
http://www.dominican-estate.com/construction/
http://cadocon.org/portada/cadocon/directiva/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
https://www.mic.gob.do/images/pdf/transparencia/Plan_Estrategico/Planificacion_Estrategica/plan_estrategico_2017.pdf
http://cdeee.gob.do/cdeeesite/?wpfb_dl=131
http://cdeee.gob.do/cdeeesite/?wpfb_dl=131
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ドミニカ共和国：お助け情報源 
 

 治 安 外務省危険情報（ドミニカ共和国） 

許 認 可 ●公共事業通信省(MOPC)："Noticias" 公共調達情報 

●商工省(MIC) 

●厚生省：公共調達情報(MSP) 

●ドミニカ共和国輸出投資センター（CEI-RD)がワンストップ投資窓口 (VUI-RD)として、

同国内で投資プロジェクトを実施するための許可、ライセンス、必要な資格認定の発行を

担当する主要公的機関を 1 つにまとめている。観光業、通信、エネルギー、製造業、イン

フラ、鉱業など優先分野における外国企業の投資活動を支援している。連絡先は、Assistant 

Development Manager (809-740-2100, ext. 231)、Assistant Technical and Promotional 

Manager (809-740-2100, ext. 241) 

公共発注者 ●外国投資コンタクトセンターが各省庁に設置されている： 

Ministry of Industry and Commerce、Ministry of Public Works and Communications 

Ministry of Education、Ministry of Higher Education, Science and Technology、 

Ministry of Public Health and Wealfare、Ministry of Tourism、Ministry of Agriculture  

団 体 ●ドミニカ共和国建設協会（CADOCON） 

●サントドミンゴ商工会議所（CAMARA） 

本邦企業支

援 機 関 

●在ドミニカ共和国日本国大使館 日本企業支援窓口   

TEL:（1-809）567-3365  FAX:（1-809）566-8013  E-mail: economia@sd.mofa.go.jp  

● JICA ドミニカ共和国事務所 TEL: (1-809) 381-0005   FAX: (1-809) 381-0048 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●日本ドミニカ共和国友好親善協会 

進出・進出

支 援 事 例 

建設業で現地進出本邦企業はない。製造業では、ワコールの子会社 （Wacoal Dominicana 

Corp.）が 1990 年にフリー・トレード・ゾーンに縫製工場を建設し、製品の大半を米国へ

輸出している。 

業 界 調 査 ●JETRO 「2016 年度中南米進出日系企業実態調査結果（2017 年 1 月）」 

●ドミニカ共和国再生可能エネルギー投資優遇措置法：Republic-Law-57-07 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ドミニカ共和国建設協会（CADOCON）：幹部会員リスト 

●CEI-DR Contact Center（各省庁の外国投資窓口サイトを掲載） 

●ドミニカ共和国法令集（外国投資法・改正法含む） 

●CADOCON 2013-2016 年優良表彰建設会社 

●ニュース：Dominican Today、 Dominican Republic Post 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_252.html
http://www.mopc.gob.do/
http://www.mopc.gohttp/www.mopc.gob.do/noticias/b.do/noticias/
https://www.mic.gob.do/
http://www.msp.gob.do/sec-programas
http://cei-rd.gob.do/en/investment/invest-in-the-dr/
http://cei-rd.gob.do/en/investment/one-stop-shop/
http://cei-rd.gob.do/en/investment/contact-center/
http://www.mic.gob.do/
http://www.mopc.gob.do/
http://www.minerd.gob.do/
http://www.mescyt.gob.do/
http://www.msp.gob.do/
http://www.sectur.gob.do/
http://www.agricultura.gob.do/
http://cadocon.org/portada/
http://www.camarasantodomingo.do/
http://www.do.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jica.go.jp/dominicanrep/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.dominico-japonesa.or.jp/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/7ba87df581793876/20160120.pdf
https://ja.scribd.com/document/18259406/Dominican-Republic-Law-57-07-Incentive-for-Renewable-Energies-and-Special-Regimes
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://cadocon.org/portada/cadocon/directiva/
http://cei-rd.gob.do/en/investment/contact-center/
http://www.nyulawglobal.org/globalex/Dominican_Republic.html
http://cadocon.org/portada/empresa-del-ano-2013-2016/
http://dominicantoday.com/
http://www.dominicanrepublicpost.com/
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ブラジルの投資環境 

の投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 

 

 

規制 

 

 

●外資が参入することが禁止または規制されている業種に建設業は含まれない。 

●規制業種以外で出資比率に制限はない。 

●外国人は、海岸地帯、国境周辺、および国が安全地帯として指定する場所でない

限り、個人、法人（企業）を問わず国内の個人、法人（企業）と同様に土地・不動

産の取得・所有が認められる 

●最低資本金に関する規定はないが、駐在役員の永住ビザ申請のために、一定金額

を投資する必要がある。また、資本金の本国送還は可能であり、原則、源泉所得税

の課税対象外。さらに、配当金の送金も源泉所得税の課税対象外。 

●進出の際には現地法人の形態を採ることとなる。外国企業の支店設立は許可を得

るのが難しいため。駐在員事務所という法人格は法律上の概念がないため認められ

ていない。 会社経営を行う代表者は、ブラジル居住者（外国人の場合は永住ビザ

を有する者）に限られる。  （出所）JETRO国・地域情報（ブラジル）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 34％）、個人所得税（0～27.5％の累進課税）、付加価値税（リ

オ・デ・ジャネイロ州内：18％、同国州間の一般税率：7～12％）、日本への利子・

配当送金課税（最高税率各々12.5％、0%）、二国間租税条約締結済み。日伯 EPA

は未締結。  （出所）JETRO 国・地域情報（ブラジル）「税制」 

人口：2 億 446 万人（2015 年） 首都：ブラジリア（最大都市：サンパウロ 2060.5 万

人、全人口の 10%）     面積：851.2 万平方キロメートル（日本の 22.5 倍） 

宗教：キリスト教（主にカトリック）    GDP：17,725.9 億米ドル（2015 年） 

一人当たり GDP：8,670 米ドル（2015 年）    公用語：ポルトガル語  

ODA: 有償資金対象国      政治体制：連邦共和制（大統領制）  

インフラ水準：7 点満点中 4.0（電力 4.1/ 道路 3.0/空港 3.9）、安全飲料水・トイレ普及

（各々人口の 98%、83%） 

（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 ブラジルの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ブラジルの業種規制・税制              

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/br/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/br/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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ブラジルの投資環境 

の投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「我が国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」（2014/2015） 

現地マーケットの今後の成長性 79.4%

1 インド 45.9% インド 40.4% インド 47.6% 現地マーケットの現状規模 47.1%

2 インドネシア 45.7% インドネシア 38.8% 中国 42.0% 組み立てメーカーへの供給拠点として 8.8%

3 中国 43.7% 中国 38.8% インドネシア 35.8% 第三国輸出拠点として 8.8%

4 タイ 35.3% タイ 30.7% ベトナム 32.7% 投資にかかる優遇税制がある 8.8%

5 ベトナム 31.1% ベトナム 27.5% タイ 29.4%

6 メキシコ 20.2% メキシコ 23.6% メキシコ 25.9% 治安・社会情勢が不安 61.8%

7 ブラジル 16.6% 米国 16.6% 米国 19.3% 通貨・物価の安定感がない 38.2%

8 米国 13.2% フィリピン 11.5% フィリピン 10.6% 他社との厳しい競争 35.3%

9 ロシア 12.0% ブラジル 11.1% ミャンマー 10.1% 法制の運用が不透明 29.4%

10 ミャンマー 11.0% ミャンマー 7.9% ブラジル 7.2% インフラが未整備 29.4%

課題（2016年度）

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%) 有望理由（2016年度）

2014年度 2015年度 2016年度

建設投資額 

（億米ドル） 

1,393 (2011 年)、1,387 (2012 年)、1,286(2013 年)、1,223(2014 年) 
（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

 

（出所）サンパウロ証

券・商品・先物取引所 

Companhia de Concessões Rodoviárias(CCR)（ブラジル大手建設会社 

Camargo Corrêa と Andrade Gutierrez が各々17%所有)、 MRV 

Engenharia、Cyrela Brazil Realty、 EVEN、Rossi Residencial 

その他、非上場大手建設会社： Odebrecht Group、 

Queiroz Galvão、OAS、UTC Engenharia 

進出日系建設企業 戸田建設(株)、(株)日立製作所   （出所） OCAJI 

【図表 3】 ブラジルの建設業界事情 

Plano Plurianual (PPA) 4 カ年国家開発計

画（2016-2019） 

第二次ロジスティックス投資計画（Second 

PIL(2015/6/9）：投資総額 1200 億米ドル強 

・鉄道 7500km の新設・近代化・改修投資

（R$ 8640 億程/ 2015-2016） 

・高速道路 7,000 km の新規・既存コンセッ

ション（約 R$ 661 億）※R$1=約 35 円（参考） 

・港湾事業（R$ 374 億） 

・航空事業（約 R$ 72 億/2015-018） 

（所管省庁）企画・予算・運営省 

 

海外在留邦人：54,014（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
16 
2%

農林水産業
11 
2%

鉱工業
263 
37%

運輸通信
57 
8%

卸小売業
100 
14%

その他
258 
37%

総数：705社

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのブラジル：有望理由と課題 （参考） 

【図表 4】 本邦企業進出状況 【図表 5】 ブラジル政府のインフラ開発計画 

http://www.jbic.go.jp/ja/information/press/press-2014/1128-32466
http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.bmfbovespa.com.br/en_us/products/listed-equities-and-derivatives/equities/listed-companies.htm
http://www.bmfbovespa.com.br/en_us/products/listed-equities-and-derivatives/equities/listed-companies.htm
http://www.grupoccr.com.br/English
http://www.mrv.com.br/
http://www.mrv.com.br/
http://www.cyrela.com.br/sp
https://www.even.com.br/
http://www.rossiresidencial.com.br/
http://www.odebrecht.com/en/investors
https://www.grupoqueirozgalvao.com.br/en/
http://www.oas.com/oas-com-1/oas-s-a/
http://www.utc.com.br/
http://www.toda.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.brazilgovnews.gov.br/invest/invest-in-logistics
http://www.brazilgovnews.gov.br/invest/invest-in-logistics
http://www.planejamento.gov.br/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ブラジル：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（ブラジル） 

許 認 可 ●建築、都市計画に関連する活動を行う法人は、Conselho de Arquitetura e Urbanismo do 

Brasil（CAU/BR） への登録 (REGISTRO PROFISSIONAL)が義務付けられている。 

●「外国投資家への法定ガイド」 

●国家投資情報ネットワーク（RENAI） 

TEL:  (55-61) 2027-7055/7103     E-mail:  renai@mdic.gov.br 

公共発注者 運輸省（道路、鉄道、空港、港湾、水運等）、国家統合省（水路・灌漑施設、ダム等） 

●インフラ投資案件一覧（大統領府サイト） 

●ブラジル投資パートナーシップﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（PPI)委員会ウェブサイト 

（出所）在ブラジル日本国大使館「建設産業情報（基礎情報）」（平成 25 年１月） 

（参考）ブラジル公共入札制度の概要とポイント（Business Law Journal 2010） 

団 体 ●National Association of Architectural and of Consulting Engineering Companies 

（SINAENCO） 

●Associação Brasileira dos Escritórios de Arquitetura （AsBEA） 

●Associação Brasileira de Consultoras de Engenharia （ABCE） 

本邦企業支

援 機 関 

●在ブラジル日本国大使館 日本企業支援窓口    

TEL: (55-61）3442-4200   FAX:（55-61）3242-2539  

E-mail: zaibrazilnihonkigyou@bs.mofa.go.jp  

●JETRO サンパウロ事務所   TEL: (55-11) 3141-0788 FAX: (55-11) 3253-3351 

問い合わせは：最寄りのジェトロ国内事務所 

● JICA ブラジル事務所・サンパウロ出張所 

TEL: (55-11）3251-2655   FAX: (55-11)  3251-1321   E-mail: brsp_oso_rep@jica.go.jp 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●在ブラジル日本人諸侯会議所 多数  

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（ブラジル 2 社） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（中南米諸国進出事例） 

●JBIC 本邦企業インフラ投資支援事例（ブラジル） 

●JETRO（海外進出/機械/環境/中南米で絞込検索） 

業 界 調 査 ● ブラジル日本商工会議所 建設不動産部会 

● 日本ブラジル中央協会 ブラジルマーケット情報 

● 在ブラジル日本国大使館「最近の経済情勢 2015 年 9 月」 

●JETRO「2016 年度中南米進出日系企業実態調査結果」（2017 年 1 月） 

そ の 他 ●JICA/ODA 国別開発協力方針・事業展開計画（ブラジル） 

●経協インフラ戦略会議「インフラシステム輸出戦略」平成 28 年度改訂版 

●ニュース： Brazil Sun、Business News Americas 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_259.html
http://www.caubr.gov.br/duvidas/
http://www.caubr.gov.br/duvidas/
http://www.investexportbrasil.gov.br/sites/default/files/publicacoes/manuais/PUBGuiaLegalI.pdf
http://www.transportes.gov.br/
http://www.integracao.gov.br/
http://www.brazilgovnews.gov.br/invest/invest-in-logistics
http://www.projetocrescer.gov.br/about-the-program
http://www.mlit.go.jp/common/000991335.pdf
http://japan.squiresanders.com/files/Publication/7c0138f6-ba31-411e-85e6-544dc1283c07/Presentation/PublicationAttachment/03b5b302-dacf-4c9a-90dc-56b8bb3dc94f/Business-Law-Journal-July-2010-Japanese.pdf
http://www.sinaenco.com.br/texto_ingles.asp
http://www.sinaenco.com.br/texto_ingles.asp
http://www.asbea.org.br/
http://www.abceconsultoria.org.br/
http://www.br.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
mailto:zaibrazilnihonkigyou@bs.mofa.go.jp
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/br_saopaulo/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
https://www.jica.go.jp/brazil/office/
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.jcci.or.jp/international/jcci-overseas.html#south-ame-j
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://search.jbic.go.jp/bizasp/index.php?q=%E3%83%96%E3%83%A9%E3%82%B8%E3%83%AB&corpId=atc130020&en=&layout=1&hits=20&sg=1&ds=1&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://jp.camaradojapao.org.br/org-e-atividades/departamentos/dep-construcao-e-imobiliaria/?materia=279
http://nipo-brasil.org/archives/info/%e3%83%96%e3%83%a9%e3%82%b8%e3%83%ab%e7%b5%8c%e6%b8%88%e6%83%85%e5%a0%b1/
http://www.br.emb-japan.go.jp/itpr_ja/macro0915.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/7ba87df581793876/20160120.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keikyou/dai24/kettei.pdf
http://www.brazilsun.com/
http://www.bnamericas.com/
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ベネズエラ・ボリバル共和国の投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●「ベネズエラ・ボリバル共和国憲法」第 301 条には内・外資とも平等に扱うよう

謳われている。基本的に参入規制はない。 

●内資企業に留保されている部門は存在しないが、外国投資法（2014 年 11 月 18 日

付特別官報 6152 号）政令 1434 号は、国家防衛など国家の利益に応じて、政府は戦

略部門に対して規定を設けることができるとしている。 

●内・外資を問わず、産業の地方分散化政策により、地域によって規制される業種

もある。 

（出所）JETRO 国・地域情報（ベネズエラ）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率：年間所得が 2,000UT※まで 15％、2,000UT 超～3,000UT

まで 22%－140UT、3,000UT 超 34%－500UT）、金融・炭化水素・鉱山セクター各

40%、50%、60%)、付加価値税（標準税率 12％）、日本への利子・配当送金課税（最

高税率各々34％）、二国間租税条約および日ベネズエラ EPA は未締結である。 

※UT は Unidad Tributaria（租税単位）のこと。1UT = 150 ボリバル＝約 1,650 円である。 

（1 ボリバル＝約 11 円）  （出所）JETRO 国・地域情報（ベネズエラ）「税制」 

 

 

人口：3,062 万人（2015 年） 首都：カラカス（287 万人、全人口の 9%）  

面積：912,050 平方キロメートル（日本の約 2.4 倍）  宗教：キリスト教（カトリック） 

GDP：2,601 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：8,494 米ドル（2015 年） 

公用語：スペイン語     ODA: 非対象国   政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 2.6（電力 1.8/道路 2.8/空港 2.7）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 93%、94%） （出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 ベネズエラの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ベネズエラの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/ve/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/ve/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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建設投資額 

（億米ドル） 

234（2011 年）、318（2012 年）、306（2013 年）、408（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

（出所）カラカス証券取引

所(BVC) 

Lafarge（2015 年、マダガスカル大手セメント会社 Holcim 社と合併

し、LafargeHolcim Ltd となった。パリ証券取引所上場） 

非上場大手建設会社： Mantex 

進出日系建設企業 

（出所） OCAJI 

(株)日立製作所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

DTF*

1 ペルー → チリ ↑ メキシコ → 72.3%

2 プエルトリコ → メキシコ ↑ コロンビア ↑ 70.9%

3 チリ → ペルー ↓ ペルー ↓ 70.3%

4 コロンビア → コロンビア → チリ ↓ 69.6%

5 メキシコ → プエルトリコ ↓ プエルトリコ → 69.8%

6 パナマ ↓ パナマ → コスタリカ ↑ 68.5%

7 グアテマラ ↑ ジャマイカ ↑ ジャマイカ → 67.5%

8 セントルシア ↓ グアテマラ ↓ パナマ ↓ 66.2%

9 バハマ ↑ セントルシア ↓ セントルシア → 63.1%

10 ジャマイカ ↓ コスタリカ ↑ グアテマラ ↓ 62.9%

33位 → 33位 → 33位 → *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　中南米　順位（33か国）

2014年度 2015年度 2016年度

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

0

50
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150

200

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

ベネズエラ

総合順位（187位/190か国）

【図表 3】 ベネズエラの建設業界事情 

●国営石油会社（PDVSA）石油採掘計画

2005-2030：第一期（2005-2012）56 兆米

ドル。内、70％国内（政府）資本、30％民

間資本。二期（2012-2030）計画は未発表。 

●第二次国家社会経済開発計画 2013-2019 

世界のエネルギー大国として一翼を担うべ

く、2019 年までに原油日量 600 万バレル、

天然ガス日量 119 億立方フィートを達成。 

オリノコ原油地帯、海底ガス地帯の開発を

JV で促進、関連インフラ整備も推進する。 

●国土交通省マスタープラン 2013-2019 年 

海外在留邦人：392 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
4 

6%

農林水産業
2 

3%

鉱工業
9 

12%
運輸通信

1 
1%

卸小売業
44 

61%

その他
12 

17%

総数：72社

【図表 6】 有望展開先国としてのベネズエラ：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ベネズエラ政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.bolsadecaracas.com/eng/index.jsp
http://www.bolsadecaracas.com/eng/index.jsp
http://www.lafarge.com/en/lafarge-at-a-glance
http://www.mantex.com.ve/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.pdv.com/
http://www.pdv.com/
http://links.org.au/node/3079
http://www.mpptop.gob.ve/2013/plan-rector-2013-2019/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ベネズエラ・ボリバル共和国：お助け情報源 
 

 治 安 外務省危険情報（ベネズエラ） 

許 認 可 ●外国企業が投資をする際には、ベネズエラ公共投資促進局（CONAPRI）「外国投資の手

順」に従って、TR-N ビザ(1～複数年)の取得、税務情報の登録（R.I.F.）、外国投資の承認・

登録（国家貿易センター/CENCOEX*)、ベネズエラ社会保障機構(IVSS)への登録など、複

数の手続きがある。（詳細は外国投資法（2014 年 11 月）を参照） 

*（注）なお、CENCOEX への機能移管が完了していないため、過渡的に、旧所管機関で

ある外国投資監督局（SIEX）への登録が義務付けられている。 

●加えて、各事業を管轄する自治体(municipality)から産業または商業ライセンスを取得す

る必要がある（会社登録証明、衛生証明書、施設のリース、財務諸表、従業員数証明提出） 

公共発注者 国土交通省(MPPTOP)、その傘下組織（鉄道、航空、港湾、地下鉄、水、道路、建物など） 

●民間公共調達情報サイト： Globaltenders.com (ベネズエラ） 

●公共事業に参加する場合は、国家調達サービス(SNC）に対し請負業者の国内登録（RNC）

が必要となる。 

団 体 ●ベネズエラ建設会議所(Cámara Venezolana de la Construccion/CVC) 

●CVC が出版するベネズエラ建設業界誌： "Construccion CVC"  

本邦企業支

援 機 関 

●在ベネズエラ日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL:（58-212）262-3435   FAX:（58-212）262-3484   E-mail: economia@cr.mofa.go.jp 

●JETRO カラカス事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL:  (58-212) 266-0765  FAX: (58-212) 266-6632 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

●JICA ベネズエラ支所 TEL:（58-212）267-7372 / 9280    FAX:（58-212） 267-4625 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL:  03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（ベネズエラ 1 社） 

●JETRO 本邦企業海外事業展開の支援事例（ベネズエラ） 

業 界 調 査 ●在ベネズエラ日本国大使館「ベネズエラ・マンスリー経済情報」 

●JETRO 「2016 年度中南米進出日系企業実態調査結果（2017 年 1 月）」 

●JETRO 調査レポート「ベネズエラ」関連 

そ の 他 ●JICA/ODA 国別開発協力方針・事業展開計画（ベネズエラ） 

●ベネズエラ土木工事業者一覧 

●ニュース：El Nacional、El Universal 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_260.html
http://www.microsofttranslator.com/bv.aspx?from=&to=ja&a=http%3A%2F%2Fconapri.org%2Fcomo-invertir
http://www.microsofttranslator.com/bv.aspx?from=&to=ja&a=http%3A%2F%2Fconapri.org%2Fcomo-invertir
http://www.pgr.gob.ve/blog/wp-content/uploads/2016/02/LEY-DE-INVERSIONES-EXTRANJERAS..pdf
http://www.siex.gob.ve/
http://www.mpptop.gob.ve/
http://www.mpptop.gob.ve/entes-adscritos/
http://www.globaltenders.com/government-tenders-venezuela.php
http://www.snc.gob.ve/rnc/que-es-el-rnc
http://www.cvc.com.ve/
http://www.cvc.com.ve/public_const.php
http://www.ve.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/ve_caracas/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
https://www.jica.go.jp/venezuela/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://search.jbic.go.jp/bizasp/index.php?q=%E3%83%99%E3%83%8D%E3%82%BA%E3%82%A8%E3%83%A9&corpId=atc130020&en=&layout=1&hits=20&sg=1&ds=1&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4
http://www.ve.emb-japan.go.jp/gaiko/keizai.htm
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/7ba87df581793876/20160120.pdf
https://www.jetro.go.jp/reportstop/cs_america/ve/reports/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://obrasciviles.infoserviciosonline.com/
http://www.el-nacional.com/
http://www.eluniversal.com/daily-news/
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ペルーの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●憲法が外資に対する内国民待遇を保証。国産化率、現地調達義務、輸出義務、国

内販売規制など外資規制は存在しない。（但し、電気事業、警備業、兵器製造業は参

入規制、放送業、航空業、海運業には出資器比率上限がある。） 

●会社設立時に登録資本の最低 25％の払い込みが必要。株主数は非公開会社と商事

有限会社では 2～20 人、公開会社には制限はない。商事有限会社では現物出資は認

められていない。外国人が出資する場合は民間投資促進庁（ProInversion）への登

記義務あり。 

（出所）JETRO 国・地域情報（ペルー）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 28％）、個人所得税（8～30％の累進課税。）、付加価値税（標

準税率 18％：付加価値税に準ずる IGV16％+地方振興税 2％）、日本への利子送金

課税（非関連会社の場合 4.99％、親会社の場合 30％）配当送金課税（最高税率

6.80％）、二国間租税条約未締結。日ペルーEPA 締結済。 

（出所）JETRO 国・地域情報（ペルー）「税制」 

 

 

 

人口：3,115 万人（2015 年） 首都：リマ（1,095 万人、全人口の 35%）  

面積：約 129 万平方キロメートル（日本の約 3.4 倍）宗教：国民の大多数はカトリック 

GDP：1,921 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：6,168 米ドル（2015 年） 

公用語：スペイン語（他にケチュア語，アイマラ語等） ODA: 有償資金対象国 

インフラ水準：7 点満点中 3.6（電力 4.9/道路 3.0/空港 4.1）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 87%、76%）   （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  
【図表 1】 ペルーの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ペルーの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://www.proinversion.gob.pe/modulos/LAN/landing.aspx?are=0&pfl=1&lan=10&tit=proinversi%c3%b3n-institucional
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/pe/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/pe/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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ペルーの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

234（2011 年）、318（2012 年）、306（2013 年）、408（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

ペルー /リマ証券取引所

(BVL) 

Graña y Montero、 

非上場大手建設会社：COSAPI、Anddes Asociados S.A.C. 、Chamlin 

Engineering、Concesionaria IIRSA Sur S.A. 、CONCYSSA S.A. 

進出日系建設企業 

（出所） OCAJI 

(株)安藤・間、岩田地崎建設(株)、徳倉建設(株)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

DTF*

1 ペルー → チリ ↑ メキシコ → 72.3%

2 プエルトリコ → メキシコ ↑ コロンビア ↑ 70.9%

3 チリ → ペルー ↓ ペルー ↓ 70.3%

4 コロンビア → コロンビア → チリ ↓ 69.6%

5 メキシコ → プエルトリコ ↓ プエルトリコ → 69.8%

6 パナマ ↓ パナマ → コスタリカ ↑ 68.5%

7 グアテマラ ↑ ジャマイカ ↑ ジャマイカ → 67.5%

8 セントルシア ↓ グアテマラ ↓ パナマ ↓ 66.2%

9 バハマ ↑ セントルシア ↓ セントルシア → 63.1%

10 ジャマイカ ↓ コスタリカ ↑ グアテマラ ↓ 62.9% *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　中南米　順位（33か国）

2014年度 2015年度 2016年度

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）
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電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

ペルー

総合順位（54位/190か国）

国家インフラ計画(2016-2025) 

●2025 年までに約 1,595 億米ドルのインフ

ラ投資ギャップを解消し、OECD の正式メ

ンバーとなり、投資リスクゼロ(AAA 格)の

国になる等、具体的目標を多数掲げている。 

●約 1,595 億米ドルの内、36%（575 億米ド

ル）を交通インフラ（鉄道、道路、空港、

港湾）、19%（308 億米ドル）をエネルギー

分野事業が占める。 

●工事予定事業(ProInversion)には湾岸鉄

道、リマ地下鉄、リマ高速道路等がある。 

海外在留邦人：3,353 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
2 

4%

農林水産業
3 

6%

鉱工業
21 

38%

運輸通信
3 

5%

卸小売業
10 

18%

その他
16 

29%

総数：55社

【図表 6】 有望展開先国としてのペルー：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ペルー政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

【図表 3】 ペルーの建設業界事情 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.bvl.com.pe/neg_rv_sector.html
http://www.bvl.com.pe/neg_rv_sector.html
http://www.granaymontero.com.pe/en/default.aspx
https://www.cosapi.com.pe/Site/Index.aspx?aID=430
http://www.anddes.com/
http://chamlin.com/
http://chamlin.com/
https://www.iirsasur.com.pe/
http://www.concyssa.com/?titulo=contactenos
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.iwata-gr.co.jp/
http://www.tokura.co.jp/
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.investinperu.pe/RepositorioAPS/1/0/JER/GUIA_INVERSION/2_%20Peru's%20Business%20and%20Investment%20Guide%202016-2017.pdf
http://www.proyectosapp.pe/modulos/JER/PlantillaStandard.aspx?ARE=0&PFL=2&JER=8391&sec=24
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ペルー：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（ペルー） 

許 認 可 会社設立時には、会社形態にかかわらず登録資本の最低 25％の払い込みが義務付けられて

いる。加えて、外国人が出資する場合は民間投資促進庁（ProInversion）で直接外国投資

登記を行うことが義務付けられている。 

●具体的な登記手続き：How to set up a company (ProInversion) 

公共発注者 運輸通信省（道路，橋梁，鉄道，空港，港湾など）、住宅建設上下水道省（都市・住宅，河

川整備など）、農業省（河川整備など）、エネルギー鉱山省（ダムなど） 

●公共事業入札情報：民間投資促進庁道路、橋梁、空港、港湾、鉄道、ダム、都市・住宅、

河川整備など 今後の工事予定事業一覧（Upcoming Projects） 

（出所）「建設産業情報（基礎情報）」在ペルー日本国大使館（2012/12） 

団 体 ●建設業協会（Cámara Peruana de la Construcción/CAPECO） 

●不動産協会（Asociación de Desarrolladores Inmobiliarios） 

本邦企業支

援 機 関 

●在ペルー日本国大使館 日本企業支援窓口   

TEL:（51-1）219-9500  FAX: （51-1）219-9524  E-mail: coopjapon@li.mofa.go.jp  

●JETRO リマ事務所  ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL:  51-1-441-5175 / 51-1-441-6010 FAX:  51-1-440-0527 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

●JICA ペルー事務所 

TEL: （51-1） 221-2433   FAX: 51-1） 221-2407   E-mail:  pe_oso_rep@jica.go.jp 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●日秘商工会議所 

TEL: (51-1) 261-0484    FAX: (51-1) 261-3992    E-mail: ccipj@ccipj.org.pe 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事（ペルー3 社） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（ペルー進出事例） 

●JBIC 本邦企業インフラ投資支援事例（ペルー） 

業 界 調 査 ●在ペルー日本国大使館「建設産業情報（最近の動向）」（2012/12） 

●JETRO 調査レポート「ペルー」関連 

●在ペルー日本国大使館「経済情勢・関連機関・各種データ」 

●2016/17 ペルー投資ガイド （2016 年 9 月） 

●BNamericas.com （ペルー公共インフラ投資情報、アップデート情報リンク付） 

●JETRO 「2016 年度中南米進出日系企業実態調査結果（2017 年 1 月）」 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「ODA プロジェクト（無償資金協力）」 

●ニュース： Peruvian Times、Perur Reports、El Comercio 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_261.html
http://www.investinperu.pe/modulos/JER/PlantillaStandard.aspx?are=1&prf=0&jer=5761&sec=17
http://www.mtc.gob.pe/portal/inicio.html
http://www.vivienda.gob.pe/
http://www.minag.gob.pe/portal/
http://www.minem.gob.pe/
http://www.proinversion.gob.pe/0/0/modulos/JER/PlantillaStandardsinHijos.aspx?ARE=0&PFL=0&JER=4418
http://www.proyectosapp.pe/modulos/JER/PlantillaStandard.aspx?ARE=0&PFL=2&JER=8391&sec=24
http://www.capeco.org/
http://www.adi.org.mx/es/
http://www.pe.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/pe_lima/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
https://www.jica.go.jp/peru/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ccipj.org.pe/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://search.jbic.go.jp/bizasp/index.php?q=%E3%83%9A%E3%83%AB%E3%83%BC&corpId=atc130020&en=&layout=1&hits=20&sg=1&ds=1&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4
http://www.mlit.go.jp/common/000987216.pdf
https://www.jetro.go.jp/reportstop/reports/cs_america/pe/
http://www.pe.emb-japan.go.jp/itpr_ja/00_000120.html
http://www.investinperu.pe/RepositorioAPS/1/0/JER/GUIA_INVERSION/2_%20Peru's%20Business%20and%20Investment%20Guide%202016-2017.pdf
http://www.bnamericas.com/en/news/infrastructure/perus-kuczynski-to-speed-up-us18bn-in-infrastructure-projects1/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/7ba87df581793876/20160120.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.peruviantimes.com/
http://perureports.com/
http://elcomercio.pe/
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メキシコの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 

 

 

規制 

 

 

●規制業種（外資法第 5 条）を除く一般業種では、無条件で 100％まで参加可能。 

●規制業種以外でも既存企業の資本金に 49％を超えて外資が参加する場合、その会

社の資産総額が 40 億 516 万 7,839.31 ペソ（2016 年 5 月 12 日官報公布、翌日よ

り施行）を上回る場合、外資委員会の承認が必要（同法第 4、9 条）。 

●外資参加率が 49％を超える場合、外資委員会の承認が必要とされる規制業種（第

8 条）があり、公共鉄道サービスの提供と鉄道の建設・操業・管理が含まれる。 

●外資参加比率に上限のある業種で「外資」の出資比率を算定する場合、メキシコ

資本がマジョリティーを有するメキシコの会社を通じた間接的な投資は「外資」と

みなさない。 

●メキシコ人または会社定款に「外国人排除条項」を定めるメキシコの法人に留保

される規制業種（外資法第 6 条）があり、適用法に明確に示される専門・技術サー

ビス提供が含まれる。  

（出所）JETRO 国・地域情報（メキシコ）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 30％）、個人所得税（30％～35％の累進課税）、付加価値税

（全国共通 16％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々15％、10％） 配

当は親子会社間が 0％または 5％になる可能性あり。二国間租税条約締結済み、日墨

EPA 及び環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）交渉中。 

（出所） JETRO 国・地域情報（メキシコ）「税制」 

人口：1 億 2,101 万人（2015 年）  首都：メキシコシティ（2,023 万人、全人口の 17%） 

面積：196 万平方キロメートル（日本の約 5 倍） 宗教：キリスト教（カトリック） 

GDP：11,438 億米ドル（2015 年）  一人当たり GDP：9,452 米ドル（2015 年） 

公用語：スペイン語 ODA：有償資金対象国 政治体制：立憲民主制による連邦共和国 

インフラ水準：7 点満点中 4.3（電力 4.9/道路 4.3/空港 4.6）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 96%、85%）（出所）IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 メキシコの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 メキシコの業種規制・税制              

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://www.economia.gob.mx/files/comunidad_negocios/ied/foreign_investment_law.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/mx/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/mx/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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メキシコの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」 （第 27 回、第 28 回） 

現地マーケットの今後の成長性 73.0%

1 インド 45.9% インド 40.4% インド 47.6% 組み立てメーカーへの供給拠点として 48.4%

2 インドネシア 45.7% インドネシア 38.8% 中国 42.0% 安価な労働力 33.6%

3 中国 43.7% 中国 38.8% インドネシア 35.8% 現地マーケットの現状規模 23.8%

4 タイ 35.3% タイ 30.7% ベトナム 32.7% 第三国輸出拠点として 23.0%

5 ベトナム 31.1% ベトナム 27.5% タイ 29.4%

6 メキシコ 20.2% メキシコ 23.6% メキシコ 25.9% 治安・社会情勢が不安 58.3%

7 ブラジル 16.6% 米国 16.6% 米国 19.3% 管理職クラスの人材確保が困難 34.8%

8 米国 13.2% フィリピン 11.5% フィリピン 10.6% 労働コストの上昇 28.7%

9 ロシア 12.0% ブラジル 11.1% ミャンマー 10.1% 技術系人材の確保が困難 24.3%

10 ミャンマー 11.0% ミャンマー 7.9% ブラジル 7.2% 他社との激しい競争 18.3%

課題（2016年度）

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%) 有望理由（2016年度）

2014年度 2015年度 2016年度

建設投資額 

（億米ドル） 

928 （2011 年）、939 （2012 年）、913 （2013 年）、 
925 （2014 年）         （出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

（出所）メキシコ証券取引所 

Cemex、Consorcio ARA、Empresas ICA、URBI 

進出日系建設企業 

（出所） OCAJI 

(株)安藤・間 鹿島建設(株) 清水建設(株) 徳倉建設(株)  

(株)フジタ 前田建設工業(株) 

【図表 3】 メキシコの建設業界事情 

国家インフラ投資計画（2014-2018） 

●計 743 事業、総投資額（官民合計）約 5,960

億ドルの計画。内、約 37%は民間調達予定。 

全体予算の 9 割が以下の 3 分野： 

・通信・運輸分野 1.3 兆ペソ（全体の 17％）：

ベラクルス港・アルタミラ港拡張工事、

マサトラン港湾近代化工事など。 

・エネルギー分野 3.9 兆ペソ（全体の 50％） 

・都市開発・住宅分野 1.9 兆ペソ（同 24％） 

・その他、水・健康・観光分野 

※1 ペソ＝約 5 円（参考） 

（参考）各分野投資計画詳細 

海外在留邦人：9,437（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
32 
3%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
550 
58%

運輸通信
55 
6%

卸小売業
184 
19%

その他
136 
14%

総数：957社

【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのメキシコ：有望理由と課題 （参考） 

【図表 4】 本邦企業進出状況 【図表 5】 メキシコ政府のインフラ開発計画 

http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.stockexchange.com.mx/listed-companies
http://www.cemex.com/
http://www.consorcioara.com.mx/
https://www.ica.com.mx/es_ES/web/ica/
http://www.urbi.com/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.tokura.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.maeda.co.jp/
http://presidencia.gob.mx/pni/
http://cdn.presidencia.gob.mx/pni/programas-y-proyectos-de-inversion.pdf?v=1
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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メキシコ:お助け情報源 

 
 

 

 

治 安 外務省危険情報（メキシコ） 

許 認 可 ●建設業許可についての制度はない。 

●メキシコの建築基準は州または地方自治体レベルで適用される建築規則に関して定めら

れている。建築規則を策定するのは地方政府の責任とされている。 

（出所）『4. メキシコの建築コードの展望』「世界の建築規制」（2012）（財）日本建築センター 

公共発注者 通信運輸省（道路、橋梁、鉄道、空港、港湾）（公共事業インフラ一覧） 

環境天然資源省 国家水委員会（河川整備、ダム） 

団 体 Cámara Mexicana de la Industria de la Construcción (CMIC)  

本邦企業支

援 機 関 

●在メキシコ日本国大使館 

  日本企業支援窓口  TEL:（52-55）5211-0028   FAX:（52-55）5207-7743   

E-mail: nihonsien@me.mofa.go.jp 

●JETRO メキシコ事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL: 52-55-5202-7900     FAX: 52-55-5202-8003 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

● JICA ブラジル事務所 

TEL:（55-61） 3321-6465  FAX：（55-61） 3321-7565  E-mail: br_oso_rep@jica.go.jp 

●メキシコ日本商工会議所 本部事務局（日墨協会（Asociación México-Japonesa）敷地内）

E-mail（日本語）: camjapon@japon.org.mx TEL: (52-55) 5593-2020, 2727, 2828 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例 （メキシコ 6 社） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（メキシコ進出事例） 

●JBIC 本邦企業インフラ投資支援事例（メキシコ） 

●JETRO（海外進出/機械/環境/中南米で絞込検索） 

業 界 調 査 ●「日系建設企業のメキシコへの展開について」（建設経済研究所 RICE Monthly No. 300 

●JETRO 調査レポート「メキシコ」関連 

●在メキシコ日本大使館「メキシコ経済情勢」（『インフラ市場概要』など） 

●JETRO 「2016 年度中南米進出日系企業実態調査結果」（2017 年 1 月） 

そ の 他 ●JICA/ODA 国別開発協力方針・事業展開計画（メキシコ） 

● El Economista、Biz News、El Mercurio 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_264.html
http://www.bcj.or.jp/c20_international/regulation/src/BDA_05.pdf
http://www.sct.gob.mx/
http://www.sct.gob.mx/
http://www.cna.gob.mx/
http://www.cmic.org/
http://www.mx.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/mx_mexico/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
jihttps://www.jica.go.jp/brazil/office/index.html
http://www.japon.org.mx/ja/
mailto:camjapon@japon.org.mx
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://search.jbic.go.jp/bizasp/index.php?q=%E3%83%A1%E3%82%AD%E3%82%B7%E3%82%B3&corpId=atc130020&en=&layout=1&hits=20&sg=1&ds=1&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/monthly/MONTH300-2.pdf
https://www.jetro.go.jp/reportstop/reports/cs_america/mx/
http://www.mx.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/economia_jp.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/7ba87df581793876/20160120.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://eleconomista.com.mx/index.php
http://biznews.com.mx/
https://elmercurio.com.mx/
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欧州地域の投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

（出所） 図表 2：世界銀行 Doing Business 

Ranking 2016、図表 3：JETRO 投資コスト比較 

 

 

 

 

総合順位 事業立上 建設許可 電力供給 不動産登録  与信取得 投資家保護 税金支払 国際交易 契約履行 破産手続
ポーランド 24 107 46 46 38 20 42 47 1 55 27

チェコ共和国 27 81 130 13 31 32 53 53 1 68 26

ルーマニア 36 62 95 134 57 7 53 50 1 26 49

ブルガリア 39 82 48 104 60 32 13 83 21 49 48

ロシア 40 26 115 30 9 44 53 45 140 12 51

ハンガリー 41 75 69 121 28 20 81 77 1 8 63

ウクライナ 80 20 140 130 63 20 70 84 115 81 150

(単位：米ドル） プラハ ブダペスト ソフィア ワルシャワ ブカレス キエフ
サンクトペ
テルブルク

モスクワ

製造業ワーカー 884/月
396～

1,111/月
377/月

586～992/
月 *1

306～
444/月*1

159～243/月
648～
937/月

661～
1,120/月

法定最低賃金 374.5/月 371/月 216/月 464/月 261/月 58/月 170/月*2 297/月

社会保険負担率
(事業主の負担率）

34.00% 27.00%
17.4％+労災保
険(平均0.7％）

19.21～
22.41％

22.75～
33.45％

36.76～
49.7％*3

30.2～
38.5％

30.2～
38.5％

*1: 社会保障（雇用者負担分）含む           *2: ｻﾝｸﾄﾍﾟﾃﾙﾌﾞﾙｸﾞ市          *3: 業種の危険度合いによる

 
（出所） 基礎情報は IMF、JETRO 国・地域情報、 

成長率は IMF WEO, 2016/10（予測値 2016-20） 

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0
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5.0

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

ウクライナ

ルーマニア

ポーランド

ブルガリア

チェコ共和国

ハンガリー

ロシア

%

EU28 カ国は 5 億人強の単一市場の

下、ヒト・モノ・サービス・カネの移

動の自由化を実現してきた。TEN-T

構想の完成（2030 年）に向け欧州横

断主要 9 回廊の建設も進んでいる。

2004 年以降 EU に加盟し市場経済化

とロシアの影響力排除を図ってきた

中・東欧諸国であるが、依然としてロ

シアとの経済的関係は強い。ロシアか

らの天然ガスに依存する国によって

はウクライナ情勢に留意が必要。英国

の EU 離脱の影響も要注目。 

EU 28 総人口： 約 5 億 840 万人 

同 総 GDP：16.3 兆米ドル（2015） 

FTA：EU は域内諸国のみならず、非加

盟国・地域との FTA も締結している。

米国・ロシア・中国・日本も交渉中。 

域内インフラプロジェクト：（-2030） 

欧州横断運輸ネットワーク構想

（Trans-European Transport 

Network : TEN-T） 

【図表 2】 域内諸国の「事業のしやすさ」ランキング 

【図表 3】 域内諸国の労働コスト比較 

【図表 1】 域内諸国の今後の経済成長率見通し 

【図表 4】 欧州横断運輸ネットワーク（Ten-T/～2030） 

（出所） EC (2014/9)  

 

 

http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.doingbusiness.org/rankings
https://www.jetro.go.jp/world/search/cost.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
https://www.jetro.go.jp/world/
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/
http://ec.europa.eu/transport/themes/infrastructure/news/corridors_en
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ウクライナの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設業を含め外国資本の参入はほぼ全産業で認められている。 

●出資規制は、サービス産業の一部（テレビ放送、全国の新聞、出版社、航空輸送）

にある。 

●非農業用地の所有は可能。外国企業は、公共セクターおよび民間セクターの土地

所有者から土地を購入あるいはリースすることが可能である。 

●ウクライナ国内で外貨精算するには中央銀行(NBU)からライセンス（有効期限と

金額限定）を取得する必要がある。 

（出所）East Invest（東欧地域投資貿易促進機関） 

税制 

 

法人所得税（表面税率 21％）、個人所得税（一律 15%、月収が最低賃金の 10 倍を

超える場合は一律 17%）、付加価値税（標準税率 20％）、二国間租税条約締結済み。

日・ウクライナ EPA は未締結。日本 EU EPA は交渉中。 

（出所）East Invest（東欧地域投資貿易促進機関） 

●外貨建て取引規制がある：外地に居住する外国投資家への配当金送付は禁止、企

業は外貨収入の 75％を強制売却、金融機関は一個人へ販売できる外貨は一日

UAH6,000 までに制限。  ※1 ウクライナグリブナ（UAH）=0.03 円（参考） 

●交通インフラ、農業等の優遇分野の投資は、一定の条件（最低投資額、新規雇用

人数等）を見たせば、閣僚承認の上、輸出資機材の関税免除等の優遇措置が適用さ

れる（2018 年 1 月 1 日まで）（出所）Deloitte, "Ukraine Taxation and Investment 2016" 

 

【図表 1】 ウクライナの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ウクライナの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

人口：4,259 万人（2015 年） 面積：60 万 3,700 平方キロメートル（日本の約 1.6 倍）

首都：キエフ（280 万人、全人口の 7%）宗教：ウクライナ正教、東方カトリック教  

GDP：905 億米ドル（2015 年）   一人当たり GDP：2,125 米ドル（2015 年） 

公用語：ウクライナ語（国家語）、ロシア語等 ODA：有償資金対象国 政治体制：共和

制 インフラ水準：7 点満点中 3.9（電力 4.4/ 道 2.4/空港 3.7）安全飲料水・トイレ普及

（各々人口の 96%/96%）  （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://www.east-invest.eu/en/investment-promotion/ukraine-2
http://www.east-invest.eu/en/investment-promotion/ukraine-2
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/global/Documents/Tax/dttl-tax-ukraineguide-2016.pdf
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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ウクライナの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

52（2011 年）、51（2012 年）、48（2013 年）、37（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

 

TURBOATOM、Arcelor Mittal.com  （出所）ウクライナ証券取引所 

その他非上場建設関連会社：EUROCEMENT GROUP JSC、AZBI、

Industry Ukraine、KYIVSOTSBUD 

進出日系建設

企業 

海外建設協会(OCAJI)会員で進出している企業はない。（出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 ジョージア → マケドニア ↑ マケドニア → 81.7%

2 ラトビア → ラトビア → ラトビア → 80.6%

3 リトアニア → リトアニア → リトアニア → 78.8%

4 マケドニア ↑ ジョージア ↓ ジョージア → 80.2%

5 ポーランド ↓ チェコ共和国 ↑ ポーランド ↑ 77.8%

6 チェコ共和国 → ポーランド ↓ チェコ共和国 ↓ 76.7%

7 アルメニア ↑ ルーマニア ↑ ルーマニア → 74.3%

8 キプロス ↓ ブルガリア ↑ ロシア ↑ 73.2%

9 ブルガリア ↓ ハンガリー ↑ ブルガリア ↓ 73.5%

10 トルコ ↑ クロアチア ↑ クロアチア → 73.0%

25位 ↑ 26位 ↓ 25位 ↑ *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　ロシア・東欧・中央アジア　順位（28か国）

2014年 2015年 2016年

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）
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【図表 3】 ウクライナの建設業界事情 

●主要交通回廊の高速道路開発 

（925km 改修工事、4 年間で約 45 億米ドル） 

①Berlin (Dresden) – Wroclaw – Lviv – Kyiv 

②Trieste – Ljubljana - Budapest (Bratislava) – Lviv 

③Helsinki - St. Petersburg (Moscow) – Kyiv - Chisinau 

(Odesa) – Bucharest – Dimitrovgrad - Alexandropoulos 

・鉄道 Grebinka – Poltava –Krasnograd – Lozova 間の

2 系列目敷設工事（360km、6 年間で 3.7 億米ドル） 

●Lviv-Krakovets 間の有料道路建設（ｺﾝｾｯｼｮﾝ事業） 

（84.4km、4 年間で 2.44 億米ドル） 

●Slovechno – Korosten –Zhytomyr – Berdychiv

間 196km の鉄道電化工事（4 年間で 1 億米ドル） 

●汎ヨーロッパ交通回廊 4 ルート (III, V, VII, IX) 

および TRACERA ヨーロッパ-コーカサス-アジ

ア回廊、グダニスク - オデッサ回廊などがあり、

今後も交通インフラ整備需要が見込まれる。 

（出所）インフラ省「ウクライナの投資機会」(2015/6) 

海外在留邦人：193 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
0 

0%

農林水産業
0 

0%
鉱工業

2 
5%

運輸通信
0 

0%

卸小売業
28 

72%

その他
9 

23%

総数：39社

【図表 6】 有望展開先国としてのウクライナ：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ウクライナ政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.turboatom.com.ua/
http://ukraine.arcelormittal.com/?lang=en
http://www.ux.ua/en/
http://www.eurocement.ru/cntnt/eng10/plants2/ukraine1/eurocement23/eurocement24.html
http://www.azbi.ua/?lang=en
http://www.industry-ukraine.com.ua/en/?secure&till
http://www.ksbud.com.ua/ukrainian
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.traceca-org.org/en/countries/ukraine/
http://usa.mfa.gov.ua/mediafiles/sites/usa/files/Infrastructure.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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治 安 外務省危険情報（ウクライナ） 

許 認 可 都市計画業務改善に係る諸法令の改訂法 No. 1817-VIII No. 4733-1（2017 年 1 月 17 日付） 

が 2017 年 6 月 10 日に発効すると、ウクライナの建物・構造物の分類に係る基準・規則が

EU 基準になり、リスク管理原則に基づいて（現在の 5 分類から）以下の 3 分類に替わる。 

・CC1 –管理リスクの低いクラス（旧カテゴリーI〜II） 

・CC2 –管理リスクの中級クラス（旧カテゴリーIII〜IV） 

・CC3 –管理リスクの高いレベル（旧カテゴリーV） 

新法の下、建設工事許可を取得するための手続も修正され、CC1 に分類される建物等は、

建設作業開始の通知が必要。 CC2 および CC3 に分類される建設には、建設作業を開始す

るための建設許可証と、建物の試運転証明書が必要になる。 

（注）旧カテゴリーIII に属した建物・構造物は、新法の下では建設許可が必要になる。ま

た、建設工事開始宣言が新法の発効日より前である場合は同法の適用外とされる。 

（出所）CMS Law-Now、 

公共発注者 ●Ukrzaliznytsia(UZ)（国営鉄道） 

●インフラ省、地域開発省、エネルギー石炭鉱業省 

●イヴァーノ＝フランキーウシク州投資促進センター：ワンストップショップ 

●ウクライナは2016年にWTO政府調達協定（GPA）に正式加入したことから、一定金額*

以上の物品・サービス・建設に関する公共調達案件について内外無差別などの原則が適用

される。（*例えば、中央省庁発注の建設サービスの場合、SDR5百万、1.48億フリブニャ

を超える事業は内外無差別となる。） 

団 体 ●ウクライナ商工会議所（UCCI） 

本邦企業支

援 機 関 

●在ウクライナ日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL:（380-44）490-5500   FAX:（380-44）490-5501   E-mail: toiawase@kv.mofa.go.jp 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

● JBIC 本邦企業インフラ投資支援事例（ウクライナ） 

●『キエフ日本商工会所属企業』 p38, ロシア NIS 調査月報 2007 年 6 月号 

業 界 調 査 ●Deloitte, “Construction and building materials market in Ukraine” 

●在米ウクライナ大使館「ウクライナ投資機会」 

●Invest Ukraine（非政府外国投資促進機関）「ウクライナ投資機会」 

●JETRO調査レポート「ウクライナ」関連 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●JETRO「ウクライナへ進出」関連文献 

●ウクライナ商工会議所（UCCI）加盟建設会社リスト（588 社） 

●Biz Ukraine.com, "Construction companies in Ukraine" 

●ニュース：Ukrainian Journal、ウクライナ政府ウェブポータル、Business Ukraine 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_182.html#ad-image-0
http://zakon2.rada.gov.ua/laws/show/1817-19?test=4/UMfPEGznhhCNa.ZiXoazBJHI4u.s80msh8Ie6
http://www.cms-lawnow.com/ealerts/2017/02/ukraine-new-approach-to-classification-of-construction-works
https://www.uz.gov.ua/en/
http://www.mtu.gov.ua/
http://www.minregion.gov.ua/
http://mpe.kmu.gov.ua/
http://www.investin.if.ua/en/
http://www.investin.if.ua/en/one-stop-shop.html
http://www.ucci.org.ua/home.html
http://www.ua.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://search.jbic.go.jp/bizsearch_asp/search?q=%E3%82%A6%E3%82%AF%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%8A&p=1&not=&n1_2l=&n1_2h=&corpId=atc130020&sg=1&sgNum=20&layout=1&hits=20&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4&t%5B%5D=1
http://www.geocities.jp/hmichitaka/g200706.pdf
http://www.investin.if.ua/doc/pub/Overview_Construction_and_building_materials_market_in_Ukraine_WWW.pdf
http://usa.mfa.gov.ua/en/ukraine-us/trade/Investment+Opportunities+in+Ukraine
http://www.investukraine.net/investment-opportunities-ukraine/
https://www.jetro.go.jp/reportstop/russia_cis/ua/reports/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
https://www.jetro.go.jp/biznewstop/russia_cis/ua/fdi/
http://www.ucci.org.ua/synopsis/members/orgsrcu.shtml?CGIQUERY=24&lng=1&query=F_&mf12=&mf22=0&self=0&Search=%CF%EE%E8%F1%EA
http://www.bizukraine.com/construction_companies.htm
http://www.ukrainianjournal.com/
http://www.rada.gov.ua/en
http://bunews.com.ua/
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（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設業を含め外国資本の参入が認められない分野はない。（ただし、金融業・軍需

産業は所管機関からの許認可が必要。） 

●外国人の就業が認められない分野はない。「就労カード」（労働許可と滞在許可を兼

ねる）を申請・取得する必要がある。ただし、外国企業から派遣される駐在員、

あるいはチェコ企業の役員に対しては、就労カード申請前に、従来どおり労働許

可証を申請することが義務付けられる。 

●就労カード所持者（外国人）の就業対象となるポストは、労働局に空きが報告され

てから 30 日間以内に埋まらないもののみに限られる（現地人の雇用優先）。 

●100％の出資も可能。出資金に関する規制はない（外資、内国企業は同等待遇）。 

●外国法人も土地取得可能。 

（出所）JETRO 国・地域情報（チェコ）「外資に関する規制」  

税制 

 

法人所得税（表面税率 19％）、個人所得税（一律 15％、所得額が平均賃金の 4 倍を

上回る場合、所得額と平均賃金の 4 倍との差額の 7％分の連帯税が加算）、付加価値

税（標準税率 21％）、日本への利子送金課税（最高税率 10％）、配当送金課税（一

般：15％、親子間 10％）、二国間租税条約締結済み。日チェコ EPA は未締結。日本

EU EPA 締結交渉中。 （出所）JETRO 国・地域情報（チェコ）「税制」 

 

人口：1,054 万人（2015 年） 首都：プラハ（138 万人、全人口の 13%）  

面積：78,866 平方キロメートル（日本の約 5 分の 1）  宗教：キリスト教（カトリック） 

GDP：1,852 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：17,570 米ドル（2015 年） 

公用語：チェコ語         ODA:非対象国         政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 4.7（電力 6.0/道路 4.1/空港 5.3）、安全飲料水・トイレ普及 

（各々人口の 100%/99%） （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum 世銀 

 

  【図表 1】 チェコ共和国の GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 チェコ共和国の業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/europe/cz/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/europe/cz/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
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建設投資額 

（億米ドル） 

127（2011 年）、109（2012 年）、108（2013 年）、104（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

（出所）プラハ証券取引所 

ČEZ Group、STRABAG a.s. 、OHL ŽS a.s.  

その他、非上場大手建設会社：CKD Group、Metrostav a.s. 

EUROVIA CS, a.s.、SWIETELSKY stavební s.r.o.  

進出日系建設企業 

（出所） OCAJI 

鹿島建設(株) 清水建設(株) (株)竹中工務店 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 ジョージア → マケドニア ↑ マケドニア → 81.7%

2 ラトビア → ラトビア → ラトビア → 80.6%

3 リトアニア → リトアニア → リトアニア → 78.8%

4 マケドニア ↑ ジョージア ↓ ジョージア → 80.2%

5 ポーランド ↓ チェコ共和国 ↑ ポーランド ↑ 77.8%

6 チェコ共和国 → ポーランド ↓ チェコ共和国 ↓ 76.7%

7 アルメニア ↑ ルーマニア ↑ ルーマニア → 74.3%

8 キプロス ↓ ブルガリア ↑ ロシア ↑ 73.2%

9 ブルガリア ↓ ハンガリー ↑ ブルガリア ↓ 73.5%

10 トルコ ↑ クロアチア ↑ クロアチア → 73.0%

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　ロシア・東欧・中央アジア　順位（28か国）
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【図表 3】 チェコ共和国の建設業界事情 

Action Plan for the Deployment of 

Intelligent Transport Systems (ITS) in 

the Czech Republic until 2020 (with the 

Prospect of 2050)  

2014-2020 年の高度交通システム（ITS）展

開アクションプラン。物理的輸送網（一般

道・高速道路・鉄道・貨物輸送船等）の改

修計画に ITS を付加した計画。以下を含む。 

●Operational Programme Transport 

2014-2020 (OPD2)：高速道路の新設を含め

全交通手段対象。総額 13.7 兆ユーロ（CZK 

1,756 億。内、ITS 予算は CZK 153 億） 

●Integrated Regional Operational 

Programme (IROP)：地域道路インフラ改

修計画 

2014-2020：総額 4730 億ユーロ（CZK 132

億。内、ITS 予算は CZK 5 億） 

（出所）交通省 ※1 コルナ（CZK）＝約 4 円（参考） 

 

海外在留邦人：1,791 人（2015 年、外務省） 
 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
4 
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農林水産業
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鉱工業
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総数：175社

【図表 6】 有望展開先国としてのチェコ共和国：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 チェコ共和国政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
https://www.pse.cz/
https://www.cez.cz/en/cez-group/cez-group.html
http://www.strabag.com/
http://www.ohlzs.cz/
http://www.ckd.cz/translate/cs/home
http://www.metrostav.cz/cz/
http://www.eurovia.com/fr
https://www.swietelsky.com/cz
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.kajima.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.czechspaceportal.cz/files/files/ITS/AP_ITS/Akcni_plan_rozvoje_ITS_EN.pdf
http://www.czechspaceportal.cz/files/files/ITS/AP_ITS/Akcni_plan_rozvoje_ITS_EN.pdf
http://www.czechspaceportal.cz/files/files/ITS/AP_ITS/Akcni_plan_rozvoje_ITS_EN.pdf
http://www.czechspaceportal.cz/files/files/ITS/AP_ITS/Akcni_plan_rozvoje_ITS_EN.pdf
http://www.mdcr.cz/Vyhledavani?searchtext=procurement&searchmode=allwords
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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 治 安 外務省危険情報（チェコ） 

許 認 可 ●外国法人はチェコ企業と同等な条件および範囲内において、不動産の取得を含む商取引を

行う権利がある。単独もしくは共同で会社を設立、または既存のチェコ企業への参入も可

能。外国企業がチェコ国内で事業を行うには、チェコに支店を登録するかチェコ法人を設

立する必要がある。 

●チェコでの工場建設手続きは、ヨーロッパ諸国と同様。以下の許認可事項を、各々関係当

局に申請し、承認を受ける必要がある。 

1. 環境影響評価（Environmental Impact Assessment ＝EIA）－事前調査 

2. 環境影響評価 (EIA)－*正規手続き（*大規模事業または所管省庁からの指示により） 

3. 計画許可（Planning Permit） 

4. 統合許可*（Integrated Permit）（*大規模事業または所管省庁からの指示により） 

5. 建築許可（Building Permit） 

6. 最終認可（Final Approval） 

●チェコ共和国ビジネス・投資開発庁（日本語）： 会社設立の手続き、工場建設手続き 

公共発注者 交通省、産業貿易省、農業省、環境省 

●公共事業入札情報：地域開発省 Information System on Public Contracts 

団 体 チェコ商工会議所内に、以下を含む多数の建設関連団体が参加する専門組合がある。 

・Association of Developers in Gas and Pipe Lines 

・Guild for Thermal Insulation of Buildings of the Czech Republic 

・Guild of Dry Construction of the Czech Republic 

・Czech Union of Electrical Engineering 

本邦企業支

援 機 関 

●在チェコ日本国大使館  日本企業支援窓口  TEL:（420）257-533-546    

FAX:（420）257-532-377  E-mail: economic@ph.mofa.go.jp   

●JETRO プラハ事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL：420-222-312-978（日本語）/420-224-814-971（その他の言語） FAX：420-224-813-998 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●日本チェコ商工会、日本チェコ協会 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例チェコ 3 社） 

●チェコ共和国ビジネス投資開発庁「在チェコ日本企業の動向」 

●ジェトロセンサー「欧州：EU 基金を市場参入の機会に」（2016 年 4 月号） 

●EU 公共調達検察サイト：TED(Tender Electric Daily) 

業 界 調 査 ●在チェコ日本国大使館「建設産業情報（最近の動向）」（2016/7）、「経済関係」 

●JETRO 「欧州進出日系企業実態調査（2016 年度）」、調査レポート「チェコ」関連 

そ の 他 ●チェコ建設下請会社一覧：Go4Construction Supply Chain 

●ニュース：The Czech Journal、The Daily 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_163.html
http://czechinvest.org/jp/about-czechinvest
http://www.czechinvest.org/data/files/fs-jp-22-setting-up-a-business-86-jp.pdf
http://czechinvest.org/data/files/fs-jp-19-building-process-83-jp.pdf
http://www.mdcr.cz/Ministerstvo/Ministr-dopravy?lang=en-GB
http://www.mpo.cz/default_en.html
http://eagri.cz/public/web/en/mze/
http://www.mzp.cz/en/
http://www.isvz.cz/ISVZ/Podpora/ISVZ.aspx
http://www.komoracz.eu/about-us/professional-associations/professional-associations.aspx
http://www.aspp.cz/
http://www.czb.cz/
http://www.cechsv.cz/
http://www.elektrosvaz.cz/
http://www.cz.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/cz_praha/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.nihonshokokai.cz/
http://home.att.ne.jp/gold/czsk/index.htm
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://czechinvest.org/jp/history-of-jp-companies
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/25a27d76100bdaff/20150159.pdf
http://ted.europa.eu/TED/main/HomePage.do
http://www.mlit.go.jp/common/001102355.pdf
http://www.cz.emb-japan.go.jp/czech_pdf.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/ee4a80e2b846406e/20160098.pdf
https://www.jetro.go.jp/reportstop/europe/cz/reports/
http://www.go4construction.com/company_search.php?frm_id=advsrch&location1=0&location1=1&location2=0&sectors%5B1%5D=29&location=337&submit_advsrch=Go&sty=2
http://www.czechjournal.cz/
http://www.thedaily.cz/
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ハンガリーの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設業を含め、外国資本の参入が認められない分野はない。（内外無差別）。 ただし、

国家経済にとって重要とされる国有企業（郵便・電力・鉄道など）については買収

規制がある。 

●外国人就業には規制がある。特殊技能であること、雇用主からの事前申請がある

ことを条件に、労働管理局が就労許可証を発行する。（2 年毎に更新。役員は対象外）

外国人の就業外国人の雇用が、総雇用数の 5％未満の場合は、自動的に就労許可証

が発行される。 

●100％による外資出資も可能。 

●農地以外の土地は、取得、所有とも可能である。 

●外国企業の資本参加の有無にかかわらず、会社の形態により最低資本金額が定め

られている。 

（出所） JETRO 国・地域情報（ハンガリー）「投資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率一律 9％）、個人所得税（一律 15％）、付加価値税（標準税率

27％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％）、二国間租税条約締結済

み。日ハンガリーEPA は未締結。日本 EU EPA は交渉中。 

（出所）JETRO 国・地域情報（ハンガリー）「税制」 

人口：986 万人（2015 年） 首都：ブタペスト（250 万人、全人口の 25%） 

面積：約 9.3 万平方キロメートル（日本の約 4 分の 1）宗教：カトリック（カルヴァン派） 

GDP：1,206 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：12,240 米ドル（2015 年） 

公用語：ハンガリー語  ODA：非対象国     政治体制：共和制  

インフラ水準：7 点満点中 4.2（電力 4.8/ 道路 4.1/空港 4.3）、安全飲料水・トイレ普及

（各々人口の 100%/98%） （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum 世銀 

 

  
【図表 1】 ハンガリーの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ハンガリーの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/europe/hu/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/europe/hu/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
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ハンガリーの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

49（2011 年）、42（2012 年）、46（2013 年）、51（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

ブタペスト証券取引所 

Ａppeninn Holdings 

非上場建設関連会社：Vegyépszer、TriGranit 

進出日系建設企業 

(出所) OCAJI 

(株)竹中工務店 TSUCHIYA(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

DTF*

1 ジョージア → マケドニア ↑ マケドニア → 81.7%

2 ラトビア → ラトビア → ラトビア → 80.6%

3 リトアニア → リトアニア → リトアニア → 78.8%

4 マケドニア ↑ ジョージア ↓ ジョージア → 80.2%

5 ポーランド ↓ チェコ共和国 ↑ ポーランド ↑ 77.8%

6 チェコ共和国 → ポーランド ↓ チェコ共和国 ↓ 76.7%

7 アルメニア ↑ ルーマニア ↑ ルーマニア → 74.3%

8 キプロス ↓ ブルガリア ↑ ロシア ↑ 73.2%

9 ブルガリア ↓ ハンガリー ↑ ブルガリア ↓ 73.5%

10 トルコ ↑ クロアチア ↑ クロアチア → 73.0%

11位 ↓ 11位 ↓ *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　ロシア・東欧・中央アジア　順位（28か国）

2014年 2015年 2016年

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

0

50

100

150

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

ハンガリー

総合順位（41位/190か国）

【図表 3】 ハンガリーの建設業界事情 

●Irinyi Plan：2020 年までに工業生産 GDP

シェアを 30%に引き上げるべく、年 7％の

GDP 成長を目標とする。 

（出所）国家経財省 

●The Amber Rail Freight Corridor 第 11

号(EU 貨物輸送鉄道回廊の一つ)建設計画

をハンガリー・ポーランド・スロベニア・

スロバキア 4 か国の交通大臣が合意。2018

年末までに始動予定。 

●2022 年までに鉄道分野に総額 HUF1.2 兆

（内、80% は EU 資金）を投資する計画

を 政 府 が 発 表 （ Budapest Business 

Journal, 2016） 

※1 フォリント（HUF）＝0.4 円（参考） 

海外在留邦人：1,290 人（2015 年、外務省） 
 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
2 

1%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
71 

50%

運輸通信
8 

6%

卸小売業
43 

31%

その他
17 

12%

総数：141社

【図表 6】 有望展開先国としてのハンガリー： ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ハンガリー政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
https://www.bse.hu/
http://appeninnholding.com/en/
http://www.vegyepszer.hu/
http://trigranit.com/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.tsuchiya-corp.com/
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.kormany.hu/en/ministry-for-national-economy/news/minister-varga-unveils-irinyi-plan-a-major-re-industrialization-blueprint
http://www.railwaypro.com/wp/the-new-rail-freight-corridor-to-be-launched-in-2018/
http://www.railwaypro.com/wp/the-new-rail-freight-corridor-to-be-launched-in-2018/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ハンガリー：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（ハンガリー） 

許 認 可 ●建設業許可についての制度はない。 

 ● EUGO/ハンガリー投資促進機関：会社設立手順 

建築許可は地方自治体が行っている。工場建設の場合は、環境アセスメントが必要 

公共発注者 ●National Infrastructure Development Company（高速道路、鉄道、橋等インフラ建設） 

●Ministry of National Development 

●公共調達当局：The Public Procurement Authority、入札情報の検索 

団 体 National Federation of Hungarian Contractors (ÉVOSZ) 

本邦企業支

援 機 関 

●在ハンガリー日本国大使館 日本企業支援窓口   

TEL:（36-1）398-3100   FAX:（36-1）392-7100   E-mail: economic@bp.mofa.go.jp  

●JETRO ブダペスト事務所  ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL：36-1-266-7687  FAX：36-1-266-7688 

 問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（ハンガリー2 社） 

●在ハンガリー日本商工会会員名簿 

●EUGO/ハンガリー外国投資促進機関 

業 界 調 査 ●在ハンガリー日本国大使館「ハンガリー政治経済月報」 

●JETRO 欧州進出日系企業実態調査（2016 年度） 

●ÉVOSZ "E-Construction Journal"（ハンガリー語） 

●ÉVOSZ「建設関連法令・規則」（ハンガリー語） 

●JETRO「ハンガリー投資ガイドブック 税制・雇用制度」(2014) 

●JETRO「ハンガリー投資ガイドブック 規制・規則」(2014) 

●JETRO 調査レポート「ハンガリー」関連 

そ の 他 ● Budapest Business Journal 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_168.html
http://eugo.gov.hu/starting-business-hungary
http://nif.hu/kozerdeku-adatok/
http://www.kormany.hu/en/ministry-of-national-development
http://www.kozbeszerzes.hu/
http://www.kozbeszerzes.hu/adatbazis/keres/hirdetmeny/
http://www.evosz.hu/
http://www.hu.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/hu_budapest/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.shokokai.hu/page/2346/html/.html
http://eugo.gov.hu/key-facts-about-hungary/infrastructure
http://www.hu.emb-japan.go.jp/itpr_ja/bilateral_monthlyreport.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/ee4a80e2b846406e/20160098.pdf
http://www.evosz.hu/e-epitesi-naplo
http://www.evosz.hu/jogszabalygyujtemeny
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001756/guidebook_hungary_tax_employment_system.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001757/guidebook_hungary_regulation_rule.pdf
https://www.jetro.go.jp/reportstop/europe/hu/reports/
http://bbj.hu/business/
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ブルガリアの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 

 

規制 

 

 

●建設業を含め外国資本の参入や外国人の就業が認められない分野はない。 

●外国資本の出資制限はない。100％出資が可能。 

●外国人および外国企業は、建物内の建物、建物内の施設、および一部の財産権（建

設権、使用権など）を直接取得することが可能。 

（出所）InvestBulgaria Agency（政府外国投資促進機関）、Legal Guide 2013 

税制 

 

法人所得税（表面税率 10%）、個人所得税（一律 10%）、付加価値税（標準税率 20％）、

日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％、5％）、二国間租税条約締結済み.

日ブルガリア EPA は未締結。日本 EU EPA は締結交渉中。 

（出所）InvestBulgaria Agency（政府外国投資促進機関）、Legal Guide 2013 

 

 

 

人口：715 万人（2015 年） 首都：ソフィア（132 万人、全人口の 18%） 

面積：11.09 万平方キロメートル（日本の約 3 分の 1）      宗教：ブルガリア正教 

GDP：489.5 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：6,843 米ドル（2015 年） 

公用語：ブルガリア語      ODA: 有償資金対象国   政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 4.0（電力 4.6/道路 3.4/空港 4.1）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 99%/86%） （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 ブルガリアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ブルガリアの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://www.investbg.government.bg/en
http://www.investbg.government.bg/en/pages/legal-guide-200.html
http://www.investbg.government.bg/en
http://www.investbg.government.bg/en/pages/legal-guide-200.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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ブルガリアの投資環境 
 

 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

30（2011 年）、27（2012 年）、22（2013 年）、23（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

 

Balkanstroy、LALOV EGREK  (出所)ブルガリア証券取引所(BSE-Sophia) 

その他、非上場大手建設会社： Glavbolgarstroy JSC、PST Holdings、 

Patishta Plovdiv、Enemona、Geotechmin  

進出日系建設

企業 

岩田地崎建設(株) 

 (出所) OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 ジョージア → マケドニア ↑ マケドニア → 81.7%

2 ラトビア → ラトビア → ラトビア → 80.6%

3 リトアニア → リトアニア → リトアニア → 78.8%

4 マケドニア ↑ ジョージア ↓ ジョージア → 80.2%

5 ポーランド ↓ チェコ共和国 ↑ ポーランド ↑ 77.8%

6 チェコ共和国 → ポーランド ↓ チェコ共和国 ↓ 76.7%

7 アルメニア ↑ ルーマニア ↑ ルーマニア → 74.3%

8 キプロス ↓ ブルガリア ↑ ロシア ↑ 73.2%

9 ブルガリア ↓ ハンガリー ↑ ブルガリア ↓ 73.5%

10 トルコ ↑ クロアチア ↑ クロアチア → 73.0%

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　ロシア・東欧・中央アジア　順位（28か国）

2014年 2015年 2016年

0
20
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120

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

ブルガリア

総合順位（39位/190か国）

【図表 3】 ブルガリアの建設業界事情 

EU Cohesion Program in Bulgaria 

2014-2020 

総額 76 億ユーロ、7 分野の実施プログラムに

対し、EU 基金から 85％の資金補てんが決定。

（15％政府） 

・輸送実施プログラム（EU 資金 16 億ユーロ

を含む）総額 18.9 億ユーロ。鉄道分野、高

速道路分野（各々5.7 億）、ソフィア市地下

鉄延伸工事（3.4 億）等。 

・成長地域実施プログラム（EU 資金 13.1 億

を含む）総額 15.4 億ユーロ。住宅・行政機

関事務所のエネルギー効率化（4.1 億）、都

市環境整備（4.4 憶）、都市交通整備（2.4

億）等。  ※1 ユーロ＝121 円（参考） 

 

海外在留邦人：127 人（2015 年、外務省） 
 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
1 

3%

農林水産業
3 

9%

鉱工業
4 

13%

運輸通信
0 

0%

卸小売業
11 

34%

その他
13 

41%

総数：32社

【図表 6】 有望展開先国としてのブルガリアン：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ブルガリア政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.balkanstroy.com/?lng=EN
http://www.lalovegrek.com/en/review/
http://www.bse-sofia.bg/
http://www.gbs-bg.com/en/
https://www.postholdings.com/
http://www.patishta.com/
https://www.facebook.com/EnemonaAd
http://www.geotechmin.com/en/
http://www.iwata-gr.co.jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://insideurope.eu/taxonomy/term/15/feed
http://insideurope.eu/taxonomy/term/15/feed
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html


 

 

115 
 

ブルガリア：お助け情報源 
 

 治 安 外務省危険情報（ブルガリア） 

許 認 可 ●建築・建設許可： 建築プロセスにおける主な文書の発行 （ビザ、プロジェクト設計承認、

建設許可）は、通常、各自治体の建築担当が所管する。 プロジェクトが複数の自治体また

は複数の地区に関わる場合は、それぞれ地区ガバナーまたは地域開発大臣および公衆衛生

大臣によって発行される。 

●建設過程を規制する主な法律に Territorial Development Act (TDA)があり、これに基づ

き、各建設プロジェクトは、その特性、重要性、複雑さ、および運用上のリスクによって、

TDA によって 6 つのカテゴリーに分類されます。TDA 適用はカテゴリーによって異なる

ためプロジェクトを適切に分類することが重要となる。 

●詳細は、InvestBulgaria Agency ウェブサイトを参照のこと。 

公共発注者 地域開発・公共事業省(Ministry of Regional Development and Public Works)、 

運輸・情報技術・通信省(Ministry of Transport, Information Technology and 

Telecomunication)、環境・水省(Ministry of Environment and Water) 

●政府広報（インターネット版）（ブルガリア語のみであるが，入札関連情報全て掲載） 

●分野：運輸・情報技術・通信省による港・空港コンセッション関連情報 

●InvestBulgaria Agency: 外国投資候補事業 “Catalogue of investment projects” 

●公共事業入札情報： TED (Tenders Electronic Daily) データベース、および、EU Official 

Journal に掲載される。公共事業（建設金額）の規模に応じて調達形態（一般競争入札、随

意契約等）が異なる（公共調達庁/Public Procurement Agency) 

団 体 ブルガリア建設協会（Bulgarian Construction Chamber/BCC) 

本邦企業支

援 機 関 

●在ブルガリア日本国大使館   日本企業支援窓口   

TEL:（359-2）971-2708   FAX:（359-2）971-1095   E-mail: kigyoshien@sf.mofa.go.jp 

●JICA フランス事務所（ブルガリア所管） 

TEL: （33-1）40200421  FAX:（33-1）40209768 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（ブルガリア進出事例） 

●JBIC 本邦企業インフラ投資支援事例（ブルガリア） 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（ブルガリア 1 社） 

業 界 調 査 ●BCC ブルガリア建設業界（年次報告） 

●ブルガリア建設関連会社一覧 

●在ブルガリア日本国大使館「建設産業情報（最近の動向）」（平成 27 年 8 月 10 日） 

●在ブルガリア大使館「ブルガリア月報」（政治・経済情勢） 

●JETRO 調査レポート：「EU」関連 

●JETRO 「欧州進出日系企業実態調査」（2016 年度） 

そ の 他 ●ニュース： ソフィアエコー、ブルガリア通信社(BTA)、The Sofia Globe 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_163.html
http://investbg.government.bg/en/pages/construction-and-building-permits-134.html
http://www.mrrb.government.bg/index.php?lang=en
http://www.mtitc.government.bg/index.php
http://www.mtitc.government.bg/index.php
http://www.moew.government.bg/?&lang=en
http://dv.parliament.bg/DVWeb/index.faces
http://www.mtitc.government.bg/page.php?category=170
http://investbg.government.bg/en/projects.html
http://investbg.government.bg/en/pages/6-public-procurement-179.html
http://www.ksb.bg/en/
http://www.bg.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jica.go.jp/france/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://search.jbic.go.jp/bizsearch_asp/search?q=%E3%83%96%E3%83%AB%E3%82%AC%E3%83%AA%E3%82%A2&p=1&not=&n1_2l=&n1_2h=&corpId=atc130020&sg=1&sgNum=20&layout=1&hits=20&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4&t%5B%5D=1
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.ksb.bg/en/index.php/report-fiec
http://www.investbulgaria.com/Bulgarian-Construction-Companies
http://www.mlit.go.jp/common/001104525.pdf
http://www.bg.emb-japan.go.jp/itpr_ja/geppo_2017.html
https://www.jetro.go.jp/reportstop/europe/eu/reports/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/ee4a80e2b846406e/20160098.pdf
http://www.capital.bg/kquarterly/
http://www.bta.bg/en
http://sofiaglobe.com/
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ポーランドの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国資本の参入に関しては内外無差別。ただし、内資、外資を問わず、経済活動

に制限があり、国家免許の取得を必要とする分野がある。建設業は対象外。 

●外国人の就業規制はないが、EU 以外の国籍を持つ外国人は、労働許可証の取得が

必要になる。また、労働ビザの有効期間（最大 1 年間）以上にポーランドに滞在

予定の場合は、一時在留許可証の取得が必要。 

●原則 100％外資出資可。 空港運営業については条件有り。 

●外国人および外国企業の不動産取得が可能。ただし、内務大臣の許可が必要。 

（出所）JETRO 国・地域情報（ポーランド）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 19％）、個人所得税（所得区分による 18％、32％累進課税）、

付加価値税（標準税率 23％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％）、

二国間租税条約締結済み。日ポーランド EPA は未締結。日本 EU EPA は締結交渉中。 

（出所）JETRO 国・地域情報（ポーランド）「税制」 

 

 

 

 

人口：3,801 万人（2015 年） 首都：ワルシャワ（227 万人、全人口の 6%） 

面積：32.2 万平方キロメートル（日本の約 5 分の 4） 宗教：キリスト教（カトリック） 

GDP：4,748 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：12,492 米ドル（2015 年） 

公用語：ポーランド語     ODA: 非対象国     政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 4.3（電力 5.5/道路 4.0/空港 4.3）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 98%/97%）   （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum 世銀 

 

  
【図表 1】 ポーランドの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ポーランドの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/europe/pl/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/europe/pl/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
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ポーランドの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

406（2011 年）、353（2012 年）、343（2013 年）、360（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

（出所）ワルシャワ証券取

引所(GPW)  

Budimex、Mostostal Warszawa、ERBUD、Polimex Mostostal、 

Ulma Construction、Trakcja、Mdien Energia、Herkules 

（注）マゾフシェ県に本社のあるポーランド資本の上場建設会社 

進出日系建設企業 

（出所） OCAJI 

鹿島建設(株)、清水建設(株)、(株)竹中工務店 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 ジョージア → マケドニア ↑ マケドニア → 81.7%

2 ラトビア → ラトビア → ラトビア → 80.6%

3 リトアニア → リトアニア → リトアニア → 78.8%

4 マケドニア ↑ ジョージア ↓ ジョージア → 80.2%

5 ポーランド ↓ チェコ共和国 ↑ ポーランド ↑ 77.8%

6 チェコ共和国 → ポーランド ↓ チェコ共和国 ↓ 76.7%

7 アルメニア ↑ ルーマニア ↑ ルーマニア → 74.3%

8 キプロス ↓ ブルガリア ↑ ロシア ↑ 73.2%

9 ブルガリア ↓ ハンガリー ↑ ブルガリア ↓ 73.5%

10 トルコ ↑ クロアチア ↑ クロアチア → 73.0%

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　ロシア・東欧・中央アジア　順位（28か国）

2014年 2015年 2016年

0

50

100

150

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

ポーランド

総合順位（24位/190か国）

【図表 3】 ポーランドの建設業界事情 

EU 2020 年戦略実施国家改革計画 

（2016/2017 年度更新版） 

●ポーランド政府は、2014-20 年次期多年度
予算として EU 基金（欧州戦略投資基金
/EFSI）から 7 年間に 729 億ユーロを供与
される。  ※1 ユーロ＝約 121 円（参考） 

●政府は、以下を含むインフラ投資に積極的
に民間資金動員を図る予定。 

・欧州横断エネルギーネットワーク
（TEN-E）の実現のためのポーランド国
内送電網強化・発電システム整備：35 事
業（PLN 720 億） 

※1 ズウォティ(PLN)=約 27 円（参考） 

・2023 年までの国家鉄道計画 8,500km の
鉄道網再建（PLN 675 億） 

・2020 年までに 2,000km の高速道路整備 

・2020 年までに 2,800km の自動車道整備 

・空港、港湾の拡張 

（出所）ポーランド政府 “National Reform Program 

Update 2016/2017”およびポーランド通信社 

 

海外在留邦人：1,276 人（2015 年、外務省） 
 

 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
6 

2%

農林水産業
1 

0%

鉱工業
80 

28%

運輸通信
26 
9%

卸小売業
118 
42%

その他
54 

19%

総数：285社

【図表 6】 有望展開先国としてのポーランド：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ポーランド政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
https://www.gpw.pl/root_en
https://www.gpw.pl/root_en
http://www.budimex.pl/pl/site.html
http://www.mostostal.waw.pl/
http://www.erbud.pl/
http://www.polimex-mostostal.pl/pl/
http://www.ulmaconstruction.pl/pl
http://www.grupatrakcja.com/pl/
http://www.mdienergia.pl/
http://www.herkules-polska.pl/
https://www.gpw.pl/lista_spolek_en?search=1&query=&country=POLSKA&voivodship=2&sector=410&x=24&y=15
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.kajima.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://ec.europa.eu/europe2020/pdf/csr2016/nrp2016_poland_en.pdf
http://ec.europa.eu/europe2020/pdf/csr2016/nrp2016_poland_en.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ポーランド：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（ポーランド） 

許 認 可 ●建設会社を設立する場合に必要とされる免許制度はない。 

●開発許可は、Spatial Development Plan/SDP（土地マスタープラン）がある区域では、

これに基づく建築許可（building permit）を取得。SDP がない区域では、地方の行政機関

の長から Land Development Decision (LDD)の発行を受けた上で、建築許可を取得。 

（出所）Polish Information and Foreign Investment Agency：建設手続き 

公共発注者 運輸・建設・海事経済省（Ministry of Transport, Construction and Maritime Economy）、 

環境省（Ministry of Environment）（河川整備、ダムなど） 

●公共事業入札情報：国内全分野、欧州全般 

●公共調達法・規則（所管：公共調達庁） 

団 体 Polish chamber of civil engineers (PIIB) 

本邦企業支

援 機 関 

●在ポーランド日本国大使館  日本企業支援窓口  

TEL:（48-22）696-5017～8  FAX:（48-22）696-5001  E-mail: economy@wr.mofa.go.jp  

●JETRO ワルシャワ事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL：48-22-322-7500 Fax：48-22-322-7601 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（ポーランド 3 社） 

●JETRO 他「在ポーランド日本商工会会員企業へのポーランド事業環境の評価及び経済特

別区に関するアンケート調査報告書」（平成 24 年 10 月） 

●在ポーランド日本商工会会員企業一覧 

●ジェトロセンサー「欧州：EU 基金を市場参入の機会に」（2016 年 4 月号） 

●EU 公共調達検察サイト：TED(Tender Electric Daily) 

業 界 調 査 ●JETRO 調査レポート：「ポーランド」関連 

●JETRO 「欧州進出日系企業実態調査」（2016 年度） 

●在ポーランド日本国大使館「ポーランド政治経済社会情報」（毎月更新） 

そ の 他 ●ニュース：ポーランド通信社、Biznes Polska 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_173.html
http://www.paiz.gov.pl/index/?lang_id=12
http://www.paiz.gov.pl/polish_law/construction_process
http://www.transport.gov.pl/
http://www.mos.gov.pl/
http://www.uzp.gov.pl/
http://www.ted.europa.eu/
https://www.uzp.gov.pl/en/legal-framework
http://www.wfeo.org/organizations/polish-chamber-of-civil-engineers-piib/
http://www.pl.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/pl_warszawa/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.pl.emb-japan.go.jp/keizai/documents/kigyou_survey.pdf
http://www.pl.emb-japan.go.jp/keizai/documents/kigyou_survey.pdf
http://www.shokokai.pl/about_us/member_companies/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/25a27d76100bdaff/20150159.pdf
http://ted.europa.eu/TED/main/HomePage.do
https://www.jetro.go.jp/reportstop/europe/pl/reports/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/ee4a80e2b846406e/20160098.pdf
http://www.pl.emb-japan.go.jp/seiji/shuhogeppo.htm
http://www.pap.pl/en/
http://biznespolska.pl/en
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ルーマニアの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建設も含め、外国資本の参入や外国人の就業が認められない分野はないが、エネ

ルギー・通信・放射性物質等、一部につき政府承認が必要な分野がある。 

●外資についての制限はないが、単独株主による出資はできない（有限会社は例外） 

●資本金に関する規制については、有限会社の最低資本金は200レイ（約 45ユーロ）、

株式会社の最低資本金は 9 万レイ（約 2 万ユーロ）となっている。 

※1 ユーロ＝約 120 円（参考） （出所）JETRO 国・地域情報（ルーマニア）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 16％）、個人所得税（一律 16%）、付加価値税（標準税率 20％）、

日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％）、二国間租税条約締結済み。日ル

ーマニア EPA は未締結。日本 EU 経済連携協定（EPA）は交渉中。 

（出所）JETRO 国・地域情報（ルーマニア）「税制」 

 

 

 

人口：1,987 万人（2015 年） 首都：ブカレスト（211.5 万人、全人口の 11%） 

面積：約 23.8 万平方キロメートル（本州とほぼ同じ）宗教：ルーマニア正教、カトリッ

ク  GDP：1,779.6 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：8,956 米ドル（2015 年） 

公用語：ルーマニア語（公用語） ODA：有償資金対象国  政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 3.6（電力 4.7/道路 2.6/空港 3.7）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 100%/79%）（出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum 世銀 

 

  
【図表 1】 ルーマニアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ルーマニアの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/europe/ro/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/europe/ro/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
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ルーマニアの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

147（2011 年）、128（2012 年）、126（2013 年）、125（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

Remarul 16 Februarie  （出所）ブカレスト証券取引所 

非上場建設大手会社：Hidroconstrucția、Romstrade、UMB GRUP 

TEHNOLOGICA RADION S.R.L.、VEGA 93 S.R.L. 

進出日系建設

企業 

(株)竹中工務店 

（出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 ジョージア → マケドニア ↑ マケドニア → 81.7%

2 ラトビア → ラトビア → ラトビア → 80.6%

3 リトアニア → リトアニア → リトアニア → 78.8%

4 マケドニア ↑ ジョージア ↓ ジョージア → 80.2%

5 ポーランド ↓ チェコ共和国 ↑ ポーランド ↑ 77.8%

6 チェコ共和国 → ポーランド ↓ チェコ共和国 ↓ 76.7%

7 アルメニア ↑ ルーマニア ↑ ルーマニア → 74.3%

8 キプロス ↓ ブルガリア ↑ ロシア ↑ 73.2%

9 ブルガリア ↓ ハンガリー ↑ ブルガリア ↓ 73.5%

10 トルコ ↑ クロアチア ↑ クロアチア → 73.0%

14位 ↓ *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　ロシア・東欧・中央アジア　順位（28か国）

2014年 2015年 2016年

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）
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【図表 3】 ルーマニアの建設業界事情 

一般交通マスタープラン 2015-2030 

●総額約 455 億ユーロ、主に輸送インフラ

（道路、鉄道、空港、港湾等）の投資計画。 

・高速道路(highway)1300ｋｍ 

・高速道路(expressway) 1825.9 km 

・鉄道（PPP） 421 km、8.1 億ユーロ 

・港湾（Constanta/ Galati/Drobeta) 

・空港:15 か所総額 13 億ユーロ 
※1 ユーロ＝約 121 円（参考） 

『 巨 大 イ ン フ ラ 実 施 計 画 (POIM) 』

2014-2020 

●258 プロジェクト、総投資額約 68 億ユー
ロ。     

・交通分野 56％ 

・環境分野 37％ 

・エネルギー分野 5% 
 

（出所）ルーマニア政府ウェブサイト：一般交通マスタ

ープラン 2014-2030 

海外在留邦人：416 人（2015 年、外務省） 
 

 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
2 

2%

農林水産業
3 

3%

鉱工業
39 

40%

運輸通信
9 

9%

卸小売業
26 

27%

その他
18 

19%

総数：97社

【図表 6】 有望展開先国としてのルーマニア：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ルーマニア政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.remarul.eu/
http://www.bvb.ro/
http://www.hidroconstructia.com/prima_pagina_en.html
http://www.romstrade.ro/
http://www.umbgrup.ro/
http://www.tehnologica.ro/
http://www.vega93.ro/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://gov.ro/en/news/general-transport-master-plan-approved-by-the-government&page=3
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ルーマニア：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（ルーマニア） 

許 認 可 ●ルーマニアには建設業許可制度はない。 

●建設会社設立時には、通常の会社登録手続きが必要である。（詳細は、JETROルーマニア

会社登録手続き、または、外国投資家への政府支援機関InvestRomaniaのウェブサイト

（Investor's Guide 2017）を参照のこと。 

公共発注者 交通省 

● 公共調達情報は、公共調達電子システム（SEAP)に掲載される。 

●国家公共調達庁（ANAP）公共調達システム 

団 体 ルーマニア建設協会ルーマニア建設協会（ARACO） 

ルーマニア建設コンサル協会（ARIC） 

ルーマニア掘削業協会（ACFR） 

本邦企業支

援 機 関 

●在ルーマニア日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL:（40-21）319-1890   FAX:（40-21）319-1898   E-mail: economic@bu.mofa.go.jp 

●JETRO ブカレスト事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL: (40-21) 310-6801   FAX: (40-21) 310-6800 

問い合わせ：最寄りのジェトロ国内事務所 

●JICA フランス事務所（ルーマニア所管） 

TEL:（33-1）4020-0421  FAX：（33-1）4020-9768 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（ルーマニア 1 社） 

●JETRO ルーマニア進出日系企業 

業 界 調 査 ●在ルーマニア日本国大使館： ルーマニア月報 

●ARACO ルーマニア建設関連法一覧 

●InvestRomania （ルーマニア投資促進機関） 

●JETRO「欧州進出日系企業実態調査（2016 年度）」 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」（ルーマニア） 

●JICA「日本の ODA プロジェクト（無償）」（ルーマニア） 

●ニュース：Romania Insider 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_177.html
https://www.jetro.go.jp/world/europe/ro/invest_09.html
https://www.jetro.go.jp/world/europe/ro/invest_09.html
http://investromania.gov.ro/web/business-in-romania/the-foreign-investors-guide-2016/
http://www.mt.ro/
http://www.e-licitatie.ro/Public/Common/Content.aspx?f=PublicHomePage
http://pubdocs.worldbank.org/en/230181462430186159/ROMANIA-presentation-28apr16.pdf
http://uk.practicallaw.com/uk/7-534-9807
http://uk.practicallaw.com/uk/7-534-9807
http://en.aric.org.ro/
http://acfr.ro/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/ro_bucharest/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
https://www.jica.go.jp/france/office/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
https://www.jetro.go.jp/world/europe/ro/links/links_2.html
http://www.ro.emb-japan.go.jp/romania_j.htm
http://www.microsofttranslator.com/BV.aspx?ref=IE8Activity&a=http%3A%2F%2Fwww.araco.org%2Flegislatie%2Flegislatiespecificautila.htm
http://investromania.gov.ro/web/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/ee4a80e2b846406e/20160098.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/region/europe/romania/index.html
http://www.romania-insider.com/category/daily-news/business/
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ロシアの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●建築業務に関しては、外国法人・個人がこれを行う場合、ロシアの個人建築家と

の提携が義務付けられている（1995 年 11 月 17 日付連邦法第 169-FZ 号「建築業務

について」）。 

●事業許可が必要な業種に建設業は含まれない（2010 年 1 月 1 日に建物・施設の計

画・建築活動における許可制度が廃止された）。 

●建設業を含め外国投資法において、100％外資出資の現地法人（有限会社や株式会

社）の設立が可能である。（外資の出資比率に制限がある業種もある） 

●個人、法人とも同等の土地購入権が与えられている。（港湾用地等の例外あり。） 

（出所）JETRO 国・地域情報（ロシア）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 20％）、個人所得税（13％）、付加価値税（標準税率 18％）、

日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％、15％）、二国間租税条約締結済み。

日露 EPA は未締結。    

（出所）JETRO 国・地域情報（ロシア）「税制」 

 

 

人口：1 億 4,346 万人（2015 年） 首都：モスクワ（1,657 万人、全人口の 12%） 

面積：約 1,710 万平方キロメートル（日本の 45 倍）    宗教：ロシア正教，イスラム教 

GDP：13,260 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：9,243 米ドル（2015 年） 

公用語：ロシア語         ODA: 非対象国  政治体制：共和制，連邦制 

インフラ水準：7 点満点中 4.9（電力 5.0/道路 2.8/空港 4.4）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 97%/72%） （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum 世銀 

  

【図表 1】 ロシアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ロシアの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/russia_cis/ru/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/russia_cis/ru/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
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ロシアの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

1,197（2011 年）、1,317（2012 年）、1,255（2013 年）、1,163（2014

年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

LSR Group （出所）モスクワ証券取引所 

非上場大手建設会社：Inteco、Mosmetrostroy、SU-155、Yamaltransstroy  

進出日系建設

企業 

海外建設協会（OCAJI）会員の進出はない。  

（出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」、世界銀行 Doing Business Ranking 2016

 

1 インド 45.9% インド 40.4% インド 47.6%

2 インドネシア 45.7% インドネシア 38.8% 中国 42.0%

3 中国 43.7% 中国 38.8% インドネシア 35.8%

4 タイ 35.3% タイ 30.7% ベトナム 32.7%

5 ベトナム 31.1% ベトナム 27.5% タイ 29.4%

6 メキシコ 20.2% メキシコ 23.6% メキシコ 25.9%

7 ブラジル 16.6% 米国 16.6% 米国 19.3%

8 米国 13.2% フィリピン 11.5% フィリピン 10.6%

9 ロシア 12.0% ブラジル 11.1% ミャンマー 10.1%

10 ミャンマー 11.0% ミャンマー 7.9% ブラジル 7.2%

12位 5.5% 15位 3.5% *順位が低いほど課題あり

2014年度 2015年度 2016年度

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)
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【図表 3】 ロシアフィリピンの建設業界事情 

2025 年ロシア極東バイカル地域済開発プ
ログラム（2012/2013）：発電の高効率化、
省エネと水力発電の推進と共に以下を増設
するために総額 190 億米ドルを要する。
PPP により民間資金を動員する。 
・新規発電能力 4.2 GW 
・新電力網 35-500 kV – 14 600 km 
・新変電所 8.3 MVA 
 
Strategy for Developing Rail Transport in 
the Russian Federation up to 2030：第 2
次開発ステージ（2016-2030）において以下
を建設予定。 
・20,730km の新鉄道敷設に 4.2 兆ルーブル

（内 18.8％民間資金、10.7％鉄道公社、
残りは政府） ※1 ルーブル＝約 2 円（参考） 

・既存鐡道の向上に 3.2 兆ルーブル 
・高速鉄道の建設に 5,649-12,616 億ルーブ
ル（高速鉄道計画には St Petersburg – 
Moscow/ Moscow – Nizhny Novgorod/ 
Moscow – Smolensk – Krasnoe のスーパー
高速鉄道計画が含まれる） 

海外在留邦人：2,758 人（2015 年、外務省） 
 

 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
11 
2%

農林水産業
10 
2%

鉱工業
108 
24%

運輸通信
61 

14%
卸小売業

104 
23%

その他
158 
35%

総数：452社

【図表 6】 製造業の有望展開先国としてのロシア：有望理由と課題（参考） 

【図表 5】 ロシア政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.lsrgroup.ru/en/
http://moex.com/en/
http://inteco.ru/index.php?l=en
http://www.metrostroy.com/
http://www.su155.com/company_group/about/
http://www.yamaltransstroy.com/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.unescap.org/sites/default/files/HLRT%20-%20JSC%20Igor%20Dzhurko.PDF
http://www.unescap.org/sites/default/files/HLRT%20-%20JSC%20Igor%20Dzhurko.PDF
http://eng.rzd.ru/statice/public/en/&id=3?STRUCTURE_ID=7
http://eng.rzd.ru/statice/public/en/&id=3?STRUCTURE_ID=7
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ロシア：お助け情報源 
 

 治 安 外務省危険情報（ロシア） 

許 認 可 ●建設業の許認可制度はない。 

●会社を設立する場合は、所定の書類を会社所在地のへ提出。 

●駐在員事務所・支店を開設する場合は、ロシア税務当局（モスクワ 47 番税務署）におい

て認証手続き（accreditation）をする   （出所）JETRO 外国企業の会社設立手続き 

公共発注者 ●レニングラード州政府調達委員会：2017年度公共調達情報 

●サンクトペテルブルグ市： 

建設委員会、運輸インフラ発展委員会 、エネルギー・インフラ整備委員会 

●沿海地方行政府道路建設局 （道路，橋梁等）、沿海地方行政府天然資源・環境保護局（河

川，ダム等）、沿海地方行政府都市建設局（都市・住宅）、沿海地方行政府公共サービス・

燃料資源局（住宅）、沿海地方行政府公共サービス・燃料資源局（住宅） 、極東鉄道（鉄

道）、連邦国家機関「ロシア国境建設」（空港）、連邦国家機関「沿海地方海洋港湾管理

局」（港湾） 

団 体 ●Association of Builders 

●Association of Drilling Contractors(ADC) 

本邦企業支

援 機 関 

●外務省欧州局日露経済室（情報提供、ロシア進出に関するトラブル等の相談） 

ADD: 東京都千代田区霞が関 2-2-1     TEL: 03-5501-8305（直通） 

●経済産業省通商政策局ロシア・中央アジア・コーカサス室（法令適用トラブル等） 

ADD: 東京都千代田区霞が関 1-3-1     TEL: 03-3501-2838（直通） 

●在ロシア日本国大使館  日本企業支援窓口   

TEL:（7-495）229-2578  FAX:（7-495）229-2580  E-mail: kigyoshien@mw.mofa.go.jp  

●ウラジオストク日本国総領事館  日本企業支援窓口  

TEL:（7-4232）26-75-02/13  FAX:（7-4232）26-75-41/78 E-mail:  jpconvl@vl.mofa.go.jp  

●サンクトペテルブルク総領事館  日本企業支援窓口  

TEL: （7-812）314-1434   FAX: （7-812）710-6970  E-mail:  keizai@px.mofa.go.jp  

●ハバロフスク日本国総領事館  日本企業支援窓口   

TEL:（7-4212）413044   FAX: （7-4212）413047    E-mail: consul@kh.mofa.go.jp  

●ユジノサハリンスク日本国総領事館  日本企業支援窓口  

TEL: （7-4242）72-60-55  FAX:（7-4242）72-55-31  E-mail: sakhalinjp1@ys.mofa.go.jp 

●JETRO サンクトペテルブルグ事務所、モスクワ事務所、最寄りのジェトロ国内事務所 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（ロシア進出事例複数） 

●JBIC 本邦企業進出支援事例（ロシア） 

業 界 調 査 ●JETRO 調査レポート「ロシア」関連 

そ の 他 ●JETRO「2016 年度在ロシア日系企業実態調査」 

●ニュース：Russia Today、Pravda  

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_178.html
https://www.jetro.go.jp/world/russia_cis/ru/invest_09.html
http://gz.lenobl.ru/
http://www.microsofttranslator.com/bv.aspx?from=&to=en&a=http%3A%2F%2Fgz.lenobl.ru%2Fprogramm%2Fgrafik
http://gov.spb.ru/gov/otrasl/komstroy/
http://gov.spb.ru/gov/otrasl/tr_infr_kom/
http://gov.spb.ru/gov/otrasl/ingen/
http://primorsky.ru/adms/isp/departments/roads/info/
http://www.primorsky.ru/adms/isp/uprav/okrsred/info/
http://www.primorsky.ru/adms/isp/uprav/okrsred/info/
http://primorsky.ru/adms/isp/departments/gradstroy
http://primorsky.ru/adms/isp/departments/housing/info/
http://primorsky.ru/adms/isp/departments/housing/info/
http://primorsky.ru/adms/isp/departments/housing/info/
http://dvzd.rzd.ru/
http://dvzd.rzd.ru/
http://www.rosgranstroy.ru/
http://www.pma.ru/
http://www.pma.ru/
http://en.np-os.ru/
http://www.russiandrillingcontractorsroundtable.com/en/sponsors/association-drilling-contractors/
http://www.ru.emb-japan.go.jp/japan/index.html
http://www.vladivostok.ru.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
http://www.st-petersburg.ru.emb-japan.go.jp/indexjp.htm
http://www.khabarovsk.ru.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
http://www.sakhalin.ru.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/ru_stpetersburg/
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/ru_moscow/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://search.jbic.go.jp/bizsearch_asp/search?q=%E3%83%AD%E3%82%B7%E3%82%A2&p=1&not=&n1_2l=&n1_2h=&corpId=atc130020&sg=1&sgNum=20&layout=1&hits=20&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4&t%5B%5D=1
https://www.jetro.go.jp/reportstop/russia_cis/ru/reports/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/0021e980031cd7b6/20160105.pdf
https://www.rt.com/news/
http://www.pravda.ru/
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中東地域の投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

（出所） 図表 2：世界銀行 Doing Business 

Ranking 2016、図表 3：JETRO 投資コスト比較 

 

 

 

総合順位 事業立上 建設許可 電力供給 不動産登録  与信取得 投資家保護 税金支払 国際交易 契約履行 破産手続
アラブ首長国連邦 26 53 4 4 11 101 9 1 85 25 104

トルコ 69 79 102 58 54 82 22 128 70 33 126

カタール 83 91 21 44 26 139 183 1 128 120 116

サウジアラビア 94 94 94 94 94 94 94 94 94 94 94

イラン 120 102 27 94 86 101 165 100 170 70 156

（単位：米ドル） ドバイ テヘラン リヤド ｲｽﾀﾝﾌﾞｰﾙ
製造業ワーカー
（一般工職）

1120/月　*1 279～501/月 1,650～2,409/月
420～4,332/月

（ｸﾞﾛｽ)

法定最低賃金
法定最低賃金の規

定はない
236/月 800/月*2

553（ｸﾞﾛｽ）
437（ﾈｯﾄ）

社会保険負担率
（事業主負担率）

12.5％（別途、健
康保険へ加入）

23% 12% 17.50%

*1: 基本給のみ　*2: 法定最低賃金ではないが民間企業サウジアラビア人給与水準は3,000リヤル/月以上（労働省推奨）

 
（出所） 基礎情報は IMF、JETRO 国・地域情報、 

成長率は IMF WEO 2016/10（予測値 2016-20） 
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トルコ

カタール

アラブ首長国連邦

サウジアラビア

%

GAFTA17 か国間では経済規模や

開発水準の格差が非常に大きいた

め、統合の経済負担と便益享受に不

平等が生じる問題がある。一方、

GCC6 カ国については、個々の陸海

空インフラ水準は高いものの、広域

インフラ開発調整は難航している。

GCC は、横断鉄道敷設、ガス火力

発電用パイプライン敷設、送電線連

結など計画は多い。発電・海水淡水

化プロジェクト 3000 億ドル投資計

画（2012-2022）もある。 

GAFTA 17 総人口: 約 3 億 3900 万人 

総GDP:2.4兆米ドル(2015/ﾊﾟﾚｽﾁﾅ･ｼﾘｱ除) 

広 域 FTA: 大 ア ラ ブ 自 由 貿 易 圏

（GAFTA）、湾岸協力理事会（GCC） 

広域インフラプロジェクト: 

・GCC 諸国 2,177km 横断鉄道計画 

・GCC 諸国送電線連結計画（FS） 

・GCC 越境ガスパイプライン敷設による

ガス火力発電の普及（ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ有） 

 
【図表 2】 域内諸国の「事業のしやすさ」ランキング 

【図表 3】 域内諸国の労働コスト比較 

【図表 1】 域内諸国の今後の経済成長率見通し 

【図表 4】 GCC6 か国 2,177km 横断鉄道計画 （FS 段階） 

（出所）Arab News 2016/2/28 

2016/2/28 

 

 

http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.doingbusiness.org/rankings
https://www.jetro.go.jp/world/search/cost.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
https://www.jetro.go.jp/world/
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/
http://www.arabnews.com/news/887551
http://www.arabnews.com/news/887551
http://www.arabnews.com/news/887551
http://www.arabnews.com/news/887551
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アラブ首長国連邦の投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国人に対し就労が認められない業務分野は存在しない。入国前に労働許可、雇用ビ

ザを取得し、入国後に居住ビザ等を取得する。 

●金融、医療機関等一部の業種を除き、ほとんどの業種が外資に開放されている 

●現地法人を設立するには出資規制がある。 

●ライセンスは各首長国政府から取得可能。 

●フリーゾーン内を除き、すべての外国企業は経済省への登記を必要とする。 

●現地法人設立の場合、外国資本の出資比率は最大で 49％に制限されている。ただ

しフリーゾーンでは外国資本 100％の企業設立も可能。 

●外国企業の支店または駐在員事務所の場合は、UAE 国民または 100％UAE 資本の

法人による「サービス代理人（Service Agent）」（一般的に「スポンサー」と呼ぶ）

が必要。石油関連企業はスポンサーなしでの事務所設置が可能な場合もある。 

（出所） JETRO 国・地域情報（UAE）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率：フリーゾーンでは、法人の長期減免を保証（JAFZA、DAFZA

等では 50 年）フリーゾーン以外の市内では、アブダビ、ドバイ等の首長国ごとに

最高 55％の課税体系だが、今日まで石油会社、外国銀行以外では施行されていない。

ただし、法人税の課税対象の拡大が検討されている。）、個人所得税（0％）、付加価

値税（標準税率 0％、2019 年 1 月より導入検討）、日本への利子・配当送金課税（各々

0％）、二国間租税条約締結済み、日本・UAE 間 EPA/FTA は交渉中断中。 

（出所）JETRO 国・地域情報（UAE）「税制」ze 
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【図表 1】 アラブ首長国連邦の GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 アラブ首長国連邦の業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

人口：958 万人（2015） 首都：アブダビ（最大都市ドバイ 363 万人、全人口の 37%） 

面積：83,600 平方キロメートル  宗教：イスラム教 

GDP：3,703 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：38,650 米ドル（2015 年） 

公用語：アラビア語   ODA: 対象外  政治体制：7 首長国による連邦制 

インフラ水準：7 点満点中 6.3（電力 6.7/道路 6.5/空港 6.7）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 100%、98%） （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://uaefreezones.com/
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/ae/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/ae/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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アラブ首長国連邦の投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億ドル） 

329（2011 年）、325（2012 年）、339（2013 年）、360（2014 年）  

（出所）国連統計局 

主な国内建設

企業 

ドバイ証券取引所 

Union Properties PJSC、Arabtech Holding PJSC、Emaar Properties 

PJSC、Drake & Scull International PJSC、Deyaar Development PJSC、

DAMAC PROPERTIES DUBAI CO PJSC、EMAAR MALLS PJSC、Al 

Mazaya Holding Company 

進出日系建設

企業 

（出所）OCAJI 

(株)大林組 (株)きんでん 五洋建設(株) 清水建設(株) 大成建設(株) (株)

竹中工務店 東亜建設工業(株) (株)日立製作所 日立造船（株） (株)フジタ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 アラブ首長国連邦 → アラブ首長国連邦 → アラブ首長国連邦 → 76.9%

2 サウジアラビア → バーレーン ↑ バーレーン → 68.4%

3 チュニジア → カタール ↑ モロッコ → 67.5%

4 オマーン → モロッコ ↑ オマーン ↑ 67.7%

5 バーレーン ↑ オマーン ↓ カタール ↓ 63.7%

6 カタール ↓ マルタ ↑ チュニジア ↑ 64.9%

7 モロッコ → チュニジア ↓ マルタ ↓ 65.0%

8 マルタ ↑ サウジアラビア ↓ サウジアラビア → 61.1%

9 レバノン ↓ クウェート ↑ クウェート → 59.6%

10 クウェート → ヨルダン ↑ イラン ↑ 57.3%

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　中東・北アフリカ　順位（20か国）

2014年度 2015年度 2016年度

0
20
40
60
80

100
120

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

アラブ首長国連邦

総合順位（26位/190か国）

【図表 3】 アラブ首長国連邦の建設業界事情 

●UAE では連邦政府（UAE Vision 2021）

と各首長国レベルで開発戦略を策定する。 

●アブダビ首長国：Abu Dhabi Economic 

Vision 2030 (Novemebr 2008)の実現のた

め、アブダビ都市計画評議会(UPC)が 2030

年までのアブダビ首都圏、アルアイン市、

アルガルビア市、湾岸地域、各々の枠組み

計画と 5 カ年経済開発戦略を策定・実施。 

●ドバイ首長国：Dubai Plan 2021、Dubai 

Strategic Plan 2015 

●フジャイラ首長国：Fujairah 2040 

海外在留邦人：3,708 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
21 
7%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
115 
38%

運輸通信
23 
8%

卸小売業
77 

25%

その他
68 

22%

総数：304社

【図表 6】 有望展開先国としてのアラブ首長国連邦： ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 アラブ首長国連邦政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.dfm.ae/
http://www.up.ae/
http://www.arabtecholding.com/
https://www.emaar.com/en/index.aspx
https://www.emaar.com/en/index.aspx
http://drakescull.com/
http://www.deyaar.ae/
https://www.damacproperties.com/en
https://www.emaar.com/en/what-we-do/malls/
http://www.mazayaholding.com/
http://www.mazayaholding.com/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.kinden.co.jp/
http://www.penta-ocean.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.toa-const.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.hitachizosen.co.jp/
http://www.fujita.co.jp/
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
https://www.ecouncil.ae/PublicationsEn/economic-vision-2030-full-versionEn.pdf
https://www.ecouncil.ae/PublicationsEn/economic-vision-2030-full-versionEn.pdf
http://www.upc.gov.ae/abu-dhabi-2030.aspx?lang=en-US
http://www.upc.gov.ae/template/upc/pdf/Capital-2030-en.pdf
http://www.dubaiplan2021.ae/dubai-plan-2021/
http://www.dubaiplan2021.ae/dsp-2015-2/
http://www.dubaiplan2021.ae/dsp-2015-2/
http://www.ramboll.com/projects/group/fujairah-2040-master-plan
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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アラブ首長国連邦：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（アラブ首長国連邦） 

許 認 可 ●アブダビでは、工事請負、入札、PQ（事前資格審査）等すべてのプロセスにおいて「建

設業許可」が必要とされる。建設会社の規模、ISO 取得状況、技術者資格要件、工事経歴

によって７つの等級が与えられ、請負可能な工事金額が決定される。 

・「請負業者の分類―アブダビにおける新たな分類制度の法的分析および実務面の分析」

（JETRO 2011/9） 

・Doing Business with Abu Dhabi Government(アブダビ市政府/ADM）：登録手続き、 

建設業者分類、入札ガイドラインなど。 

●ドバイは、工事請負に「建設業許可」は必要条件ではない。建設会社の規模、技術者資格

要件等により、４つの等級が与えられ、請負可能な工事金額が決定される。 

・ Commercial Licensing, Evaluation, and Renewal Standards for Consultants & 

Contractors（ドバイ市政府/DM） 

公共発注者 公共事業省（Ministry of Public Works）、アブダビ市（Municipality of Abu Dhabi）  

ドバイ市（Dubai Municipality）、ドバイ民間航空局（Dubai Civil Aviation Authority）  

ドバイ道路交通局（RTA：Roads and Transport Authority） 、ドバイ電力水道局（Dubai 

Electricity and Water Authority） 

団 体 ●UAE Contractors’ Association (UCA) 

本邦企業支

援 機 関 

●アラブ首長国連邦日本国大使館 日本企業支援窓口（インフラプロジェクト専門官配置）   

TEL:（971-2）4435696   FAX:（971-2）4434219  E-mail:  embjpn@ab.mofa.go.jp  

●ドバイ日本国総領事館    TEL: （971-4）331-9191  

FAX: （971-4）331-9292   E-mail:  kigyo-shien@du.mofa.go.jp 

●JETRO ドバイ事務所（UAE、クウェート、バーレーン、カタール、オマーン、イラク、

イエメンの 7 カ国を管轄）※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL: (971-4) 3880-601 FAX: (971-4) 3880-646 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●中東協力センター(JCCME)  UAE JAPAN DESK   

ADD: P.O.Box 130791, Abu Dhabi, UAE      TEL：(971-2) 654-4038 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（UAE 10 社） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（UAE・ドバイ進出事例） 

●JBIC 本邦企業インフラ投資支援事例（UAE） 

業 界 調 査 「アラブ首長国連邦・インフラマップ」（JETRO 事務所 2011/3） 

そ の 他 ●インフラシステム輸出戦略フォローアップ第４弾 

●中東協力センター（JCCME） 「UAE・アブダビ基礎統計資料」  

●UCA 会員名簿（建設関連会社リスト）、UAE イエローページ(建設関連会社一覧） 

● ニュース：Dubai News、 Construction Week 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_042.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/middle_east/business/pdf/business_004.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/middle_east/business/pdf/business_004.pdf
https://www.abudhabi.ae/portal/public/en/business/doing-business-with-ad-gov
https://www.abudhabi.ae/portal/public/en/business/doing-business-with-ad-gov/vendors-and-contractors/contractor-registration-with-adm
https://www.abudhabi.ae/portal/public/en/homepage/business-support-and-advice/business-support/contractors-classification
https://www.dm.gov.ae/wps/portal/%21ut/p/a1/tVJNU8IwFPwrXHosSfpBq7fCQWUYGGUcaS9Omr6mwTYpTRD115uiN4XKwUwuL7Nv3272oQxtUCbpq-DUCCVp3dfZ5JncxQGZrvB8de-HOPGiWTi7ffDx3LOA9Azgxhvqf0IZypg0ralQWjRMSQP95bXQlYMr1YCD870WErR2cFtTKYXkIyqLkQVr0-1Zr9XBTDUNdEzQelQLBtK2cNKzt5RDAVpweayYKFAahjkQwohLfHrlBhNcujQOPJcEUcRKyIlflN_e8ImT4CFva5Bf_gZ-6Ag4Mya1OqKTDNMJWl9obIDQv5hw_oc1EdvdLkts2H3EbwZt_iFtq4PXKj8ubprI3I85yjoooYNuvO_sc2VMq68d7ODD4TDmSvEaxkyNt-1vLZXSVugPZNs8NvG2XAQv5XLp0jx-9z8W8JR8AtL804g%21/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
https://www.dm.gov.ae/wps/portal/%21ut/p/a1/tVJNU8IwFPwrXHosSfpBq7fCQWUYGGUcaS9Omr6mwTYpTRD115uiN4XKwUwuL7Nv3272oQxtUCbpq-DUCCVp3dfZ5JncxQGZrvB8de-HOPGiWTi7ffDx3LOA9Azgxhvqf0IZypg0ralQWjRMSQP95bXQlYMr1YCD870WErR2cFtTKYXkIyqLkQVr0-1Zr9XBTDUNdEzQelQLBtK2cNKzt5RDAVpweayYKFAahjkQwohLfHrlBhNcujQOPJcEUcRKyIlflN_e8ImT4CFva5Bf_gZ-6Ag4Mya1OqKTDNMJWl9obIDQv5hw_oc1EdvdLkts2H3EbwZt_iFtq4PXKj8ubprI3I85yjoooYNuvO_sc2VMq68d7ODD4TDmSvEaxkyNt-1vLZXSVugPZNs8NvG2XAQv5XLp0jx-9z8W8JR8AtL804g%21/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
http://www.mopw.gov.ae/en-us/Pages/default.aspx
http://www.adm.gov.ae/En/home/index.aspx
http://login.dm.gov.ae/wps/portal/HomeEn
http://www.dcaa.gov.ae/default.aspx
https://www.rta.ae/wpsv5/wps/portal/rta/ae/home
http://www.dewa.gov.ae/default.aspx
http://www.dewa.gov.ae/default.aspx
http://uaecontractors.org/
tel:（971-2）4435696
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://search.jbic.go.jp/bizsearch_asp/search?q=UAE&p=1&not=&n1_2l=&n1_2h=&corpId=atc130020&sg=1&sgNum=20&layout=1&hits=20&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4&t%5B%5D=1
https://www.jetro.go.jp/ext_images/industry/infrastructure/inframap/pdf/ae-summary.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keikyou/dai24/gijisidai.html
http://abudhabi.jccme.or.jp/information/pdf/sub01_001.pdf
http://abudhabi.jccme.or.jp/information/pdf/sub01_001.pdf
http://uaecontractors.org/membership-list.php
http://www.yellowpages-uae.com/uae/contractors
http://www.dubai.com/news/
http://www.constructionweekonline.com/kb-government_ministries/
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（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●『外国誘致保護法施行法（2015）』により認可された外資企業・個人（自然人）は、

イラン国内企業・個人（自然人）と同等の権利・義務を享受される。（外資としての

特別なインセンティブは存在しない。）即ち、イラン国内企業として認可された外資

企業・個人は、イランの国内法に基づき活動しなければならない。 

●同法により外資の出資比率に制限はなくなった。外資 100％の投資も可能。 

●但し、外国投資によって生産される財、サービスによる市場占有率は各主要経済

部門（Economic Sector）で 25％、その下位となるサブセクター（Each Field, 

Sub-Sector）では 35％を超えてはいけない。主要経済部門として「建設業」および

そのサブセクターとして「基礎建設、住宅建設、部材建設」が規制対象に含まれる。 

●なお、輸出を目的とした財・サービス（原油を除く）の生産における外国投資に

はこの占有率の上限が適用されない。 

（出所）JETRO 国・地域情報（イラン）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 25％）、個人所得税（0～20％の累進課税。）、付加価値税（標

準税率 9％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々25％）、二国間租税条約

および日・イラン EPA は未締結。日本 GCC（湾岸協力会議）FTA/EPA 締結は遅延

中。 

（出所）JETRO 国・地域情報（イラン）「税制」 
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人口：7,948 万人（2015） 首都：テヘラン（1,367 万人、全人口の 17%） 

面積：1,648,195 平方キロメートル（日本の約 4.4 倍）宗教：イスラム教（シーア派）等

GDP：3900 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：4,908 米ドル（2015 年） 

公用語：ペルシャ語，トルコ語，クルド語等 ODA： 対象外 政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 4.2（電力 5.0/道路 4.1/空港 3.4）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 96%、90%）（出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 イランの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 イランの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/country/ir/invest_02/pdfs/ir7A010_gaishi-kisei.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/ir/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/ir/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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建設投資額 

（億ドル） 

463（2011 年）、568（2012 年）、469（2013 年）、378（2014 年）  

（出所）国連統計局 

主な国内建設

企業 

(出所)テヘラン証

券取引所 

Shahed Investment Company、Maskan Investment Group、 

Abadgaran Construction Chemicals Group、Tehran Cement Company、  

Mazandaran Cement Company 

進出日系建設

企業 
大日本土木(株)  

（出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」、世界銀行 Doing Business Ranking 2016

11 フィリピン 10.0% マレーシア 6.2% マレーシア 6.8%

12 マレーシア 9.2% ロシア 5.5% シンガポール 4.8%

13 トルコ 5.2% シンガポール 4.6% 台湾 4.6%

14 シンガポール 5.0% トルコ 3.9% ドイツ 4.1%

15 カンボジア 4.0% 韓国 3.9% ロシア 3.5%

16 韓国 4.0% 台湾 3.7% 韓国 3.1%

17 台湾 3.8% カンボジア 3.2% トルコ 2.5%

18 ドイツ 1.8% ドイツ 3.2% カンボジア 2.5%

19 フランス 1.4% サウジアラビア 1.6% オーストラリア 2.3%

20 サウジアラビア 1.4% バングラデシュ 1.4% イラン 1.7%

20 南アフリカ 1.4% ラオス 1.4%

27位 0.7%

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)

2014年度 2015年度 2016年度

*順位が低いほど課題あり
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契約履行

破産手続
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総合順位（120位/190か国）

【図表 3】 イランの建設業界事情 

●"Vision 2025"により 2025年までに中東の

覇者となる目標を掲げ、外国投資の促進に

よる技術・知識移転、雇用創出を図る。 

●Sixth Economic Development Plan

（2016-2020）：石油・ガスの生産性を高め

る等、5 年間で 35％の経済成長を図り（年

平均 8％成長、石油分野は年 9.4％）、生産

性 35％改善とエネルギー原単位 15％改善

により2020年までに石油生産日量4百万バ

レルを目指す。 

（所管機関）Management and Planning 

Organization of Iran (MPO) 

海外在留邦人：619 人（2015 年、外務省） 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
4 

13%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
7 

22%

運輸通信
7 

22%

卸小売業
11 

34%

その他
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9%

総数：32社

【図表 6】 有望展開先国としてのイラン： ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 イラン政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://new.tse.ir/en/
http://new.tse.ir/en/
http://www.shahed.co.ir/
http://www.maskanco.ir/en/home
http://www.abadgarangroup.net/en/
http://www.tehrancement.co.ir/HomePage.aspx?lang=en-US&site=DouranPortal&tabid=1
http://www.mazandarancement.com/HomePage.aspx?TabID=1&Site=DouranPortal&Lang=en-US
http://www.dnc.co.jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.mporg.ir/Portal/View/Page.aspx?PageId=0c1adeb9-d144-46a3-9e5e-ced7504c23b3
http://www.mporg.ir/Portal/View/Page.aspx?PageId=0c1adeb9-d144-46a3-9e5e-ced7504c23b3
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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イラン:お助け情報源 

  

治 安 外務省危険情報（イラン） 

許 認 可 ●外国投資家は事業開始のために、投資ライセンス（Investment License）を得る必要があ

る。同ライセンスは、投資経済技術支援機構（ The Organization for Investment, Economic 

and Technical Assistance of Iran/OIETAI）に申請し、外国投資委員会（Foreign 

Investment Board）が承認、その後、経済財務大臣が確認してサインする。 

●投資ライセンスの申請書が OIETAI に受理されてから 15 日以内に外国投資委員会に提出

され、外国投資委員会は、1 ヶ月以内に投資申請内容を検討し、投資ライセンスを出す旨の

最終決定を文書で出す。       （出所）外国投資促進保護(FIPPA)第 6 条 

公共発注者 Ministry of Roads and Urban Development、イラン鉱山鉱業開発機構 (IMIDRO)、 

産業鉱山貿易省(Ministry of Industry Mine and Trade)、Industrial Development and 

Renovation Organization of Iran (IDRO) 

●Tenders Info (民間運営の公共調達斡旋サイト） 

団 体 ●International Consultants and Contractors Association of Iran (ICCA) 

●Iran Society of Consulting Engineers 

●Iran Chamber of Commerce, Industries, Mine and Agriculture(ICCIMA) 

本邦企業支

援 機 関 

●イラン日本国大使館 日本企業支援窓口  

TEL:（98-21）88712513  FAX: （98-21）88713515   

E-mail: commercialsection@th.mofa.go.jp  

●JETRO テヘラン事務所 ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL: (98-21) 8867-4801 FAX: (98-21) 8867-4803 （まずは、JETRO 国内事務所へ連絡） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（イラン１社） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（イラン進出事例 1 件） 

業 界 調 査 ●「イランの建設関連事情」 RICE Monthly, No. 264 (2011/2)  

● 「イランビジネスガイドブック」JETRO (2016/6) 

●「イラン・ビジネス関連法について」立命館アジア太平洋大学（2016/2） 

そ の 他 ●JICA「ODA 事業展開計画」「[日本の ODA 無償資金協力」（イラン） 

●「最近のイラン情勢」在イラン日本大使館(2016/9) 

●イラン経済情勢（JETRO) 

● 24 - 27 April 2016 Project Iran 出展企業一覧および Project Iran (建設資材・機器・技術

国際展示会） 

●Persian Gulf 1000（イラン企業リスト） 

●ニュース：Tehran Times、Islamic Republic News Agency、Iran Daily 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_046.html
http://www.howtoinvestiniran.com/fippa/
http://mrud.ir/en
http://imidro.gov.ir/index.php?newlang=eng
http://en.mimt.gov.ir/
http://www.idro.ir/en-us/Pages/mainpage2.aspx
http://www.idro.ir/en-us/Pages/mainpage2.aspx
http://www.tendersinfo.com/global-iran-islamic-republic-of-tenders.php
http://www.iccair.com/index.php?action=contents&id=21&changelang=en
http://www.irsce.org/
http://en.iccima.ir/
mailto:commercialsection@th.mofa.go.jp
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/ir_tehran/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://www.rice.or.jp/regular_report/pdf/monthly/Month264.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/b1977fb06c72b59f/2016030.pdf
https://www.jica.go.jp/topics/2015/ku57pq00001ro0cx-att/20160225_02_05.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
https://jccme-forum.com/report-41/pdf/06.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/ir/basic_03.html
http://www.project-iran.com/pdf/PIR%202016%20list%20of%20exhibitors.pdf
http://www.project-iran.com/Downloads-170
http://www.project-iran.com/Downloads-170
http://www.finglobe.com/pg1000/listpages/iran1.htm
http://www.tehrantimes.com/
http://www.irna.ir/en/
http://www.iran-daily.com/
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（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国人投資家は、国家経済の大部分において、カタール国籍のパートナー(51％以

上所有)との共同投資が可能である。 

●外国人投資家は、商業代理店または広い意味での不動産業には投資できない。 

●天然資源開発、エネルギーまたは鉱業、コンサルタントおよび技術サービスなど、

特定業種において外国人投資家が 100%所有することを認める場合もある。 

●カタール国籍以外の法人（本項においては外国企業）および自然人による土地所

有は制限されている。但し、外資法第 5 条に基づき、期間 50 年以下で更新可の

長期賃貸を条件とするプロジェクトのため、外国人に不動産を割り当てることが

できる。 

（出所）JETRO「中東・北アフリカ諸国の貿易 ・投資法制度ガイドブック（カタール）」（2013/3） 

税制 

 

法人所得税（表面税率 10％。但し、石油事業はカタールの石油法に準拠し、35％の

税率が政府機関との合意の上、適用される。）、個人所得税・付加価値税制度はない。

日本への利子・配当送金課税（最高税率各々7％、0％）、二国間租税条約締結済み。

日・カタール EPA 及び日本・GCC（湾岸協力会議）間の FTA/EPC は未締結。 

(出所) JETRO「カタール税制・会計制度ハンドブック」（2014/3） 
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人口：242 万人（2015）  首都：ドーハ（162 万人、全人口の 67%） 

面積：11,427 平方キロメートル（秋田県よりもやや狭い面積に相当） 

宗教：イスラム教  GDP：1,669 億米ドル（2015 年） 

一人当たり GDP：68,940 米ドル（2015 年）   公用語：アラビア語  

ODA：対象外   政治体制：首長制 

インフラ水準：7 点満点中 5.6（電力 6.4/ 道路 5.1/空港 6.2）、安全飲料水・トイレ普及

（各々人口の 100%、98%） （出所）IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 カタールの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 カタールの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001601/qatar.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001807/qatar_tax_account_201403.pdf
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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建設投資額 

（億ドル） 

78（2011 年）、85（2012 年）、97（2013 年）、119（2014 年）  

（出所）国連統計局  

主な国内建設企業 

 

（出所）カタール証券取引

所(QE) 

 

Qatari Investors Group、Qatar National Cement Company、 

Salam International Investment、Barwa Group、Mazaya Qatar 

Real Estate Development 

未上場建設会社：El Seif Engineering Contracting Company、

Ashghal(カタール公共事業庁）、Qatari Diar Vinci Corporation、 

Construction Development Company、Midmac Contracting 

Company、Al-Darwish Engineering、Bin Omran Trading & 

Contracting、Qatar Building Company、HBK Contracting 

Company 

進出日系建設企業 

（出所）OCAJI 

(株)大林組 大成建設(株) (株)竹中工務店 (株)日立製作所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 アラブ首長国連邦 → アラブ首長国連邦 → アラブ首長国連邦 → 76.9%

2 サウジアラビア → バーレーン ↑ バーレーン → 68.4%

3 チュニジア → カタール ↑ モロッコ → 67.5%

4 オマーン → モロッコ ↑ オマーン ↑ 67.7%

5 バーレーン ↑ オマーン ↓ カタール ↓ 63.7%

6 カタール ↓ マルタ ↑ チュニジア ↑ 64.9%

7 モロッコ → チュニジア ↓ マルタ ↓ 65.0%

8 マルタ ↑ サウジアラビア ↓ サウジアラビア → 61.1%

9 レバノン ↓ クウェート ↑ クウェート → 59.6%

10 クウェート → ヨルダン ↑ イラン ↑ 57.3%

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　中東・北アフリカ　順位（20か国）
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【図表 3】 カタールの建設業界事情 

●国家開発計画は４階層になっている。 

(1) Qatar National Vision 2030：国家長期目標（経

済発展と人・社会・環境発展の両立） 

(2) National Development Strategy 2011-2016 

(6 カ年戦略)：QAR 820 billion 投資計画 

(3) 14 Sector Strategies 2011-2016 (6 カ年優先

分野戦略） 

(4) Ministry and Agency Strategies 2011-2016： 

関係省庁・機関による 6 カ年事業実施計画（エネ

ルギー・産業、教育） 

●Ministry of Development Planning and 

Statistics が第二次国家開発戦略（2017-2022）を

策定中。 

※1 リアル(QAR)＝32 円（参考） 

 

海外在留邦人：932 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
15 

33%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
10 

22%

運輸通信
1 

2%

卸小売業
6 

13%

その他
14 

30%

総数：46社

【図表 6】 有望展開先国としてのカタール： ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 カタール政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
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http://www.qatarcement.com/eng/finance.html
http://www.salaminternational.com/en
http://www.barwa.com.qa/sites/English/Pages/Home.aspx
http://mazayaqatar.com/en
http://mazayaqatar.com/en
http://www.el-seif.com.sa/
http://www.ashghal.gov.qa/en/pages/default.aspx
http://qdvc.com/index.php/en/
http://www.cdc-qatar.com/CDC/home
http://www.midmac.net/index.asp
http://www.midmac.net/index.asp
http://aldarwisheng-qatar.com/finalwebsite/index.html
http://www.botc.com.qa/
http://www.botc.com.qa/
http://www.qbched.com/index.htm
http://hbkcontracting.com/
http://hbkcontracting.com/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.obayashi.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.takenaka.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.qu.edu.qa/pharmacy/components/upcoming_events_material/Qatar_National_Vision_2030.pdf
http://www.mdps.gov.qa/en/nds/Documents/Qatar_NDS_reprint_complete_lowres_16May.pdf
http://www.mdps.gov.qa/en/nds/Documents/Qatar_NDS_reprint_complete_lowres_16May.pdf
http://www.mdps.gov.qa/en/nds/Documents/NDS_ENGLISH_SUMMARY.pdf
http://www.mdps.gov.qa/en/nds/Documents/NDS_ENGLISH_SUMMARY.pdf
http://qatarsustainability.com/exhibitor_pdfs/files/Energy_and_Industry_sector_Brochure.pdf
http://qatarsustainability.com/exhibitor_pdfs/files/Energy_and_Industry_sector_Brochure.pdf
http://www.sec.gov.qa/En/about/Documents/Stratgy2012E.pdf
http://www.mdps.gov.qa/en/pages/default.aspx
http://www.mdps.gov.qa/en/pages/default.aspx
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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カタール：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（カタール） 

許 認 可 ●建設業許可制度はあるが、義務ではない。ただし、工事によっては、各種ライセンスの取

得が必要となる。 

●公共機関が発注する建設工事の入札有資格者として、Central Tenders Committee(中央入

札委員会)によって Building、Building Maintenance、Road、Drainage、Water Works、

Landscaping Works 等の業種別、請負金額別によるカテゴリー制度がある。 

●Engineering Law/2001（２０１４年に改正）により、建築、土木、電気、機械、化学、

鉱業等の技術者並びに技術コンサルタント会社は、Engineers and Consulting Offices 

Accrediting Committee への登録が必要である。 

公共発注者 ●公共事業を直接所管する官庁がある他，プロジェクト毎に各省庁及び関係機関の長等をメ

ンバーとする委員会を組織し，同委員会がプロジェクトを管理運営するのが常である。特

に大型プロジェクト（道路、下水処理場，橋梁等）について委員会形式が一般的。 

・公共事業庁（Public Work Authority/Ashgal） 

・民間航空局（Qatar Civil Aviation Authority） 

・新ドーハ国際空港運営委員会（New Doha International Airport Steering Committee） 

・新港湾プロジェクト運営委員会（New Port Project Steering Committee） 

・カタール鉄道(Qatar Railways Company/QRail) 

（出所）在カタール日本大使館「建設産業情報（基礎情報）」 

●Global Tenders （世界各国公共調達の情報源:カタール） 

団 体 ●Qatar Chamber of Commerce and Industry 

本邦企業支

援 機 関 

●在カタール日本国大使館 日本企業支援窓口（インフラプロジェクト専門官配置） 

TEL:（974）44840805   FAX:（974）44832178   E-mail: eojqatar@dh.mofa.go.jp  

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例（カタール 4 社） 

 

業 界 調 査 ●「中東・北アフリカ諸国の貿易 ・投資法制度ガイドブック（カタール）」（JETRO 2013/3） 

●「カタールにおける事業展開について」(JETRO 2012/8) 

そ の 他 ●カタール建設会社・関連専業者一覧 

●ニュース：Gulf Times 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_048
http://portal.www.gov.qa/wps/portal/topics/real%20estate%20and%20property/engineering%20law/%21ut/p/a1/rZA5b4QwEIX_ihvKlUecpiRbbC5S5NCCm8jYBpyA7QUnm82vj5FSRSKHlOlmpPfmew9TXGGq2avqmFNGs2HZafqYQh4WJYkfbq_PCFxcnSfJzS6MYAd4jymmXDvrelz3L8_GjAodZYO40U5qF8DnMQBnrOJzAJNkA5KzY04ipgWyk7FycqcApO6UlnJSukMDOy7WliuB64xzxgWBOG1kHseigSxvRQZNlCYhE8Rz1p4TVqaAX8X43qH2L7JVj22K7_7Ae_kTkA-kng4HWvh2lybfHK7-u17_I5zKbdl5bOb6jdKtwdWaHldf9XYcSXTa6Pf7dtyTufgAEwRT-Q%21%21/dl5/d5/L2dBISEvZ0FBIS9nQSEh/
http://www.ashghal.gov.qa/
http://www.caa.gov.qa/
http://www.npp.com.qa/
http://www.qr.com.qa/
http://www.mlit.go.jp/common/000991322.pdf
http://www.globaltenders.com/global-procurement-qatar.php
http://qatarchamber.com/
http://www.qa.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
https://www.jetro.go.jp/ext_images/jfile/report/07001601/qatar.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/middle_east/business/pdf/business_005.pdf
http://www.qataronlinedirectory.com/108230/company-list/companies-qatar/CONSTRUCTION-COMPANIES
http://www.gulf-times.com/
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サウジアラビアの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外資参入の規制・禁止業種（ネガティブリスト）に建設業の「コンサルティング」

および「設計」が含まれる。加えて、建設プロジェクトの運営、詳細設計、EPC 契

約については、最低 25％のサウジ資本参加が義務づけられている。 

●外国籍の企業がサウジアラビアで営業を開始する場合、サウジアラビア総合投資

院 （SAGIA）より外国投資ライセンスを取得する必要があるが、2013 年 12 月 15

日より、SAGIA ライセンスの更新時に、建設請負業に属する企業は、SAGIA が新

たに定めた規制に従うことを宣言した「実施承諾書（Commitment Form）」*を提

出することが義務付けられた。* Upgrading Licensed Projects – Construction Action Plan  

●政府発注の建設事業へ応札する場合、そして、落札した政府・政府系の建設事業

に一回限り従事するために、SAGIA は「一時的ライセンス」**の発行も行う。 
**SAGIA Services Manual, "New Licenses for Contracting Activity"(P15) 
（出所） JETRO 国・地域情報（サウジアラビア）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率、外国資本 20％）、個人所得税（0％）、付加価値税（導入決

定の通達あり（時期および税率等不明））、日本への利子送金課税（10％）、日本へ

の配当送金課税（親子間での持株要件 10％以上の場合 5％、その他は 10％）、二国

間租税条約締結済み、日サウジアラビア投資協定締結済。 

（出所）JETRO 国・地域情報（サウジアラビア）「税制」 

人口：3,139 万人（2015）  首都：リヤド（584.5 万人、全人口の 19%） 

面積：215 万平方キロメートル（日本の約 5.7 倍）    宗教：イスラム教 

GDP：6,460 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：20,583 米ドル（2015 年） 

公用語：アラビア語     ODA: 対象外     政治体制：君主制   

インフラ水準：7 点満点中 5.1（電力 6.2/道路 4.9/空港 4.9）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 97%、100%） （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 サウジアラビアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 サウジアラビアの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/middle_east/sa/law/invest/article.pdf
https://www.sagia.gov.sa/en/InvestorServices/InvestmentServicesGuide/InvestmentServicesForms/Pages/ListOfDocuments.aspx?categoryID=1
https://www.sagia.gov.sa/en/InvestorServices/InvestorLibrary/SubCategory_Library/SAGIA_Manual_Licenses_Investors_Guide.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/sa/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/sa/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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サウジアラビアの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億ドル） 

285（2011 年）、316（2012 年）、359（2013 年）、406（2014

年）   （出所）国連統計局 

主な国内建設企業 

(出所 )サウジ証券取引所

(Tadawul) 

Zamil Industrial Investment Co.、Mohammad Al Mojil Group 

(MMG)、Saudi Industrial Services Co.(SISCO) 

非上場の大手建設会社： Saudi Binladin Group、Al Shuwayer 

Group、Abdulali Al Ajmi Company、Saudi Oger 

進出日系建設企業 

（出所）OCAJI 

JFE エンジニアリング(株) (株)日立製作所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」、世界銀行 Doing Business Ranking 2016

11 フィリピン 10.0% マレーシア 6.2% マレーシア 6.8%

12 マレーシア 9.2% ロシア 5.5% シンガポール 4.8%

13 トルコ 5.2% シンガポール 4.6% 台湾 4.6%

14 シンガポール 5.0% トルコ 3.9% ドイツ 4.1%

15 カンボジア 4.0% 韓国 3.9% ロシア 3.5%

16 韓国 4.0% 台湾 3.7% 韓国 3.1%

17 台湾 3.8% カンボジア 3.2% トルコ 2.5%

18 ドイツ 1.8% ドイツ 3.2% カンボジア 2.5%

19 フランス 1.4% サウジアラビア 1.6% オーストラリア 2.3%

20 サウジアラビア 1.4% バングラデシュ 1.4% イラン 1.7%

20 南アフリカ 1.4% ラオス 1.4%

*順位が低いほど課題あり

2014年度 2015年度 2016年度

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)
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【図表 3】 サウジアラビアの建設業界事情 

●National Investment Plan (NIP)   

・ヘルスケア（年平均 185 億米ドル）、運
輸（1,410 億米ドル /10 年）、産業機器・部
品の分野で 90 プロジェクトを計画してい
る。 

●エンジニアリング部門で、今後 2036 年ま
でに総額約 7,470 億米ドル（4 メガ経済都
市建設計画含む）の投資機会がある。 

・2020 年までに Knowledge Economic City 

/80 億米ドル 

・2022 年までに Prince Abdulaziz bin 

Musaid Economic City /80 億米ドル 

・2029 年までに King Abdullah Economic 

City/930 億米ドル 

・2036 年までに Jizan Economic City/270

億米ドル 

（出所）サウジアラビア総合投資院/SAGIA 

 

海外在留邦人：1,036 人（2015 年、外務省） 
 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
3 

2%

農林水産業
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鉱工業
53 

45%
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【図表 6】 本邦製造業の有望展開先国としてのサウジアラビア： ビジネスのしやすさと課題 （参考） 

【図表 5】 サウジアラビア政府のインフラ開発

計画 

【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
https://www.tadawul.com.sa/wps/portal/tadawul/home/
https://www.tadawul.com.sa/wps/portal/tadawul/home/
http://www.zamilindustrial.com/?lang=en
http://almojilgroup.com/
http://almojilgroup.com/
http://www.sisco.com.sa/
http://www.sbg.com.sa/
http://shuwayer.com/
http://shuwayer.com/
http://alajmicompany.com/index.php
http://saudioger.com/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.jfe-eng.co.jp/index.html
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.doingbusiness.org/rankings
https://www.sagia.gov.sa/en/NationalInitiatives/AboutInvestmentPlan/Pages/default.aspx
https://www.sagia.gov.sa/en/InvestorServices/KeySectors/Pages/SectorDetails.aspx?SectorID=25
https://www.sagia.gov.sa/en/InvestorServices/KeySectors/Pages/SectorDetails.aspx?SectorID=25
https://www.sagia.gov.sa/en/InvestorServices/KeySectors/Pages/default.aspx
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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サウジアラビア：お助け情報源 
 

 

 

治 安 外務省危険情報（サウジアラビア） 

許 認 可 ●外国籍の企業がサウジアラビアで営業を開始する際 (現地法人 LLC：Limited Liability 

Company、支店：Branch の開設）、サウジアラビア総合投資院 （SAGIA）より外国投資

ライセンスを取得し、その後、商工業省に対して商業登録 （Commercial Registration、

又は、政府系企業との特定プロジェクト遂行の場合は Temporary Commercial 

Registration） を取得することになる。（出所）外資投資手続き（SAGIA) 

●建設業特有の制度としては、公共事業省 （Ministry of Public Work） より工事分野ごと

の格付証明 （Classification Certificate） の発行を受けておくことが、入札参加資格条件

の一部となっている場合が多く、入札に参加する場合には取得しておくことが必要となる。 

公共発注者 Saudi Aramco（国営石油会社）、Ministry of Transport(運輸省）、Saudi Railways 

Organization(鉄道公社）、Ports Authority（港湾公社）、Saudi Electricity Company (電力

公社） 

団 体 サウジ商工会議所（Council of Saudi Chambers）内、National Committee for Contractors 

本邦企業支

援 機 関 

●サウジアラビア日本国大使館 日本企業支援窓口（インフラプロジェクト専門官配置）  

TEL:（966-1）488-1100  FAX: (966-1）488-2155 E-mail:  economic@rd.mofa.go.jp 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●JETRO リヤド事務所  ※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象 

TEL: (966-11) 219-9155   FAX: (966-11) 219-9156 

●中東協力センター(JCCME)： USINESS SUPPORT OFFICE（JETRO 事務所に併設） 

TEL：(966-11) 219-9160   FAX：(966-11) 219-9163 

■ JAPAN WATER DESK (Saudi Arabia) 【水デスク】 

ADD: P.O. Box 1264, Jeddah 21431 Kingdom of Saudi Arabia 

TEL: (966-12) 652-9250    FAX: (966-12) 652-9252 

■ JAPAN INVESTMENT DESK (Dammam)【ダンマン・ジャパンデスク】 

ADD: P.O.Box 719 Dammam, 31421 Saudi Arabia 

TEL: (966-13) 859-8020   FAX: (966-13) 857-0385 

●日本サウジアラビア産業協力タスクフォース 支援スキーム 

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例(サウジアラビア 2 社） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（サウジアラビア 2 件） 

●JETRO（海外進出/機械/環境/アジアで絞込検索） 

●JBIC 本邦企業投資支援事例（サウジアラビア） 

●JCCME 本邦企業投資事例 

業 界 調 査 ●「サウジアラビア王国の産業基盤」(JCCME 2015 年) 

そ の 他 ●ニュース：Saudi Press Agency (SPA) 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_050.html
https://www.sagia.gov.sa/en/InvestorServices/Pages/Instant_License.aspx
https://www.sagia.gov.sa/en/InvestorServices/Pages/Instant_License.aspx
https://www.sagia.gov.sa/en/InvestorServices/InvestmentGuide/Pages/default.aspx
http://www.saudiaramco.com/
http://www.mot.gov.sa/English/Default.asp
http://www.saudirailways.org/index_en.htm
http://www.saudirailways.org/index_en.htm
http://www.ports.gov.sa/default.cfm
http://www.se.com.sa/SEC/English/default.htm
http://www.se.com.sa/SEC/English/default.htm
http://www.csc.org.sa/English/NationalCommittees/NationalCommitteesList/Comm2/Pages/default.aspx
mailto:economic@rd.mofa.go.jp
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.saudiarabia-jccme.jp/scheme/scheme-01.php
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://search.jbic.go.jp/bizasp/index.php?q=%E3%82%B5%E3%82%A6%E3%82%B8%E3%82%A2%E3%83%A9%E3%83%93%E3%82%A2&corpId=atc130020&en=&layout=1&hits=20&sg=1&ds=1&facet1=num1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_2%3A-1%3Ad%3Af+str1_3%3A-1%3Ad%3Af+str1_4%3A-1%3Ad%3Af+str1_5%3A-1%3Ad%3Af+str1_1%3A-1%3Ad%3Af%3A4
http://www.saudiarabia-jccme.jp/results/results-02.php
http://www.jccme.or.jp/japanese/08/pdf/08-07-12.pdf
http://www.spa.gov.sa/home.php?lang=en


 

 

139 
 

トルコの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 

 
 

規制 

 

 

●トルコでは原則、建設事業を含むほぼ全ての業種・分野が外国資本に開放されて

いる。（但し、鉄道輸送インフラ部門は、トルコ国有鉄道協会のみがこの基盤事

業を運営できる）。  

●外資の比率、出資額などに関する出資規制もない。（但し、民間航空、国内海運、

港湾業務では、最大 49％に制限。空港管理部門は民間資本の投入に関する制限

はないが、トルコ軍からの認可交付が必要。） 

●2012 年 5 月 18 日付官報 28296 号（Law No. 6302）は外国人・企業が購入できる

土地・不動産は、30 ヘクタール以下（閣議決定によって最大 60 ヘクタールまでは

拡大が認められる） 

●建設業に関する外国人就規制はない。医療関係、法律関係、警備関係、漁業関係

等は、原則としてトルコ人にのみに開放されている。 

（出所） JETRO 国・地域情報（トルコ）「外資に関する規制」「外国人就業規制・在留許可、現地人の雇用」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 20％）、個人所得税（15～35％の累進課税。）、付加価値税（標準

税率 18％）、日本への利子送金課税（金融機関を通じての送金：10％、その他：15％）

配当送金課税（資本比率が 25％以上：10％、資本比率が 25％以下：15％）、二国間租

税条約締結済み、日トルコ EPA 締結交渉中。    

（出所）JETRO 国・地域別情報（トルコ）「税制」 

人口：7,815 万人（2015）     面積：780,576 平方キロメートル（日本の約 2 倍） 

首都：アンカラ（最大都市イスタンブール 1,352 万人、全人口の 16%）  

宗教：イスラム教（スンニ派，アレヴィー派）が大部分を占める 

GDP：7,179 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：9,186 米ドル（2015 年） 

公用語：トルコ語（公用語） ODA：有償資金供与対象国   政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 4.4（電力 4.4/道路 5.0/空港 5.4）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 100%、95%） （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 トルコの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 トルコの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://www.mfa.gov.tr/guidance-for-foreigners.en.mfa
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/tr/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/tr/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/tr/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3


 

 

140 
 

トルコの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億ドル） 

345（2011 年）、346（2012 年）、365（2013 年）、364（2014 年）  

（出所）国連統計局  

主な国内建設企業 

 
(出所)イスタンブール証

券取引所 

ENKA、Ittifak Holding、İhlas Holding、Işıklar Yatırım、Doğusan 

Boru   

その他、非上場の大手建設会社：Renaissance Construction、TAV 

Constirction、GAMA Insaat、Polimeks Insaat Taahhut ve San Tic. 

AS、Tekfen Construction and Installation Co. Inc、Calik Enerji 

進出日系建設企業 

（出所）OCAJI 

(株)IHI インフラシステム (株)安藤・間 清水建設(株) 大成建設(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）JBIC「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」、世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

11 フィリピン 10.0% マレーシア 6.2% マレーシア 6.8%

12 マレーシア 9.2% ロシア 5.5% シンガポール 4.8%

13 トルコ 5.2% シンガポール 4.6% 台湾 4.6%

14 シンガポール 5.0% トルコ 3.9% ドイツ 4.1%

15 カンボジア 4.0% 韓国 3.9% ロシア 3.5%

16 韓国 4.0% 台湾 3.7% 韓国 3.1%

17 台湾 3.8% カンボジア 3.2% トルコ 2.5%

18 ドイツ 1.8% ドイツ 3.2% カンボジア 2.5%

19 フランス 1.4% サウジアラビア 1.6% オーストラリア 2.3%

20 サウジアラビア 1.4% バングラデシュ 1.4% イラン 1.7%

20 南アフリカ 1.4% ラオス 1.4%

*順位が低いほど課題あり

2014年度 2015年度 2016年度

本邦企業　中期的（今後3年程度）有望事業展開国　順位（回答比率%)

0

50

100

150

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

トルコ

総合順位（69位/190か国）

【図表 3】 トルコの建設業界事情 

第 10 次 5 カ年国家開発計画（2014−2018） 

●高所得国になるために、年平均 5.5％の経

済成長、総発電容量増強、トルコを域内流

通ハブとするため港湾設備整備、高速道路

を含む中央分離線付道路網整備、高速鉄道

網整備などを実施する。 

●政府によるインフラ投資総額（4,174 億リ

ラ）の主な分野は、運輸（全体の 34％）、

教育(同 16％)、農業（同 12%）上水(同 7%)、

下水(同 5.8%)が含まれる。  

※1 リラ＝33 円（参考） 

（所管省庁）トルコ開発省 

海外在留邦人：2,208 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
9 

7%

農林水産業
3 

2%

鉱工業
58 

42%

運輸通信
13 
9%

卸小売業
34 

25%

その他
21 

15%

総数：138社

【図表 6】 本邦製造業有望展開先国としてのトルコ： ビジネスのしやすさと課題（参考） 

【図表 5】 トルコ政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.borsaistanbul.com/
http://www.borsaistanbul.com/
http://www.enka.com/
http://www.ittifak.com.tr/
http://www.ihlas.com.tr/
http://www.isiklar.com.tr/index-en.asp
http://www.dogusanas.com.tr/
http://www.dogusanas.com.tr/
http://www.rencons.com/
http://www.tavconstruction.com/default.aspx
http://www.tavconstruction.com/default.aspx
http://www.gama.com.tr/en
http://polimeks.com/
http://polimeks.com/
http://www.tekfenconstruction.com.tr/
http://www.calikenerji.com/#lang=en
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php
http://www.ihi.co.jp/iis/
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.shimz.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.jbic.go.jp/ja/information/research
http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.mod.gov.tr/Lists/DevelopmentPlans/Attachments/5/The%20Tenth%20Development%20Plan%20(2014-2018).pdf
http://www.mod.gov.tr/Pages/index.aspx
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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トルコ：お助け情報源 
 

 

 

 

治 安 外務省危険情報（トルコ） 

許 認 可 ●トルコでの建設ライセンス取得については、日本の建設業許可が適応されるため、トルコ

での建設業許可申請の必要がなく、商業登録をする際に、日本本社の建設業許可証明書を

提出すればよい。 

●海外建設協会 OCAJI 「トルコ進出の手引き」（平成 28 年 4 月） 

●トルコにおける外国企業の会社設立手続き・必要書類 （JETRO) 

●公共団体による工事契約は、公共調達法（Public Procurement Law No.4734）に基づい

て行われている。外国企業単独で受注、工事遂行が可能である。詳細は、トルコ公共調達

庁のウェブサイトに掲載されている「公共調達法(Public Procurement Law」を参照のこと。 

公共発注者 ●運輸海事通信省（Ministry of Transport, Maritime Affairs and Communications） 

●エネルギー・天然資源省（Ministry of Energy and Natural Resources） 

●イスタンブール市（Istanbul Metropolitan Municipality） 

●トルコ公共公達情報（Global Tenders） 

団 体 ●トルコ建設業協会(Turkish Contractors Association/TCA) 

本邦企業支

援 機 関 

●在トルコ日本国大使館 日本企業支援窓口（インフラプロジェクト専門官配置）  

TEL:（90-312）446-0500  FAX: （90-312）437-1812  E-mail: ekonomi@an.mofa.go.jp 

●イスタンブール日本国総領事館     

TEL: （90-212）317-4600 FAX: （90-212）317-4604   E-mail: ekonomi@it.mofa.go.jp 

●JETRO イスタンブール事務所  

※現地事務所への相談は当地進出済みの日本企業のみ対象  

TEL: (90-212) 275-5180 FAX: (90-212) 288-0739（まずは、JETRO 国内事務所へ連絡） 

●JICA トルコ事務所(アンカラ) 

TEL: (90-312）447 2530-31-32   FAX: （90-312）447 2534 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

進出・進出

支 援 事 例 

●海外建設協会 OCAJI 会員海外進出事例(トルコ 4 社） 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（トルコ進出事例複数） 

●JETRO（海外進出/機械/環境/中東で絞込検索） 

●JBIC 本邦企業インフラ等投資支援事例（トルコ） 

業 界 調 査 ●Turkish Contracting in the International Market (トルコ建設業協会/2016 年 4 月) 

そ の 他 ●JICA/ODA 国別開発協力方針・事業展開計画（トルコ） 

●トルコ建設業協会(TCA)会員名簿(建設会社リスト) 

●ニュース： アナトリア通信社、Turkiye、 Star 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_052.html
http://www.ocaji.or.jp/publication/
https://www.jetro.go.jp/world/middle_east/tr/invest_09.html
http://www.ihale.gov.tr/
http://www.ihale.gov.tr/
http://www.udhb.gov.tr/
http://www.enerji.gov.tr/tr-TR/Anasayfa
http://www.ibb.gov.tr/en-US/Pages/Home_Page.aspx
http://www.globaltenders.com/tenders-turkey.htm
http://www.tmb.org.tr/
http://www.tr.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
mailto:ekonomi@an.mofa.go.jp
mailto:ekonomi@it.mofa.go.jp
https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/tr_istanbul/
https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/list.html
https://www.jica.go.jp/turkey/office/
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
https://www.jetro.go.jp/case_study/
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/support/support-2014/1001-46659
http://www.tmb.org.tr/doc/file/YDMH_April_2016.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.tmb.org.tr/tr/uyeler/2
http://aa.com.tr/en
http://www.turkiyegazetesi.com.tr/news/home/
http://www.star.com.tr/
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アフリカ地域の投資環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

 

 

 

（出所） 図表 2：世界銀行 Doing Business 

Ranking 2016、図表 3：JETRO 投資コスト比較  

 
 

 

 

（出所）PIDA Energy Vision 2012/ OSAA (2015)

総合順位 事業立上 建設許可 電力供給 不動産登録 与信取得 投資家保護 税金支払 国際交易 契約履行 破産手続
モロッコ 68 40 18 57 87 101 87 41 63 57 131

南アフリカ 74 131 99 111 105 62 22 51 139 113 50
ケニア 92 116 152 106 121 32 87 125 105 87 92

エジプト 122 39 64 88 109 82 114 162 168 162 109
タンザニア 132 135 136 87 132 44 145 154 180 59 100

アルジェリア 156 142 77 118 162 175 173 155 178 102 74
エチオピア 159 179 176 127 133 170 175 90 167 80 120

ナイジェリア 169 138 174 180 182 44 32 182 181 139 140
コンゴ民主共和国 177 178 124 178 171 118 145 183 182 155 117

(単位：米ドル） カイロ ナイロビ ダルエスサラーム ラゴス ヨハネスブルク カサブランカ
製造業ワーカー

（一般工職）
213～2,356/月

*1
209～885/月 *2 125/月 92以上/月 *3 957/月 *1 263～880/月

法定最低賃金
157/月

(公的部門）
168/月

(住宅手当除く）
145/月

(建設業従事者）
92/月

430/月+物価上
昇分（管理者）

1.38/時

社会保険負担率
（事業主負担率）

固定給の26％+
変動給の24％

200/月 （NSSF法
履行後6％）

18％（医療保険は
任意加入）

13.5％以上
2%（医療保険、年

金加入は任意）
20.48%

*1: 基本給、社会保障（雇用者負担）含む　 *2: 住宅手当等含む　*3: 基本給のみ

2010 2040

人口 10億人 18億人
都市化 40% 56%

GDP 2010年比6倍

一人当たりGDP $10,000

国際交易 2010年比7倍

電力需要 590 TWh 3,100TWh

発電能力 125 GW 700 GW

陸上輸送量 2010年比6-8倍

港湾処理能力
2.7億トン

（2009）
20億トン

ITC需要
毎秒300ｷﾞｶﾞﾊﾞ

ｲﾄ(2009)

毎秒6,000ｷﾞｶﾞ

ﾊﾞｲﾄ（2018）

 
（出所） 基礎情報は IMF、JETRO 国・地域情報、 

成長率は IMF WEO 2016/10（予測値 2016-20） 
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エチオピア

コンゴ民主共和国

タンザニア

アルジェリア

モロッコ

ケニア

ナイジェリア

エジプト

南アフリカ

%

アフリカ諸国は、1990 年台よりアフリカ経

済共同体（AEU）の創設による単一市場・

通貨・関税撤廃による自由貿易の実現を目

指してきた。2017-18 年、アフリカ大陸 FTA

が実現すれば、人口 10 億人強、GDP3.4 兆

米ドルの巨大市場が出現することになる。

今後 30 年の経済成長、人口増大、都市化に

対応するインフラ整備が急務となってい

る。PIDA への大規模な民間資金の動員が

課題となる。アフリカ開銀の動向に注目。 

SADC/EAC/COMESA 26 国総人口  & 

GDP: 約 5.3 億人、73.4 兆米ドル（2015） 

広域 FTA：南部アフリカ開発共同体

（SADC）、環インド洋連合（IORA）、

SADC-COMESA-EAC 地域自由貿易圏

（26 カ国）（2017 年までにアフリカ大陸

FTA （CFTA）54 カ国の実現予定） 

地域インフラプロジェクト：アフリカ・

インフラ開発計画（PIDA/2012-2040） 

 
【図表 2】 域内諸国の「事業のしやすさ」ランキング 

【図表 3】 域内諸国の労働コスト比較 

【図表 1】 域内諸国の今後の経済成長率見通し 

【図表 4】 アフリカ・インフラ開発計画(PIDA/2012-2040) 

http://www.doingbusiness.org/rankings
http://www.doingbusiness.org/rankings
https://www.jetro.go.jp/world/search/cost.html
http://www.afdb.org/fileadmin/uploads/afdb/Documents/Generic-Documents/PIDA%20brief%20Energy.pdf
https://www.un.org/en/africa/osaa/pdf/policybriefs/2015_financing_infrastructure.pdf
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
https://www.jetro.go.jp/world/
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/02/
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アルジェリアの投資環境 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国資本の出資比率の制限：外国資本の出資比率を 49%までと定めた「51/49%規

制」が、毎年の予算法で維持されている。 

●外国法人の支店設置：2009 年以降、外国法人の支店の設置は認められていない。 

●その他の規制：2009 年から、国内産業育成のため、貿易・外資規制を一部で導入。

投資の法的枠組みを統合した投資促進法を 16 年 8 月に発効。輸出を拡大し、国内

産業の育成を加速することが狙いである。 

●優遇措置：業種を問わず 100 人以上の雇用創出につながる投資の場合、事業開始

後の免税措置期間は 5 年間となる。なお、国内経済に特別の利益をもたらすと判断

される投資の場合、国家投資評議会（CNI）の承認を得た上で、投資企業と国家投

資開発庁（ANDI）の間で個別協定を締結できる。協定の内容により、最大 10 年間

の免税など、さらなる優遇措置が適用される。また、中部や南部の県など開発対象

地域において、事業に必要なインフラ工事を行う場合、政府が支出の一部または全

額を負担するなど、特別措置が適用される。 （出所）JETRO 通商広報（2016 年 9 月 29 日）  

JETRO「アルジェリア税制・会計制度ハンドブック」（2015 年） 

税制 

 

法人所得税（居住法人および外国会社の恒久的施設(PE)：建設工事もしくは EPC

契約、19％ - 26％）、職業税（通称 TAP、建設分野は事業売上の 2%）、個人所得税

（20～35％の累進課税）、付加価値税（標準税率 17％）、日本（親会社）への利子・

配当送金課税（最高税率各 10％、15％）、日本との二国間租税条約締結なし  （出所）

JETRO「アルジェリア税制・会計制度ハンドブック」（2015 年 3 月） / 「アルジェリアの経済・貿易・投資」（2016 年 3 月） 

人口：3,996 万人（2015 年） 首都：アルジェ（367.5 万人、全人口の 9%） 

面積：238 万平方キロメートル 宗教：イスラム教（スンニ派） 

GDP：1,668 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：4,175 米ドル（2015 年） 

公用語：アラビア語（国語、公用語）、ベルベル語（国語）、フランス語 

ODA： 有償資金対象国     政治体制：共和制  

インフラ水準：7 点満点中 3.3（電力 4.0/道路 3.2/空港 3.2）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 84%/88%）  （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 アルジェリアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 アルジェリアの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/biznews/2016/09/4f4641467fc17ff7.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/b24bfc5ea41f920b/rpdztaxaccounting_sys201503.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/b24bfc5ea41f920b/rpdztaxaccounting_sys201503.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/a7d717007316eba9/20150176.pdf
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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アルジェリアの投資環境 
 

 
 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

173（2011 年）、182（2012 年）、198（2013 年）、215（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

 

Sonatrach（ソナトラック） 

CMC Algeria （出所）IDE-JETRO, 日本・アルジェリアセンター 

進出日系建設企業 

（出所）OCAJI 

(株)安藤・間 鹿島建設(株) (株)熊谷組 大成建設(株) 鉄建建設(株) 

西松建設(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

11 エジプト → レバノン ↓ ヨルダン ↓ 57.3%

12 イラン → イラン ↑ レバノン ↓ 55.9%

13 ヨルダン → エジプト ↓ エジプト → 56.6%

14 イエメン → パレスチナ ↑ パレスチナ → 53.2%

15 パレスチナ ↑ アルジェリア ↑ アルジェリア → 47.8%

16 アルジェリア → イラク ↑ イラク → 45.6%

17 イラク ↑ ジブチ ↑ ジブチ → 44.5%

18 ジブチ ↑ イエメン ↓ シリア ↑ 41.4%

19 シリア ↓ シリア → イエメン ↓ 39.6%

20 リビア → リビア → リビア → 33.2%

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

2014年 2015年 2016年

「ビジネスのしやすさ」　中東・北アフリカ　順位（20か国）

0
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事業立上
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不動産登録

与信取得

投資家保護
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国際交易

契約履行

破産手続

アルジェリア

総合順位（156位/190か国）

【図表 3】 アルジェリアの建設業界事情 

5 か年開発計画（2015-2019） 

●2010-2014 年から実施中のプロジェクト
の完成と新規のインフラ事業の立ち上げを
目指す。5 年間で総額 2,860 億米ドルを教
育・福祉、インフラ開発、経済開発等に投
資。うち 1,018 億米ドルをインフラ開発に
投資予定。 
●対応分野（インフラ事業） 

分野 金額（億米ドル） 

道路・港湾事業 429 

鉄道 328 

都市整備 68 

その他（公共施設改修等） 20.3 

合計 1,018 

（出所）Designing Five-Year Plan (2015-2019) and the 

PPP System （KDI, 2014 年 8 月） 

海外在留邦人：217 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
3 

25%
農林水産業

0 
0%

鉱工業
3 

25%運輸通信
0 

0%

卸小売業
5 

42%

その他
1 

8%

総数：12社

【図表 6】有望展開先国としてのアルジェリア：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 アルジェリア政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.sonatrach-dz.com/
http://cmcgruppo.com/cmc/en/office/cmc-di-ravenna-algeria-branch-2/
http://www.ide.go.jp/Japanese/Data/Africa_file/Company/algeria03.html
http://www.japan-algeria-center.jp/link/jp/link_jp.html
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.ad-hzm.co.jp/
http://www.kajima.co.jp/
http://www.kumagaigumi.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.tekken.co.jp/
http://www.nishimatsu.co.jp/
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.ksp.go.kr/publication/policy.jsp?syear=&snat=Algeria&skey=&stem=&stype=&pg=1&idx=4720
http://www.ksp.go.kr/publication/policy.jsp?syear=&snat=Algeria&skey=&stem=&stype=&pg=1&idx=4720
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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アルジェリア：お助け情報源 
 

 治 安 外務省危険情報（アルジェリア） 

許 認 可 ●建設許認可（Construction License）の制度は現状ないものとみられる。 

●現地法人設立の場合は事業開始から 30 日以内に管轄の税務署に企業申告をもらい、税務

認証番号を取得する必要がある。 

（出所）JETRO「アルジェリアの経済・貿易・投資」（2016 年 3 月） 

公共発注者 公共事業省（道路、橋梁、ダム）、運輸省（鉄道、空港、港湾） 

●入札広告情報は公表されていないが、複数の有料サイトから情報の入手が可能。 

Baosem、Le BOMOP 

団 体 ● UNION GENERALE des ENTREPRENEURS ALGERIENS 

E-Mail : ugea2000@ifrance.com 

本邦企業支

援 機 関 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●JETRO アフリカビジネス支援センター（アフリカビジネス実証事業） 

途上国ビジネス開発課 開発支援班 

TEL：03-3582-5170 FAX：03-3585-1630  E-mail：bdc@jetro.go.jp 

●JBIC 海外投資移動相談室（予約制） 

東京（毎月第２水曜日）：東京商工会議所 中小企業相談センター  TEL: 03-3283-7700 

名古屋（毎月第３木曜日）：名古屋商工会議所 貿易証明センター  TEL: 052-223-5721 

●アフリカビジネス振興サポートネットワーク（AB-NET） 

（官民連携による設立・運営。Web サイトから問い合わせ可能） 

●中小企業基盤準備機構「海外ビジネスナビ」（支援サービスの案内あり） 

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（アルジェリア進出事例含

む） 

●アフリカ開発銀行「アフリカビジネスに関わる日本企業リスト」（2016 年 1 月）（産業別

に進出企業名がリスト化。アルジェリアは「北部」の欄を参照。） 

業 界 調 査 ●JETRO「アルジェリアの経済・貿易・投資」（2016 年 3 月）より、「3. 経済概況」(7) 大

型の民営化・開発プロジェクト 

そ の 他 ●2016 年度アフリカ進出日系企業実態調査（2016 年 12 月）（参考） 

●JETRO「日本・アルジェリアセンター」（アルジェリア関連の情報リンク集あり） 

●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ニュース： El Moudjahid、DZ Breaking 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_091.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2016/01/a7d717007316eba9.html
http://www.mtp.gov.dz/fr/
http://www.ministere-transports.gov.dz/
http://www.baosem.com/v3/en/index.php
http://www.anep.com.dz/bomop/id.php
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
https://www.jetro.go.jp/services/african_business.html
mailto:bdc@jetro.go.jp
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/smes/consultation
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
http://biznavi.smrj.go.jp/casestudy/
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2016/01/a7d717007316eba9.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/54f029c1f763ba6c/20160101.pdf
http://www.japan-algeria-center.jp/index.html
http://www.japan-algeria-center.jp/link/jp/link_jp.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.elmoudjahid.com/en
https://www.dzbreaking.com/
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エジプトの投資環境 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国資本が制限されている分野：商業代理店および輸入代理店（100％エジプト資

本に限定される。） 

●外国資本の出資比率の制限：基本的に外国資本 100％の出資は可能（外国企業の支

店、株式会社、有限責任会社、駐在員事務所） 

●外国人の就業が認められない分野：観光および輸出・通関業。ただし、それ以外

の業種においても外国人労働者は総従業員数の 10％を超えてはならない。また、支

店事務所、株式会社および有限責任会社は、総従業員数の 10％を超える外国人従業

員の雇用禁止、総賃金の 20％以上の額の外国人従業員への支払が禁止されている。 

●投資奨励業種：ニュータウン・新工業地域開発、地下鉄・トンネル・灌漑ポンプ

ステーション整備、都市内・都市間交通など 

（出所）JETRO 国・地域情報（エジプト）「外資に関する規制」  「外資に関する奨励」 「外国人就業規

則・在留許可」 

税制 

 

法人所得税（石油および天然ガスの探鉱・生産会社 40.55％、それ以外の企業

22.5％）、個人所得税（25％を上限とする累進課税）、売上税（標準税率 10％）、配

当税（5％～10％）、二国間租税条約締結済み 

（出所）JETRO 国・地域情報（エジプト）「税制」 

人口：8,900 万人（2015 年） 首都：カイロ（1,591 万人、全人口の 18%）  

面積：約 100 万平方キロメートル（日本の約 2.6 倍）宗教：イスラム教，キリスト教 

GDP：3,302 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：3,710 米ドル（2015 年） 

公用語：アラビア語  ODA: 無償・有償資金対象国  政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 3.4（電力 3.5/道路 3.0/空港 4.8）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 99%/95%）   （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 エジプトの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 エジプトの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/africa/eg/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/africa/eg/invest_03.html
https://www.jetro.go.jp/world/africa/eg/invest_05.html
https://www.jetro.go.jp/world/africa/eg/invest_05.html
https://www.jetro.go.jp/world/africa/eg/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3


 

148 
 

エジプトの投資環境 
 

 
 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

101（2011 年）、111（2012 年）、112（2013 年）、126（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

エジプト証券取引所 

Samcrete Misr 

DELTA Construction & Rebuilding 

進出日系建設企業 

（出所）OCAJI 

(株)きんでん 五洋建設(株) 大成建設(株) 大日本土木(株) 

(株)日立製作所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

11 エジプト → レバノン ↓ ヨルダン ↓ 57.3%

12 イラン → イラン ↑ レバノン ↓ 55.9%

13 ヨルダン → エジプト ↓ エジプト → 56.6%

14 イエメン → パレスチナ ↑ パレスチナ → 53.2%

15 パレスチナ ↑ アルジェリア ↑ アルジェリア → 47.8%

16 アルジェリア → イラク ↑ イラク → 45.6%

17 イラク ↑ ジブチ ↑ ジブチ → 44.5%

18 ジブチ ↑ イエメン ↓ シリア ↑ 41.4%

19 シリア ↓ シリア → イエメン ↓ 39.6%

20 リビア → リビア → リビア → 33.2% *順位が低いほど課題あり

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

2014年 2015年 2016年

「ビジネスのしやすさ」　中東・北アフリカ　順位（20か国）
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【図表 3】 エジプトの建設業界事情 

エジプトマクロ経済戦略（2014～18 年度） 

●建設投資実績（2011/12 - 2013/14） 

単位：10 億 LE 2011/12 2012/13 2013/14 

実質 GDP 1,509 1,677 1,911 

建設投資額

（GDP 比） 

67 

（4.4％） 

77 

（4.6％） 

89 

（4.7％） 

※1 エジプトポンド（LE）＝約 6 円（参考） 

●建設投資計画（例）：中低所得者向け住宅

の建設、鉄道網拡大（今後 10 年で 100 億ポ

ンド投資予定）、製油所の新規建設・改修（今

後 10 年で 100 億ポンド投資予定）ほか 

海外在留邦人：997 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
5 

10%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
19 

39%

運輸通信
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10%

卸小売業
11 

23%

その他
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18%

総数：49社

【図表 6】 有望展開先国としてのエジプト：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 エジプト政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.egx.com.eg/English/HomePage.aspx
http://www.samcrete.com/index.php
http://www.deltaegypt.com/english/default.aspx
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.kinden.co.jp/
http://www.penta-ocean.co.jp/
http://www.taisei.co.jp/
http://www.dnc.co.jp/
http://www.hitachi.co.jp/products/infrastructure/index.html
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.mof.gov.eg/MOFGallerySource/English/Strategy.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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エジプト：お助け情報源 
 

 
治 安 外務省危険情報（エジプト） 

許 認 可 ●会社設立の許可はまず「投資・フリーゾーン庁（GAFI）」にて設立登記を行う。 

●建設会社は Egyptian Federation for Construction & Building Contractors のライセン

スを取得しなければならない。 

●建築士は登録制になっているが、資格試験はない。 

業界団体として Society of Egyptian Architects がある。 

（出所）JETRO「エジプト法務情」（2012 年 3 月） / 国交省「海外建設工事ライブラリ」

より「エジプト」 

公共発注者 道路橋梁陸上交通公社、トンネル公社 （The National Authority for Tunnel：NAT）、エ

ジプト国鉄（Egyptian National Railway）、スエズ運河庁（Suez Canal Authority）、住宅・

施設・都市開発省 (Ministry of Housing, Utilities and Urban Communities） 

●政府調達サイト(Government Procurement Portal) から発注（応募するには要登録） 

団 体 Egyptian Federation For Construction & Building Contractors（建設業界団体） 

（アラビア語） 

本邦企業支

援 機 関 

●在エジプト日本大使館 日本企業支援窓口 

Tel：(20-2) 2528 5910（代表）、FAX：(20-2) 2528 5935（代表）、E-mail：econ@ca.mofa.go.jp 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●JETRO アフリカビジネス支援センター（アフリカビジネス実証事業） 

途上国ビジネス開発課 開発支援班 

TEL：03-3582-5170 FAX：03-3585-1630  E-mail：bdc@jetro.go.jp 

●JBIC 海外投資移動相談室（予約制） 

東京（毎月第２水曜日）：東京商工会議所 中小企業相談センター  TEL: 03-3283-7700 

名古屋（毎月第３木曜日）：名古屋商工会議所  貿易証明センター TEL: 052-223-5721 

●アフリカビジネス振興サポートネットワーク（AB-NET） 

（官民連携による設立・運営。Web サイトから問い合わせ可能） 

●中小企業基盤準備機構「海外ビジネスナビ」（支援サービスの案内あり） 

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（エジプト進出事例含む） 

●アフリカ開発銀行「アフリカビジネスに関わる日本企業リスト」（2016 年 1 月）（産業別

に進出企業名がリスト化。エジプトは「北部」の欄を参照。） 

業 界 調 査 ●JETRO エジプト対日重点業種企業リスト（2016 年 3 月） （「2.2 インフラ」の項目に不

動産開発業者および水道事業、空港事業等の開発業者の情報あり。） 

●JETRO「2015 年度在アフリカ進出日系企業実態調査（2016 年 2 月）」（対象国にエジプ

ト含む） 

そ の 他 ●JETRO 中東アフリカ地域での現地人材確保策（2015 年 10 月） 

●ニュース：Al Ahram weekly、MENA News、Egypt Independent、Egypt Daily News 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_094.html
https://www.facebook.com/SEA1917/
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2012/07001013.html
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/inter/datalink/kaigaikennsetu/egy/egy01.html
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/inter/datalink/kaigaikennsetu/egy/egy01.html
http://www.garblt.gov.eg/
http://www.nat.org.eg/eng/Etenders.htm
https://enr.gov.eg/ticketing/public/contactus.jsf
https://enr.gov.eg/ticketing/public/contactus.jsf
http://www.suezcanal.gov.eg/sc.aspx?show=30
http://www.moh.gov.eg/en/en_design/bids_en.aspx
http://www.moh.gov.eg/en/en_design/bids_en.aspx
https://etenders.gov.eg/
http://www.tasheed.org/ar/Default.aspx
mailto:econ@ca.mofa.go.jp
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
https://www.jetro.go.jp/services/african_business.html
mailto:bdc@jetro.go.jp
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/smes/consultation
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
http://biznavi.smrj.go.jp/casestudy/
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2016/01/c4d2b4352d752f47.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2016/01/cd657477753a916f.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2015/01/1bbfea7664a827a9.html
http://weekly.ahram.org.eg/
http://www.mena.org.eg/
http://www.egyptindependent.com/
http://egyptdailynews.com/
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エチオピアの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国資本の参入が制限されている分野：電気通信事業（テレコム）や金融、セメ

ント製造等の一部特定の業種・産業は外国人投資家に開かれていない。建設業は

制限・禁止分野に含まれていない。 

●資本金に関する規制：国外投資家が建設業、土木業または土木に関連する技術相談業

務、技術調査・分析、出版業の分野に投資する場合の最低準備金は、100％国外資本の

企業は100,000米ドル、エチオピア国内のパートナーとのジョイントベンチャーに投資

する場合は50,000米ドル必要。  

（出所）JETRO BOP 層実態調査レポート（エチオピア）/ エチオピア投資庁「エチオピアに関する投資案内

（投資機会と環境 2013）」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 10～35％）、個人所得税（10～35％の累進課税）、資本利得

税（事業目的の建物、工場を売却した際得た売却益の 15％、保有株の売却の場合は

売却益の 30％）、付加価値税（標準税率 15％）、建設・土木事業（建設請負、技術

サービス提供）における建築資材の輸入関税免除、二国間租税条約締結なし 

（出所）エチオピア投資庁「エチオピアに関する投資案内（投資機会と環境 2013）」 

人口：8,976 万人（2015 年） 首都：アディスアベバ（346.5 万人、全人口の 4%） 

面積：109.7 万平方キロメートル（日本の約 3 倍）宗教：キリスト教、イスラム教等 

GDP：616 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：687 米ドル（2015 年） 

公用語：アムハラ語、英語 ODA：有償資金対象国   政治体制：連邦共和制

インフラ水準：7 点満点中 2.8（電力 3.4/ 道路 3.7/空港 3.7）、安全飲料水・トイレ普及

（各々人口の 57%/28%）  （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 エチオピアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 エチオピアの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/ext_images/theme/bop/precedents/pdf/lifestyle_finance_et.pdf
http://www.unido.or.jp/files/Invest_in_Ethiopia.pdf
http://www.unido.or.jp/files/Invest_in_Ethiopia.pdf
http://www.unido.or.jp/files/Invest_in_Ethiopia.pdf
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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エチオピアの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

11（2011 年）、17（2012 年）、25（2013 年）、47（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設

企業 

Sunshine Construction PLC 

MIDROC Ethiopia Construction Plc.  

進出日系建設

企業 

鹿島建設㈱ 

(出所) OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 モーリシャス → モーリシャス → モーリシャス → 72.3%

2 南アフリカ → ルワンダ ↑ ルワンダ → 69.8%

3 ボツワナ ↑ ボツワナ → ボツワナ → 65.6%

4 ルワンダ ↑ 南アフリカ ↓ 南アフリカ → 65.2%

5 ガーナ ↓ ザンビア ↑ セーシェル ↑ 61.2%

6 ナミビア → ガーナ ↓ ザンビア ↓ 60.5%

7 セーシェル → スワジランド ↑ ナミビア ↑ 58.8%

8 ザンビア → ナミビア ↓ スワジランド ↓ 58.3%

9 カーボヴェルデ → セーシェル ↓ ガーナ ↓ 58.8%

10 スワジランド → レソト ↑ レソト → 60.4%

29位 ↓ 28位 ↑ 29位 ↓ *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　サブサハラアフリカ　順位（48か国）

2014年度 2015年度 2016年度

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）
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事業立上
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不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

エチオピア

総合順位（159位/190か国）

【図表 3】 エチオピアの建設業界事情 

5 か年経済開発計画（通称 GTP，2015/16 - 

2019/20） ※ドラフト版は web で閲覧可能だが、

2017 年 2 月現在、正式な公表は確認できていない。 

●国内市場を拡大し、外からの投資を呼び込

むには脆弱なインフラ（道路、鉄道、港湾、

エネルギー、通信等）の改善と急速に進む

都市化への対応が重要。インフラ開発は民

間事業者の参入が期待されている。 

●インフラ開発目標（例） 

 2014/15 年 
（ベース） 

2019/20 年 
（目標） 

道路の敷設 120,000km 220,000km 

鉄道網改善 -- 1,545km 

住宅建設 157,070 棟 750,000 棟 

 

 

海外在留邦人：248 人（2015 年、外務省） 
 

 
（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
2 

22% 農林水産業
0 

0%

鉱工業
2 

22%
運輸通信

0 
0%

卸小売業
3 

34%

その他
2 

22%

総数：9社

【図表 6】 有望展開先国としてのエチオピア：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 エチオピア政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://sunshineinvestmentgroup.net/construction/
http://www.midroc-ethiopia.com.et/md_06midroc_cons.html
http://www.kajima.co.jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/20f23a688e6f4f5c/20150161.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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エチオピア：お助け情報源 
 

 

治 安 外務省危険情報（エチオピア） 

許 認 可 ●会社設立の許可はまず「エチオピア投資庁」にて設立登記を行う。あわせて「納税者識別

番号（TIN）」の取得と建設許可の取得が可能。 

●建設業者登録：エチオピア投資庁において「建設請負業者の等級づけ」を受ける（実際の

等級づけを行うのは建設省）。等級づけは建設内容と従業員数・所有機材内容により「GC

（General Contractor）」「BC（Building Contractor）」「SC（Special Contractor）」に分

けられる。等級は種類により 1 から最大 10 まであり、いずれも等級 1 が最も取り扱える工

事の規模が大きい。 

（出所）エチオピア投資庁「エチオピアに関する投資案内（投資機会と環境 2013）」 / 

Ethiopian Contractors Registration Requirement 

公共発注者 エチオピア鉄道公社  (Ethiopian Railways Corporation/ERC)、  エチオピア空港公社 

(Ethiopian Airport Enterprise)、エチオピア電力公社  (Ethiopian Electric Power 

Corporation/EEPCo) 

●政府調達サイト(Government Procurement Portal) から発注（応募するには要登録） 

・ダム（エチオピア電力公社）、鉄道（エチオピア鉄道公社） 

団 体 Construction Contractors Association of Ethiopia（建設業界団体） 

本邦企業支

援 機 関 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●JETRO アフリカビジネス支援センター（アフリカビジネス実証事業） 

途上国ビジネス開発課 開発支援班 

TEL：03-3582-5170 FAX：03-3585-1630  E-mail：bdc@jetro.go.jp 

●JBIC 海外投資移動相談室（予約制） 

東京（毎月第２水曜日）：東京商工会議所 中小企業相談センター 

TEL: 03-3283-7700 

名古屋（毎月第３木曜日）：名古屋商工会議所 産業振興部 貿易証明センター 

TEL: 052-223-5721 

群馬県太田市（開催日程については要問合せ）太田商工会議所 工業支援部 

TEL: 0276-45-2121 

●アフリカビジネス振興サポートネットワーク（AB-NET） 

（官民連携による設立・運営。Web サイトから問い合わせ可能） 

●中小企業基盤準備機構「海外ビジネスナビ」（支援サービスの案内あり） 

進出・進出

支 援 事 例 

●アフリカ開発銀行「アフリカビジネスに関わる日本企業リスト」（2016 年 1 月）（産業別

に進出企業名がリスト化。エチオピアは「東部」の欄を参照。） 

業 界 調 査 ●JETRO「2016 年度アフリカ進出日系企業実態調査（2016 年 12 月）」（対象国にエチオピ

ア含む） 

そ の 他 ●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ニュース：Addis Fortune、Capital、Ethiopian-News、ENA（政府メディア） 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_095.html
http://www.unido.or.jp/files/Invest_in_Ethiopia.pdf
http://constructionproxy.com/ethiopian-construction-update-and-articles/68-ethiopian-contractors-registration-requirement
http://www.erc.gov.et/
http://www.ethiopianairports.com/
http://www.ethiopianairports.com/
http://www.eepco.gov.et/
http://www.eepco.gov.et/
https://etenders.gov.eg/
http://www.eepco.gov.et/newtenderpage.php
http://www.erc.gov.et/index.php/tenders-and-vacancies.html
http://www.ethiopian-construction.org/
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
https://www.jetro.go.jp/services/african_business.html
mailto:bdc@jetro.go.jp
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/smes/consultation
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
http://biznavi.smrj.go.jp/casestudy/
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/54f029c1f763ba6c/20160101.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://addisfortune.net/
http://capitalethiopia.com/:/capitalethiopia.com/
http://www.ethiopian-news.com/
http://www.ena.gov.et/
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ケニアの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国資本の参入が制限されている分野: 保険業（ケニア資本 1/3 以上）、通信業（事

業許可取得後 3 年以内にケニア資本 20％以上）、航空業（株主議決権の 51％以上を

ケニア資本にする）。なお、上記産業を除くナイロビ証券取引所上場企業の外国資本

の保有比率にかかる制限はない（建設業も制限なし）。 

●資本金に関する規制：特になし。ただし、投資促進法（Investment Promotion Act 

2004）により、新規外国投資による投資許可証取得のための最低投資額は 10 万ド

ル相当と定められている。 

（出所） JETRO 国・地域情報（ケニア）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率：ケニア法人が 30％、外国法人は 37.5％）、労働者訓練税（ホ

テル・レストラン業以外のすべての業種が対象。労働者 1 名に対し毎月 50 ケニア

シリングを納税）、個人所得税（10～30％の累進課税）、付加価値税（標準税率 16％）、

二国間租税条約締結なし 

（出所）JETRO 国・地域情報（ケニア）「税制」 

 

 

人口：4,420 万人（2015 年） 首都：ナイロビ（493 万人、全人口の 11%） 

面積：58.3 万平方キロメートル（日本の約 1.5 倍）宗教：伝統宗教、キリスト教等 

GDP：634 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：1,434 米ドル（2015 年） 

公用語：スワヒリ語、英語 ODA：有償資金対象国  政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 3.3（電力 3.9/道路 4.2/空港 4.8）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 63%/30%）  （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 ケニアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ケニア業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/africa/ke/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/africa/ke/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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ケニアの投資環境 
 

 

 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

19（2011 年）、23（2012 年）、25（2013 年）、30（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 MOHA KENYA Ltd. 

Prism Construction  

進出日系建設企業 

（出所）OCAJI 

北野建設(株) (株)鴻池組 (株)錢高組 東洋建設(株)   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

DTF*

11 ケニア → カーボヴェルデ ↓ ケニア ↑ 61.2%

12 タンザニア → ケニア ↓ ウガンダ ↑ 57.8%

13 レソト → モザンビーク ↑ カーボヴェルデ ↓ 55.3%

14 モザンビーク → ウガンダ ↑ モザンビーク ↓ 53.8%

15 シエラレオネ ↑ コートジボワール ↑ コートジボワール → 52.3%

16 ガボン ↑ マリ ↑ マラウィ ↑ 54.4%

17 ウガンダ → タンザニア ↓ ブリキナファソ ↑ 51.3%

18 ガンビア ↓ マラウィ ↑ マリ ↓ 53.0%

19 スーダン ↓ ブリキナファソ ↑ タンザニア ↓ 54.5%

20 リベリア ↑ シエラレオネ ↓ シエラレオネ → 50.2%

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

2014年 2015年 2016年

「ビジネスのしやすさ」　サブサハラアフリカ　順位（48か国）
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【図表 3】 ケニアの建設業界事情 

第 2 次中期計画（ビジョン 2030 に基づく

中期開発計画、2013 年 – 2017 年） 

●政府によるインフラ支出計画例（5 年間の

投資予定額） 

単位：百万ケニアシリング（Ksh.） 

※Ksh.1 = 1 円（参考） 

分野 整備内容（例） 予算 

空港 滑走路拡張、空港改修 74,151.5 

港湾 ターミナル建設、改修 42,322 

鉄道 新規路線の開通 1,000476 

道路 通勤路線の新規開発 913,132 

電力 発電所の建設、送電線拡張 4,092,234 

 

 

海外在留邦人：804 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 
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【図表 6】 有望展開先国としてのケニア：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ケニア政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.mohakenya.com/services/construction-in-mombasa.html
http://www.prismconst.com/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.kitano.co.jp/
http://www.konoike.co.jp/
http://www.zenitaka.co.jp/
http://www.toyo-const.co.jp/
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.vision2030.go.ke/lib.php?f=second-medium-term-plan-2013-2017
http://www.vision2030.go.ke/home/
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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ケニア：お助け情報源 
 

 

治 安 外務省危険情報（ケニア） 

許 認 可 ●建設許可は国家建設局（NCA）に申請。その際、契約金額の 0.5％を「建設ライセンス申

請費」として支払う。また、インフラ開発プロジェクトにおいて「環境影響評価料」とし

て、国家環境管理局（Nema）にプロジェクト費用の 0.1％を支払う（いずれも 2017 年以

降撤廃する方向で検討中。） 

（出所）JETRO 通商広報（2016 年 8 月 22 日） 

公共発注者 道路省（Ministry of Roads）、運輸省（Ministry of Transport）、水・灌漑省（Ministry of Water 

and Irrigation） 

●PPOA（公共調達管理機構） にて政府調達情報の閲覧可能 

団 体 ●Egyptian Federation For Construction & Building Contractors（建設業界団体）  

●National Construction Authority (NCA)：ケニアの建設業界監督機関 

本邦企業支

援 機 関 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●JETRO アフリカビジネス支援センター（アフリカビジネス実証事業） 

途上国ビジネス開発課 開発支援班 

TEL：03-3582-5170 FAX：03-3585-1630  E-mail：bdc@jetro.go.jp 

●JBIC 海外投資移動相談室（予約制） 

東京（毎月第２水曜日）：東京商工会議所 中小企業相談センター  TEL: 03-3283-7700 

名古屋（毎月第３木曜日）：名古屋商工会議所 貿易証明センター  TEL: 052-223-5721 

●アフリカビジネス振興サポートネットワーク（AB-NET） 

（官民連携による設立・運営。Web サイトから問い合わせ可能） 

●中小企業基盤準備機構「海外ビジネスナビ」（支援サービスの案内あり） 

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（ケニア進出事例含む） 

●アフリカ開発銀行「アフリカビジネスに関わる日本企業リスト」（2016 年 1 月）（産業別

に進出企業名がリスト化。ケニアは「東部」の欄を参照。） 

●JETRO「ケニアにおける事業設立ハンドブック -改訂版-（2016 年 3 月）」 

業 界 調 査 ●JETRO「2016 年度アフリカ進出日系企業実態調査（2016 年 12 月）」（ケニア含む） 

●Construction Business Review（CBR）：ケニアにおける建設業界・プロジェクト情報 

●The East African Modern Builder Magazine：ケニア、東アフリカ地域インフラ建設プロ

ジェクト情報 

そ の 他 ●JETRO ケニア税務 Q&A マニュアル（2016 年 3 月） 

●JETRO 中東アフリカ地域での現地人材確保策（2015 年 10 月）（ケニア含む） 

●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ニュース：Construction Business Review、East African Standard、Kenya Star 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_100.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2016/08/6bba695976d118be.html
http://www.roads.go.ke/
http://www.transport.go.ke/
http://www.water.go.ke/
http://www.water.go.ke/
http://www.ppoa.go.ke/
http://www.tasheed.org/ar/Default.aspx
http://www.kenyalawreports.or.ke/klr/fileadmin/pdfdownloads/Acts/NationalConstructionAuthorityAct_No41of2011.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
https://www.jetro.go.jp/services/african_business.html
mailto:bdc@jetro.go.jp
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/smes/consultation
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
http://biznavi.smrj.go.jp/casestudy/
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2016/02/4ea799ddbf3e08ee.html
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/54f029c1f763ba6c/20160101.pdf
http://www.constructionkenya.com/about-us/
http://eamodernbuilder.com/
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2016/02/b5976ba778eb60b7.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2015/01/1bbfea7664a827a9.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.constructionkenya.com/
http://eastandard.net/
http://www.kenyastar.com/
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コンゴ民主共和国の投資環境 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国資本の参入が可能な法人設立形態：合名会社（SNC）、匿名組合（Sleeping 

Partnerships）、有限会社（SARL/ Private Limited Companies）、株式会社（SA/ 

Public Limited Companies）、支店、駐在員事務所。なお、株式会社を設立する際

は法定最低資本金として 20,000 米ドルの制限がある。 

●外国資本が制限されている分野： 小規模商業活動、武器の製造と軍事関連産業

（建設業の制限なし） 

●公共調達に外国資本が参入することに関し制限はない。 

（出所） JICA コンゴ民主共和国 投資促進分野調査結果報告書（2016 年 2 月） 

税制 

 

法人所得税（表面税率 30％または 35％）、支店税（35％）、個人所得税

（CDF22,956,000 以上給与に一律 30％課税）、外国人駐在員税（25％）、付加価値

税（標準税率 16％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各 20％）、二国間租税

条約締結なし      ※1 コンゴフラン(CDF)＝0.1 円（参考） 

※投資法における税制優遇を受けるには、「投資促進公社（ANAPI）」から投資認可を受

ける必要がある。なお、「コンゴ民主共和国の法律に基づき設立された企業」「最低 20

万米ドルの投資額がある（中小企業は最低 10 万米ドル）」などの条件がある。 

（出所）JICA コンゴ民主共和国 投資促進分野調査結果報告書（2016 年 2 月） 

人口：8,168 万人（2015 年） 首都：キンシャサ（1,138 万人、全人口の 14%） 

面積：234.5 万平方キロメートル 宗教：キリスト教（85％）、イスラム教（10％）他

GDP：383.9 億米ドル（2015 年） 一人当たり GDP：470 米ドル（2015 年）  

公用語：フランス語 ODA：無償・有償資金対象国 政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 1.7（電力 1.6/ 道路 2.1/空港 2.8）、安全飲料水・トイレ普及

（各々人口の 52%/29%）  （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 コンゴ民主共和国の GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 コンゴ民主共和国の業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/ku57pq000016s6az-att/toushi_drc_01.pdf
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/ku57pq000016s6az-att/toushi_drc_01.pdf
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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コンゴ民主共和国の投資環境 
 

 
 

 

建設投資額 

（億米ドル） 

11（2011 年）、14（2012 年）、16（2013 年）、17（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

 

Congo Construction Company 

Traminco            （注）証券取引所は開設されていない 

進出日系建設企業 

(出所) OCAJI 

岩田地崎建設(株) 北野建設(株) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

と 

 

 

 

 

（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

DTF*

1 モーリシャス → モーリシャス → モーリシャス → 72.3%

2 南アフリカ → ルワンダ ↑ ルワンダ → 69.8%

3 ボツワナ ↑ ボツワナ → ボツワナ → 65.6%

4 ルワンダ ↑ 南アフリカ ↓ 南アフリカ → 65.2%

5 ガーナ ↓ ザンビア ↑ セーシェル ↑ 61.2%

6 ナミビア → ガーナ ↓ ザンビア ↓ 60.5%

7 セーシェル → スワジランド ↑ ナミビア ↑ 58.8%

8 ザンビア → ナミビア ↓ スワジランド ↓ 58.3%

9 カーボヴェルデ → セーシェル ↓ ガーナ ↓ 58.8%

10 スワジランド → レソト ↑ レソト → 60.4%

43位 ↑ 38位 ↑ 40位 ↓ *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　サブサハラアフリカ　順位（48か国）

2014年度 2015年度 2016年度

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）
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事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録
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投資家保護
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国際交易

契約履行

破産手続

コンゴ民主共和国

総合順位（184位/190か国）

【図表 3】 コンゴ民主共和国の建設業界事情 

Growth and Poverty Reduction Strategy 

Papaer（2011-2015） 

●インフラの近代化（道路整備、空港整備、

電気・水へのアクセス改善など）を経済開

発政策の重点施策として挙げている。 

●実質 GDP に占めるインフラ投資の割合 

インフラ投資分野 2005 年 2013 年 

電機、ガス、水 1.1％ 0.7％ 

建設 3.9％ 4.4％ 

輸送、通信 14.3％ 12.6％ 

（出所） JICA コンゴ民主共和国 投資促進分野調査結

果報告書（2016 年 2 月） 

 

海外在留邦人：56 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
0 

0%

農林水産業
0 

0%

鉱工業
3 

75%

運輸通信
0 

0%

卸小売業
1 

25%

その他
0 

0%

総数：4社

【図表 6】 有望展開先国としてのコンゴ民主共和国：ビジネスのしやすさと課題（参考） 

【図表 5】 コンゴ民主共和国政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.congoconstruction.com/?page_id=35
http://traminco.co.za/index.html
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.iwata-gr.co.jp/
http://www.kitano.co.jp/
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://planipolis.iiep.unesco.org/en/2011/democratic-republic-congo-growth-and-poverty-reduction-strategy-paper-second-generation-gprsp2
http://planipolis.iiep.unesco.org/en/2011/democratic-republic-congo-growth-and-poverty-reduction-strategy-paper-second-generation-gprsp2
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/ku57pq000016s6az-att/toushi_drc_01.pdf
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/ku57pq000016s6az-att/toushi_drc_01.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html


 

158 
 

コンゴ民主共和国：お助け情報源 
 

 

治 安 外務省危険情報（コンゴ民主共和国） 

許 認 可 ●建設許可も含め、すべての投資は、投資促進公社（ANAPI: Agence Nationale pour la 

Promotion des Investissements）に申請し、その承認が必要となる。新規投資促進のため

ANAPI の中に設置された「起業ワンストップサービス（GUCE:Guichet Uniquede de 

Création d’Entreprise)」で申請することが可能。 

●法人設立の際も GUCE（ワンストップサービス）にて、商業登記や税務登録など、起業

にかかるすべての手続きを行うことができる（手数料：法人 120 米ドル、個人 40 米ドル） 

（出所） JICA コンゴ民主共和国 投資促進分野調査結果報告書（2016 年 2 月）、 

投資促進公社（ANAPI） 

公共発注者 インフラ・公共事業・再建省、交通・通信経路省、地方開発省、炭化水素省など 

●上記含む中央省庁ウェブサイト（リンク集）（詳細連絡先を入手するためには登録が必要） 

団 体 コンゴ民主共和国貿易投資協会(DR-Congo Trade & Investment Chamber) 

本邦企業支

援 機 関 

●在コンゴ民主共和国日本大使館 日本企業支援窓口 

TEL: +243（0）81-884-8477  E-mail: business-support.drc@ki.mofa.go.jp  

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●JETRO アフリカビジネス支援センター（アフリカビジネス実証事業） 

途上国ビジネス開発課 開発支援班 

TEL：03-3582-5170 FAX：03-3585-1630  E-mail：bdc@jetro.go.jp 

●JBIC 海外投資移動相談室（予約制） 

東京（毎月第２水曜日）：東京商工会議所 中小企業相談センター 

TELl: 03-3283-7700 

名古屋（毎月第３木曜日）：名古屋商工会議所 産業振興部 貿易証明センター 

TEL: 052-223-5721 

群馬県太田市（開催日程については要問合せ）太田商工会議所 工業支援部 

TEL: 0276-45-2121 

●アフリカビジネス振興サポートネットワーク（AB-NET） 

（官民連携による設立・運営。Web サイトから問い合わせ可能） 

●中小企業基盤準備機構「海外ビジネスナビ」（支援サービスの案内あり） 

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」 （参考） 

●アフリカ開発銀行「アフリカビジネスに関わる日本企業リスト」（2016 年 1 月）（産業別

に進出企業名がリスト化。コンゴ民への進出企業の掲載なし。） 

業 界 調 査 ●2016 年度アフリカ進出日系企業実態調査（2016 年 12 月） （参考） 

そ の 他 ● JETRO「中東アフリカ地域での現地人材確保策（2015 年 10 月）」（参考） 

●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ニュース：NTA Newstime、Le Congolais 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pchazardspecificinfo_2017T016.html
https://www.investindrc.cd/en
https://www.investindrc.cd/en
http://fr.guichetunique.cd/
http://fr.guichetunique.cd/
http://www.microsofttranslator.com/bv.aspx?from=&to=en&a=http%3A%2F%2Ffr.guichetunique.cd%2Fspip.php%3Farticle4
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/priv_partner/ku57pq000016s6az-att/toushi_drc_01.pdf
https://www.investindrc.cd/en
http://www.africanbib.biz/countries/country-profile/?cHash=0d501d9da9156dcf3791bc5c7edcbf3e&tx_abibcountries_country%5Bcountry%5D=Congo%2C%20Dem.%20Rep.&tx_abibcountries_country%5Bmenu%5D=4&tx_abibcountries_country%5Baction%5D=show&tx_abibcountries_country%5Bcontroller%5D=Country
http://sa-drctic.co.za/
http://www.rdc.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
mailto:business-support.drc@ki.mofa.go.jp
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
https://www.jetro.go.jp/services/african_business.html
mailto:bdc@jetro.go.jp
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/smes/consultation
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
http://biznavi.smrj.go.jp/casestudy/
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/54f029c1f763ba6c/20160101.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2015/01/1bbfea7664a827a9.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.newstimeafrica.com/archives/category/central-africa-news/drc
http://www.lecongolais.cd/
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タンザニアの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

●外国資本 51％以上で「外国会社」とみなす。 
（出所）タンザニア投資センター（TIC: Tanzania Investment Centre） 

●インフラ整備への投資はインセンティブ（税制優遇など）の対象。投資にかかる

優遇を受けるには、タンザニア投資センター（TIC）から「インセンティブ保証書

（Certificate of Incentives）」を取得する必要がある。資格取得条件は、新規の経済

再生プロジェクトへの最低投資額が 30 万米ドルと定められている。 
（出所）在日本タンザニア大使館「ビジネス情報」 / タンザニア投資センター（TIC）  

税制 

 

法人所得税（表面税率 30％）、個人所得税（9～30％の累進課税）、付加価値税（標

準税率 18％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％、15％）、二国間

租税条約なし 

（出所）タンザニア歳入庁（TRA: Tanzania Revenue Authority） 

 

 

 

人口：4,768 万人（2015 年） 首都：ドドマ（法律上の首都）（最大都市：ダルエス

サラーム 446 万人、全人口の 9%） 面積：94.5 万平方キロメートル（日本の約 2.5 倍） 

宗教：イスラム教、キリスト教等 GDP：456.3 億米ドル（2015 年）  

一人当たり GDP：957 米ドル（2015 年）公用語：スワヒリ語（国語）、英語（公用語）

ODA: 有償資金対象国     政治体制：共和制 

インフラ水準：7 点満点中 2.7（電力 2.9/道路 3.4/空港 3.2）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 56%/16%） （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

 

  【図表 1】 タンザニアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 タンザニアの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
http://www.tic.co.tz/menu/179?l=en
http://www.tanzaniaembassy.or.jp/Japanese/Business_Japanese/investment_in_jpn.html
http://tanzania.eregulations.org/menu/313
http://www.tra.go.tz/index.php/tax-tables
http://www.tra.go.tz/index.php/value-added-tax-vat
http://www.tra.go.tz/index.php
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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建設投資額 

（億米ドル） 

30（2011 年）、31 (2012 年）、48（2013 年）、60（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

建設業登録協会（CRB） 

Estim Construction 

ADVENT Construction Ltd. 

進出日系建設企業 

（出所）OCAJI 

岩田地崎建設(株) (株)鴻池組 徳倉建設(株) (株)NIPPO 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

DTF*

11 ケニア → カーボヴェルデ ↓ ケニア ↑ 61.2%

12 タンザニア → ケニア ↓ ウガンダ ↑ 57.8%

13 レソト → モザンビーク ↑ カーボヴェルデ ↓ 55.3%

14 モザンビーク → ウガンダ ↑ モザンビーク ↓ 53.8%

15 シエラレオネ ↑ コートジボワール ↑ コートジボワール → 52.3%

16 ガボン ↑ マリ ↑ マラウィ ↑ 54.4%

17 ウガンダ → タンザニア ↓ ブリキナファソ ↑ 51.3%

18 ガンビア ↓ マラウィ ↑ マリ ↓ 53.0%

19 スーダン ↓ ブリキナファソ ↑ タンザニア ↓ 54.5%

20 リベリア ↑ シエラレオネ ↓ シエラレオネ → 50.2% *順位が低いほど課題あり

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

2014年 2015年 2016年

「ビジネスのしやすさ」　サブサハラアフリカ　順位（48か国）

0

50

100

150

200

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

タンザニア

総合順位（132位/190か国）

【図表 3】 タンザニアの建設業界事情 

5 か年開発計画（2016/17-2020/21） 

●2020 年までの達成目標（建設業）： 

 2014/15 2020/21 2025/26 

平均成長率 13.3％ 9.6％ 9.6％ 

GDP 割合 10.4％ 11.8％ 11.8％ 

●事業例：鉄道建設（1,341km）、高速道路

建設（200km）、ガス火力発電所建設など 

●政府によるインフラ支出計画（2016 年 – 

2020 年）  （単位：億タンザニアシリング(Tsh.)） 

※Tsh.1 = 0.05 円（参考） 

総額 2016/17 2017/18 2018/19 2019/20 

1,994.4 224.4 700 520 500 

※2020 年度完了予定のため、2021 年度は予算なし 

 

海外在留邦人：357 人（2015 年、外務省） 
 

 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
6 

26%

農林水産業
2 

9%

鉱工業
5 

22%

運輸通信
1 

4%

卸小売業
3 

13%

その他
6 

26%

総数：23社

【図表 6】 有望展開先国としてのタンザニア：ビジネスのしやすさと課題 （参考） 

【図表 5】 タンザニア政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.crb.go.tz/contractors
http://www.estimconstruction.com/
http://www.adventconstructions.co.tz/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.iwata-gr.co.jp/
http://www.konoike.co.jp/
http://www.tokura.co.jp/
http://www.nippo-c.co.jp/
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.mof.go.tz/mofdocs/msemaji/Five%202016_17_2020_21.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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治 安 外務省危険情報（タンザニア） 

許 認 可 ●法人登録：不動産開発事業は工業省（Ministry of Industry）へ、建設業・エンジニアリ

ングサービス業は設立する各地方政府（Municipality）へ届け出て営業許可を受ける。 

（出所）タンザニア投資センター（TIC） 

●建設業登録：公共工事省傘下の CRB（建設業登録協会、Contractors Registration Board）

にて建設業者登録を行う。登録の種類は外国企業・地場企業の他、業種（Building, Civil 

Works, Mechanical, Electrical, Specialist）、等級（Classification: 1 – 7）を登録する。等

級により、契約可能金額上限や工事請負範囲が異なる。外国企業は等級 1 – 3（大規模工事

が可能な等級）のみ登録可能。  （出所）建設業登録協会（CRB） 

●技術士登録：技術者登録協会（ERB/ Engineers Registration Board） 

公共発注者 PPRA (Public Procurement Regulatory Authority) （公共調達ポータルサイト運営） 

団 体 ●タンザニア日本商工部会（概要） 

「日本人商工部会と統治関係省庁とのビジネス環境改善に関する意見交換会概要」 

（2016 年 2 月および 3 月開催、於：タンザニア日本大使館） 

本邦企業支

援 機 関 

●在タンザニア日本大使館 日本企業支援窓口（タンザニア・ビジネス窓口） 

TEL: +255-22-2115827 （7:30～16:30 日本時間で 13:30～22:30） 

E-mail: shomu@dr.mofa.go.jp  

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●JETRO アフリカビジネス支援センター（アフリカビジネス実証事業） 

途上国ビジネス開発課 開発支援班 

TEL：03-3582-5170 FAX：03-3585-1630  E-mail：bdc@jetro.go.jp 

●JBIC 海外投資移動相談室（予約制） 

東京（毎月第２水曜日）：東京商工会議所 中小企業相談センター  TEL: 03-3283-7700 

名古屋（毎月第３木曜日）：名古屋商工会議所 貿易証明センター  TEL: 052-223-5721 

●アフリカビジネス振興サポートネットワーク（AB-NET） 

（官民連携による設立・運営。Web サイトから問い合わせ可能） 

●中小企業基盤準備機構「海外ビジネスナビ」（支援サービスの案内あり） 

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（タンザニア進出例あり） 

●アフリカ開発銀行「アフリカビジネスに関わる日本企業リスト」（2016 年 1 月）（産業別

に進出企業名がリスト化。タンザニアは「東部」参照。） 

業 界 調 査 ●JETRO「2016 年度アフリカ進出日系企業実態調査（2016 年 12 月）」（タンザニア事例） 

●在タンザニア日本国大使館：タンザニアビジネスニュース  

そ の 他 ●JETRO 中東アフリカ地域での現地人材確保策（2015 年 10 月） （参考） 

●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ニュース：The Citizen、Daily News 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_111.html
http://www.tic.co.tz/?l=en
http://www.crb.go.tz/classification-contractors
http://www.erb.go.tz/
https://www.ppra.go.tz/
http://www.tz.emb-japan.go.jp/bilateral/jcci.htm
http://www.tz.emb-japan.go.jp/bilateral/Business%20Environment.pdf
http://www.tz.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
https://www.jetro.go.jp/services/african_business.html
mailto:bdc@jetro.go.jp
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/smes/consultation
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
http://biznavi.smrj.go.jp/casestudy/
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/54f029c1f763ba6c/20160101.pdf
https://www.facebook.com/tanzania.business.news
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2015/01/1bbfea7664a827a9.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.thecitizen.co.tz/
http://www.dailynews.co.tz/index.php
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（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 ※2009 年以前の失業率はデータなし 

 
 
 

規制 

 

 

●外国資本の参入を禁止している分野：建設業は含まれていない。（禁止分野：武器・

弾薬の製造、麻薬および向精神薬の製造・販売、軍隊・警察・入国管理・税関・

刑務所用制服および装具製造） 

●外国資本の出資比率の制限：特になし。ただし、外国資本が入る場合は、最低株

式資本 1,000 万ナイラが必要。    ※1 ナイラ(NGN)＝0.4 円（参考） 

●外国人の雇用制限：内務省より発行される「外国人割り当て制限」を取得してい

る場合に限り、取得の範囲内で認められる。（想定されるポストは Director 以上） 

●その他の規制：外資非公開会社は、その営業許可および外国人採用枠の取得のた

めに、株式、貸付金または機械の輸入の方法で合計 30 万ドルの資本導入を証明す

る証拠の提示が必要。ナイジェリアの銀行が発行する資本導入証（Certificate of 

Capital Importation：CCI）、または、機械設備等の現物資本の場合は、輸入手続

きにおいて必要となる Form M を設備輸入の証拠とすることができる。 

（出所） JETRO 国・地域情報（ナイジェリア）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（表面税率 30％）、個人所得税（最高 24％の累進課税）、付加価値税（標

準税率 5％）、二国間租税条約締結なし  （出所）JETRO 国・地域情報（ナイジェリア）「税制」 

 

人口：1 億 7,872 人（2015 年）  首都：アブジャ（Abuja）（最大都市：ラゴス 1,283 万

人、全人口の 7%）    面積：923,773 平方キロメートル（日本の約 2.5 倍） 

宗教：イスラム教、キリスト教 GDP：4,938 億米ドル（2015 年）  

一人当たり GDP：2,763 米ドル（2015 年） 公用語：英語（公用語），各民族語（多数） 

ODA：有償資金対象国    政治体制：連邦共和制（大統領制）  

インフラ水準：7 点満点中 2.1（電力 1.4/道路 2.6/空港 3.2）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 69%/29%））  （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 ナイジェリアの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 ナイジェリアの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/africa/ng/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/africa/ng/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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建設投資額 

（億米ドル） 

123（2011 年）、139（2012 年）、170（2013 年）、201（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 

ナイジェリア証券取引所 

Julius Berger Nigeria 

Albico Plc. 

進出日系建設企業 

 

東洋エンジニアリング 日揮  

（出所）アフリカ開発銀行「アフリカビジネスに関わる日本企業リスト」（2016 年 1 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016 

 

DTF*

1 モーリシャス → モーリシャス → モーリシャス → 72.3%

2 南アフリカ → ルワンダ ↑ ルワンダ → 69.8%

3 ボツワナ ↑ ボツワナ → ボツワナ → 65.6%

4 ルワンダ ↑ 南アフリカ ↓ 南アフリカ → 65.2%

5 ガーナ ↓ ザンビア ↑ セーシェル ↑ 61.2%

6 ナミビア → ガーナ ↓ ザンビア ↓ 60.5%

7 セーシェル → スワジランド ↑ ナミビア ↑ 58.8%

8 ザンビア → ナミビア ↓ スワジランド ↓ 58.3%

9 カーボヴェルデ → セーシェル ↓ ガーナ ↓ 58.8%

10 スワジランド → レソト ↑ レソト → 60.4%

34位 ↓ 35位 ↓ 36位 ↓

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　サブサハラアフリカ　順位（48か国）

2014年度 2015年度 2016年度
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【図表 3】 ナイジェリアの建設業界事情 

ナイジェリア・ビジョン 20（NV20） 

●脆弱なインフラの改善を目指し、2020 年までに

水力・火力発電所の建設や再生可能エネルギーを活

用した発電量の増加（6,000MW→35,000MW）、6

車線道路の建設（8 道路）などを目標とした。 

●インフラ投資目標額（2011 年 - 2015 年） 

（単位：百万ナイラ） 

※1 ナイラ = 0.4 円（参考） 

道路、橋梁 695,500 鉄道 498,550 

港湾 11,800 電力 356,500 

空港 112,670 地方開発 840,539 

（出所）The Transformation Agenda 2011-2015 

 

 

海外在留邦人：162 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
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農林水産業
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鉱工業
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総数：32社

【図表 6】 有望展開先国としてのナイジェリア：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 ナイジェリア政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.nse.com.ng/
http://www.julius-berger.com/
http://www.arbicong.com/
http://www.toyo-eng.com/jp/ja/
http://www.jgc.com/jp/
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.nationalplanning.gov.ng/index.php/national-plans/nv20-2020
http://www.nationalplanning.gov.ng/images/docs/Transformation.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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 治 安 外務省危険情報（ナイジェリア） 

許 認 可 ●法人登録： ナイジェリア投資委員会（NIPC）へ届け出。（営業許可は内務省から下りる。） 

（出所）JETRO ビジネス関連法制度ガイドブック（ナイジェリア）（2014 年 3 月） 

●技術士登録： COREN (Council for the Regulation of Engineering in Nigeria) 

公共発注者 Federal Ministry of Power, Works and Housing  

※政府調達システムは2017年以降開発予定 

団 体 ●Association for Consulting and Engineering in Nigeria (ACEN)（建設業界団体） 

本邦企業支

援 機 関 

●在ナイジェリア日本大使館 日本企業支援窓口 

問い合わせは web フォームまたは電話：(234-9) 461-2713～2714､461-3289～90 

ナイジェリアビジネスニュース（大使館発行、2015 年まで更新） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●JETRO アフリカビジネス支援センター（アフリカビジネス実証事業） 

途上国ビジネス開発課 開発支援班 

TEL: 03-3582-5170 FAX：03-3585-1630  E-mail：bdc@jetro.go.jp 

●JBIC 海外投資移動相談室（予約制） 

東京（毎月第２水曜日）：東京商工会議所 中小企業相談センター  

TEL: 03-3283-7700 

名古屋（毎月第３木曜日）：名古屋商工会議所 産業振興部 貿易証明センター 

TEL: 052-223-5721 

群馬県太田市（開催日程については要問合せ）太田商工会議所 工業支援部 

TEL: 0276-45-2121 

●アフリカビジネス振興サポートネットワーク（AB-NET） 

（官民連携による設立・運営。Web サイトから問い合わせ可能） 

●中小企業基盤準備機構「海外ビジネスナビ」（支援サービスの案内あり） 

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（ナイジェリア進出例あり） 

●アフリカ開発銀行「アフリカビジネスに関わる日本企業リスト」（2016 年 1 月）（産業別

に進出企業名がリスト化。ナイジェリアは「西部」参照。） 

業 界 調 査 ●JETRO「2016 年度アフリカ進出日系企業実態調査（2016 年 12 月）」（ナイジェリア含む） 

そ の 他 ●JETRO「中東アフリカ地域での現地人材確保策（2015 年 10 月）」（参考） 

●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ニュース：African Herald Express、Business News、Business Day News、The Guardian 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_115.html
http://www.nipc.gov.ng/
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2014/07001882.html
http://www.coren.gov.ng/
http://pwh.gov.ng/index?what=7&title=Public%20Procurement
http://www.acen.org.ng/home/index.php/about-acen-menu/about-us/joomla-extensions
https://www.deliver.mofa.go.jp/m?f=71
http://www.ng.emb-japan.go.jp/j/nigeriabiznews.html
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
https://www.jetro.go.jp/services/african_business.html
mailto:bdc@jetro.go.jp
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/smes/consultation
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
http://biznavi.smrj.go.jp/casestudy/
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/54f029c1f763ba6c/20160101.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2015/01/1bbfea7664a827a9.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.africanheraldexpress.com/
http://businessnews.com.ng/
http://www.businessdayonline.com/
https://guardian.ng/
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（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 

規制 

 

 

●外国資本が制限されている分野：金融業（銀行、保険）、通信、 鉱業・石油業に

一部制限あり。建設業に特段の制限はない。 

●外国資本の出資比率の制限：一部の業種を除き、合弁企業設立の際の出資比率に

関する規制はない。ただし、ヨハネスブルク証券取引所（Johannesburg stock 

exchange：JSE）経由で投資をする場合、International Headquarter Company 

Rules 2010（南アを主要拠点にして事業を展開する外国企業を歓迎するため策定し

た規則）により、JSE に上場された株式と債務を有する企業は国際本部企業だと認

められる。その場合の出資比率は 10％。  

（出所） JETRO 国・地域情報（南アフリカ）「外資に関する規制」 

税制 

 

法人所得税（基本税率 28％※）、個人所得税（18～41％の累進課税）、付加価値税

（標準税率 14％）、日本への配当送金課税（配当税は 15％、課税は南アフリカ国内

のみで送金時の課税はない）、二国間租税条約締結済み（持分の 25％以上を期末日か

ら起算して 6 カ月以上継続して保有している場合には、5％の源泉税率が適用される。） 

※小規模企業（売上高が年 1,400 万ランド未満、総資産 1,000 万ランド未満）の場合は、課税所

得に応じて 0～28％の累進課税。零細企業（売上高が年 100 万ランド未満、総資産 500 万ランド

未満）の場合は、課税売上高に応じて 0～3％の累進課税。※1 ランド（ZAR）＝約 8.5 円（参考） 

（出所） JETRO 国・地域情報（南アフリカ）「税制」 

【図表 2】 南アフリカの業種規制・税制            

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

人口：5,496 万人（2015 年） 首都：プレトリア（最大都市：ヨハネスブルク 866

万人、全人口の 16%）     面積：122 万平方キロメートル（日本の約 3.2 倍） 

宗教： キリスト教（人口の約 80％）他 GDP：3,147 億米ドル(2015 年)  

一人当たり GDP：5,727 米ドル（2015 年） 公用語：英語、アフリカーンス語等 11 言語 

ODA：有償資金対象国     政治体制：共和制  

インフラ水準：7 点満点中 4.2（電力 3.0/道路 5.0/空港 6.0）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 93%/66%）（出所） IMF/Demographia World Urban Areas/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 南アフリカの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/africa/za/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/world/africa/za/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 モーリシャス → モーリシャス → モーリシャス → 72.3%

2 南アフリカ → ルワンダ ↑ ルワンダ → 69.8%

3 ボツワナ ↑ ボツワナ → ボツワナ → 65.6%

4 ルワンダ ↑ 南アフリカ ↓ 南アフリカ → 65.2%

5 ガーナ ↓ ザンビア ↑ セーシェル ↑ 61.2%

6 ナミビア → ガーナ ↓ ザンビア ↓ 60.5%

7 セーシェル → スワジランド ↑ ナミビア ↑ 58.8%

8 ザンビア → ナミビア ↓ スワジランド ↓ 58.3%

9 カーボヴェルデ → セーシェル ↓ ガーナ ↓ 58.8%

10 スワジランド → レソト ↑ レソト → 60.4%

*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離） *順位が低いほど課題あり

「ビジネスのしやすさ」　サブサハラアフリカ　順位（48か国）

2014年度 2015年度 2016年度

0
20
40
60
80

100
120
140

事業立上

建設許可

電力供給

不動産登録

与信取得

投資家保護

税金支払

国際交易

契約履行

破産手続

南アフリカ

総合順位（74位/190か国）

建設投資額 

（億米ドル） 
142 (2011 年)、135 (2012 年)、131 (2013 年)、128 (2014 年) 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 Murray & Roberts、 Group Five     

（出所）ヨハネスブルク証券取引所（JSE） 

進出日系建設企業  大日本土木(株)  (出所) OCAJI 

【図表 3】 南アフリカの建設業界事情 

国家開発計画 2030（2013 年 - 2030 年） 

●交通、エネルギー、水道事業に対し GDP

の 10％を投資する旨明記。PPP の活用につ
いても言及。 

南アフリカ国家インフラ計画 

●2012 年策定。18 の戦略的インフラ開発プ
ロジェクト（SIPs）が盛り込まれた。これ
らの事業を通じて現在不足している建設作
業員の育成と雇用の拡大を図る。事業期間
は最大 20 年。 

●投資額は 2013 年度から 3 年間で 8,270 億
ランドの見通し。既存施設の更新や新規建
設などに活用される。最大の事業は Escom

（南アフリカ電力会社）による発電所の新
規建設および既存施設の更新で、投資総額
は 3 年間 2,051 億ランド。 

※1 ランド（ZAR）＝約 8.5 円（参考） 

海外在留邦人：1,471（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
0 

0%

農林水産業
9 

3%

鉱工業
106 
39%

運輸通信
37 

13%

卸小売業
73 

27%

その他
50 

18%

総数：275社

【図表 6】 有望展開先国としての南アフリカ：ビジネスしやすさと課題  

【図表 4】 本邦企業進出状況 【図表 5】 南アフリカ政府のインフラ開発計画 

http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://www.murrob.com/index.asp
http://www.groupfive.co.za/
http://www.groupfive.co.za/
http://www.dnc.co.jp/
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.gov.za/issues/national-development-plan-2030
http://www.gov.za/issues/National-infrastructure-plan
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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南アフリカ：お助け情報源 
 

 

治 安 外務省危険情報（南アフリカ） 

許 認 可 ●法人登録：企業・知的所有権登録局（Companies and Intellectual Property Commission：

CIPC）に届け出る。外国企業が南アフリカに進出する場合は、「現地法人（Public Companies

または Private Companies）」または「外部会社（External Companies）：支店や駐在員事

務所」のどちらかの扱いになる。 

（出所）JETRO 国・地域別情報（南アフリカ）「外国企業の会社設立手続き・必要書類 」 

公共発注者 公社庁（Department of Public Enterprises）、運輸省（Department of Transport）、財務

省（National Treasury） 

●公共調達サイト：南アフリカ政府ポータル（South African Government） 財務省、 

南アフリカ道路管理株式会社（SANRAL）、国営総合輸送公社 Transnet Limited 社

（Transnet） 

団 体 南アフリカ土木建設連盟 

本邦企業支

援 機 関 

●在南アフリカ日本大使館   

日本企業担当支援窓口：（企業支援全般）TEL: +27 -12 -452 -1609 

（インフラプロジェクト専門官）TEL: +27-12-452-1500 

E-mail: economic@pr.mofa.go.jp （共通） 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●JETRO アフリカビジネス支援センター（アフリカビジネス実証事業） 

途上国ビジネス開発課 開発支援班  

TEL：03-3582-5170 Fax：03-3585-1630  E-mail：bdc@jetro.go.jp 

●JBIC 海外投資移動相談室（予約制） 

東京（毎月第２水曜日）：東京商工会議所 中小企業相談センター TEL: 03-3283-7700 

名古屋（毎月第３木曜日）：名古屋商工会議所 貿易証明センター TEL: 052-223-5721 

●アフリカビジネス振興サポートネットワーク（AB-NET） 

（官民連携による設立・運営。Web サイトから問い合わせ可能） 

●中小企業基盤準備機構「海外ビジネスナビ」（支援サービスの案内あり） 

進出・進出

支 援 事 例 

●JETRO「南アフリカ共和国 企業等の買収・出資上の実務・注意点（2016 年 3 月）」 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（南アフリカ進出事例含む） 

●アフリカ開発銀行「アフリカビジネスに関わる日本企業リスト」（2016 年 1 月）（産業別

に進出企業名がリスト化。南アフリカは「南部」の欄を参照。） 

業 界 調 査 ●JETRO「2015 年度在アフリカ進出日系企業実態調査（2016 年 2 月）」（対象国に南アフ

リカ含む） 

●在南アフリカ日本国大使館: 南ア月報 

そ の 他 ●JETRO「中東アフリカ地域での現地人材確保策（2015 年 10 月）」（南アフリカ含む） 

●JICA「ODA 国別開発協力方針・事業展開計画」「日本の ODA プロジェクト（無償）」 

●ニュース： Business Day、Engineering News、Cape Business News 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_122.html
https://www.jetro.go.jp/world/africa/za/invest_09.html
http://www.dpe.gov.za/
http://www.transport.gov.za/
http://www.treasury.gov.za/
http://www.treasury.gov.za/
http://www.gov.za/documents/tender
http://www.treasury.gov.za/tenderinfo/default.aspx
http://www.nra.co.za/live/content.php?Session_ID=5d706f98304c2728b8f9f4c12a2089cc&Item_ID=310
http://www.transnet.net/Tenders/Pages/default.aspx
http://www.transnet.net/Tenders/Pages/default.aspx
http://safcec.site-ym.com/
http://www.za.emb-japan.go.jp/itprtop_ja/index.html
mailto:economic@pr.mofa.go.jp
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
https://www.jetro.go.jp/services/african_business.html
mailto:bdc@jetro.go.jp
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/smes/consultation
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
http://biznavi.smrj.go.jp/casestudy/
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2016/02/028e716f99df5402.html
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2016/01/cd657477753a916f.html
http://www.za.emb-japan.go.jp/itpr_ja/SA_News.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2015/01/1bbfea7664a827a9.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/kuni_enjyo_kakkoku.html
http://www.businesslive.co.za/bd/
http://www.engineeringnews.co.za/
http://www.cbn.co.za/
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モロッコの投資環境 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）IMF World Economic Outlook Database October 2016 より作成 

 
 
 

規制 

 

 

●外国資本の参入が制限されている分野：リン酸塩や農業など一部産業に制限があ

るものの、原則投資は自由。 

●外国資本の出資比率の制限：制限はなく、外資 100％企業の設立も可能。 

●資本金に関する規制：国内、外国企業に関わらず、株式会社（societe anonyme：

SA）の最低払込資本金は 30 万ディルハムとなる。このほかの企業形態に最低払

込資本金は設定されていない。 ※1 ディルハム＝約 11 円（参考） 

●公共調達に関する規制：国内企業に対する優遇措置あり。公共調達では入札価格

が唯一の競争基準であるが、公共設備・運輸省の公共工事入札（建設・エンジニ

アリング）では、外国企業の入札価格には 15%上乗せされ、国内企業が優先され

る。また、公共調達の 20%を従業員 200 人以下の中小企業の割り当てられること

になっている。 

（出所） JETRO 国・地域情報（モロッコ）「外資に関する規制」  JETRO 通商広報（2015 年 3 月 10 日） 

税制 

 

法人所得税※（10～30％の累進課税）、個人所得税（10～38％の累進課税）、付加価

値税（標準税率 20％）、日本への利子・配当送金課税（最高税率各々10％、15％）、

二国間租税条約締結なし 

※2017 年 1 月 1 日以降、年間売上高（付加価値税除く）300 万ディルハム※以上の企業は、法人税のオンラ

イン申告・納税が義務付けられている  ※1 ディルハム = 約 11 円（参考） 

（出所） JETRO 国・地域情報（モロッコ）「税制」 

人口：3,350 万人（2015 年）  首都：ラバト（最大都市：カサブランカ 324 万人、

全人口の 10%）   面積：44.6 万平方キロメートル（日本の約 1.2 倍，西サハラ除く）

宗教：イスラム教（国教）スンニ派    GDP：1,005.9 億米ドル（2015 年） 

一人当たり GDP：3,003 米ドル（2015 年）公用語：アラビア語（公用語）、ベルベル語

（公用語）、フランス語   ODA：有償資金対象  政治体制：立憲君主制  

インフラ水準：7 点満点中 4.3（電力 5.3/道路 4.4/空港 4.7）、安全飲料水・トイレ普及（各々

人口の 85%/77%）   （出所） IMF/Demographia/外務省/JICA 有償/JICA 無償/World Economic Forum/世銀 

  

【図表 1】 モロッコの GDP 成長率、消費者物価上昇率、失業率の推移 

【図表 2】 モロッコの業種規制・税制 

 (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ) 

https://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2016/01/weodata/index.aspx
https://www.jetro.go.jp/world/africa/ma/invest_02.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2015/03/54f8f8476f158.html
https://www.jetro.go.jp/world/africa/ma/invest_04.html
http://www.imf.org/external/datamapper/index.php
http://www.demographia.com/db-worldua.pdf
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/
https://www.jica.go.jp/activities/schemes/finance_co/about/standard/ku57pq000019pi76-att/reference_01_2016.pdf
https://www.jica.go.jp/oda/allsearch/grant-aid.html
http://www3.weforum.org/docs/GCR2016-2017/05FullReport/TheGlobalCompetitivenessReport2016-2017_FINAL.pdf
http://wdi.worldbank.org/table/1.3
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建設投資額 

（億米ドル） 

56（2011 年）、56（2012 年）、60（2013 年）、63（2014 年） 

（出所）国連統計局「建設」 

主な国内建設企業 Buoygues Construction Morocco （出所）JETRO-IDE「アフリカ成長企業ファ

イル」 JET Contractors （出所）カサブランカ証券取引所（モロッコ） 

進出日系建設企業 海外建設協会会員で進出している企業はない。 （出所） OCAJI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所）世界銀行 Doing Business Ranking 2016

DTF*

1 アラブ首長国連邦 → アラブ首長国連邦 → アラブ首長国連邦 → 76.9%

2 サウジアラビア → バーレーン ↑ バーレーン → 68.4%

3 チュニジア → カタール ↑ モロッコ → 67.5%

4 オマーン → モロッコ ↑ オマーン ↑ 67.7%

5 バーレーン ↑ オマーン ↓ カタール ↓ 63.7%

6 カタール ↓ マルタ ↑ チュニジア ↑ 64.9%

7 モロッコ → チュニジア ↓ マルタ ↓ 65.0%

8 マルタ ↑ サウジアラビア ↓ サウジアラビア → 61.1%

9 レバノン ↓ クウェート ↑ クウェート → 59.6%

10 クウェート → ヨルダン ↑ イラン ↑ 57.3% *順位が低いほど課題あり
*DTF: Distance to frontier (最先端までの距離）

「ビジネスのしやすさ」　中東・北アフリカ　順位（20か国）
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【図表 3】 モロッコの建設業界事情 

設備・運輸省戦略（2012-2016） 
●項目別強化内容例（＋投資予定総額） 
【道路（投資予定総額：261 億ディルハム）】
高速道路の総延長 1,800km 達成（2015 年ま
でに 384km 延伸）、地方道路（総延長
2,500km）の工事完了、道路改良工事の実施
（舗装 120 か所、防潮堤 30km 建設、バイク
専用レーン 120km の敷設） 
【鉄道（投資予定総額：275 億ディルハム）】
マラケシュに高速鉄道導入（タンジェ～カ
サブランカ間、時速 200km – 320km）、駅お
よび線路の改修（近代化および拡張） 
【空港（投資予定総額：50 億ディルハム）】
カサブランカ空港の中央・西アフリカハブ
空港としての機能強化（観光政策「ビジョ
ン 2020」に基づく） 
【港湾（投資予定総額：285 億ディルハム）】
新規の港湾施設建設および既存港湾施設の
拡張・近代化 

※1 ディルハム＝約 11 円（参考） 

海外在留邦人：374 人（2015 年、外務省） 

 

（出所）外務省 海外在留邦人数調査統計 

建設
0 

0%

農林水産業
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鉱工業
20 

45%

運輸通信
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0%

卸小売業
15 
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その他
10 

22%

総数：45社

【図表 6】 有望展開先国としてのモロッコ：ビジネスのしやすさと課題 

【図表 5】 モロッコ政府のインフラ開発計画 【図表 4】 本邦企業進出状況 

http://unstats.un.org/unsd/snaama/selbasicFast.asp
http://blog.bouygues-construction.com/en/en-direct-des-chantiers/bouygues-construction-tient-cap-au-maroc/
http://www.ide.go.jp/Japanese/Data/Africa_file/Company/morocco03.html
http://www.ide.go.jp/Japanese/Data/Africa_file/Company/morocco03.html
http://www.jet-contractors.com/en/index.php
http://www.casablanca-bourse.com/bourseweb/en/index.aspx
http://www.ocaji.or.jp/members/situation.php#anchor1
http://www.doingbusiness.org/Custom-Query
http://www.equipement.gov.ma/en/Pages/home.aspx
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html
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モロッコ：お助け情報源 
 

 

治 安 外務省危険情報（モロッコ） 

許 認 可 ●法人登録： 地方投資管理センター（Centres régionaux d’investissement : CRI）に届け

出る。なお、 CRI 内には商業裁判所、地方税務局、社会保険センターの窓口が併設され、

ワンストップ・サービスを提供している。 （出所）JETRO 国・地域別情報（モロッコ） 

●技術士登録： Le Conseil National de l’Ordre des Architectes du Maroc (CNOA)（モロ

ッコ建築士協会）※掲載情報はフランス語のみ 

公共発注者 Portail Morocain des Marches Publics （政府調達ポータル） 

※フランス語、アラビア語のみ 

団 体 Le Conseil National de l’Ordre des Architectes du Maroc (CNOA)（モロッコ建築士協会） 

※掲載情報はフランス語のみ 

本邦企業支

援 機 関 

●国土交通省国際建設推進室「海外建設ホットライン」TEL: 03-5253-8315  

●JETRO アフリカビジネス支援センター（アフリカビジネス実証事業） 

途上国ビジネス開発課 開発支援班 

Tel：03-3582-5170 Fax：03-3585-1630  E-mail：bdc@jetro.go.jp 

●JBIC 海外投資移動相談室（予約制） 

東京（毎月第２水曜日）：東京商工会議所 中小企業相談センター 

TEL: 03-3283-7700 

名古屋（毎月第３木曜日）：名古屋商工会議所 産業振興部 貿易証明センター 

TEL: 052-223-5721 

群馬県太田市（開催日程については要問合せ）太田商工会議所 工業支援部 

TEL: 0276-45-2121 

●アフリカビジネス振興サポートネットワーク（AB-NET） 

（官民連携による設立・運営。Web サイトから問い合わせ可能） 

●中小企業基盤準備機構「海外ビジネスナビ」（支援サービスの案内あり） 

進出・進出

支 援 事 例 

●国交省「地方・中小建設企業の海外展開事例集 平成 25 年度」（モロッコ進出例あり） 

●アフリカ開発銀行「アフリカビジネスに関わる日本企業リスト」（2016 年 1 月）（参考） 

業 界 調 査 ●JETRO「2016 年度アフリカ進出日系企業実態調査（2016 年 12 月）」（モロッコ含む） 

そ の 他 ●JETRO「中東アフリカ地域での現地人材確保策（2015 年 10 月）」（モロッコ含む） 

●JICA「日本の ODA プロジェクト（無償）」（モロッコ） 

●ニュース：Moroccan Times、Morocco Gazette、Maroco Press 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_124.html
https://www.jetro.go.jp/world/africa/ma/invest_09.html
http://ordredesarchitectes.ma/
https://www.marchespublics.gov.ma/pmmp/
http://ordredesarchitectes.ma/
http://www.mlit.go.jp/common/000040457.pdf
https://www.jetro.go.jp/services/african_business.html
mailto:bdc@jetro.go.jp
http://www.jbic.go.jp/ja/efforts/smes/consultation
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
http://biznavi.smrj.go.jp/casestudy/
http://www.mlit.go.jp/common/001087720.pdf
http://ab-network.jp/wp-content/uploads/2013/11/ListOfJapaneseCompaniesDoingBusinessInAfrica_JP_1601.pdf
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/01/54f029c1f763ba6c/20160101.pdf
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2015/01/1bbfea7664a827a9.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/data/gaiyou/odaproject/africa/morocco/index_01.html
http://themoroccantimes.com/
http://marocgazette.com/index.php?lang=en
http://www.marocpress.com/en/
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本資料は関連情報の全てを網羅的に記しているものではなく、また、調査後に制度改正が行われる等

の事由により最新情報とは異なっている可能性があります。 
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